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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要様式 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人理化学研究所 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 30年度（第４期） 

中長期目標期間 平成 30年～令和６年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 基礎研究振興課、山下恭徳 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 

 

３．評価の実施に関する事項 

令和元年 7月 3日   第 17回 国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング１）  

令和元年 7月 5日   第 18回 国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング２） 

令和元年 7月 31日  第 19回 国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（意見聴取） 

令和元年 8月 6日   第 15回 国立研究開発法人審議会開催（意見聴取） 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 30年 3月 1日 第４期中長期目標 

平成 31年 3月 1日 第４期中長期目標変更 

平成 31年 3月 29日 第４期中長期計画変更 
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様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

Ａ       

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められるため。 

 

２．法人全体に対する評価 

○第４期中長期目標期間の初年度を通じて、国家戦略等に基づく戦略的な研究開発及び世界最先端の研究基盤の構築・運用・高度化等に向けた組織体制の再編等に関して多岐にわたる顕著な成果が認

められる。 

 

○新たな組織体制について、理事長のリーダーシップの下、研究開発成果の最大化及びイノベーション創出に向けた研究所運営システムの改革がなされたことは評価できる。加えて、各研究分野で世

界を牽引する、あるいは産業等への幅広い応用が期待される特筆すべき研究開発成果を創出し、実績を挙げていると評価できる。 

 

○平成 30年度に創出された特筆すべき研究開発成果の例として以下が挙げられる。 

【マネジメント、人材育成、外部連携等】 

・ 研究領域に応じた研究マネジメント、人材育成・連携・社会への貢献に向けた取組を行い、迅速かつ適切な新体制の構築や世界最高水準の研究成果の創出が図られているほか、理研の研究内容を理

研内外の研究組織と連携し成果を還元する社会実装を見据えた組織構築が図られていることは評価できる。 

 

【国家戦略等に基づく戦略的研究開発等の推進における成果】 

・ 脳神経科学研究：恐怖体験の記憶の消去にドーパミンが関わることを発見した研究成果は、今後の PTSDの行動療法の改善につながっていくことが期待され、非常に高く評価できる。また、脳の神

経細胞に保存された記憶情報の解読に世界で初めて成功し、エピソード記憶が保存されるメカニズムを解明したこと等も非常に高く評価できる。 

・ 環境資源科学研究：乾燥空気中だけでなく、水や酸、アルカリ性水溶液中でも自己修復性能や形状記憶性能を示す新しい機能性ポリマーの開発に成功したこと等は非常に高く評価できる。 

・ 創発物性科学研究：量子情報電子技術の実現に向けて、量子ビットの開発や量子非破壊測定において、世界をリードする成果が得られている。また量子シミュレータの開発では、超伝導回路上でト

ポロジカル転移相に伴う信号を観測し、量子シミュレータの基礎を築く重要な成果が得られており、非常に高く評価できる。 

・ 光量子工学研究：高出力中赤外フェムト秒光源の波長域を現状の 1.5 µmから 3.6 µm まで拡大させ、さらに波長 1～2 µm領域でテラワット級のピークパワーを達成し、波長域、出力ともに当初の年

度計画を大きく上回り、高強度中赤外フェムト秒レーザーの開発に革新的進展をもたらす研究成果が得られており、非常に高く評価できる。 

 

 

【研究基盤の構築・運営・高度化における成果】 

・計算科学研究：「京」では、目標の 8,000時間を超える 8,348時間の運転と稼働率 98.5%の安定的な運用等、適切な運転・維持管理がなされ、必要十分な計算資源を研究者等への共用に供していること

及び「富岳」に係るシステム設計の実現等を通じて計算科学技術の発展に貢献していることは非常に高く評価できる。 

・放射光科学研究：SPring-8における年間総運転の約 85%を放射光利用時間としていることや SACLAにおける複数ビームラインの同時運転による利用時間の増加等を通じて利用ユーザーに安定した資源

の提供を行っていること、SPring-8では約 20%が産業利用されていること及び量子科学技術研究開発機構による「次世代放射光施設」の整備への協力を通じた貢献は非常に高く評価できる。 

・バイオリソース研究：高品質なリソースを恒常的に提供し、リソースの提供数が目標の 136%となる 14,987件に達していること及び平成 28年度以来３年連続でリコール発生率が 0%を維持しているこ

とが非常に高く評価できる。 

 

○業務運営の効率化等マネジメントに係る項目については、全体として計画通り、着実に取組が進められていると評価できる。 

 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等  
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４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

○研究所運営を支える体制・機能の強化及び世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等について、自律的に多様な取組がなされ

ており、「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

○各研究分野において世界最高水準の研究成果が創出されていることに加え、研究所内外の研究組織と連携しつつ成果を社会還元する社会実装を見据えた組織構築が図られて

おり、着実な運営がなされている。 

監事の主な意見 ○業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中長期計画及び年度計画に沿って効果的かつ効率的な運営が行われていると認められる。 

※  評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 H30

年度 

R１ 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

  H30

年度 

R１ 

年度 

R２ 

年度 

R３ 

年度 

R４ 

年度 

R５ 

年度 

R６ 

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

Ｂ 

      Ⅱ  

 １．研究所運営システムの構

築・運用 

Ａ 

      Ⅰ-1    １．経費等の合理化・効率化 Ⅱ-1  

２．人件費の適正化 Ⅱ-2  

 （１）研究所運営を支える

体制・機能の強化 

Ⅰ-1-(1)   ３．調達の合理化及び契約業務

の適正化 

Ⅱ-3  

（２）世界最高水準の研究

成果を生み出すための研究

環境の整備と優秀な研究者

の育成・輩出等 

Ⅰ-1-(2)   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

Ｂ 

      Ⅲ  

 １．予算（人件費見積を含

む）、収支計画、資金計画 

Ⅲ-1  

２．外部資金の確保 Ⅲ-2  

３．短期借入金の限度額 Ⅲ-3  

（３）関係機関との連携強

化等による、研究成果の社

会還元の推進 

Ⅰ-1-(3)   ４．不要財産又は、不要財産と

なることが見込まれる財産に関

する計画 

Ⅲ-4  

（４）持続的なイノベーシ

ョン創出を支える新たな科

学の開拓・創成 

Ⅰ-1-(4)   ５．重要な財産の処分・担保の

計画 

Ⅲ-5  

６．剰余金の使途 Ⅲ-6  

 ２．国家戦略等に基づく戦略的

研究開発等の推進 

Ｓ 

      Ⅰ-2   ７．中長期目標期間を越える債

務負担 

Ⅲ-7  

 （１）革新知能統合研究 Ⅰ-2-(1)   ８．積立金の使途 Ⅲ-8  

（２）数理創造研究 Ⅰ-2-(2)   Ⅳ．その他の事項 

Ｂ 

      Ⅳ  

（３）生命医科学研究 Ⅰ-2-(3)    １．内部統制の充実・強化 Ⅳ-1  

（４）生命機能科学研究 Ⅰ-2-(4)    ２．法令遵守、倫理の保持 Ⅳ-2  

（５）脳神経科学研究 Ⅰ-2-(5)    ３．業務の安全の確保 Ⅳ-3  

（６）環境資源科学研究 Ⅰ-2-(6)    ４．情報公開の推進 Ⅳ-4  

（７）創発物性科学研究 Ⅰ-2-(7)  ５．情報セキュリティの強化 Ⅳ-5  

 （８）光量子工学研究 Ⅰ-2-(8)    ６．施設及び設備に関する計画 Ⅳ-6  

 （９）加速器科学研究 Ⅰ-2-(9)    ７．人事に関する計画 Ⅳ-7  

３．研究基盤の構築・運営・高

度化 

Ｓ 

      Ⅰ-3              

             

  （１）計算科学研究 Ⅰ-3-(1)             
 （２）放射光科学研究 Ⅰ-3-(2)              
 （３）バイオリソース研究 Ⅰ-3-(3)              

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、平成 30年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 
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【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 

なお、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

関連する政策・施策 政策目標７ イノベーション創出に向けたシステム改革 

施策目標７－１ 産学官における人材・知・資金の好循環システム

の構築 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 特定国立研究開発

法人として、理事長

のリーダーシップ

のもと、他の研究機

関の模範となるよ

うな研究所運営シ

ステムの構築や強

化に必要な制度を

整備・運用するた

め、以下に示す取組

を行い、研究開発成

果を最大化させ、イ

ノベーションを創

出する中核機関と

しての力を強化す

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研究

所」という。）は、世

界最高水準の幅広

い科学の総合研究

所として我が国の

イノベーションを

強力に牽引する中

核機関となること

が期待されている。

そのため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの

研究開発成果を生

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研究

所」という。）は、世

界最高水準の幅広

い科学の総合研究

所として我が国の

イノベーションを

強力に牽引する中

核機関となること

が期待されている。

そのため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの

研究開発成果を生

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

【業務実績総括】 

●我が国のイノベーシ

ョンを牽引する中核機

関にふさわしい研究所

運営システムの構築に

努め、以下のような顕

著な取組を行った。 

●機動的・柔軟な資源

配分を実施し、研究所

の全体最適を実現する

法人運営システムを有

効に活用した。特に理

研 ICT 戦略の策定とそ

れに基づく情報システ

ムの改善や、第４期中

＜評定と根拠＞ 

 評定：Ａ 

 

●理事長のリーダーシップの

下、研究所運営システムの一

層の強化等に向けた以下をは

じめとする取組により、将来

的な成果の創出等にもつなが

り得る顕著な実績を挙げてい

るため、A 評定とする。 

・資源配分の機動的対応・最

適化 

・所内外の異分野連携による

エンジニアリング研究の推進 

・理研白眉制度など若手研究

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・理事長のリーダーシップの下、研究所運営を支える体制・機能の強化及び世界最高

水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等

について、自律的に多様な取組がなされており、「研究開発成果の最大化」に向け

て顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が窺える点が評価できる。 

・優れた若手研究者の登用・育成等の推進、世界最高水準の研究成果を生み出すため

の研究環境の整備及び研究開発成果の国内外への発信に向けた多様な取組がなさ

れていることが評価できる。 

・「組織」対「組織」の産学連携等、産業界との連携の強化、分野間・組織間を越え
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る。 み出すとともに、圧

倒的な基礎研究に

おける成果を輩出

することで他の国

立研究開発法人の

モデルとなること

を目指す。 

また、世界の冠たる

研究機関となるこ

とを目指し、「科学

力展開プラン」とし

て、1.研究開発成果

を最大化する研究

運営システムを開

拓・モデル化する、

2.至高の科学力で

世界に先んじて新

たな研究開発成果

を創出する、3.イノ

ベーションを生み

出す「科学技術ハ

ブ」機能を形成す

る、4.国際頭脳循環

の一極を担う、5.世

界的研究リーダー

を育成することを

中長期計画の柱と

する。科学力展開プ

ランを踏まえ、新た

な科学を創成する

とともに、研究所が

中核となり、社会と

共創することによ

り、革新的なイノベ

ーションの創出を

目指す。 

み出すとともに、圧

倒的な基礎研究に

おける成果を輩出

することで他の国

立研究開発法人の

モデルとなること

を目指す。 

また、世界の冠たる

研究機関となるこ

とを目指し、「科学

力展開プラン」とし

て、1.研究開発成果

を最大化する研究

運営システムを開

拓・モデル化する、

2.至高の科学力で

世界に先んじて新

たな研究開発成果

を創出する、3.イノ

ベーションを生み

出す「科学技術ハ

ブ」機能を形成す

る、4.国際頭脳循環

の一極を担う、5.世

界的研究リーダー

を育成することを

中長期計画の柱と

する。 

科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するとと

もに、研究所が中核

となり、社会と共創

することにより、革

新的なイノベーシ

ョンの創出を目指

す。 

長期目標の達成に効果

的と判断された取組に

ついて、理事長裁量経

費も活用しつつ適切に

重点配分を行った。 

●エンジニアリングネ

ットワークの推進にお

いて、所内外の異分野

連携によるエンジニア

リング課題が戦略セン

ターの中核的な研究に

発展するなど、当初の

中長期計画を上回る進

捗があった。 

●研究人材の育成に関

しては、独立して独自

の研究を推進する理研

白眉制度を運用し、既

存分野にとらわれない

次世代を担う研究リー

ダーの育成強化におい

て顕著な実績を挙げ

た。また、同制度の下で

女性限定公募の「加藤

セチプログラム」を開

始し、女性 PIの発掘を

行った。 

●国際化戦略について

は、欧州事務所をブリ

ュッセルに新たに設置

したとともに、独マッ

クスプランク協会との

事務部門同士のワーク

ショップを実施し、事

務部門における国際化

対応の取組も強化し

た。 

●理解増進に関して

は、米国科学技術協会

（AAAS）において理研

主催のサイエンスセッ

ションが採択され 100

リーダー等の育成プログラム

（特に、加藤セチプログラム

による若手女性 PI の発掘を

含む。） 

・欧州事務所の立上げやマッ

クスプランク協会との事務部

門同士による WS 開催などの

国際対応強化 

・「科学技術・イノベーション

創出の活性化に関する法律」

に基づく「成果活用等支援法

人」の設立準備 

・大学との新たな連携拠点設

置など科学技術ハブ機能の強

化 等 

 

 

た連携及びハブとしての機能強化が図られ、研究成果を社会還元する取組が推進

していることが評価できる。 

・持続的なイノベーション創出を図るべく、新たな研究領域の開拓・創成に資する可

能性のある課題の推進、分野・組織横断的なプロジェクトの推進に係る制度・体制

の整備や取組がなされ、シーズの創出が図られていることが評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・イノベーションを生み出す「科学技術ハブ」機能の形成と、世界的研究リーダーを

育成することへの注力を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・人材の育成加速・優秀人材の早期輩出、長期研究による成果拡大、組織の柔軟性を

維持するため、時代の変化に即応したバランスの取れた人材配置・配分を期待す

る。 

・社会実装事例を表彰等で積極的に公開し業績化することで、担当者のインセンティ

ブにつなげていくことが重要である。 

・SDGs への貢献は理研にとっても重要な課題である。SDGsは非常に幅広いため、

貢献する分野を特定し、理研としての貢献を検討することも必要である。 

・科学道の発信等を引き続き行い、研究者が備えるべき人間性、精神性、資質に対す

る啓発や研究者のあるべき姿を力強くリードされることを期待する。 
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名以上の参加者を集め

るなど、理研の認知度

向上の取組を更に進め

た。 

●産業界との共創につ

いては、産業界との融

合連携制度に新たに３

チームを設置したほ

か、本制度を通じて開

発された医療用材料が

販売承認を受け、本格

的に臨床使用されるこ

ととなった。産業界の

コミットメント強化

と、より多くの共同研

究費確保に向け、理研

側負担に対する企業側

マッチング比率を増や

した（1:1⇒1:3）。「科学

技術・イノベーション

創出の活性化に関する

法律」に基づいて、研究

所の研究成果について

民間事業者への移転や

共同研究のその活用を

促進する法人（成果活

用等支援法人）の設立

に関する検討を、法律

の制定を見据え検討に

万全を期した。（※文科

大臣に対する法人への

出資認可申請は、中長

期目標・計画の変更手

続を経て、令和元年 5月

16日に実施。） 

●科学技術ハブ機能の

形成と強化に関して

は、２大学との間で連

携拠点を設置するとと

もに、１研究開発法人

との間での設置に向け

た検討が進展するな
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ど、連携の拡大に顕著

な実績を挙げた。 

●産業界との連携を支

える研究の取組におい

て、創薬・医療技術プロ

グラムにおいて１件以

上リード探索段階に進

める目標に対して３件

を進めることができ、

目標を大きく超えて達

成した。 

●その他の中長期計画

に係る業務について

も、計画どおり、順調に

実施した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１-(1) 研究所運営を支える体制・機能の強化 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

○経営判断を支える体制・機能の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所の有する研

究・経営資源等を踏

まえ、国家戦略及び

将来のあるべき社

会像を分析し、研究

所が向かうべき方

向性をビジョンと

してとりまとめ、具

体的な研究開発を

企画・立案・推進す

る機能を強化する。 

我が国のイノベー

ション創出に向け

た研究開発の中核

的な担い手として、

科学技術基本計画

等の科学技術イノ

ベーション政策を

踏まえ、政策課題の

達成に向け明確な

使命の下で組織的

に研究開発に取組

むとともに、社会か

らの様々な要請に

対応した戦略的・重

点的に研究開発を

推進する。さらに、

科学技術に関する

我が国のイノベー

ション創出に向け

た研究開発の中核

的な担い手として、

科学技術基本計画

等の科学技術イノ

ベーション政策を

踏まえ、政策課題の

達成に向け明確な

使命の下で組織的

に研究開発に取組

むとともに、社会か

らの様々な要請に

対応した戦略的・重

点的に研究開発を

推進する。  

平成 30 年度は、理

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会か

らの要請の分析

や、法人運営に係

る適切な評価の実

●平成 30年度より新た

に理研戦略会議を設置

するため、規程の整備

や委員の選任等を行う

とともに、昨年 12月に

第１回理研戦略会議を

開催し、第４期中長期

計画における取組やイ

ノベーション事業法人

（成果活用等支援法

人）設立構想等の新た

なイノベーション促進

方策について議論いた

だいた。 

●理研科学者会議につ

いては、本会議 6 回の

ほか、運営委員会、研究

●適切に計画を遂行している

と評価する。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・各種会議体は研究面と経営面、理研内外、国内外のバランスが取れた体制となっており、

提言等により理事長及び理事会議に諮ることで研究所の運営に内容が反映されているこ

とは評価できる。 

・新たに理研戦略会議を設置し、第４期中長期計画における取組やイノベーション事業法

人設立構想等のイノベーション促進方策について検討を進めたことは、理事長のリーダー

シップの下、戦略的な法人運営システムの構築・運営として評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・運営・経営側のトップダウンと研究者からのボトムアップ、それに外部視点からの

意見を加えた体制での運営は重要であり、それぞれの会議体が形式化しない運営を

期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・イノベーション事業法人構想は、国立研究開発法人の中で初めての先駆的な取組で

あり、評価できる。応用研究段階に向けた体制強化を期待する。 
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革新的な知見が発

見された場合や、そ

の他の科学技術に

関する内外の情勢

に著しい変化が生

じた場合において、

当該知見に関する

研究開発その他の

対応が必要になっ

た際は、文部科学大

臣と十分な意志疎

通を図りつつ、迅速

な対応を行う。 

研究所内外の専門

的な有識者により

構成され、研究所の

経営、推進すべき研

究等に関して議論

する理研戦略会議

や、研究所の中核的

な研究者が科学的

見地から研究所が

推進すべき研究開

発の方向性等を議

論する科学者会議

を開催し、得られた

適切な助言を研究

所の運営に反映す

る。 

研戦略会議や科学

者会議を開催し、研

究所の経営や研究

所が推進すべき研

究開発の方向性等

を議論するととも

に、議論を通して得

られた意見等を研

究所の運営に反映

する。さらに、科学

技術に関する革新

的な知見が発見さ

れた場合や、その他

の科学技術に関す

る内外の情勢に著

しい変化が生じた

場合において、当該

知見に関する研究

開発その他の対応

が必要になった際

は、文部科学大臣と

十分な意志疎通を

図りつつ、迅速な対

応を行う。 

施と、これらを踏

まえた理事長のリ

ーダーシップによ

る法人運営の改善

状況 

 

 

人事部会、研究課題部

会等の各種部会を開催

し、理研が推進すべき

研究分野の検討や無期

雇用等の研究人事制

度、独創的研究提案制

度の課題採択・評価や

制度改善、イノベーシ

ョン事業法人設立構想

等について議論を行っ

た。 

●イノベーション事業

法人設立等の検討にあ

たっては、「科学技術・

イノベーション創出の

活性化に関する法律」

の制定と、それに伴う

中長期目標・中長期計

画の変更等について文

部科学省等と十分な意

思疎通を図りつつ、適

切に取り進めた。 

●役員やセンター長を

はじめとする理研の経

営等に携わる者や、中

心的な研究者・職員、更

には理研戦略会議委員

等が一堂に会し、第４

期中長期計画実施に際

しての課題、理研が全

所的に取り組む事項に

ついて集中的に議論す

る「理研研究政策リト

リート」を開催し、理研

における ICT戦略、中長

期的な老朽施設対応、

競争力強化に向けた研

究インフラの在り方、

国際化やイノベーショ

ンに向けた取組につい

て活発な議論を行っ

た。 
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○経営判断に基づく運営の推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究所の業務の改

善を進める上で、理

事長の裁量による

研究費等の機動的

な措置や、最適な予

算の配分など、理事

長のリーダーシッ

プとそれを支える

機能のもと、最適な

研究所運営が可能

となるよう取り組

む。その際、イノベ

ーション創出を促

す組織横断的かつ

柔軟な研究体制や

ネットワーク構築

を進める。 

研究所全体を適切

に運営するため、研

究所全体の研究計

画の実施状況を把

握し、必要性、緊急

性等を踏まえた理

事長の経営方針に

基づき、理事長のリ

ーダーシップの下、

熟議を踏まえた経

営判断を行い、予

算、人員等の資源を

適切に配分する。 

また、国家戦略、社

会的ニーズの観点

から緊急に着手す

べき研究や早期に

加速することによ

り成果創出が期待

される研究等に必

要な経費を経営判

断に基づき理事長

裁量経費として機

動的に措置する。 

さらに、戦略的研究

展開事業を推進す

る。戦略的、政策的

に重要なテーマを

設定し研究開発成

果の創出を目指す

とともに、独創的研

究提案制度により

将来新たな研究分

野へ発展する可能

性のある挑戦的・独

創的な課題を選定・

実施し、新たな事業

に発展させること

研究所全体を適切

に運営するため、研

究所全体の研究計

画の実施状況を把

握し、必要性、緊急

性等を踏まえた理

事長の経営方針に

基づき、理事長のリ

ーダーシップの下、

熟議を踏まえた経

営判断を行い、予

算、人員等の資源を

適切に配分する。  

平成 30 年度は、研

究所全体の研究計

画が効果的・効率的

に進むよう資源配

分方針を策定する。

また、緊急に着手す

べき研究や早期に

加速することによ

り成果創出が期待

される研究等に対

して、理事長裁量経

費として機動的に

措置するとともに、

戦略的、政策的に重

要なテーマを設定

して戦略的研究展

開事業を推進し、将

来、新たな研究分野

へ発展する可能性

のある挑戦的・独創

的な課題を選定し

て独創的研究提案

制度を運営する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会か

らの要請の分析

や、法人運営に係

る適切な評価の実

施と、これらを踏

まえた理事長のリ

ーダーシップによ

る法人運営の改善

状況 

●部分最適化ではな

く、理研全体の最適化

に向けて、必要な基盤

的・共通的運営経費を

確保するとともに、

個々のセンター等の既

存の予算項目に固定化

されない資源配分を実

現するため、各センタ

ー長等から全役員によ

るヒアリングを行った

上で、所内の「資源配分

方針」を策定した。特

に、理研 ICT戦略に沿っ

た情報システムの改善

に向けた取組や、新た

に発足したセンター等

をはじめとして、第 4期

中長期目標の達成に向

けてより効果的な研究

事業や取組に対して重

点的な資源配分を行っ

た。 

●理事長裁量経費につ

いては、上記資源配分

も踏まえつつ、（1）飛躍

的な成果が期待できる

基礎研究、（2）実用化に

向けた研究開発の加

速、（3）各役員所掌にお

いて予算措置が必要な

取組、（4）新中長期計画

の開始に伴うセンター

等の円滑な運営体制構

築に資する取組等を中

心に充当した。具体的

には、超高感度テラヘ

ルツ電界発生装置の研

●これまでセンター等の予算

項目に固定化されていた資源

配分を、各センター長等から

のヒアリング等により各研究

現場のニーズを把握した上

で、全所的な観点で最適化し、

効果的な投資を行う資源配分

を実現しているとともに、当

初想定できなかった機動的な

対応が必要な研究や取組に対

して、理事長裁量経費によっ

て適時的な投資を可能として

いる等、理事長のリーダーシ

ップの下、研究開発成果の最

大化やイノベーション創出の

ために、研究所の全体最適を

実現する法人運営システムを

構築しており、高く評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・組織全体の最適化を通じた資源配分方針、理事長裁量経費による措置及び独創的研

究提案制度の運営は、研究開発成果の最大化及びイノベーション創出に資する取組

として評価できる。 

・研究機器・施設の共用化推進に向けた取組及び理研ＩＣＴ戦略の策定による情報シ

ステムの改善は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・新領域開拓課題は、毎年、分野を越えた２テーマを新規に設定しており、分野融合

の新展開に期待する。 

 



13 

 

を目指す。 究開発や普及型の分子

動力学計算専用計算機

の開発加速、理研 ICT戦

略策定、脳神経科学セ

ンターにおける専門的

実験技術支援サポート

システムの整備等、研

究開発成果の最大化に

向けて機動的な措置が

有効な取組等を実施し

た。 

●戦略的研究展開事業

として、「白血病再発克

服プロジェクト」を理

事長のリーダーシップ

で新たに指定し、開始

した。 

●独創的研究提案制度

については、分野融合

による未踏の研究領域

の創出を目指した新領

域開拓課題８課題を実

施した（うち、１課題は

平成 30 年度開始）。ま

た、令和元年度に開始

する新領域開拓課題と

して、応募数９課題の

中から２課題を選定し

た。若手研究者の意欲

的な研究の支援を目指

した奨励課題（個人型、

連携型ともに研究期間

２年間）を公募し、応募

数 146 課題の中から 39

課題を選定し、昨年度

開始の 43課題に加えて

実施した。 

 

（参考：平成 30年度実

施中の新領域開拓課題

８課題） 

➢ Extreme 
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precisions to 

Explore 

fundamental 

physics with 

Exotic particles

（奇妙な粒子の極

限計測による基礎

物理学の探索） 

➢ Integrated 

Lipidology（脂質

の統合的理解） 

➢ Biology of 

Symbiosis（共生の

生物学） 

➢ Cellular 

Evolution: 

Karyogenesis and 

Diversification

（細胞進化） 

➢ Dynamic 

Structural 

Biology by 

Integrated 

Physics, 

Chemistry, and 

Computational 

Science（動的構造

生物学） 

➢ Fundamental 

Principles 

Underlying the 

Hierarchy of 

Matter: A 

Comprehensive 

Experimental 

Study（物質階層の

原理を探求する統

合的実験研究） 

➢ Chemical Probe（生

命現象探索分子） 

➢ Heterogeneity at 

Materials 
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interfaces（ヘテ

ロ界面研究） 

○研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

法人運営にあたっ

て、海外の著名な研

究者を含む外部有

識者等による研究

開発活動及び法人

経営への提言や評

価を受けるととも

に、研究所内の中核

的な研究者による

科学的見地から新

たな研究分野の開

拓等を目指した研

究開発の方向性や

戦略等の助言を得

ることで、研究所内

外の幅広い視点か

らの研究開発や法

人運営の課題抽出・

課題解決につなげ

る等の取組を行う。 

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的に

評価の高い外部専

門家等による国際

的水準の評価を実

施する。研究所全体

の運営の評価を行

うために「理化学研

究所アドバイザリ

ー・カウンシル」

（RAC）を定期的に

開催するとともに、

研究センター等毎

にアドバイザリー・

カウンシル(AC)を

開催する。 

法人運営にあたっ

て、海外の著名な研

究者を含む外部有

識者等による研究

開発活動及び法人

経営への提言や評

価を受けるととも

に、研究所内の中核

的な研究者による

科学的見地から新

たな研究分野の開

拓等を目指した研

究開発の方向性や

戦略等の助言を得

ることで、研究所内

外の幅広い視点か

らの研究開発や法

人運営の課題抽出・

課題解決につなげ

る等の取組を行う。 

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的

に評価の高い外部

専門家等による国

際的水準の評価を

実施する。研究所

全体の運営の評価

を行うために「理

化学研究所アドバ

イザリー・カウン

シル」（RAC）を定期

的に開催するとと

もに、研究センタ

ー等毎にアドバイ

ザリー・カウンシ

ル (AC) を 開 催 す

る。 

法人運営にあたって、

海外の著名な研究者を

含む外部有識者等によ

る研究開発活動及び法

人経営への提言や評価

を受けるとともに、研

究所内の中核的な研究

者による科学的見地か

ら新たな研究分野の開

拓等を目指した研究開

発の方向性や戦略等の

助言を得ることで、研

究所内外の幅広い視点

からの研究開発や法人

運営の課題抽出・課題

解決につなげる等の取

組を行う。 

研究所の運営や実施する研究

課題に関しては、世界的に評

価の高い外部専門家等による

国際的水準の評価を実施す

る。研究所全体の運営の評価

を行うために「理化学研究所

アドバイザリー・カウンシル」

（RAC）を定期的に開催すると

ともに、研究センター等毎に

アドバイザリー・カウンシル

(AC)を開催する。 

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われていることは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・外国人を含む人材で構成されるアドバイザリー・カウンシルを、各センター及び理

研全体で中長期目標期間中に２回開催し、国際的な観点からの助言を受けている点

は良い。助言を受ける頻度も適切である。 

・海外有識者も交えた理研アドバイザリー・カウンシル（RAC）は、国際的視点から

の提言が得られて有効である。 

○イノベーションデザインの取組及びエンジニアリングネットワークの形成 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ― 社会と科学技術と

の関係を俯瞰的に

捉え、どのような未

来社会を作りたい

かというビジョン

と、これを実現する

ための未来シナリ

オを描く。研究所は

この担い手となる

研究所は、社会と科

学技術との関係を

俯瞰的に捉え、どの

ような未来社会を

作りたいかという

ビジョンと、これを

実現するための未

来シナリオを描く

ための基盤を構築

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

【イノベーションデザ

イン】 

●未来シナリオ等の作

成に向けた基盤構築活

動を展開した。イノベ

ーションデザイナーに

ついては、ソーシャル

イノベーションを目指

す NPO法人代表、脳型人

 

 

●理研内外の研究者と未来社

会と科学技術の役割について

議論する場を構築するととも

に、文科省だけでなく他の省

庁の政策立案と先端科学との

関係を、未来社会の可能性を

更に広げるという文脈から議

＜評価すべき実績＞ 

・未来社会のビジョン創出に向けたイノベーションデザイン活動はユニークな枠組

みであり、エンジニアリングの強化のためのネットワーク形成も評価できる。特に、

エンジニアリングネットワークの推進は、センター横断的に研究を推進する体制の

構築にはじまり、戦略センターの中核的な研究に発展する等、当初計画を上回る進

捗を示していることは評価できる。  

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・イノベーションデザインは将来を見据えた長期ビジョンに資するものの、イノベー
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イノベーションデ

ザイナーを第一線

の研究者との対話

等を通して育成す

るとともに、イノベ

ーションデザイナ

ーが策定する未来

シナリオを活用し

て、研究所内の研究

者や組織が、産業界

や社会と連携した

未来志向の研究開

発に取組む。こうし

たイノベーション

デザインの活動を

通じて研究所の研

究活動に新たな価

値基準を与え、研究

所の有する研究・経

営資源等を踏まえ

つつ、未来社会の実

現に向けた研究の

推進を可能とする

研究所運営システ

ムを確立する。ま

た、イノベーション

デザイナーは、未来

シナリオの策定に

係る対話等を通し

て、産学官の様々な

ステークホルダー

が共創していくた

めの場を提供する。 

 

さらに、少子高齢化

や気候変動等、複雑

化・流動化する社会

課題が、細分化され

た科学だけで解決

するのが困難とな

っていることを踏

まえ、学際性を発揮

する。  

細分化された科学

だけで解決するこ

とが困難な、複雑

化・流動化する社会

課題の解決に向け、

基礎から実用化に

つなげるエンジニ

アリング研究を推

進する。  

平成 30 年度は、そ

のための基盤を構

築することを目指

し、イノベーション

デザイナーを育成

するとともに、未来

シナリオの策定に

あ た り 産 学 官 の

様々なステークホ

ルダーとの対話を

進める。  

また、学際性を発揮

しやすい研究所の

環境を活かし、分野

を超え柔軟に連携

できる組織横断的

なネットワークの

形成促進を開始す

るとともに異分野

連携によるエンジ

ニアリング研究を

開始する。 

運営システムを構

築・運用できたか。 

工知能や AI駆動型科学

を目指す科学者、産業

構造を俯瞰する経営コ

ンサルタントに加え、

平成 30年度に若手研究

者ネットワークを束ね

科学技術コミュニケー

ションに長けた科学者

といった多様な人材を

発掘した（採用は令和

元年４月）。先端科学か

ら未来社会の可能性を

広げるアイデアの探

索・見える化を進め、そ

れを未来シナリオとし

て編纂する仕組みの設

計・検討を行った。未来

戦略室フォーラムを継

続的に開催し（「年をと

ればとるほど幸せにな

るみんなの百年人生」、

「イノベーションはな

ぜ途絶えたか」に加え、

「宇宙開発の法的・倫

理的・社会的課題と未

来像」、「AI と経済発展」

に「社会課題の俯瞰と

科学技術」）、産学官の

ステークホルダーが具

体的なテーマの下で議

論し、未来シナリオ作

りに活かす仕組み作り

を進めた。政策検討の

場等において科学技術

政策を担う行政官を交

えた議論も重ねた。 

 

【エンジニアリングネ

ットワーク】 

●理研内の各研究分野

の最先端技術と科学的

知見を糾合し、社会課

論する継続的な関係構築がで

きた。また、断片的かつ無数

の科学技術を整理し未来シナ

リオから物語化していくため

の取組も進め、この中に大学

や民間企業が参加し始めてい

る。このようにイノベーショ

ンデザインという挑戦的かつ

新たな取組について、今後の

未来シナリオ等の作成に向け

ての基盤構築が着実に進めら

れたと認める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●エンジニアリングネットワ

ークについては、組織横断的

なネットワークの形成促進及

ションデザイナーの活動と現場の研究者の活動との接点が分かりにくい点は改善

が期待される。また、イノベーションデザイナーの育成や未来シナリオの作成にと

どまらず、理研の研究者や組織が産業界や社会と連携した未来志向の研究開発に取

り組み、かつ、理研の強みを活かした成果創出及び理研に対する成果還元が図られ

ていくことを期待する。 

・エンジニアリングネットワークは、社会還元の取組として重要であり、出口側の産

業界と組織的に連携して産学連携の取組を推進することで、理研の研究者と社会及

び学術界との接点を広げる機会の提供のほか、理研の優れた基礎研究が社会に役立

つ技術として実用化されることが期待される。また、関連施策が機能的に連携して

効果が発揮されることを期待する。 

・理研の研究開発成果の最大化及びイノベーション創出に向け、イノベーションデザ

インの取組及びエンジニアリングネットワークの形成の相乗効果が期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・これまで潜在的に重要なイノベーションとなり得るものが社会実装への死の谷を

越えることができずに潰えてきた事例は少なくない。基礎研究側の期待とこれを受

け取る企業との間での研究開発の完成度のギャップがその原因であることが多い。

この溝を埋めるために分野を越えて戦略的に基礎から実用化につなげるイノベー

ションデザインとエンジニアリングネットワークの推進は重要である。 

・イノベーションデザインの取組は重要であるものの、昨年度の成果が不明であり、

理研に対する当該取組の還元を明らかにしていくことが必要である。 

・これまでも産学連携には積極的に取り組んでいるところであるが、成果をより大き

く育むためにエンジニアリングという社会実装の明確なコンセプトを打ち出すの

は効果的である。産学官の分野を越えた学際的な融合及び基礎から実用化に取り組

むエンジニアリングネットワークの推進を期待する。 
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しやすい研究所の

環境を活かし、研究

所内の、個々の研究

分野で世界最先端

を行く科学者・技術

者が、分野を超え柔

軟に連携できる組

織横断的なネット

ワークを形成する。

イノベーションデ

ザインの取組とも

連携しつつ、社会課

題の解決に向け、そ

のネットワークを

活用し、基礎から実

用化へつなげるエ

ンジニアリング研

究を推進する。 

題解決に取り組む所内

公募型のエンジニアリ

ング研究を、平成 29年

度の試行的実施を踏ま

え、本格的に着手した。

具体的には、先行して

開始した 12 課題に加

え、第４期中長期計画

の実現に資する新規課

題の募集を行い、５課

題を新たに選出し、研

究を推進した。また、研

究センターの垣根を越

えた組織横断的なネッ

トワーク形成や推進課

題の発展に向けた大学

や企業等との連携構築

のための様々なワーク

ショップ等を開催し

た。 

●平成 29年度採択課題

の一つの「次世代型の

デザインド立体器官培

養エンジニアリング」

が、生命機能科学研究

センターの中核的な研

究課題として発展する

とともに、更には同セ

ンターと米国シンシナ

ティ小児科病院・幹細

胞オルガノイドセンタ

ー（CuSTOM）との連携協

力にも展開・発展した。

CuSTOM との連携は、理

研の戦略的研究パート

ナーとの国際連携推進

のための所内ファンデ

ィングでも支援を行う

こととし、更に取組を

強化することになって

いる。 

●今後、エンジニアリ

び異分野連携によるエンジニ

アリング研究を開始するとし

ていたところ、平成 29年度採

択課題の一つが戦略センター

の中核的研究課題へと発展

し、更に海外機関との連携が

戦略的なパートナーとの国際

連携事業へと展開する等、当

初計画に対し大きな進展があ

ったと認める。 
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ングネットワークの取

組については、更に理

研の「科技ハブ産連本

部」が推進している「科

学技術ハブ」の外部機

関とのネットワークと

も連携させるため、当

該取組を（現在の経営

企画部から）科技ハブ

産連本部の下に位置づ

け、成果の最大化に向

けた具体的対応を更に

強化することとしてい

る。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１-(2) 世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

研究に従事する研

究者の外国人比率 

20％程度 19.5% 19.6%        

指導的な地位にあ

る女性研究者の比

率 

― 9.2% 8.9%        

指導的な地位にあ

る女性研究者の累

計在籍者 

累計 45名 31名 32名        

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

◯若手研究人材の育成 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界に開かれた国

際頭脳循環のハブ

として研究所が機

能することにより、

科学技術の水準の

向上と国内の若手

研究者の育成等を

推進するため、大学

との研究協力及び

優れた人材の育成

の観点から組織的

な連携を進め、国内

外の優秀な研究者

の受入れとその育

成・輩出、大学から

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト、国際プ

ログラム・アソシエ

イト及び基礎科学

特別研究員等の制

度を活用して、独立

性や自律性を含め

た資質の向上を図

るべく、学生から若

手研究者まで人材

育成に取組む。ま

た、未開拓の研究領

域等、野心的な研究

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト制度及

び国際プログラム・

アソシエイト制度

を活用して、国内外

の大学院生を積極

的に受入れると同

時に、若手研究者に

対しては基礎科学

特別研究員制度や

理研白眉制度を推

進し、独立性や自律

性を含めた資質の

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・国内外からの研

究者の受け入れと

●平成 30 年度は、大

学院生リサーチアソシ

エイト（JRA）として国

内大学院生を 147 名

（うち、医師免許・歯

科医師免許を取得した

大学院生 32 名）、海外

の大学院生を国際プロ

グラム・アソシエイト

（IPA）として 85名、

合計 232 名を受け入れ

た。 

●平成 30 年度は、基

礎科学特別研究員及び

国際特別研究員につい

●各階層における若手人材を

育成する制度を設け、国際会

議などで紹介し国際的認知度

を向上させる取り組みを行な

ったと認める。また、独立し

て独自の研究を推進する理研

白眉制度を運用するととも

に、同制度の下、女性限定公

募の「加藤セチプログラム」

を開始するなど、既存分野に

とらわれない次世代を担う研

究リーダーの育成を強力に推

進したことを高く評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・基礎科学特別研究員や理研白眉制度等、若手を中心に優れた研究者を登用する多

様な制度が措置されている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・若手研究人材の育成に関して、学生→ポスドク→PI の段階を踏まえた各種制度（基

礎科学特別研究員制度、理研白眉制度等）が運用されている。若手研究人材の育成

は、大学との連携を含めて、引き続き、高い優先順位で取り組むべき課題である。 

・大学院生リサーチ・アソシエイト制度、国際プログラム・アソシエイト制度は、将

来の人材確保にも有効である。 
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の学生の積極的な

受入れに取り組む

とともに、海外の研

究機関との共同研

究・人事交流等の連

携や、海外の研究拠

点の形成・運営など

を、戦略的に推進す

る。 

に挑戦しようとす

る若手研究者を研

究室主宰者として

任命する制度（理研

白眉制度）を活用

し、次世代の研究人

材を育成する。 

向上を図るべく、次

世代の優れた研究

人材の育成に取組

む。  

大学院生リサーチ・

アソシエイト制度

では、柔軟な発想に

富み、活力のある大

学院生を積極的に

受入れ、育成する。

平成 30年度は、130

人程度を受入れる。  

国際プログラム・ア

ソシエイト制度で

は、科学技術の発展

に貢献する優秀な

人材を発掘・育成

し、将来、日本と海

外を結ぶ国際的な

ネットワークを構

築することを目指

して、年間 30 人程

度を新たに受入れ

る。  

基礎科学特別研究

員制度では、国籍を

問わず世界水準で

優秀な若手研究者

を採用し、自由な発

想で主体的に研究

できる機会を与え

ることにより、創造

性や独創性をより

高め、国際的に活躍

する研究者を育成

する。平成 30 年度

は、150 人程度を受

入れる。  

理研白眉制度では、

未開拓の研究領域

等、野心的な研究に

挑戦しようとする

育成・輩出の状況、

学生の受入状況 

 

（モニタリング指

標） 

・国内外から受け

入れた若手研究者

数、白眉 PIの採用

数、大学から受け

入れた学生数 

 

ては、それぞれ 153 

名、３ 名、合計 156 

名を受け入れた。うち

外国人は 49 名を受け

入れ、全体の 3 割が外

国籍であった。 

●平成 30年度は、理研

白眉研究チームリーダ

ーとして３名を受け入

れた。第二回目の公募

と同時に女性研究室主

宰者プログラムとして

加藤セチプログラムの

公募も行い、女性１名

を含む３名の理研白眉

研究チームリーダー内

定者を決定した（令和

元年度着任予定）。 

●米国科学振興協会

（ AAAS ） ・

ICA2019(International 

Conference on Ageing)

の理研紹介ブースにて、

各階層における若手人

材育成制度を積極的に

紹介した。 
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若手研究者に研究

室主宰者として独

立して研究する機

会を与え、広い視野

を持つ国際的な次

世代の研究人材を

育成する。平成 30年

度は、3 名を受入れ

る。 

◯新たな人事雇用制度 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 若手をはじめとす

る研究者等が、中長

期的視点を持って

研究に専念出来る

よう、研究者等の任

期の長期化や一部

の無期雇用化を含

む、人事制度の改

革・運用を行う。こ

の際、様々な特色あ

る発想・知見を持っ

た研究者を受け入

れ、また輩出する機

能が、研究所の活性

化や科学界全体の

発展に重要である

ことに鑑み、人材の

流動性と安定性の

バランスには十分

配慮するとともに、

無期雇用となった

研究者等について

は、自らの研究の推

進のみならず、より

広範な研究分野で

の貢献等、研究所全

体の発展に向けた

取組への参画を促

すこととする。 

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長期

的に進めるべき分

野等を考慮し、公正

かつ厳正な評価を

行ったうえで、無期

雇用職として任期

の設定がなく研究

に従事できる環境

を提供することと

し、対象となる研究

者の割合を 4 割程

度まで拡充する。ま

た、任期制研究者に

ついても、研究に従

事できる期間を原

則 7 年とする等、安

定的な研究環境を

提供し、研究センタ

ー等で柔軟かつ機

動的に人材を活用

するとともに、国内

外の大学・研究機関

等で活躍する人材

として輩出するこ

とを目指す。 

加えて、全所的に活

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長期

的に進めるべき分

野等を考慮し、公正

かつ厳正な評価を

行った上で、無期雇

用職として任期の

設定がなく研究に

従事できる環境を

提供することとし、

対象となる研究者

の割合を中長期目

標期間中に 4割程度

まで拡充する。平成

30年度は、引き続き

無期雇用職員の採

用を進め、公募選考

等を通じて優れた

人材の獲得に努め

る。また、任期制研

究者についても、研

究に従事できる期

間を原則 7年とする

等、安定的な研究環

境を提供し、研究セ

ンター等で柔軟か

つ機動的に人材を

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、

多様で優れた人材

の登用、研究支援

機能の構築など

の、研究環境の整

備状況 

 

（モニタリング指

標） 

・無期雇用化した

職員数 

 

●第３期中長期目標期

間において整備した無

期雇用職の登用制度に

より公募、選考を行い平

成 30年度は研究系管理

職 21名、研究系一般職

70名を登用した。また、

全所的に活躍し得る高

度な研究支援業務を担

う研究支援職員として

120 名を登用した。更

に、平成 31年４月１日

採用に向け公募・選考を

行い、研究系管理職 13

名、研究支援職員７名を

内定した。平成 30年度

末時点において常勤の

研究系職員及び研究支

援職員 3,052 名のうち

長期雇用である定年制

職員、無期雇用職員は

533名(17.5%)である。 

●任期制研究者の研究

従事期間については任

期付の雇用であっても

その能力を最大限に発

揮して研究に従事でき

るよう原則７年として

運用した。 

●順調に計画を遂行してい

る。 

＜評価すべき実績＞ 

・新たな人事雇用制度として、無期雇用制度を適確に運用していることは、優れた研

究者の確保、安定的に研究に集中できる雇用形態として評価できる。 

・安定性と流動性の適切なバランスを実現していくため、任期制から定年制や無期

雇用を増やしていくことで研究者の安定した仕事環境を実現しようとすることは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・有能な人材を確保し、持続的かつ腰を据えた研究推進を可能とする人事制度改革

が期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・新たな人事雇用制度への移行にあたっては、問題が生じないよう、執行部が現場の

状況をしっかりモニターして進めていくことが必要である。さらに、職の安定と、

研究の柔軟な運営の要望を満たすことの最適なバランスについての考え方を研究

者個々人と理研のマネジメント層とが共有しながら改善を続けていくことが必要

である。 
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躍し得る高度な研

究支援業務を担う

コーディネーター

（リサーチアドミ

ニストレーター）等

についても人材確

保に努める。 

活用するとともに、

国内外の大学・研究

機関等で活躍する

人材として輩出す

ることを目指す。 

加えて、全所的に活

躍し得る高度な研

究支援業務を担う

コーディネーター

（リサーチアドミ

ニストレーター）等

についても人材確

保に努める。 

◯研究開発活動を支える体制の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 また、研究者が自ら

の研究開発活動を

効果的・効率的に行

うとともに成果の

最大化を図り、研究

所としてその得ら

れた成果の社会還

元を進めるために、

研究系事務職員や

研究補助者といっ

た研究支援者、研究

所内外の連携を進

めるためのコーデ

ィネート人材等の

配置や、そのための

適切な事務体制の

構築等、研究開発活

動を事務・技術で強

力に支える機能・体

制を構築する。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化するため、事

業所毎にセンター

等研究組織の研究

推進を担う運営業

務と、管理系業務を

効果的に配置する。

加えて、研究センタ

ー等研究組織にお

いてもアウトリー

チ活動、研究資金獲

得支援、学術集会等

開催、研究所内外の

大学、研究機関等と

の連携研究の支援

等を行うコーディ

ネーター、高度支援

専門職等の研究経

歴を有する研究支

援人材等を配置す

ることにより、多層

の研究推進・支援体

制を整備 

し、研究者が研究に

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化する。 

平成 30 年度は、事

務組織、センター等

研究組織における

支援組織の再編を

行い、その効果的な

運用を進める。ま

た、本部と和光事業

所の業務の融合を

進めて、限られた人

員での業務配分の

最適化をするとと

もに、研究支援室を

新設して研究支援

機能を強化する。

個々の事務職員や

研究部門における

コーディネーター・

アシスタント等が

その立場や環境に

関わらず高い意欲

を持って業務に取

組めるようにする

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、

多様で優れた人材

の登用、研究支援

機能の構築など

の、研究環境の整

備状況 

 

（モニタリング指

標） 

・研究支援者等の

数 

 

●限られた人員での効

果的な業務遂行のため、

本部と和光事業所の業

務の融合を進めた。具体

的には、和光事業所の経

理や安全管理業務につ

いて、本部（財務部、安

全管理室）への統合を行

い、所全体での効果的が

業務体制を整えた。 

 

●各センターにセンタ

ー長室を設置し、無期雇

用職の公募を通じて選

考された研究支援職で

ある長期雇用の人材を

中心に配置することに

より、センターの研究支

援機能を強化した。 

 

●無期雇用職の研究支

援職に平成 30 年度は

120名を登用した。 

 

●第３期中長期期間に

●順調に計画を遂行してい

る。 

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われていることは

評価できる。 

・無期雇用職の登用制度により公募、選考を進めていることは優れた人材の登用、研

究支援機能の強化として評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究者が安心して研究に集中できる環境を守り、高い研究成果を挙げていくこと

が重要である。 
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専念できる研究環

境を構築する。ま

た、適正に業務を見

直し、あるいは不要

な業務は廃止する

等により、適宜業務

の改善を図る。 

ため、能力・業務実

績の反映や職位と

職階並びに権限の

整理を行うよう、人

事体系の構築を進

める。 

さらに、無期雇用職

コーディネーター、

高度研究支援専門

職、研究支援専門職

について公募選考

等を通じて優れた

人材の獲得に努め

る。また、適正に業

務を見直し、あるい

は不要な業務は廃

止する等により、適

宜業務の改善を図

る。 

事務系任期制職員のキ

ャリアパスとして無期

雇用職である事務基幹

職制度を整備したが、平

成 30年度は 130名を登

用した。 

 

●平成 30年度末時点に

おける研究支援を担う

研究支援職及び事務系

職員の人数は 818 名で

ある。 

 

●コーディネーター・ア

シスタント等研究支援

職について、所共通の職

階を設定し、職階ごとの

給与幅を設定していく

ことについて検討を開

始した。 

 

 

◯ダイバーシティの推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 これらを進める上

で、女性や外国人研

究者等が円滑に研

究活動に従事でき

るよう、ダイバーシ

ティの計画的な推

進に配慮した環境

の整備に努める。 

より多様な人材を

確保するための先

導的な研究環境の

構築等の取組を引

き続き推進する。 

女性研究者等のさ

らなる活躍を促す

ため、出産・育児や

介護の際及びその

前後においても研

究開発活動を継続

できるよう男女共

同参画の理念に基

づいた仕事と家庭

の両立のための取

組等を実施し、研究

より多様な人材を

確保するための先

導的な研究環境の

構築等の取組を引

き続き推進する。 

女性研究者等のさ

らなる活躍を促す

ため、出産・育児や

介護の際及びその

前後においても研

究開発活動を継続

できるよう男女共

同参画の理念に基

づいた仕事と家庭

の両立のための取

組等を実施し、研究

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・女性や外国人が

働きやすい制度の

整備及び運用、研

● 出産・育児や介護の

際及びその前後におい

ても研究活動を継続で

きる環境整備を推進し、

男女共同参画の理念に

基づいた仕事と家庭の

両立を目指すための取

組として「妊娠、育児又

は介護中の研究系職員

を支援する者の雇用経

費助成」で、のべ 56人

（平成 29年度はのべ61

人）に助成を行った。ま

た、個別の事情に対応し

支援を検討する相談窓

口「個別支援コーディネ

●女性研究室主宰者の公募実

施や女性研究者の研究力強化

支援・意識改革の取組を効果

的に推進することで、将来的

に指導的地位に占める女性研

究者の割合の向上が期待でき

る環境を整えており、順調に

計画を遂行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・加藤セチプログラム（理研白眉制度（女性 PI）、女性 PI インセンティブ制度）に

よる女性研究者の増加は評価できる。 

・研究者の外国人比率が約 20％に達し、うち PI 9％は大きな割合である。国際協定

の増加とともに、運営体制の国際化も進んでいることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・女性研究者の登用について、今後は、指導的な地位にある女性研究者の増加が課題

である。女性研究者の科研費の採択率の向上のほか、研究力のみでなく多面的な能

力が身につくよう、多様な経験を積むことが可能な配慮を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・出産、育児、介護に関する支援制度が整備され運用されていること、特に在宅勤務

や、始業終業時刻変更が可能なこと等を早期から始め、柔軟な勤務が可能であるこ

とは素晴らしい。大変よく整備されていると思うが、今後も他機関に先駆けて先行

的な制度の充実を検討することを期待する。 
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環境を整備する。 

外国人研究者への

様々な支援を含め

て、国際的な環境を

整備するため事務

部門における外国

語対応をさらに強

化する。また、既に

導入されている各

種の取組について

も利便性を高める

ための見直しや改

善を図る。 

加えて、研究所全体

で、障害者雇用の支

援等に取組む。 

指導的な地位にあ

る女性研究者につ

いては、その比率

（第 3 期中長期計

画目標「少なくとも

10％程度」）の維持

向上及び輩出に努

め、当該中長期計画

期間における指導

的な地位にある女

性研究者の累計在

籍者数 45 名を目指

す。また、外国人研

究者の比率の維持

（第 3期中長期計画

目標 20％程度）等多

様性の確保を図る。 

環境を整備する。指

導的な地位にある

女性研究者につい

ては、その比率（第

3 期中長期計画目標

「少なくとも 10％

程度」）の維持向上

及び輩出に努め、当

該中長期計画期間

における指導的な

地位にある女性研

究者の累計在籍者

数 45 名を目指す。 

優れた外国人研究

者を確保するため、

外国人研究者に配

慮した生活環境の

整備を進める。平成

30年度は、本部と実

際に外国人研究者

の受入れを行う各

事業所との連携を

図り、外国人研究者

の家族に対する生

活支援、生活に関連

する諸手続きの簡

素化の推進等のほ

か、対応する各事務

部門の一層のバイ

リンガル化を推進

するとともに、外国

人向け生活マニュ

アルの充実化を図

る。また、外部向け

ホームページにお

ける所外外国人研

究者向けの情報を

整理し内容を充実

させるとともに、英

文所内ニュースレ

タ ー で あ る

RIKENETIC や所内ウ

究支援機能の構築

などの、研究環境

の整備状況 

 

（モニタリング指

標） 

・研究者の外国人

比率、女性比率 

 

ート」には 12件（平成

29年度は 34件）の相談

があった。  

●平成 28年度に採択さ

れた文部科学省科学技

術人材育成補助事業「ダ

イバーシティ研究環境

実現イニシアティブ（特

色型）」において、ライ

フイベント支援および

優秀女性研究者支援の

ための研究費配賦、アカ

デミックライティング

支援を行った他、仕事と

介護の両立支援を目的

とするセミナー、意識啓

発を目的としたダイバ

ーシティセミナーなど

の取組を行った。 

●世界的女性リーダー

の育成を目的に「加藤セ

チプログラム」を開始し

た。このプログラムは、

平成 29 年度に導入し

た、並外れた能力を持つ

若手研究者に PIとして

独立して研究推進の機

会を提供する「理研白眉

制度」の中で新たに導入

した女性限定公募と、女

性 PIの採用・登用を促

進するためのインセン

ティブ経費助成制度か

ら成るものである。 

●指導的な地位にある

女性研究者の比率は

8.9%で、累計在籍者数は

32名となった。 

●各事業所と本部の担

当者が連携して、所外の

外国人研究者向け情報

の整理を進めた。 

 

 

 

●月刊英文所内報 RIKENETIC

を在籍外国人に直接届ける運

用にしたことで、在籍外国人

に対するよりタイムリーな情

報提供を可能とし、理研に対

する理解・帰属意識を深める

ことが期待でき、順調に計画

が進捗していると評価する。 
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ェブサイトを通じ

て定期的に必要な

情報を発信する等、

来日前から入所後

まで状況に応じた

きめ細かい対応を

行う。このような環

境整備のもと、外国

人研究者の受入れ

を引き続き積極的

に進め、研究に従事

する研究者の外国

人比率の維持（第 3

期中長期計画目標

20％程度）等、多様

性の確保を図る。 

加えて、研究所全体

で、障害者雇用の支

援等に取組む。 

●引き続き専門スタッ

フによる所内文書の翻

訳を行った。また、業務

の効率化を目指して受

付方法をオンライン化

した。月刊英文所内報

RIKENETIC は、配送の方

法と時期を見直し、毎月

１日に在籍外国人に直

接届くように改善した。 

●外国人研究者の受入

を積極的に進め、平成

30 年度における理化学

研究所で研究に従事す

る研究者の外国人比率

は 19.6％となった。 

●障害者雇用の支援等

の取組みとして、障害者

の新規採用、定着支援等

に対応する専任職員を

１名配置した。 

◯国際化戦略 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界に開かれた国

際頭脳循環のハブ

として研究所が機

能することにより、

科学技術の水準の

向上と国内の若手

研究者の育成等を

推進するため、大学

との研究協力及び

優れた人材の育成

の観点から組織的

な連携を進め、国内

外の優秀な研究者

の受入れとその育

成・輩出、大学から

の学生の積極的な

受入れに取り組む

国際的な科学技術

ハブとして、国際連

携を通じた世界最

高水準の研究成果

の創出や国際頭脳

好循環を実現する

ため、互恵的な国際

協力関係を構築す

る取組を国際化戦

略に基づき推進す

る。具体的には、海

外研究機関・大学等

との覚書や研究協

力協定の締結、国際

共同研究の実施、人

材の派遣や受入れ

を通じた国際交流

国外の研究機関と

の連携・協力につい

ては、研究所の国際

戦略に基づき、トッ

プレベルの海外研

究機関・大学と、研

究協力協定や国際

連携大学院協定の

締結等による機関

間連携・協力体制の

構築を進める。平成

30年度は、共同シン

ポジウムの開催等

を通じてさらなる

国際協力に向けた

研究課題の検討を

進めるとともに、こ

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

（評価指標） 

・海外の研究機関

等との連携状況 

●トップダウンによる

戦略的な国際連携を推

進するための「理化学研

究所の国際化戦略」を着

実に推進するため、前年

度に策定された国際連

携支援施策に基づき、グ

ローバル戦略委員会に

よる審査を経て、戦略的

な研究パートナーとの

国際連携事業（４課題）

を初めて選定した。同事

業は研究成果の最大化、

国際頭脳循環の推進等

を目的としている。 

 

 

●戦略的な研究パートナーと

の国際連携事業は、研究セ

ンターからのボトムアップ

が主であった従来の連携か

ら、トップダウンとのマッ

チングを図り、より科学的・

社会的インパクトの高い国

際連携を所として推進する

ものであり、高く評価する。

その中の一課題では、同年

度中に世界のトップレベル

機関であるマックスプラン

ク研究所及びドイツ物理工

学研究所との連携センター

形成のための合意形成にま

で至っており、理研の研究

成果の最大化と国際頭脳循

＜評価すべき実績＞ 

・世界各国の海外研究機関等との協力体制が深化・拡大、継続していることは評価で

きる。 

・欧州事務所の設置や、マックスプランク協会との事務部門同士によるワークショ

ップ開催等、理事長のリーダーシップにより新たな取組が推進されていることは評 

価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・国際的な連携を通じた共同研究を進めていることから、今後、具体的な成果創出が

期待される。 

・海外事務所の活用、人的交流を通じた連携強化を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・協定の見直しや更新を含めた定期的な海外拠点の研究活動のレビューとアウトプ

ットの確認を今後も継続すべきである。 
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とともに、海外の研

究機関との共同研

究・人事交流等の連

携や、海外の研究拠

点の形成・運営など

を、戦略的に推進す

る。 

等に取組み、アジ

ア、米国、ヨーロッ

パ等に国際連携拠

点を形成する。ま

た、取組状況を適宜

精査し、終了した共

同研究や国際連携

拠点は速やかに廃

止する等適切に対

応する。 

れまでに構築した

海外研究機関等と

の連携を強化する。

また、機関間連携等

を通じた国際的な

ネットワークを活

用し、多様な国際的

人材の獲得・育成を

行う。国際連携研究

や海外拠点形成に

ついては、研究組織

の戦略と本部の国

際化戦略が合致し

た国際連携研究を

推進する新たな枠

組みを構築、実施す

るとともに、欧州に

おける拠点設置を

重点的に検討する。 

 

 

●理研が欧州と広く互

恵的な関係を構築し、欧

州各国の優れたリソー

スを活用した理研の研

究力強化、欧州における

研究協力・人的交流の拡

大、理研のプレゼンス向

上等を進めるため、11

月、ブリュッセルに欧州

事務所を開設した。開所

行事には、EU の科学技

術・イノベーション政策

を所管する研究イノベ

ーション総局長をはじ

め、EU、欧州の大学・研

究機関等から総勢約 70

名が参加した。 

●米西海岸拠点では、前

年度開始したローレン

ス・バークレー国立研究

所（LBNL）及びカリフォ

ルニア大学バークレー

校との数理科学分野を

中心とした連携におい

て、両機関に若手研究員

3 名を長期に派遣して

いる。連携分野の拡大を

目指し、量子情報科学を

キーワードにシンポジ

ウムを現地にて開催、理

研からは iTHEMS、CEMS、

CPR がセンター横断的

に参加するとともに、近

隣大学・企業を含む延べ

100名以上が参加した。 

●海外トップクラスの

研究所のベンチマーク

に基づき、理研の運営の

効率化・改善を促進する

とともに事務職員間の

環の推進に大きく貢献した

と、高く評価する。 

●欧州事務所の開設は、理研

と欧州が互恵的な関係を構

築し、欧州各国の優れた研

究リソースを活用した理研

の研究力強化や研究協力・

人材交流の拡大等に大きく

貢献するものである。また、

本業績は日本と欧州との科

技外交をリードするもので

あり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●マックスプランク協会との

ラウンドテーブルにおいて、

今 回 新 た に 担 当 者 間 の

bilateral workshopを設け、

さらに踏み込んだ詳細な実務

に関する情報交換を行い、理

研の各部署の業務改善の提言

にまでつなげられたことを高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●杭州科技城における連携研

究センターの設置は、日本と

中国との新たな科学技術協力

案件として日中双方の政府関

係者からも注目されており、
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交流を深めるため、独マ

ックスプランク協会と、

前年度に引き続き 2 回

目となる事務職員ラウ

ンドテーブルディスカ

ッションを、和光本部で

実施した。 

●さくらサイエンスプ

ログラム（科学技術振興

機構）で受け入れている

中国科学院（CAS）の行

政官と理研事務職員の

意見交換会を初めて実

施した。 

●北京事務所では、引き

続き中国科学技術部

（MOST）との共同研究支

援プログラムの円滑な

運営に尽力している。同

プログラムによる共同

研究を契機として、創薬

につながる新たな化合

物の発見を目指す連携

研究センターを杭州科

技城（サイエンスパー

ク）に設置するための国

際協定を締結した。 

●シンガポール事務所

では、南洋理工大学との

連携センターの運営を

軌道に乗せるための事

務支援を行っており、８

月には第一回運営委員

会を開催し、共同研究継

続に道筋をつけた。ま

た、3月にマレーシア科

学大学とのジョイント

シンポジウムを行うな

ど、引続きアセアン地域

における理研の共同研

究活動のコーディネー

ション機能を遂行した。 

順調に計画が進捗していると

評価する。 
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●海外との研究協力協

定の締結・更新について

は、今中長期計画に基づ

き、取組状況を適宜精査

し、終了した共同研究や

国際連携拠点は速やか

に廃止する等適切に対

応した。平成 30年度末

の研究協力協定数は

316件となった。 

●協定の締結および管

理業務の効率化を図る

ため、協定のひな形を策

定した他、既存の知財管

理システムを用いて協

定管理体制の電子化を

図る等の業務改善を図

った。 

◯研究開発活動の理解増進のための発信 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 加えて、我が国を代

表する研究機関と

して、自らの活動を

科学界のみならず

広く一般社会に発

信し、その意義や価

値について、幅広く

理解され、支持を得

ることが重要であ

る。このため、論文

発表、シンポジウ

ム、広報誌や施設公

開等において、引き

続き、研究活動や研

究成果の分かりや

すい発表・紹介に取

り組むとともに、あ

わせて、当該研究に

よって期待される

社会還元の内容等

国民の理解増進を

図るため、優れた研

究開発成果や期待

される社会還元の

内容について 

プレス発表、広報

誌、ウェブサイト、

SNS、施設公開、各地

で開催する科学講

演会やメディア 

との懇談会等にお

いて情報発信を積

極的に行う。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用語

や映像を用いて国

民にわかりやすい

形で情報提供 

する。また、施設公

開や各種講演会に

国民の理解増進を

図るため、優れた研

究開発成果や期待

される社会還元の

内容についてプレ

ス発表、広報誌、ウ

ェブサイト、SNS、施

設公開、各地で開催

する科学講演会や

メディアとの懇談

会等において情報

発信を積極的に行

う。平成 30年度は、

第 4期中長期目標期

間における研究所

の広報戦略を策定

する。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用語

や映像を用いて国

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・研究成果の発信、

アウトリーチ活動

の取組状況 

等 

 

（モニタリング指

標） 

●第４期中長期目標期

間における研究所の広

報戦略を策定した。 

●研究成果に関するプ

レスリリースを継続し

て発信し、必要に応じて

報道機関向けの勉強会

を開催するなど、正確で

適切な報道発表に向け

た取り組みを確実に実

行した。 

●定例記者懇談会を新

たに企画・開催（原則隔

月）し、幅広い分野の記

者が理研の研究内容を

理解する機会を提供し

た。５回開催のうち、１

回は理事長から経営理

念等を情報発信し、記者

との交流を深めた。 

●順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

●研究成果の報道発表を継続

して適切で正確な報道につな

げており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●定期的な記者懇談会を通じ

て、理研の研究成果を含めた

動向を発信できた。また、経

営陣と記者との双方向のコミ

ュニケーションがとれたこと

も評価する。 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、研究成果の発信、アウトリーチ活動等、多様な手段により

国民はじめ、所内外・国内外のアカデミアやメディア等に情報提供が行われている

ことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究の現場を広く発信していくことが求められ、特に、小中学生にサイエンスの面

白さ・関心を持たせるようなインパクトを与え、動機付けになっていくことが重要

である。 
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について情報発信

を行い、国内外の各

層から幅広く理解・

支持されるよう努

める。 

加え、セミナーや出

張レクチャー等の

機会を通じて、 

国内外の各層から

幅広く理解・支持さ

れるよう努める。 

海外との連携強化

や国際人材の確保

を目的として、海外

メディアを対象と

したプレスリリー

ス や RIKEN 

Research 等により

海外への情報発信

を行う。 

民にわかりやすい

形で情報提供する。

また、施設公開や、

各種講演会に加え、

セミナーや出張レ

クチャー等の機会

を通じて、国内外の

各層から幅広く理

解・支持されるよう

努める。公式ウェブ

サイトについては、

ウェブアクセシビ

リティを考慮し、イ

ンターネット利用

の習熟度、障害の有

無、年齢等にかかわ

らず、誰もが利用し

やすいウェブサイ

トを基本方針とし

改訂を進める。ま

た、平成 31 年度に

予定しているリニ

ューアル公開の作

業を進める。 

研究所の国際社会

における存在感を

高めるため、英語で

の情報発信経験を

有する科学コミュ

ニケーターによる

海外メディアを対

象とした記事作成

を行うとともに、外

国人向けの広報誌

RIKEN Research を

発行する。また、ア

メリカ科学振興協

会年次総会等、国際

的な科学技術関連

会議でのジャーナ

リストとのネット

ワーキングや、英文

・アウトリーチ活

動の実施件数 

 

●平成 30年度理研主導

のプレスリリースは、

188件（資料配布 87件、

レクチャー24 件、参考

資料配布 77件、他機関

主導の発表を含む数は

275 件)を行い、発表し

たプレスリリースの約

５割が新聞に掲載され

た。 

 

 

 

●「理研ニュース」（月

刊、約８千部／月）、理

研全体から代表的な研

究成果を紹介する「広報

誌 RIKEN」（年刊）、小中

学生および保護者をタ

ーゲットにした子供向

けミニ冊子（年刊）を発

刊し、Webページにも公

開した。「理研ニュース」

読者アンケートを実施

した。 

●和光、つくば、播磨、

仙台、横浜、神戸、名古

屋、大阪など、各地区で

一般公開を行い、全体の

来場者は約 36,000 名で

あった。 

 

●一般向けイベントと

して「科学講演会」、「ス

パコンを知る集い」、文

部科学省主催の「子ども

霞が関見学デー」、参加

者との双方向のコミュ

ニケーションイベント

として「サイエンスカフ

ェ」「理研 DAY：研究者と

話そう」を実施、SSH校

●国民に分かりやすく伝える

という観点からのプレス発

表・動画の配信、広報誌（「理

研ニュース」等）や子供向け

小冊子制作発行、ウェブサイ

ト等により情報発信、地域と

連携した活動、順調に計画を

遂行していると評価する。ま

た、科学講演会・研究施設の

一般公開・種々のイベントの

実施に加え、高校生向けのプ

ログラムを充実させていると

認める。 

●さまざまなユーザーが、よ

り情報を得やすくなることに

つながる総務省の「みんなの

公共サイト運用ガイドライ

ン」に着実に対応していると

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●平成 28 年度から自己収入

事業として認められた「理研

グッズ」の販売は、各イベン

トでも予想以上に好評であ

り、また事業として順調に拡

大してきており、高く評価す

る。 

●インハウスでの理研の研究

成果等の情報発信に加え、

AAAS年会で科学セッションを

主催したことは、理研の国際

社会におけるプレゼンス向

上、ひいては研究成果最大化

や国際頭脳循環に貢献するも

のであり、高く評価する。 
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によるプレスリリ

ースを行う。 

の集まる「サイエンスフ

ェア in兵庫」や北海道

が主催した「ほっかいど

うサイエンス・フェステ

ィバル」に出展し、理解

増進を行った。 

●高校生向けプログラ

ムとして、「RIKEN 和光

サイエンス合宿 2018」、

「夏休み高校生理科教

室」、「高校生のための生

命科学体験講座」を実施

した。 

●理研のことをどの程

度一般の人が認知して

いるのか、また、どのよ

うなイメージを持って

いるのかを把握するた

めにインターネットを

通じた調査を実施した。 

●電子媒体として、メー

ルマガジンの発行（24

回、会員数：約 11,000

名/H30.３.１現在）、

Twitter での情報発信

を行った（フォロワー約

21,300 人（2018 年３

月））。また、YouTube

「RIKEN Channel」にプ

レスリリース関連の動

画や各研究センターが

制作した動画を 31本掲

載した。 

●公式ウェブサイト（各

センターのサイトも含

む）について、総務省の

「みんなの公共サイト

運用ガイドライン」に基

づいた、ウェブアクセシ

ビリティ対応を進めた。

また、そのための職員研

修を実施し、その重要性
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を所内に周知した。さら

に、2019 年に予定して

いる公式ウェブサイト

のリニューアルに向け、

システム設計、情報分

類、構造設計、デザイン

の作成等を行った。 

●一般公開等での理研

施設来場者やイベント

参加者を対象に「理研グ

ッズ」を販売し（10,478

点）、およそ１万人との

つながりを創出した。平

成 28年度からは自己収

入事業として、H30年度

収入予算（335万円）に

対して約 523 万円の収

入を達成（156％）した。 

●保存史料の修復・デジ

タル化などアーカイブ

を進めた。 

●正確・タイムリー・分

かりやすい内容の記事

を作成し、年間 40件の

英文によるプレスリリ

ースを行った。また、ジ

ャーナリストや研究者、

一般市民が多数参加す

る米国 AAASにおいて初

めて科学セッションを

開催する等、海外での知

名度向上に資する活動

を行った。 

●英文広報誌 RIKEN 

Research はウェブ版の

ほか冊子版を４回発行、

英文プレスリリースは

40 本を執筆、またその

他英文記事も多数作成

し、ウェブサイトや SNS

を通じて発信した。 

●科学ジャーナリスト
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や研究者等が多数参加

するアメリカ科学振興

協会（AAAS）年会では、

提案した科学セッショ

ンが初めて採択され、例

年のジャーナリストと

の個別のネットワーキ

ングに加え、理研の存在

感の向上に貢献した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１-(3) 関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

関連する政策・施策 政策目標７ イノベーション創出に向けたシステム改革 

施策目標７－１ 産学官における人材・知・資金の好循環システム

の構築 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

◯産業界との共創機能の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 イノベーション創

出のために、研究所

が有する革新的研

究シーズの社会還

元を加速する。この

ため、産業界や大学

といった外部機関

との連携を強化し、

分野や業種を超え

て結びつく場とし

て、研究所の研究成

果の実用化や、関係

機関による新たな

価値の共創のため

のオープンイノベ

ーションの推進や、

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、ニーズ探

索、新技術開発テー

マ創出から事業化

に向けて、諸外国で

の取組状況等も踏

まえ、オープンイノ

ベーションを推進

し、組織対組織の連

携による産業界と

の共創機能を強化

する。そのため、学

際・業際等の領域を

跨がる連携チーム

を構成した戦略的

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、ニーズ探

索、新技術開発テー

マ創出から事業化

に向けて、諸外国で

の取組状況等も踏

まえ、オープンイノ

ベーションを推進

し、組織対組織の連

携による産業界と

の共創機能を強化

する。平成 30 年度

は、産業界との融合

的連携研究制度に

おいて、産業・社会

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での

産業界やとの連携

状況と、これによ

●産業界との連携 

・産業界との融合的連

携研究制度において、

平成 30年度に新規３チ

ームを設置するととも

に、これらを含む 11チ

ームがそれぞれ産業界

のニーズに基づいた研

究開発を実施した。 

・産業界との連携セン

ター制度においては、

平成 30年７月より革新

知能統合研究センター

において、富士フィル

ムホールディングス株

式会社との間で、「理研

●産業界との連携 

産業界との融合的連携研究制

度において、平成 30年度に３

チームを新規設置した。また、

産業界との連携センター制度

においては１センターを新規

で設置した。このように産業・

社会のニーズを重視した研究

開発課題を発掘し、新たな連

携を構築できたことをてお

り、高く評価する。 

 

●製品化実績 

心膜シートが医薬品医療機器

総合機構（PMDA）より平成 30

年 11 月に製造販売承認を受

＜評価すべき実績＞ 

・企業からの期待が高く密な連携が進められており、企業との共同研究費等の額も増

加し、なおかつ具体的な実用成果が出ていることは評価できる。 

・融合的連携研究制度と連携センター制度等、産業界との共創機能の強化による成果

の社会還元の施策が的確に行われており、実績を挙げていることから評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・研究成果を如何に社会還元できるかを常に優先目標として取り組むことが重要で

あり、産業界と密な連携を行う活動に期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・従前実施している産業界との連携の強化策（融合的連携研究制度、連携センター設

置等）が安定した成果につながっている。今後の質の向上や量の拡大につながる仕

組みの導入、積極的な情報の発信が望まれる。 
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そのための企画・立

案機能の強化及び

体制整備、知的財産

の戦略的な取得・管

理・活用等の取組を

推進する。また、そ

れらの取組を通じ、

外部資金の獲得・活

用に努める。 

特に、外部機関との

連携にあたっては、

個々の研究者同士

の共同研究を実施

するだけではなく、

組織対組織の連携

を強化し、研究所内

外の知識や技術を

融合・活用すること

でオープンイノベ

ーションの推進に

資する。 

産業界との連携に

あたっては、組織的

かつ大型の共同研

究等の取組を強化

することで、外部資

金を獲得・活用しつ

つ、自らの研究シー

ズの社会還元を行

う。その際、イノベ

ーション創出を促

進し先導する観点

から、研究所の知的

財産の管理・活用、

法人発ベンチャー

の育成・支援のため

の組織的な取組を

強化する。 

 

な共創テーマを創

出し、産業界と研究

所の複数の研究チ

ームより構成され

る連携センター、産

業界と研究所が協

働して研究計画の

立案から成果創出

までを一体的に担

う連携プログラム、

産業界の先導によ

る課題解決に取組

む融合的連携研究

等を推進し、大型共

同研究に結実させ

る。また、それらの

共同研究の実施に

当たって、その着実

な進捗と成果の社

会実装に向けた組

織的なプロジェク

トマネージメント

を行う。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、技

術の優位性判断、市

場調査等を進め、外

部ベンチャーキャ

ピタル等の協力を

得ながら事業計画

の立案、経営支援及

び資金調達支援を

一体的に推進する。 

産業界が活用し得

る質の高い知的財

産権の確保のため、

基礎研究段階の研

究成果を実証段階

の成果まで高める

研究開発や知的財

のニーズを重視し

た研究開発課題の

発掘等を行い、次世

代の技術基盤の創

造や、成果の早期実

用化等に向けて発

展が見込まれる研

究開発課題を実施

する。産業界との連

携センター制度に

ついては、産業界の

潜在ニーズの開拓

に努め、これまでに

設置した連携セン

ターの持続的発展

とともに、所内各所

の調整を密に行い、

連携プログラムの

実施も含めた組織

的かつ包括的な連

携の提案と構築を

積極的に行う。ま

た、産業界との共創

機能を強化するた

めに、企業の経営戦

略の把握とそれに

基づくコンサルテ

ィング、研究センタ

ー等の積極的参加

を引き出すテーマ

創出活動を推進す

るとともに、企業と

の組織対組織の連

携を前提とする産

業界会員制度の検

討を行う。企業との

共創、知財のライセ

ンス、ベンチャー支

援等の活動を一元

的に推進する新組

織体制の整備及び

運用を実施する。 

る研究成果の社会

還元等の状況 

・知的財産のマネ

ジメント、ベンチ

ャー創出・育成の

進捗状況 

・出資等の業務を

通じたイノベーシ

ョン創出強化に係

る取組状況 

等 

 

（モニタリング指

標） 

・国内外の外部の

研究機関等との連

携数、連携プロジ

ェクト数 

・大型の共同研究

等による民間企業

からの資金受入状

況、特許件数（出

願、登録）、10年以

上保有している特

許の実施化率、研

究所発ベンチャー

数 

・出資等の業務を

通じた民間企業等

との連携数、資金

受入状況 

 

AIP‐富士フィルム連

携センター」を開設し、

全 12のセンターが研究

活動を行った。 

 

●製品化実績 

・平成 23年度から平成

25 年度まで設置された

「生体反応制御材料研

究チーム」において開

発された「細胞接着性

を有する人工硬膜」に

ついて、特許権の許諾

を受けた企業が医薬品

医 療 機 器 総 合 機 構

(PMDA)より製造販売承

認を受け、平成 30 年 4

月 2 日に名古屋大学病

院にて臨床使用され

た。また、新たに心膜シ

ートについても平成 30

年 11 月に PMDA より製

造販売承認を受けた。 

 

 

 

●次世代の技術基盤の

創造 

・「微細藻類生産制御技

術研究チーム」(産業界

との融合的連携研究制

度)にて、ミドリムシの

油脂生産時の課題であ

る硫黄化合物系の臭い

の主成分が硫化水素で

あることを突き止め、

さらにその発生原因が

ミドリムシ細胞内のタ

ンパク質およびグルタ

チオンの分解に由来す

ることを明らかにし

た。高効率バイオ燃料

けたため、高く評価する。 

 

 

 

 

●次世代の技術基盤の創造 

・企業との共同研究を通じ

て、イネ受精卵におけるゲノ

ム編集が育種の現場にも適用

可能であることを実証すると

ともに、胎児の心臓構造の異

常を自動検知する技術を開発

したため、高く評価する。 

●「科学技術・イノベーショ

ン創出の活性化に関する法

律」に基づく「成果活用等支

援法人」について、法律の検

討状況等を見据えつつ、その

設立に向けた検討を着実に進

めることで、法施行後の速や

かな設立に向けた手続へと移

行（中長期目標／計画の変更

を経て、令和元年 5 月に当該

法人に対する出資認可申請を

実施）できたことを高く評価

する 

●ベンチャー支援の方針など

制度の見直しとともに、意識

醸成活動、質の高い知的財産

権の取得支援、展示会や個別

のライセンス活動、効率的か

つ効果的な知財の維持管理等

との有機的連携のもと活動

し、実施許諾や共同研究へ発

展させ、研究成果を社会に還

元する取り組みに一定の成果

が出ていると高く評価する。 

●民間企業からの共同研究等

による収入が増加したことを

高く評価する。 

●知的財産権確保の有効性や

市場性を検証し、効率的な維
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産権を強化するた

めの研究開発を推

進する。さらに、複

数の特許技術のパ

ッケージ化、バリュ

ーチェーン化等に

より、知的財産権の

ライセンス活動を

強力に推進する。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、技

術の優位性判断、市

場調査等を進め、外

部ベンチャーキャ

ピタル等の協力を

得ながら事業計画

の立案、経営支援及

び資金調達支援を

一体的に推進する。

平成 30 年度は、起

業経験者やベンチ

ャーキャピタリス

ト等によるセミナ

ーを開催し、職員の

起業意識を醸成す

る。また、ベンチャ

ーを起業する際に

必要となる事業計

画立案、企業会計及

び会社法等の基本

知識についての研

修を開催し、ベンチ

ャー人材を育成す

る。 

産業界が活用し得

る質の高い知的財

産権の確保のため、

基礎研究段階の研

究成果を実証段階

の成果まで高める

研究開発や知的財

産権を強化するた

めの研究開発を推

進する。平成 30 年

度は、複数の課題に

おいて技術をパッ

ケージ化した紹介

を行い、知的財産権

のライセンス活動

の研究等の加速に繋が

ると期待される。 

・「眼疾患クラウド診断

融合連携研究チーム」

(産業界との融合的連

携研究制度)にて、眼底

検査装置からのマルチ

モダリティ画像情報を

用いて、早期発見と早

期治療が求められてい

る緑内障を自動診断で

きる機械学習モデルを

構築した。 

・「植物新育種技術研究

チーム」(産業界との融

合的連携研究制度)に

て、イネ卵細胞と精細

胞を電気融合させる

「イネ in vitro 受精」

で作製したイネ受精卵

に、新たにポリエチレ

ングリコールを用いる

ことで、ゲノム編集ツ

ールなどの様々な物質

を高効率で導入する方

法を確立し、イネ受精

卵におけるゲノム編集

が育種の現場にも適用

可能であることを実証

した。 

・「理研 AIP‐富士通連

携センター」(産業界と

の連携センター制度)

にて、アノテーション

（意義づけ）済み教師

データからの機械学習

により、粗い超音波画

像に対しても画像中に

映る複数の物体の位

置・分類を高い性能で

判別できる人工知能

（AI）技術「物体検知技

持管理を行い、10年以上保有

特許の実施化率が昨年度を超

える実績があったことを評価

する。 

 

 



36 

 

を強力に推進する。

また、関連企業への

紹介活動、企業向け

の展示会における

産業界との面談、ウ

ェブサイトを活用

した情報発信等に

より、知的財産権の

ライセンス活動を

強力に推進する。こ

れら活動の結果を

踏まえ、一定期間毎

にその知的財産と

しての価値や費用

対効果を検証し、権

利維持の必要性を

見直す等、効率的な

維持管理を行う。実

施許諾した知的財

産についても、一定

期間毎にその実施

状況や市場状況を

踏まえ、権利維持の

必要性を見直す。 

術」を活用し、胎児の心

臓構造の異常を自動検

知する技術を開発し

た。 

●他の国立研究開発法

人の模範となるような

法人運営システムの構

築 

・「科学技術・イノベー

ション創出の活性化に

関する法律」（平成 30年

12 月成立）により、研

究所の研究成果につい

て民間事業者への移転

や共同研究の企画・あ

っせん等によりその活

用を促進する法人（以

下「成果活用等支援法

人」という。）について、

国会における法律の検

討状況等も見据えつ

つ、その設立に向けた

検討を着実に行った。 

●共創、ライセンス、ベ

ンチャー支援を推進す

る機能の検討 

・企業との共創、知財の

ライセンス、ベンチャ

ー支援、共同研究促進

等の活動を一元的に担

う成果活用等支援法人

の設立に関する検討を

進めた。 

●共創機能、会員制度

の検討 

・産業界との共創に向

けた会員制度の検討を

進めた。企業のイノベ

ーション戦略支援、技

術指導等助言、情報提

供等を区分した有償会

員制度の提供により、
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企業ニーズに応じた共

創活動を推進していく

ことを検討している。 

●出資等の業務を通じ

たイノベーション創出

強化に係る取組 

・成果活用等支援法人

への出資並びに人的及

び技術的援助を通じ

て、研究所の研究成果

をもとにしたイノベー

ション創出の強化を図

るべく検討を進めた。 

●起業意識の醸成 

・平成 30 年 10 月に、

研究開発型ベンチャー

の起業に関心のある職

員を対象として起業家

２名による理研ベンチ

ャー特別セミナーを開

催した。 

・平成 30 年 11 月から

平成 31 年３月にかけ

て、（独）中小企業基盤

整備機構と共同で起業

を検討している者を対

象としたアクセラレー

ションプログラムを開

催した。アントレプレ

ナーマインドや市場把

握、資本政策、事業計画

を学ぶ機会、事業計画

に対するメンタリング

を提供し、ベンチャー

キャピタリストを含む

外部スタートアップ支

援者に向けた発表会を

開催した。 

●産業界が活用しうる

質の高い知的財産権の

取得 

・特許請求項を強化・拡
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充しライセンス契約へ

発展させることを目的

として審査に通過した

5 課題に対し予算措置

支援を行った。 

・基礎研究段階の研究

成果から産業連携が見

込める段階へ引き上げ

ることを目的として審

査に通過した 10課題に

対し予算措置支援を行

った。 

●ライセンス活動の推

進 

・JST新技術説明会、イ

ノベーションジャパ

ン、理研と未来を創る

会セミナー・交流会、

nanotech といったイベ

ントや展示会、Web・メ

ールマガジンによる情

報発信、個別企業への

技術紹介活動を行っ

た。 

・ライセンス活動にお

いては、複数の技術を

組み合わせて課題解決

を提案するなど、ライ

センス活動を強力に推

進した。 

 

（モニタリング指標に

対して） 

●民間企業からの資金

受入状況 

・民間企業との共同研

究等を積極的に推進

し、平成 30 年度の受け

入れ額は 29億円となっ

た。 

・知的財産権の実施許

諾契約 287件、実施料等
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収入 178 百万円となっ

た。 

●知的財産権の確保と

効率的な維持管理 

・引き続き積極的に知

的財産権を確保する一

方で、その価値と費用

対効果を検証した結

果、平成 30 年度末では

10 年以上保有している

特許の実施化率は 86．

0 ％ （ 前 年 度 実 績

80.0％）を達成した。 

●理研ベンチャーの認

定 

・理研の研究成果の実

用化を促進するため、

理研ベンチャー1 社を

新たに認定した。 

・企業成長に資する制

度とするため、理研ベ

ンチャー認定・支援制

度の運用方針の改訂検

討を行った。 

◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 大学との連携にあ

たっては、複数の分

野の研究者が流動

性を持ちながら、組

織的に連携するハ

ブとしての機能を

研究所が中心とな

って構築し、それぞ

れの強みを活かし

つつ組織や分野の

壁を越えた融合研

究を展開する場を

構築することで、研

究所及び連携先の

大学、研究機関や産

業界と協働し、研究

所が科学技術にお

けるハブの役割を

担い、研究開発のネ

ットワークを形成

及び強化すること

により我が国の科

学力の充実を図る

とともに、イノベー

ションの創出を推

進する。このため、

従来型の研究者間

の個別の共同研究

大学、研究機関や産

業界と協働し、研究

所が科学技術にお

けるハブの役割を

担い、研究開発のネ

ットワークを形成

及び強化すること

により我が国の科

学力の充実を図る

とともに、イノベー

ションの創出を推

進する。 

平成 30 年度は、九

州大学、広島大学、

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での

（科学技術ハブの形成

及び強化と地域への展

開） 

●科学技術ハブ機能の

強化のため、以下の取

組を実施した。 

【九州大学  応用科

学】 

・ ４月より、大学院工

学府に理研連携講座を

設置し、教育研究連携

を開始した。基本協定

に基づく連携推進協議

会を５月に実施し、九

 

 

 

●「科学技術ハブ」構想の下、

国内の大学・研究機関との基

本協定の締結や大学等への科

学技術ハブの設置により、新

たな組織間連携の関係を構築

している。 

 特に、平成 30年度は、既に

科学技術ハブ設置に関する覚

書を締結した京都大学に加

え、新たに名古屋大学、大阪

大学と組織間合意のもと覚書

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われていることは

評価できる。 

・科学技術ハブ機能の強化として、京都大学、名古屋大学、大阪大学との組織間合意

に基づく科学技術ハブ設置等、国内外の外部の研究機関等との連携が広がっている

ことは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・連携に際してコーディネート人材、法的な専門知識を有する人材、倫理面等を監視

できる人材が欠かせないが、人員人材不足が課題であり、研究活動を支える高度な

人材の確保を期待する。 

・コーディネーター不足等によるフォロー不十分により、企業等との競争活動が十分

成果を挙げられない場合もあり、成果創出まで丁寧なフォローを期待する。 
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大学による新たな

革新的研究シーズ

の創出につなげる

とともに、当該ハブ

機能を中核として

地方自治体や地域

産業との連携を強

化し、成果の社会還

元につなげる。 

によるつながりに

とどまることなく、

高い研究開発力や

産学連携能力等を

有する大学等と組

織対組織で協働で

きる体制を形成す

るとともに、それぞ

れの組織の強みを

生かした組織や分

野の壁を越えた融

合研究を実施する

ことで、革新的な研

究成果や新たな基

礎研究のシーズを

創出する。また、ク

ロスアポイントメ

ント制度等を活用

し、大学等の研究所

外とのネットワー

クを形成すること

で、頭脳循環を図る

とともに、若手研究

者や学生等の人材

育成を図る。さら

に、創出した研究成

果の社会導出等を

図るため、産業界、

自治体及び関連団

体等との連携によ

り、連携フォーラム

やシンポジウムを

開催するとともに、

産学官の協働によ

る新たな共同研究

の実施を通じて創

出した研究成果の

社会導出等を促進

し、地域産業の活性

化に資することを

目指す。 

なお、「政府関係機

名古屋大学、京都大

学及びけいはんな

地区を対象として、

科学技術ハブ（以下

「科技ハブ」とい

う。）機能の強化を

推進する。具体的に

は、科技ハブ形成先

との合意がなされ

た場合には、科技ハ

ブの特性及び進捗

を踏まえて、大学等

に研究所との連携

のための組織、研究

室及び協議体を設

置し、科技ハブ形成

先において、機関間

の連携や地域への

展開を促進するた

めのシンポジウム

を開催するととも

に、連携講座の設置

等により人材育成

に取組む。さらに、

新たな科技ハブ機

能の形成に着手す

る。 

なお、政府関係機関

移転基本方針（平成

28年 3月 22日まち・

ひと・しごと創生本

部決定）への対応に

ついては、平成29年

4 月公表の年次プラ

ンに基づき推進す

る。 

産業界や大学との

連携状況と、これ

による研究成果の

社会還元等の状況 

 

（モニタリング指

標） 

・国内外の外部の

研究機関等との連

携数、連携プロジ

ェクト数 

 

州大学への科学技術ハ

ブ設置に向け協議を開

始し、平成 31年３月末

までに両機関での大筋

の合意に至った。 

・ 科学技術ハブ機能

の強化に向けて、応用

化学分野の研究プロジ

ェクトの方針設定にむ

けての研究集会を 12

月、１月と実施し、テー

マ設定に向けて推進し

ている。 

・ 九州大学、福岡市と

の３者連携協議会を 5

月に実施し、取組の検

討を行うとともに、九

州先端科学技術研究所

とも連携のもと 5 月に

は「数理・AI が解く未

来！～計算科学の展開

と期待～」をタイトル

とするシンポジウムを

九州大学にて、3月には

「データ×サイエンス

×ビジネス」フォーラ

ムを開催し、それぞれ

企業や研究機関等から

200 名を超える参加を

得て、産学官連携を推

進した。 

 

【広島大学 イメージ

ング】 

・ 広島大学と基本協

定に基づく連携協議会

を７月に実施し、広島

大学への科学技術ハブ

設置について協議を開

始した。 

・ ６月には、広島大学

イノベーションプラザ

を締結し、科学技術ハブ設置

に至ったことは特筆すべき成

果であり、高く評価する。 

さらに、各科学技術ハブを

起点として研究分野毎に下記

のように外部機関とのネット

ワークの展開に発展している

ことも特筆すべき成果であ

り、高く評価する。 

 

【九州大学 応用化学】 

・ 表面・界面科学の連携に

加えて、新たな連携テーマに

展開すべく、両機関の関係す

る研究者を集めた戦略的な研

究集会を実施し、ナノデバイ

ス、高分子科学などの連携テ

ーマの検討を開始している。 

 

【広島大学 イメージング】 

・ 広島大学に設置した共同

研究拠点を起点として、広島

大学原爆医療射線研究所、工

学研究科、理学研究科、との

共同研究が展開されるととも

に、酒類総合研究所、県内企

業とも共同研究が展開してい

る。 

 

【名古屋大学 植物育種】 

・ 理研-名大科学技術ハブ

を起点として、栽培実証のた

めケニア農畜産業研究機構と

の連携関係を構築し、共同研

究の成果について、ケニアに

ある名大の圃場での実証を進

めている。この取り組みを通

じて、ケニアのムエア地区の

研究従事者の技術向上や人材

育成に貢献している。 

 

【京都大学 数理科学】 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・URA のクロスアポイントメントは人材活用に有効である。 

 



41 

 

関移転基本方針」

（平成 28 年 3 月

22 日まち・ひと・し

ごと創生本部決定）

への対応について

は、平成 29 年 4 月

公表の年次プラン

に基づき推進する。 

に設置したライフサイ

エンス共同研究拠点の

近隣研究機関との連携

促進を目的として、広

島中央サイエンスパー

ク協議会に入会した。

これらの活動により、

酒類総合研究所との共

同研究につながった。 

・ 広島大学原爆医療

放射線研究所、工学研

究科と共同研究が開始

されるなど連携が拡大

した。 

 

【名古屋大学 植物育

種】 

・ 名古屋大学と基本

協定に基づく組織間協

議の場である連携協議

会を平成 30 年 11 月に

実施し、名古屋大学へ

の科学技術ハブ設置に

ついて協議を開始し、

平成 31年２月に覚書を

締結し、理研-名大科学

技術ハブを設置した。 

 

【京都大学  数理科

学】 

・ 平成 30 年３月に設

置した理研-京大科学

技術ハブ及びそのもと

に設置した理研-京大

数理科学研究拠点の活

動を推進し、理研-京大

数理科学研究拠点がハ

ブとなり東北大学にサ

テライトとして SUURI-

COOL(Sendai)が設置さ

れるなど展開が拡がっ

た。 

・ 理研-京大数理科学研究

拠点をハブとして東北大学材

料科学高等研究所内にサテラ

イトを設置するとともに、ロ

ーレンス・バークレー国立研

究所内（米国）にも設置し展

開している。 
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【 け い は ん な 地 区 

iPS細胞創薬基盤開発】 

・４月に iPS 細胞創薬

基盤開発連携拠点を設

置し、疾患特異的 iPS細

胞の利活用の促進、大

学や製薬会社等におけ

る創薬研究開発のため

のリソースや技術支援

を提供する基盤として

貢献することを目的と

して、バイオリソース

研究センター（BRC）の

iPS 創薬基盤開発チー

ムが活動を開始した。 

・同地区で活動する

BRC、革新知能統合研究

センター（AIP）、医科学

イノベーションハブ推

進プログラム（MIH）の

研究活動を支援するた

め、４月に科技ハブ産

連本部 科学技術ハブ

推進部 科学技術ハブ

推進課 けいはんな研

究支援室を設置。５名

の職員を配置し、研究

支援活動を行ってい

る。 

・ けいはんな学研都

市において、国内外約

１万人以上の来場者、

130以上の企業・団体が

参加する大規模なビジ

ネス・技術交流・ネット

ワーク形成の場である

京都スマートシティエ

キスポ 2018に出展し、

けいはんな地域におけ

る科学技術ハブの取組

の紹介を行うととも
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に、BRC、AIP、MIHの外

部機関のとのネットワ

ーク形成を支援した。 

 

（新たな科技ハブ機能

の形成） 

【大阪大学】 

・新規に科学技術ハブ

を形成することを目的

として大阪大学と協議

を行い、９月に覚書を

締結し、理研-阪大科学

技術ハブを設置した。 

 

【農業・食品産業技術

総合研究機構】 

・連携テーマの設定に

向けて 10月に研究集会

を実施、10 のテーマに

ついて両機関から研究

者が発表を行い、今後

の連携に向けて議論を

深めた。 

・平成 29年に締結した

連携・協力に関する協

定の延長について、引

き続き検討を行った。 

 

【東北大学】 

・平成 31年３月に基本

協定を締結した。同大

学とはこれまでも多数

の個別共同研究が実施

されているが、基本協

定締結を契機として、

組織的な連携である科

学技術ハブの形成に向

けて連携した。 

 

（科学技術ハブ形成に

関する取組の発信） 

●これまでの科学技術
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ハブ形成の取組みにつ

いて発信するために平

成 31年１月に科学技術

ハブシンポジウムを理

研において実施した。

約 100名の参加を経て、

理研や科学技術ハブ形

成先の大学関係者間の

連携を促進した。 

 

（その他の連携） 

●10 月に神戸市と国際

研究環境の形成、研究

成果を基にした産業創

出等での連携・協力を

推進することを目的と

して、基本協定を締結

した。 

◯産業界との連携を支える研究の取組 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 オールジャパンで

の研究成果の実用

化に向けた橋渡し

への貢献として、健

康・医療分野におい

ても、研究所の有す

る研究基盤を横断

的に活用すること

で、内外の革新的シ

ーズを実用化する

ために必要な支援

を行うなど、政府の

関係機関等と連携

しながら、革新的な

創薬や医療技術の

創出につなげる取

組を推進する。 

健康長寿社会の実

現に資する連携を

促進するため、創

薬・医療技術基盤プ

ログラム及び予防

医療・診断技術開発

プログラムを実施

するとともに、健

康・医療データプラ

ットフォームの構

築を行う。 

創薬・医療技術基盤

プログラムでは、各

研究センターや大

学等で行われてい

る様々な基礎疾患

研究から見いださ

れる創薬標的（疾患

関連タンパク質）を

対象に、医薬品の候

健康長寿社会の実

現に資する連携を

促進するため、創

薬・医療技術基盤プ

ログラム及び予防

医療・診断技術開発

プログラムを実施

するとともに、健

康・医療データプラ

ットフォームの構

築を行う。 

創薬・医療技術基盤

プログラムでは、各

研究センターや大

学等で行われてい

る様々な基礎疾患

研究から見いださ

れる創薬標的（疾患

関連タンパク質）を

対象に、医薬品の候

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での

産業界や大学との

連携状況と、これ

による研究成果の

社会還元等の状況 

●平成 30年度は、健康

長寿社会の実現に資

する連携を促進する

ため、創薬・医療技術

基盤プログラム、予

防医療・診断技術開

発プログラム、及び

健康・医療データプ

ラットフォームの構

築を行った。具体的

な取組は以下の通

り。 

【創薬・医療技術基盤

プログラム】 

●中長期計画で示した

目標を達成するため

に、平成 30年度にお

いては、以下の２つ

の目標を設定した。

1) 新たに 1件を企業

（全体概要） 

以下の点を非常に高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【創薬・医療技術基盤プログ

ラム】 

●人工アジュバントベクター

がライセンス契約段階に入

った。 

●リード探索段階に１件を進

める年度目標に対して、そ

れを大きく超える 3 件を達

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われていることは

評価できる。 

・人工アジュバントベクター細胞によるがんワクチンのプロジェクトが、世界初かつ

理研初の医師主導治験を実施し、ライセンス契約の段階に到達したことは非常に高

く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・情報分野に関わる取組として、研究データの取扱、オープンサイエンスに向けたデ

ータポリシーの策定、情報分野の研究推進に対する議論が行われている。更に議論

を進めて頂きたい。 

・創薬・医療技術基盤について、臨床研究の増加については手続き等に時間を要する

ため、必要な手続きが効率的に進められる体制の構築が重要である。 
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補となる低分子化

合物、抗体、核酸等

の新規物質や細胞

医薬品の候補を創

成し有効な知的財

産権の取得を目指

すとともに、非臨

床、臨床段階のトラ

ンスレーショナル

リサーチを推進し、

これらを適切な段

階で企業や医療機

関等に導出する。こ

のため、本プログラ

ムにマネジメント

オフィスを置き、適

切な専門人材を配

置し、各センター等

に設置する創薬に

関する基盤ユニッ

トを連携させ、リソ

ースの重点化や進

捗管理を効果的・効

率的に実施する。ま

た、府省が連携して

アカデミア等の創

薬研究を支援する

取組等を通じて、大

学や医療機関との

連携強化や先端的

技術を創薬研究に

展開するための企

画・調整を行う。 

予防医療・診断技術

開発プログラムで

は、研究所の各セン

ター等の様々な基

礎研究の成果や研

究基盤等と、医療機

関、企業等の有する

ニーズをマッチさ

せ、臨床現場で使え

補となる低分子化

合物、抗体、核酸等

の新規物質や細胞

医薬品の候補を創

成し有効な知的財

産権の取得を目指

すとともに、非臨

床、臨床段階のトラ

ンスレーショナル

リサーチを推進し、

これらを適切な段

階で企業や医療機

関等に導出する。こ

れらの取組を通じ

て、中長期目標期間

において 4件以上を

企業または医療機

関に導出する。平成

30年度は、上記計数

目標を達成するた

めに新たなテーマ

の導入を行うとと

もに、前年度に立ち

上げた新規創薬基

盤ユニットの本格

稼働を進める。ま

た、前中長期計画か

ら取組んできた創

薬・医療技術研究に

おいては、シーズ探

索段階の研究につ

いて 1件をリード最

適化段階に進める。

さらに、前中長期計

画から取組んでき

た創薬・医療技術プ

ロジェクト 1件に関

して企業または医

療機関へ導出する。

大学等の基礎的研

究成果を医薬品と

して実用化に導く

又は医療機関へ移転

すること、2)探索段

階の１テーマをリー

ド（動物モデルで有

効な化合物、抗体、細

胞等で欠点を改良す

れば知財や開発品を

創製できるもの）最

適化段階に進めるこ

とを目標とした。 

●１件を企業または医

療機関へ導出する目

標については、「人工

アジュバントベクタ

ープロジェクト」が

東大医科研での医師

主導治験として順調

に進み、ライセンス

契約段階に入った。

企業との契約締結に

ついては企業側の企

業治験計画の遅れに

より次年度上期に持

ち越されたが、中長

期計画である４件以

上を企業または医療

機関に導出する目標

に対し、中長期計画

の初年度として順調

なスタートを切っ

た。 

●前中長期計画から取

り組んできた創薬・

医療技術研究におい

て、シード探索段階

の研究の１件以上を

リード探索段階に進

める年度目標につい

ては、「COX 活性化に

より新規ミトコンド

リア病治療薬」「ヒス

トンメチル化酵素

成した。 

●創薬支援 NWに貢献した。 

 

【予防医療・診断技術開発プ

ログラム】 

●理研内のシーズ調査、医療

現場・企業のニーズ調査を

実施して多数の横断型プロ

ジェクトを提案した。 

●研究成果の社会還元をめざ

し大学などアカデミアおよ

び医療機関や企業と連携に

取り組んだ。 

 

【医科学イノベーションハブ

推進プログラム】 

●血液検査の結果のみを教師

なし学習させて疾患の状態

を発見するとともに、人の

健康状態を表現するエネル

ギーランドスケープモデル

の開発、ヒト RNAseq の発現

量のダイナミックレンジを

解析した。 

●日本発の量子化学計算手法

を活用することにより、世

界初のタンパク質の量子化

学電荷を再現する AI を構

築した。 

 

（個別評価） 

【創薬・医療技術基盤プログ

ラム】 

●中長期計画の達成に向けた

平成 30 年度計画に関し、創

薬・医療技術研究について

１件を企業または医療機関

へ導出する目標をほぼ達成

した。 

●シード探索段階の研究の１

件以上をリード探索段階に

進める年度目標について
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る予防医療・診断技

術の共同研究等の

取組を推進する。 

加えて、高度個別化

医療を実現するた

め、革新知能統合研

究センターと連携

して、研究所や連携

する医療機関から

集めたデータ及び

新たに取得したマ

ルチオミックスの

データ、製薬企業等

が保有する創薬関

連のデータを統合

した健康・医療デー

タプラットフォー

ムを構築する。機械

学習や数理・理論科

学の手法を活用し

て、個人の疾患形態

や将来の変化を予

測する推論モデル

（疾患予測推論モ

デル）や創薬プロセ

スの高効率化、新規

医薬品等の創製に

資する機械学習と

シミュレーション

を用いたハイブリ

ッド創薬プロセス

提案システムを開

発する。さらに、医

療や創薬の高度化

を目指して、疾患予

測推論モデルを基

盤としたアルゴリ

ズムや創薬プロセ

スの提案を高度化

する最適化方法論

を開発する。 

ための研究開発を

支援する取組であ

る「創薬支援ネット

ワーク」の参画機関

として、関係機関と

連携してアカデミ

ア発の創薬に取組

む。 

予防医療・診断技術

開発プログラムで

は、研究所の各セン

ター等の様々な基

礎研究の成果や研

究基盤等と、医療機

関、企業等の有する

ニーズをマッチさ

せ、臨床現場で使え

る予防医療・診断技

術の共同研究等の

取組を推進する。平

成 30 年度は、感染

症を発症前または

早期段階に計測・検

出・予測するための

感染症診断システ

ムの性能評価を進

めるとともに、前年

度に引き続き検体

を用いた検証を行

う。また、医療機関、

企業等の有するニ

ーズを掘り起こし、

臨床現場で使える

予防医療・診断技術

の共同研究等の取

組につなげる。 

高度個別化医療を

実現するため、革新

知能統合研究セン

ターと連携して、研

究所や連携する医

療機関から集めた

G9a を標的としたβ

ヘモグロビン異常症

治療薬の開発」「ペプ

チド性シデロフォア

型抗真菌剤の開発」

の 3 件を進めること

ができ、目標の１件

を上回る形で達成し

た。 

●社会への成果還元に

向けて、本プログラ

ムでは、創薬標的（シ

ード）特定段階での

移転（出口 1）、開発

品を包含できる特許

提出段階での移転

（出口 2）、臨床開発

段階での移転（出口

3）の３つの出口戦略

を設け、研究開発を

進めている。 

●網膜の再生医療技術

プロジェクトにおい

ては、臨床開発支援

室を通じたプロジェ

クトマネジメント支

援や、iPS細胞から調

整した移植細胞のゲ

ノム変異に関する理

研内の連携構築等を

通じた支援を実施し

てきた。 

●平成 25年７月に開始

した「滲出型加齢黄

斑変性に対する自家

iPS 細胞由来網膜色

素上皮（RPE）シート

移植に関する臨床研

究」は 1年間の経過観

察期間とその後の追

跡調査期間を平成 31

年 2月に、平成 27年

は、目標を大きく超える３

件を進めることができたこ

とを高く評価する。 

●網膜の再生医療技術プロジ

ェクトにおいては、本プロ

グラムからのプロジェクト

マネジメント支援や、iPS細

胞から調整した移植細胞の

ゲノム変異に関する理研内

の連携構築等を通じ、世界

初の他家 iPS 細胞由来の

RPE（網膜色素上皮細胞）細

胞移植の臨床研究の実施に

貢献してきたが、30年度を

もって大きな成果を上げた

と評価する。 

●人工アジュバントベクター

細胞によるがんワクチンの

プロジェクトにおいては本

プログラムを通じたプロジ

ェクトマネジメント等によ

り、世界初かつ理研初の医

師主導治験として順調に進

捗しており、ライセンス契

約の段階に到達したことを

非常に高く評価する。 

●限られた予算のなかで効果

的かつ効率的な研究開発を

進めるため、プログラムデ

ィレクターのリーダーシッ

プのもと、的確な戦略的判

断や資源配分マネジメント

が実施できる体制になって

いると非常に高く評価す

る。 

●創薬支援ネットワークに主

体的に参画し、低分子創薬

支援機関の中核として大学

等の基礎的研究成果の社会

への還元に向けた取り組み

に貢献したことを非常に高

く評価する。 
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データ及び新たに

取得したマルチオ

ミックスのデータ、

製薬企業等が保有

する創薬関連のデ

ータを統合した健

康・医療データプラ

ットフォームを構

築する。平成 30 年

度は、医療機関から

のデータ収集及び

マルチオミックス

データの取得、並び

に製薬企業等が保

有する創薬関連の

データの取得を進

めて解析するとと

もに、データの統合

技術の開発に着手

する。疾患予測推論

モデルやハイブリ

ッド創薬プロセス

提案システムを開

発するため、理論構

築を進める。 

８月に開始した「他

家 iPS 細胞由来網膜

色素上皮（RPE）細胞

移植による加齢黄斑

変性治療の開発～他

家移植と自家移植の

研究及び比較」につ

いては平成 30年９月

に経過観察期間をそ

れぞれ終了し、平成

31 年３月に最終的な

評価の審議を実施し

着実な前進を遂げた

との評価を受けた。 

●人工アジュバントベ

クター細胞によるが

んワクチンのプロジ

ェクトにおいては、

本プログラムからの

プロジェクトマネジ

メント支援等を通じ

て平成 29年７月に東

京大学医科学研究所

附属病院において世

界初かつ理研初の医

師主導治験を開始し

ており、30 年度中の

進捗において良好な

結果が得られてい

る。それを受けて企

業とのライセンス契

約段階に入った。 

●本中長期計画期間を

通じライフサイエン

ス研究からのイノベ

ーション出口を担っ

ていく上で、次代の

導出候補となる新規

テーマの導入が不可

欠である。平成 30年

度は各センター長を

通じて有望な新規テ
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ーマを募集。12 課題

の検討を行い、７テ

ーマを採択した。う

ち１テーマは、開発

品を包含できる特許

提出段階のものであ

る。 

●戦略的な資源配分マ

ネジメントのため、

四半期に一度開催で

ある推進会議を含め

５回、半期に一度の

開催であるプログラ

ム運営委員会を２回

開催し、テーマ・プロ

ジェクトの優先順位

付けや中止等、本プ

ログラムとしての戦

略的判断が求められ

る事項について適時

判断を行うととも

に、予算執行や研究

進捗をモニタリング

し、予算配分に反映

した。また、効果的か

つ効率的な研究開発

を進めるため、個別

のテーマ・プロジェ

クトについてはプロ

ジェクトマネジメン

トシステムにより適

切な推進を行った。

この他、11 月には第

４回創薬ワークショ

ップを開催し、延べ

216 名の来場者があ

った。 

●センター横断型のテ

ーマの支援に従事す

る研究系職員にイン

センティブを与え、

イノベーション創出
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を加速するため、創

薬テーマ・プロジェ

クト報奨制度によ

り、研究開発ステー

ジの進展に特に貢献

した２名に報奨なら

びに表彰状の授与を

行った。また、各セン

ターにおかれる創薬

基盤ユニットにおい

て創薬研究経験を持

つ人材を育てるた

め、企業あるいは医

療界出身の経験を積

んだ人材である本プ

ログラムのマネージ

ャがテーマ・プロジ

ェクト毎の会議や助

言等を通して人材育

成を進めた。 

●大学等の基礎的研究

成果を医薬品として

実用化に導くための

研究開発を支援する

取組である「創薬支

援ネットワーク」の

構成機関として、意

思決定会議体である

創薬支援ネットワー

ク研究会議ならびに

運営会議に参加、理

研創薬・医療技術基

盤プログラムの経験

を生かして実効性の

あるネットワーク形

成に貢献するととも

に、ハイスループッ

トスクリーニング等

によるテーマ支援を

通じてアカデミア発

の創薬に向けて貢献

した。平成 30年度は、
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理研は４テーマの支

援を行った。 

 

【予防医療・診断技術

開発プログラム】 

●本プログラムは「理

研のシーズを医療の

ニーズにつなげ、プ

ロダクトを世に送り

出す」をコンセプト

に、『効率的な横断型

プロジェクトの企画

運営モデル』や『外部

リソースの活用によ

る横断型プロジェク

ト創出のオートノミ

ーモデル』の構築を

進めた。 

●『効率的な横断型プ

ロジェクトの企画シ

ステム運営モデル』

を実践するため、横

断型プロジェクトを

推進するバックオフ

ィス機能を担う専門

人材（医療資源、医療

情報、医事、薬事、知

財）を持つ人材を登

用している。 

 

 

●平成 30年度において

は、理研やアカデミ

アの研究主宰者との

打合せを 18回、医療

現場の医師等との打

合せを 96 回、企業関

係者と 220 回の打合

せを実施し、13 件の

横断型プロジェクト

を提案した。打合せ

の累積回数は 2,269

 

 

 

【予防医療・診断技術開発プ

ログラム】 

●業務の質の向上や改善・効

率化のため、理研だけでな

く他の法人も参考になる先

進的モデルを構築し例示し

ている。 

●様々な専門性を持つ人材を

そろえ、プログラムディレ

クターのリーダーシップが

発揮でき、かつ限られた予

算の中で適正、効果的なマ

ネジメントができる体制に

なっていると評価する。 

 

●理研内のシーズ調査、医療

現場・企業のニーズ調査を

精力的に実施し、多数の横

断型プロジェクトを提案し

た実績を非常に高く評価す

る。 

●医療・研究倫理や COI など

コンプライアンスが厳しく

問われる社会状況におい

て、研究現場の負荷を低減

しつつガバナンスを発揮す

る体制を組んでいることを

高く評価する。 

●理事長主導のもと、総合病

院と包括協定を結び、病院

をもたない弱みをオープン

サイエンスによる社会実装

の促進につなげるなど、研

究成果の社会還元をめざし

組織対組織で大学などアカ

デミアおよび医療機関や企

業と連携していることを高

く評価する。 
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回となっている。 

●平成 30年度において

は 27件の臨床研究を

倫理委員会に諮り承

認を得た。進行中の

承認をえた臨床研究

は 186 件になってい

る。 

●平成 30年度において

企業・大学等との共

同研究契約等を８件

締結した。進行中の

共同研究契約は 35本

になっている。 

●バイオマーカーのス

クリーニングパイプ

ラインをデザインし

た。リンパ浮腫を引

き起こす不要なリン

パ節郭清を回避する

バイオマーカーの開

発は AMED により「探

索研究」から「応用研

究」へステージアッ

プし、多施設臨床研

究に発展した。骨髄

増殖性腫瘍の一次ス

クリーニングバイオ

マーカーを発見し

た。 

●全ゲノムレベルのク

リニカルシーケンス

の社会実装をめざ

し、理研への大規模

シーケンス技術の導

入および協力大学病

院における臨床研究

の構築に協力し、血

液腫瘍検体の解析を

推進した。 

●創薬ターゲットのス

クリーニングパイプ

 

●国が推進を図るゲノム医療

の実現のため、理研の技術

力を活かし基盤の構築を進

める重要な課題に取り組ん

でいると評価する。 

 

●交付金予算が限られている

なかで、所内外連携プロジ

ェクトをデザイン・立案し

て外部資金を呼び込んだも

のであると評価する。運営

費交付金が限られる中で、

それに倍する外部資金を導

入する活動は理研所内外の

モデルとなり得る。 

●理研のブランドと研究企画

力を活かし、企業リソース

により、あらたなプロダク

トを生み出すよいモデルを

構築している。 

●成果の実用化と社会実装を

強くめざし、知財確保や産

官学連携を積極的にすす

め、革新的な医療技術の創

出に貢献していると評価す

る。 

 

●インフルエンザ迅速診断シ

ステムを企業への導出を図

るなかで、政府レベルの外

交案件に貢献していること

を非常に高く評価する。 

●医療人材の育成に貢献した

ことを評価する。 
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ラインをデザインし

た。製薬企業との共

同研究で代謝の昂進

に関する遺伝子を見

いだした。 

●医療現場ニーズを解

決しうる２件の特許

を出願し、活動の資

源となる特許やノウ

ハウの蓄積は 40件に

なった。 

●『外部リソースの活

用等による横断型プ

ロジェクト創出のオ

ートノミーモデル』

の実践として、『研究

のエコシステム』と

『運営費交付金を梃

子とした外部資金の

獲得』と『低コストの

バックオフィス』を

進めた。 

●企業収益が発生した

成功プロジェクトを

踏み台として、後継

の発展プロジェクト

を立ち上げる『研究

のエコシステム』を

開発した。第１例に

おいては、企業資金

で超微量（ナノリッ

トル）の核酸濃度測

定を実現し、試作品

を JASISに出展した。

新聞に取り上げられ

た。 

●企業資金や競争的資

金を積極的に獲得し

ており、30 年度にお

いて PMI の交付金予

算 79百万円を梃子と

して、その 2.0 倍の
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155 百万円の外部資

金を獲得した。たと

えば再生医療等で注

目される細胞医薬の

品質管理法や国際標

準化に関する外部資

金プロジェクトを推

進し、分化指向性マ

ーカーを見いだし論

文出版した。 

●第３期の資産（総合

病院との包括連携、

知財や安管など理研

内部門との連携）を

維持しつつ、バック

オフィス経費を削減

しながらも機能する

体制に組み直した。 

●理研発の診断技術の

実用化を推進する周

辺技術の開発を進

め、インフルエンザ

や性感染症の臨床検

体の前処理治具の試

作品の評価、診断反

応の酵素試薬の調製

技術を開発した。診

断薬の保存安定性評

価を開始した。企業

による実用化フェー

ズが強まった状況に

鑑み、理研と企業の

責任範囲を明確化

し、契約と倫理を再

構築した。技術を SOP

文書４本にまとめ実

施企業への導出を図

った。企業による製

造ライン開発や臨床

現場デモに対して技

術指導を実施した。

本件は日露協力案件

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



54 

 

のひとつとして政府

レベルの外交におい

て取り上げられ世界

経済フォーラムの場

で契約締結セレモニ

ーを実施された経緯

があり、ひきつづき

文科省と連携し、両

国の関係緊密化に貢

献した。 

●発展著しい最先端の

オミックス医科学を

大学病院臨床医に普

及する大学院医学部

の講義コースを実施

した。 

 

【医科学イノベーショ

ンハブ推進プログラ

ム】 

●年齢及び血液検査デ

ータに基づく、機械

学習による「卵巣が

んの術前予測アルゴ

リズム」を開発した。

これにより、悪性腫

瘍と良性腫瘍を精度

よく、また、がんの進

行期や組織型といっ

た特性を予測でき、

さらに、早期卵巣が

んにおいても予後と

関連する新しい分類

方法を見出したこと

で、今後の予測・個別

化医療に応用でき

る。また、人の健康状

態を物理のモデルを

使って表現するエネ

ルギーランドスケー

プモデルを開発し、

特許出願を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医科学イノベーションハブ

推進プログラム】 

 

●機械学習で、単に既知の分

類の予測精度を向上したこ

とにとどまらず、血液検査

の結果のみを教師なし学習

させて今まで臨床上気づか

れなかった疾患の状態を発

見した先駆的な成果であ

る。また、人の健康状態を表

現するエネルギーランドス

ケープモデルの開発、ヒト

RNAseqの発現量のダイナミ

ックレンジを解析した結果

は、今後の科学の進歩に大

きな影響を与える点で、高

く評価する。 

●日本発の量子化学計算手法

を活用することにより、世

界で初めてのタンパク質の

量子化学電荷を再現するAI

を構築しており、高く評価

する。 
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●ヒト RNAseqの発現量

のダイナミックレン

ジを世界に先駆けて

解析した結果は報告

例が無く、今後一般

公開を行うことで、

多数の研究者が活用

するプラットフォー

ムになる。 

●創薬を効率化するた

め重要な次世代の分

子シミュレーション

AI の開発にも着手し

ており、量子化学計

算を再現する分子力

場 AIの開発では、日

本発の巨大分子系に

対する量子化学計算

を可能とした FMO 法

を用いて、今年度は

電荷予測 AIの構築に

成功した。 

●患者の変化を予測す

る推論アルゴリズム

を開発するため、数

学と医学に通じた優

れた学生（これまで

に９名）をパートタ

イマーとして採用

し、研究活動に参加

させた。一部の人材

はパートタイマーで

実習を積み正規職員

に登用された。プロ

グラムの会議等で積

極的な発言を促し、

広く PI等と切磋琢磨

することで、本研究

領域で最先端の研究

を担うことができる

人材の育成を図って

いる。 

●本研究領域に不可欠な医科

学と数学を融合させて問題

解決できる人材の雇用と育

成体制を増強しており、高

く評価する。 

 

 

 

 

●データの収集・解析を進め

るとともに、データの統合

技術の開発に着手する等、

順調に計画を遂行している

と評価する。 

 

●医療データを取り扱うにあ

たり適切な教育体制を構築

している。また、人を対象と

する研究の実施にあたり教

育・指導を担う適切な人材

を配置しており、さらに、同

者が最新の知見を得られる

ような環境を確保してお

り、順調に計画を遂行して

いると評価する。 
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●その他、以下のとお

り、医療機関からの

データ収集及びマル

チオミックスデータ

の取得、並びに製薬

企業等が保有する創

薬関連のデータの取

得を進めて解析する

とともに、データの

統合技術の開発に着

手した。疾患予測推

論モデルやハイブリ

ッド創薬プロセス提

案システムを開発す

るため、理論構築を

進めた。 

●医療機関からがん患

者のサンプルや臨床

データを収集し、が

んに対する免疫応答

を細胞レベルで解析

した。 

●ビタミン D の代謝異

常メカニズムの解明

に関して、久留米大

学と共同研究室を設

置して本格研究を開

始し、150人分の母乳

サンプルを収集し

た。発達障害に関し

て、医療機関等で取

得するデータの選択

を行い、実験方針を

決定した。新規に開

発された、胎児心電

図も計測可能な心拍

モニターを整備し、

胎児エコー計測器と

連携した計測技術の

高度化を進め、各機

関でデータが取得で

きる体制を整えた。
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これにより、各機関

での倫理審査手続と

合わせ、実際にデー

タを取得しての本格

研究への移行準備を

完了した。 

●健康・医療データプ

ラットフォームの第

一弾として、CheMBL

や PubChem 等の公共

データベースに収載

されている低分子の

活性、体内動態、毒性

に関するデータをキ

ュレーションし、Ai

予測モデル構築用に

前処理するプログラ

ムを開発した。その

プログラムを用いて

創薬に重要な 10項目

のデータを整備し、

同時に開発している

GCN 記述子等を応用

し AI予測モデルの構

築を開始した。 

●ハイブリッド創薬プ

ロセス提案システム

の一部となる新規な

医薬候補構造を発生

させる AIの開発を進

めた。手法としては、

モンテカルロ木探索

と RNN を組み合わせ

た手法と GCN も基づ

く VAE の手法の２つ

を開発しており、製

薬企業研究者と共同

で、既知の医薬品を

再現しつつ新規な構

造を発生させるか検

証しており、良好な

結果を得ている。 
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●本プログラムは医療

データを取り扱うた

め、研究倫理教育を

重視している。研究

倫理教育責任者が講

師となり、定例会合

の中で、個人情報の

適切な取扱いや個人

情報保護データマイ

ニング技術について

講義を行った。この

他、研究倫理講習会

を開催した。 

●人の臨床データの解

析研究を実施する者

への倫理教育、申請

書類作成等の指導、

実施中の研究に対す

る監督を行うため、

人対象研究の倫理に

関する研究実績や実

務経験を有する者を

上級技師として引き

続き配置し、強固な

体制を保持してい

る。また、同者を東京

大学医科学研究所ヒ

トゲノム解析センタ

ー公共政策研究分野

との共同研究に参加

させ、最新の知見を

得る環境を確保し

た。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１-(4) 持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な

情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 科学技術イノベー

ションの実現のた

めには、新たな研究

領域を開拓・創成

し、インパクトのあ

る新しい革新的研

究シーズを創出し

ていくことが重要

である。 

このため、研究分野

を問わず、卓越した

研究実績と高い識

見及び指導力を有

する研究者による、

豊かな知見・想像力

を活かした研究開

発や、研究所内の組

開拓研究本部では、

様々な分野で卓越

した研究実績と高

い指導力を持つ研

究者が研究室を主

宰する。喫緊の課題

や短期的なミッシ

ョンにとらわれる

ことなく、研究分野

の違いや組織の壁

等の制約なく互い

に影響を与えなが

ら、所内外の研究

者・研究組織と協力

して研究を行うこ

とにより、抜きん出

た基礎研究成果を

開拓研究本部では、

様々な分野で卓越

した研究実績と高

い指導力を持つ研

究者が研究室を主

宰する。喫緊の課題

や短期的なミッシ

ョンにとらわれる

ことなく、研究分野

の違いや組織の壁

等の制約なく互い

に影響を与えなが

ら、所内外の研究

者・研究組織と協力

して研究を行うこ

とにより、抜きん出

た基礎研究成果を

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・新たな科学の開

拓・創成の取組状

況と、これによる

革新的シーズの創

●本部長裁量経費制度

を設け、開拓研究本部

内分野横断プロジェク

トを募った。プロジェ

クト課題は試行的な段

階で可とし、新しい研

究テーマによるプロジ

ェクトを開始した。 

 

●若手主任を中心に分

野を超えた勉強会を開

催し、縦割り意識を排

除して分野の壁を低く

し、新たな科学の開拓・

創成に寄与した。 

 

 

●本部長裁量経費制度により

新たな科学の開拓・創成につ

ながる可能性のある課題を推

進する基盤を開始したことを

評価する。 

 

●勉強会開催による分野を超

えた一体感の醸成の取り組み

のなかから「宇宙極限環境に

よる物質創成起源の解明」「生

体内小分子が引き起こす分子

修飾の生理活性」等新しい研

究テーマによるプロジェクト

を開始したことを評価する。 

 

●これまでは和光事業所の一

部センターに限定的であった

＜評価すべき実績＞ 

・若手研究者を中心に交流会や勉強会等の異分野交流のための研究支援の仕組みが

整備されているのは効果的であり評価できる。 

・開拓研究本部における、主任研究員による連続的なシーズ創出に資する制度は重要

である。そうした制度・体制が整い、環境が構築されてきているのは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・“新たな科学”の創生は往々にして基礎的・学際的であり、ボトムアップの萌芽研

究を育む組織的な施策が必要なことが多い。萌芽期の研究を培う予算措置や人的支

援が重要である。 

・大きな飛躍が期待される人工知能、医療研究、創薬科学、データサイエンス等の研

究における“新たな科学”を考える際、学際領域の重要性が増している。哲学や倫

理学等の人文学や社会科学等の研究も重要になってきている。効果的に新しい研究

成果を生み出すために分野間連携による研究を更に拡大させることが望まれる。 
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織・分野横断的な融

合研究を実施し、新

たな研究領域の開

拓・創成につなげ

る。 

この取組を進める

にあたっては、研究

者の分野を超えた

取組を強化し、各研

究開発の目標設定

と進捗管理をそれ

ぞれの課題の科学

的・社会的意義等に

照らし厳格に行い、

諸情勢に鑑み対応

の重要性・必要性が

生じた課題に対し

て機動的かつ重点

的に取り組むとと

もに、必要性・重要

性が低下したもの

は廃止を含めた見

直しを行うなど、不

断の改善に取り組

む。 

生み出すとともに、

新しい研究領域や

課題を見出すこと

により新たな科学

を創成することを

目指す。そこには社

会の中での科学の

在り方や基礎研究

の成果を応用に活

かす長期的展開も

視点に入れる。 

生み出すとともに、

新しい研究領域や

課題を見出すこと

により新たな科学

を創成することを

目指す。そこには社

会の中での科学の

在り方や基礎研究

の成果を応用に活

かす長期的展開も

視点に入れる。 

平成 30 年度は、研

究室主宰者がそれ

ぞれの専門の研究

を様々な視点、技術

等を活用して推進

するとともに、新し

い研究領域や課題

の創出につながる

基礎的研究を推進

するため、試行的な

プロジェクトを開

始する。 

出等の成果 

等 

 

（モニタリング指

標） 

・新たな科学の開

拓・創成に係る、卓

越した研究実績と

高い識見及び指導

力を有する研究者

（主任研究員）の

活動状況 

等 

●理研研究員会議を積

極的に支援し、全理研

に所属する研究者が参

加した交流会「異分野

交流の夕べ」を開催し、

開拓研究本部に限定せ

ず、かつ世代を超えた

所内交流の仕組みを構

築した。 

 

●主任研究員のこれま

での成果が認められた

事例として、平野達也

主任研究員が「コンデ

ンシンの発見と染色体

構築に関する研究」に

より 2018年度朝日賞を

受賞した。 

 

●Kim主任研究員は、走

査トンネル顕微鏡を用

いて、単一分子の発光

機構には発光過程にお

ける分子内電子間クー

ロン相互作用がカギで

あることを解明した。

この成果は、省エネ・

高効率・長寿命の有機

ELの開発に貢献する。 

 

●田中克典主任研究員

らは乳がんの摘出組織

の迅速診断をより簡易

で短時間に、浸潤・非浸

潤の区別も可能な方法

を開発し、プレスリリ

ースを行った。臨床診

断薬の開発に関して企

業との連携を開始し

た。 

 

●坂井南美主任研究員

理研研究員会議を全理研に拡

大し、事業所や職位の違いを

不問として交流できる制度を

創設したことを評価する。 

 

 

●本賞の受賞は、当該主任研

究員の長年の取り組みによっ

て得た成果であり、高く評価

する。 

 

 

●研究室主宰者が卓越した基

礎研究の成果をもとに所内外

の研究者や研究組織と協力し

て応用や実用化に向けた研究

を展開していることは、新た

な科学の開拓・創成につなが

る可能性がある活動であるこ

とを評価する。 
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は、アルマ望遠鏡を用

いて原子星天体を観測

し、円盤の回転軸の傾

きに内側と外側でずれ

があること、円盤内部

で星間塵が合体成長し

始めている可能性があ

ることを発見した。 

 

●前田瑞夫主任研究員

は信州大学工学部の連

携教員としてクロスア

ポイント契約で信州大

学における教育活動に

貢献している。 

 

●大森整主任研究員、

Kim Yousoo 主任研究員

は九州大学大学院工学

研究院・工学府理研連

携講座にて九州大学に

おける教育活動に貢献

している。 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 科学技術イノベー

ションの実現のた

めには、新たな研究

領域を開拓・創成

し、インパクトのあ

る新しい革新的研

究シーズを創出し

ていくことが重要

である。 

このため、研究分野

を問わず、卓越した

研究実績と高い識

見及び指導力を有

する研究者による、

豊かな知見・想像力

国家的、社会的要請

に応える戦略的研

究開発の候補とな

り得る融合的かつ

横断的な研究開発

課題を、研究所内外

の優秀な研究者を

糾合して経営戦略

に基づき実施する。

研究開発課題毎に

研究の評価を適時

行い、国際的な研究

開発の動向も含め

て厳格に見直し、新

たな研究領域の開

国家的、社会的要請

に応える戦略的研

究開発の候補とな

り得る融合的かつ

横断的な研究開発

課題を、研究所内外

の優秀な研究者を

糾合して経営戦略

に基づき実施する。

研究開発課題毎に

研究の評価を適時

行い、国際的な研究

開発の動向も含め

て厳格に見直し、新

たな研究領域の開

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指

標） 

・新たな科学の開

●本部長の下に横断プ

ロジェクト委員会を設

置し、実施中のプロジ

ェクトの進捗管理をす

るとともに新たな横断

プロジェクトの可能性

を追求した。 

 平成 30年度は後天的

なゲノム修飾制御機構

の解明（エピゲノムプ

ロジェクト）、共生原理

の理解と活用に向けた

研究開発（共生プロジ

ェクト）、革新的量子技

術による省エネルギー

●横断プロジェクトを実施

し、順調に計画を進捗してい

る。 

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われていることは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・「革新量子プロジェクト」は、スキルミオンを活用した省エネ研究開発と省エネ社

会の実現は、横断研究ならではであり、資源を投入して進めていくことが望まれる。 
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を活かした研究開

発や、研究所内の組

織・分野横断的な融

合研究を実施し、新

たな研究領域の開

拓・創成につなげ

る。 

この取組を進める

にあたっては、研究

者の分野を超えた

取組を強化し、各研

究開発の目標設定

と進捗管理をそれ

ぞれの課題の科学

的・社会的意義等に

照らし厳格に行い、

諸情勢に鑑み対応

の重要性・必要性が

生じた課題に対し

て機動的かつ重点

的に取り組むとと

もに、必要性・重要

性が低下したもの

は廃止を含めた見

直しを行うなど、不

断の改善に取り組

む。 

拓を行う。 

 

拓を行う。 

平成 30 年度は後天

的なゲノム修飾制

御機構の解明（エピ

ゲノムプロジェク

ト）、共生原理の理

解と活用に向けた

研究開発（共生プロ

ジェクト）を実施す

る。 

拓・創成に係る、組

織・分野横断的な

融合研究の実施件

数 

等 

社会の実現（革新量子

プロジェクト）、高齢化

社会の問題解決プロジ

ェクト（加齢・老化プロ

ジェクト）等の組織・分

野横断的な融合研究を

実施した。 

 

●エピゲノムプロジェ

クトにおいては年度当

初にプロジェクトに参

加しているすべての PI

が一堂に会し、ワーク

ショップを開催した。 

 

【エピゲノムプロジェ

クト】 

●世界最高分解能で全

ゲノムの三次元構造を

解明した。この成果に

より iPS 細胞や培養臓

器の効率的な作成等医

学・生理学の幅広い分

野の研究に貢献するこ

とを期待（BDR 谷口 TL

ら）。 

 

【共生プロジェクト】 

● 免 疫 グ ロ ブ リ ン

（IgA）が腸内細菌叢を

制御するための新たな

メカニズムを発見。こ

の成果により炎症性腸

疾患に関する新たな予

防法・治療法の開発に

貢献する（IMS ファガラ

サン TLら） 

 

◯共通基盤ネットワークの機能の強化 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 
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 ― 研究所内の共通研

究基盤施設・機器等

の存在や利用方法

等を可視化し、研究

所の研究資源利用

の効率化を図る。研

究所には国家的、社

会的要請にこたえ

る戦略的研究開発

の推進において整

備された共通研究

基盤となる施設・機

器等があることに

鑑み、本来の事業に

支障なく所内での

利用が可能となる

システムを構築す

る。 

研究所内の共通研

究基盤施設・機器等

の存在や利用方法

等を可視化し、研究

所の研究資源利用

の効率化を図る。研

究所には国家的、社

会的要請にこたえ

る戦略的研究開発

の推進において整

備された共通研究

基盤となる施設・機

器等があることに

鑑み、本来の事業に

支障なく所内での

利用が可能となる

システムを構築す

る。 

平成 30 年度は、共

同利用機器運営協

議会を運営し、研究

所共通研究基盤施

設・機器等ポータル

サイトの維持管理

運営業務を行うと

ともに、所外展開の

可能性を検討する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダ

ーシップの下、研

究開発成果を最大

化し、イノベーシ

ョンを創出するた

めの、他の国立研

究開発法人の模範

となるような法人

運営システムを構

築・運用できたか。 

 

 

●本部長の下に、共同

利用機器運営協議会を

設置し、共同利用機器

を有するすべての事業

所の代表者が情報共有

をするとともに、研究

所共通研究基盤設備ポ

ータルサイトの仕様を

確定した。 

●所外展開を見越した研究所

共通ポータルサイトの仕様を

確定したことにより順調に計

画を進捗している。 

＜評価すべき実績＞ 

・中長期目標等に照らし、適正、効果的かつ効率的な業務運営が行われていることは

評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・共通基盤ネットワークの機能の強化にあたり、利用者が使いやすいシステムの構築

を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究所内の共通研究基盤施設・機器等の可視化は、特に分野融合的な研究推進にお

いて重要である。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

関連する政策・施策 政策目標８科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対

応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

179 

1,915 

      予算額（千円） 20,161,705 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

1,170 

189 

      決算額（千円） 

 

― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

322 

121 

      経常費用（千円） 

 

― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 1,614/ 

13,753,237 

      経常利益（千円） 
 
― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円）  

― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 1,750       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の科学技術

イノベーション政

策の中核的な研究

機関として、科学技

術基本計画をはじ

めとする国家戦略

等に挙げられた国

家的・社会的な要請

に対応し、以下に示

す研究開発領域に

おいて、戦略な研究

開発を行い、優れた

研究成果の創出及

びその最大化を目

指す。 

各領域において定

める目標を各領域

において定める目

標を達成するため

に、研究所は、国家

戦略等を踏まえ、新

たな知見の創出か

ら研究成果の最終

的な社会への波及

までを見据えた主

要な研究開発課題

を領域毎に設定し、

その進め方及び進

捗に応じて見込ま

れる成果等につい

て、中長期計画及び

年度計画において

定めることとする。 

これらをもとに、各

領域において、３．

１に示した研究所

全体の運営システ

ムのもとで、年度ご

我が国の科学技術

イノベーション政

策の中核的な研究

機関として、研究所

全体の運営システ

ムの下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けて戦略的かつ

重点的に研究開発

を推進するととも

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以下

の研究開発を実施

する。 

我が国の科学技術

イノベーション政

策の中核的な研究

機関として、研究所

全体の運営システ

ムの下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を推進するととも

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以下

の研究開発を実施

する。 

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（業務実績総括） 

【革新知能統合研究、

数理創造研究】 

●第４期中長期計画に

おける新たな展開とし

て数理科学や情報分野

における研究開発を本

格的に進めるため、以

下のマネジメント、人

材育成、外部連携等の

優れた取組を実施し

た。 

・革新知能統合研究：非

常勤 PIを通じた各大学

等との連携により、人

材が極度に不足する AI

分野で大学院生等を多

数受け入れ、最先端の

研究機会を提供するこ

とで、人材育成に高く

貢献した。 

・数理創造研究：研究室

という単位をなくして

研究者が自由に行き来

できるようにすること

で分野横断や若手研究

者の育成を促進する体

制を整備し、数理科学

分野の人材不足への対

応に高く貢献した。 

 

●また、以下のような

優れた成果を多数創出

した。 

・革新知能統合研究：機

械学習において、ネガ

ティブデータがなくて

も正のデータとその信

＜評定と根拠＞ 

 評定：Ｓ 

 

●以下により、各センター等

における効果的・効率的な研

究マネジメントを図りつつ、

研究開発成果の最大化に向け

て、特に顕著な成果の創出等

を行ったと認め、S 評定とす

る。 

 

（マネジメント、人材育成、

外部連携等） 

●次世代シーケンサープラッ

トフォームの構築等によりス

ケールメリットを生かした効

率的な研究開発を可能にする

など、業務の更なる質の向上

を図るとともに、人材が極度

に不足する AI 分野で多数の

大学院生等の受入れと最先端

研究機会の提供、若手・中堅

研究者コミュニティの課題と

なっている“優秀なシニア研

究員の転出問題”への対応、

各センターの特長・課題を踏

まえた内外の大学・研究機関

との戦略的連携など、各セン

ターの研究マネジメント、人

材育成、外部連携において特

筆すべき取組が行われた。 

 

（研究成果の創出） 

●数理科学や情報科学分野で

は、60年以上未解決であった

体内時計の温度に対する安定

性の問題に取り組み、その実

現条件を理論的に解明するな

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果

の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

（マネジメント、人材育成、外部連携等） 

・研究領域に応じた研究マネジメント、人材育成・連携・社会への貢献に向けた取組

を行い、迅速かつ適切な新体制の構築（組織再編に伴うセンターの新設、改組、継

続）や世界最高水準の研究成果の創出が図られているほか、理研の研究内容を理研

内外の研究組織と連携し成果を還元する社会実装を見据えた組織構築が図られて

いることは評価できる。 

 

・革新知能統合研究及び数理創造研究が新たな研究分野として推進し、分野の特性に

応じた組織を構築することで人材育成や分野横断的な研究に貢献したことは評価

できる。 

 

・ライフサイエンス分野はヒトの生物学的理解を目標として新たな研究体制が構築

され、センター間の横断プロジェクトの推進にも努力がなされており、初年度から

多くの研究成果が出ていることは高く評価できる。 

 

・環境資源科学、創発物性科学、光量子工学、加速器科学については、第３期中長期

計画期間より引き続き推進、発展させる分野として展開しており、継続して高い成

果を挙げていることは評価できる。 

 

（研究成果の創出） 

・多くの研究論文を輩出しており、理研全体として、平成 29 年度に発表された論文

について被引用回数 Top 10%論文の比率が高いことは評価できる。 

 

・革新知能統合研究：汎用基盤技術研究や目的指向基盤技術研究において論文発表等

の研究成果を挙げるのみならず、企業や医療機関、海外の研究機関等との共同研究

を通じた取組の成果が出ていることは高く評価できる。倫理や法律等の課題を対象

とした ELSI の分野では国内の議論を主導するのみならず、国際的な議論に貢献し

ていることは高く評価できる。 

 

・数理創造研究：分野横断した研究を推進し、60 年以上未解決であった、体内時計

の温度に対する安定性が実現する条件を理論的に導いたこと等は高く評価できる。 
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とに各研究開発の

進捗管理・評価とそ

れらを踏まえた改

善・見直しの実施、

研究所内の組織横

断的な連携の活用

等の取組を行うと

ともに、各領域に応

じた個別の研究開

発マネジメントを

実施し、研究開発成

果の最大化を目指

す。 

頼度データだけで分類

境界を学習できるモデ

ルを実証した。 

また、人工知能と実

験を組み合わせること

で、タンパク質の機能

改変を従来よりも大幅

に効率化する手法の開

発に成功し、実際に既

存のタンパク質より大

幅に蛍光の強度が高い

蛍光タンパク質を導出

できた。 

・数理創造研究：数理科

学を生命の起源に関す

る研究開発に適用し、

６０年以上未解決であ

った体内時計の温度に

対する安定性が実現す

る条件を理論的に解明

し、また電気回路の振

動モデルとの共通性を

見出した。今後、新たな

研究手法の構築に寄与

することが期待され

る。 

 

【生命医科学研究、生

命機能科学研究、脳神

経科学研究】 

●新しい中長期目標の

下、センターの大規模

な再編を行った。特に

ライフサイエンス分野

では５つのセンターを

３つのセンターに統合

し、基礎生命科学、医科

学の両輪で効果的に研

究を推進できる体制を

整えた。新たなセンタ

ーで円滑な融合に取り

組むとともに、以下の

ど、数理科学を軸とした異分

野融合科学等の成果のほか、

機械学習において正信頼度デ

ータだけで分類境界を学習で

きる画期的な手法を開発し

た。 

 

●ライフサイエンス分野で

は、第４期中長期目標等に伴

うセンター等の再編を行い、

新たな組織体制を構築した。

その上で、感染抵抗性や抗腫

瘍効果を高める腸内細菌株の

同定、真核生物の折り畳まれ

た DNA を読み取って転写する

仕組みの解明、脳のエピソー

ド記憶の保存メカニズム解明

など、疾患の原因解明や治療

法開発、次世代 AI技術の開発

等にも貢献し得る成果を創出

した。 

 

●また、極めて優れた自己修

復・形状記憶機能を持つポリ

マー、半導体量子ビットによ

るハイブリッド量子計算手

法、液体窒素温度で動作可能

な高出力量子カスケードレー

ザーの開発など、幅広い応用

に貢献し得る成果を創出し

た。重イオン加速器を用いた

二重魔法性を持つ「カルシウ

ム-60」の発見といった原子核

物理での画期的成果も挙げら

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

・生命医科学研究：感染抵抗性や抗腫瘍効果を高める腸内細菌株 11 株を同定・単離

することに成功し、かつ、マウスを用いて当該菌株を摂取することにより感染抵抗

性や抗がん免疫応答が高まることを発見した。この発見は世界的にも貴重であり、

感染症やがんの予防に対する新たな医療シーズになりうる研究成果であることか

ら、高く評価できる。 

 

・生命機能科学研究：真核生物の折りたたまれた DNA をスムーズに読み取って転写

する仕組をクライオ電子顕微鏡でとらえ、その仕組みを世界で初めて解明した。が

んや精神・神経疾患、メタボリックシンドロームの原因解明や治療法確立等に貢献

することが期待され、高く評価できる。 

 

・脳神経科学研究：恐怖体験の記憶の消去にドーパミンが関わることを発見した研究

成果は、今後の PTSD の行動療法の改善につながっていくことが期待され、非常に

高く評価できる。また、脳の神経細胞に保存された記憶情報の解読に世界で初めて

成功し、エピソード記憶が保存されるメカニズムを解明したこと等も非常に高く評

価できる。 

 

・環境資源科学研究：乾燥空気中だけでなく、水や酸性、アルカリ性水溶液中でも自

己修復性能や形状記憶性能を示す新しい機能性ポリマーの開発に成功したこと等

は非常に高く評価できる。 

 

・創発物性科学研究：量子情報電子技術の実現に向けて、量子ビットの開発や量子非

破壊測定において、世界をリードする成果が得られている。また量子シミュレータ

の開発では、超伝導回路上でトポロジカル転移相に伴う信号を観測し、量子シミュ

レータの基礎を築く重要な成果が得られており、非常に高く評価できる。 

 

・光量子工学研究：高出力中赤外フェムト秒光源の波長域を現状の 1.5 µm から 3.6 

µm まで拡大させ、さらに波長 1～2 µm 領域でテラワット級のピークパワーを達成

し、波長域、出力ともに当初の年度計画を大きく上回り、高強度中赤外フェムト秒

レーザーの開発に革新的進展をもたらす研究成果が得られており、非常に高く評価

できる。 

 

・加速器科学研究：がんの放射線治療への応用や核医薬品の開発への貢献に資するア

スタチン-211 の取組等の放射性同位元素の活用や、国際連携による研究の推進は高

く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・諸外国との競争に勝つためには、先を見通したテーマ設定が可能な戦略的取組が重

要であり、我が国のコアとなる公的研究機関として、基礎研究から社会実装までを

俯瞰した研究戦略を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
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マネジメント、人材育

成、外部連携等の優れ

た取組を実施した。 

・生命医科学研究・生命

機能科学研究：両研究

においてセンター内の

融合を促進する取組と

して、センター内部門

の強みを生かした横断

プロジェクトをセンタ

ー主導で開始した。 

・生命医科学研究：これ

まで各研究部門ごとに

設置されていた次世代

シーケンサーを「シー

ケンスプラットフォー

ム」に集約させ、スケー

ルメリットを生かした

運転コストの削減や技

術の集約等による効果

的・効率的な研究を可

能にした。 

また、インターンシ

ッププログラムや融合

領域のリーダーを育成

するプログラムなど若

手育成の取組等を推進

した。 

・生命機能科学研究：セ

ンター内横断プロジェ

クトであるオルガノイ

ド研究を推進するた

め、米国シンシナティ

小児病院幹組織オルガ

ノイドセンター（世界

初のオルガノイド研究

に特化した研究所）と

の連携を開始した。 

・脳神経科学研究：若

手・中堅研究者コミュ

ニティの課題である

「優秀なシニア研究員

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インパクトのある研究ほど国際的な研究競争が激しくイニシアチブを取るのは容

易でない。米国や中国等、研究資金とマンパワーが桁違いに大きいチームとの競争

に打ち勝つには、先を見通したテーマ設定ができる専門家による戦略的な取組が必

要と思われる。現在の大学や企業では研究リソースの規模が小さく研究戦略を立案

する組織を持つことができていないことから、理研には我が国のコアとなる公的研

究機関として社会実装を重視した戦略研究で大学や企業をリードすることを期待

する。 

 

・新たな研究体制の構築に伴い、既存の研究分野を出発点に、融合研究の新規立ち上

げ等を行う人材が活躍する支援体制が望まれる。 

 

・ライフサイエンス分野の大テーマをヒトの生物学的理解に設定したことは、技術や

諸科学分野の進歩が最高峰であるヒトの高次機能に迫れる時代の到来に合わせて

評価できる。医学部や医療機関との共同研究等の連携を進めていくことが重要であ

る。 
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の転出問題」に対応す

る全く新しい「キャリ

ア形成推進プログラ

ム」の検討を行い、教育

の機会の提供、自立的

な研究推進、メンタリ

ングなどを通じて経験

を積んだ優秀な研究員

による外部の独立ポジ

ション獲得を支援し

た。 

また、脳神経科学連

携部門、統合計算科学

連携部門を立ち上げ、

国内外の臨床系・情報

系との画期的な連携体

制の強化を図った。ま

た、これにより理研に

おける脳組織の基礎研

究への応用も可能な体

制が構築された。 

 

●また、以下のような

優れた成果を多数創出

した。 

・生命医科学研究：感染

症やがん治療の重要な

ターゲットとなりうる

感染抵抗性や抗腫瘍効

果を高める腸内細菌株

を同定した。 

また、乳がんのゲノ

ム医療の実現を大きく

前進させる日本人の遺

伝性乳がんの病的バリ

アントデータベースを

構築した。 

・生命機能科学研究：生

命科学における長年の

謎とされていた、真核

生物の折り畳まれた

DNA を読み取って転写
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する仕組みの解明に世

界で初めて成功した。

染色体における DNA の

折り畳みの破綻が関連

する、がんや精神・神経

疾患、メタボリックシ

ンドロームの原因解明

や治療法確立への寄与

が期待される。 

また、先天性気管狭

窄症などの病態理解や

将来的な再生臓器の成

型技術としての応用も

期待される成果とし

て、気管の太さと長さ

を決める仕組みを１細

胞レベルで体系的に調

べ、筋肉と軟骨が気管

のサイズを決定する仕

組みの解明に成功し

た。 

・脳神経科学研究：恐怖

記憶の消去にドーパミ

ンが関わることを発見

し、新たな PTSDの治療

法の可能性の端緒を得

た。 

また、脳の海馬にお

いてエピソード記憶が

保存されるメカニズム

の解明に成功した。 

 

【環境資源科学研究、

創発物性科学研究、光

量子工学研究、加速器

科学研究】 

●第３期中長期目標期

間より引き続き推進・

発展させる研究分野に

おいて、以下の研究マ

ネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取
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組を実施した。 

・環境資源科学研究：デ

ータ科学を取り入れた

計測・解析基盤技術の

開発を行う先端技術プ

ラットフォームについ

て、生体内メタボロー

ム基盤構築等において

中長期計画を前倒しし

て進捗を図った。 

・創発物性科学研究：中

国科学院・清華大学・東

京大学・産総研等との

緊密な連携による頭脳

循環の取組を推進し

た。 

・光量子工学研究：セン

ター独自の協定に基づ

き企業からの若手研究

者を受け入れ、研究指

導を実施。多くが学位

取得を目指すなど、将

来のイノベーションの

担い手となることが期

待される。 

・加速器科学研究：がん

の放射線治療への応用

が期待されているアス

タチン 211 の大量製造

を実現。大学・研究機関

に分譲し、医薬品の開

発に貢献した。 

 

●また、以下のような

優れた成果を多数創出

した。 

・環境資源科学研究：

様々な環境下で使用可

能な自己修復機能・形

状記憶機能を持つポリ

マーの開発に成功し

た。 
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また、環境ストレス

に強い作物の作出や機

能性肥料の開発等につ

ながることが期待され

る成果として、乾燥に

強くなる植物ペプチド

を発見した。 

・創発物性科学研究：大

規模量子コンピュータ

の実現につながる半導

体量子ビットによるハ

イブリッド量子計算手

法を開発した。 

また、超低消費電力

のメモリデバイスなど

へ応用可能な、マルチ

フェロイクス材料にお

いて磁化が反転する現

象を実現することに成

功した。 

・光量子工学研究：イメ

ージングや短距離超高

速大容量無線通信に向

けた半導体レーザーへ

のテラヘルツ光の応用

への貢献が期待される

成果として、高温（液体

窒素温度）で動作可能

な高出力の量子カスケ

ードレーザーの開発に

成功した。 

また、光触媒や磁気

デバイス開発への応用

が期待される成果とし

て、赤外超短パルスレ

ーザーの新しい増幅法

の実証に成功した。 

・加速器科学研究：中性

子過剰な核物質（無限

核子系）の状態方程式

に関する研究に貢献す

る成果として、二重魔
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法数の中性子過剰核

「カルシウム-60」の発

見に成功した。 

 

 

（研究論文成果につい

て） 

● 理研全体の平成 30

年（暦年）の査読つき論

文数は、2,646 件となっ

た。なお、このうち上記

の９つのセンターにお

ける総論文数は 2,099

件であった。 

 

●理研全体の平成 29年

度の論文の被引用回数

Top 10%論文の比率は

24.9％、 Top1%論文は

3.8％であった。なお、

上記の９つのセンター

については、それぞれ

27.3％、4.7％であっ

た。 

 

●なお、分野補正を行

った場合の理研全体の

Top10％、1％論文の比

率は、それぞれ 14.3％、

2.1％であり、上記の９

課題についてはそれぞ

れ 16.2％、2.7％であっ

た。 

（上記はいずれも令和

元年５月時点において

Clarivate Analytics

の InCites により算出

した数値である） 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２―(１) 革新知能統合研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176、0225 

 

 

２．主要な経年データ 

 ② 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

8 

109 

      予算額（千円） 3,521,000       

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

―  

83 

46 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

5 

1 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/

千円） 

― 88/ 

542,620 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 194       

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ICTの発展に伴

い、IoTや人工知

能技術の利活用が

進む中、我が国が

世界に先駆けて

「超スマート社

会」を実現し、ビ

ッグデータ等から

付加価値を生み出

ICT の利活用によ

る「超スマート社

会」の実現のため、

政府がとりまとめ

た「人工知能技術

戦略」に基づき、関

係府省、機関及び

民間企業と連携し

ながら、グローバ

ICT の利活用によ

る「超スマート社

会」の実現のため、

関係府省、機関及

び民間企業との連

携等、グローバル

な研究体制の下、

汎用基盤技術研

究、並びに、目的指

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

●各チーム・ユニット

の体制整備・人材確保

に努め、常勤研究員 139

名(うち外国人 50 名、

女性 29名) を含む総勢

約 740 名、(H31.3.1 現

在)の体制を整えた。本

体制の下で、以下のよ

うな研究を進めた。 

●本分野では、高待遇での人

材獲得競争が激化している

中、人材を確保しているこ

とを高く評価する。 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・情報科学技術分野における世界的な人材獲得競争の中で、常勤研究員 139 名、総

勢 700 名を超える研究体制を整備していることは評価できる。また、海外からのイ

ンターン生を年間 50 名以上受け入れており、国際的な拠点として着実に発展して

いることは高く評価できる。 

 

・汎用基盤技術研究においては、NeurIPS 等のトップカンファレンスでの採択、Best 

paper award の受賞等の優れた成果が継続的に出ていることは高く評価できる。目

的指向基盤技術研究では、論文発表に留まらず、企業や医療機関等との共同研究を
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していくことが求

められている。こ

のため、深層学習

の原理の解明に向

けた理論の構築

や、現在の人工知

能技術では対応で

きない高度に複

雑・不完全なデー

タ等に適用可能な

基盤技術の実現に

向けた研究を推進

するとともに、こ

れらの基盤技術も

活用し、再生医療

等の我が国が強み

を有する分野の科

学研究の更なる強

化及び防災等の国

内の社会課題の解

決に資する研究成

果を創出する。ま

た、人工知能技術

等の利活用にあた

っての倫理的、法

的、社会的問題に

ついて研究・発信

する。これらを通

じて、高度な研究

開発人材等の育成

を行う。その際、

関係省庁、機関及

び民間企業と緊密

に連携し、世界的

な動向を踏まえな

がら、これらの取

組を着実に進め

る。 

 

 

 

 

ルな研究体制の

下、 

①汎用基盤技術研

究として、革新的

な人工知能等の基

盤技術の構築に向

けた研究開発を推

進するとともに、 

②目的指向基盤技

術研究として、こ

れらの基盤技術も

活用することによ

り、我が国が強み

を持つ科学技術分

野の強化及び社会

的課題の解決を図

る。 

また並行して、技

術の進展が社会に

もたらす影響や人

工知能と人との関

係についての洞察

を深めることも重

要であり、 

③社会における人

工知能研究とし

て、人工知能技術

等の利活用に当た

っての倫理的、法

的、社会的問題に

ついて、世界的な

動向を踏まえなが

ら研究及び情報発

信を行う。 

加えて、ICT に係る

知見や技術を理解

し、課題解決に結

びつける人材の育

成も不可欠であ

り、 

④人材育成とし

て、優れたリーダ

向基盤技術研究を

行う。また並行し

て、社会における

人工知能研究とし

て、人工知能技術

等の利活用に当た

っての倫理的、法

的、社会的問題に

ついての研究及び

情報発信を行うと

ともに、優れたリ

ーダーの下、人材

育成を進める。  

 

① 汎用基盤技術

研究  

新たな人工知能等

の基盤技術を構築

するため、主要な

国際会議における

議論等を踏まえ、

幅広い基礎研究に

取組む。  

平成 30年度は、深

層学習について、

その原理の理論的

解明を進めるた

め、深層モデルに

対する数理的な基

礎研究等を行う。

具体的には、深層

学習の予測能力と

深層モデルのネッ

トワーク構造の関

係を明らかにし、

最適な構造を決定

するアルゴリズム

を開発する。 

  

② 目的指向基盤

技術研究  

サイエンス研究の

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

 

 

 

 

 

①汎用基盤技術研究 

●深層学習の原理の理

論的解明を進めるた

め、深層モデルに対す

る数理的な基礎研究等

を行い、特に、以下のよ

うな成果をあげた。 

 

●人工知能（AI）を用い

た、データを正と負に

分ける機械学習の分類

問題に対して、正のデ

ータとその信頼度（正

信頼度）の情報だけか

ら、分類境界を学習で

きる手法を開発した。

(NeurIPS 2018) 

 

●深層ニューラルネッ

トワーク (DNN: Deep 

Neural Networks）の性

能を維持したままで、

学習した結果であるパ

ラメーターを 80%削減

することができるコン

パクト化技術を開発

し、エッジデバイス上

で高精度な音声や画像

などの認識処理を動作

させるが可能性を開い

た。(ICMLA 2018) 

 

②目的指向基盤技術研

究 

●人工知能等の基盤技

術を実装する各種の解

析システムの開発等を

進め、特に、以下のよう

な成果をあげた。 

 

●高速・高感度かつシ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●負のデータが収集できない

場合においても機械学習に

よる分類技術を用いること

が可能となる手法であり、

実世界における応用の範囲

も大きく広がる可能性があ

り、高く評価する。 

 

 

 

●演算能力やメモリ量が限ら

れたエッジデバイス上で高

度な処理を可能とする技術

を、企業と共同で開発した

ものであり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●従来方式とは比較にならな

通じた取組の成果が出ていることは高く評価できる。ELSI の分野では、国内の議

論を主導するのみならず、国際的な議論に貢献していることは高く評価できる。 

 

・連携センターの設置、企業との共同研究契約の締結、海外の研究機関との連携協定

の締結等、積極的に外部の機関と連携を行い、ＡＩ研究の拠点としての存在感を発

揮していることは高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・政府全体の戦略であるＡＩ戦略の実現に向けて、マネジメント体制の強化（研究チ

ームの編成、人材登用を含む）や、大学、関係研究機関等との連携の強化が必要で

ある。 

 

・広報機能を強化する等により、日本のＡＩ研究の中核拠点として、多くの成果を発

信・アピールしていくことが重要である。 

 

・分野横断的な新規性の高い研究成果を出すためにも、理研内の他分野の研究者と組

織的に連携することが必要である。また、先端的な研究者だけではなく、AI研究の

多様な成果を実践的なシステムやソリューションとして開発できる人材が必要で

あり、データサイエンティストの層を厚くする人材育成にも積極的に取り組むこと

が重要である。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・この分野は当初より競争の激しい分野であるので、理研の幅広い分野の計算科学や

データサイエンスの研究者を組織的に統合することで特徴ある人工知能研究の成

果を得て国際的な優位性を確保していただきたい。また、この分野の中長期的な成

否を決める上で、先端的な研究者だけではなく、AI研究の多様な成果を実践的なシ

ステムやソリューションとして開発できる人材が不可欠である。我が国のデータサ

イエンティストの層を厚くする人材育成にも積極的に取り組んでいくことが望ま

れる。 
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ーの下、必要に応

じて幅広い分野の

多様なスキルを有

する人材が集う柔

軟な研究体制、研

究環境を整備す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加速や現実世界で

の様々な課題の解

決に向けて、人工

知能等の基盤技術

を実装した解析シ

ステムを実現する

ための研究開発に

取組む。  

平成 30年度は、iPS

細胞の品質評価技

術の開発等の再生

科学やその医療応

用、文献等の解析

や最適化技術によ

る新規機能性材料

開発、ビッグデー

タ解析による個別

治療法の導出、老

朽化するインフラ

の保守・管理を担

う自律的検査装置

等、人工知能等の

基盤技術を実装す

る各種の解析シス

テムの開発に着手

するとともに、介

護現場における会

話支援、観測デー

タの解析とシミュ

レーションに基づ

く防災・減災シス

テムに関してはプ

ロトタイプを構築

する。  

 

③ 社会における

人工知能研究  

人工知能技術の社

会影響として、人

工知能と人との関

係としての倫理的

検討、法制度の在

ンプルに細胞形態デー

タを圧縮計測する単一

画素イメージング手法

に、機械学習技術と流

体ハードウェア技術を

融合し、細胞を超高速

（従来の顕微鏡方式比

で千倍以上）で分取す

るシステム、「高速蛍光

イメージングセルソー

ター」を世界で初めて

実現した。（ Science  

2018; 360: 1246- 

1251） 

 

●人工知能と実験を組

み合わせることで、タ

ンパク質の機能改変を

従来よりも大幅に効率

化する手法の開発に成

功し、緑色蛍光タンパ

ク質（GFP）の黄色蛍光

タンパク質（YFP）への

改変に本手法を適用し

て、既知 YFPよりも蛍光

性能の高い新規 YFP を

多数発見することに成

功した。(ACS Synthetic 

Biology) 

 

●光の吸収波長をター

ゲットに、深層学習に

よる AI技術と量子力学

に基づいた分子シミュ

レーション技術を組み

合わせることで、所望

の特性を持ちかつ合成

可能な有機分子の設計

に成功し、さらに、数個

の分子を実際に合成し

て所望の特性を有する

ことを確認し、有用性

い細胞の高速分取を世界で

初めて実現するものであ

り、本技術を基盤として、大

量の 1 細胞の選択的な利活

用が実現できると期待さ

れ、より正確かつ安価な血

液・体液診断や、より有効

性・安全性の高い再生医療

の実現に貢献するものであ

り、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●本手法は、抗体や酵素など

の医療・食品・環境で役立つ

様々な機能性タンパク質の

開発を加速することが期待

され、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本研究成果は、今後、有機

エレクトロニクスなどにお

ける機能性分子の設計に貢

献すると期待でき、高く評

価する。 
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り方、個人データ

の流通に関する問

題への対応等につ

いて、人文科学や

社会科学の研究者

も加えた積極的な

議論を行い、情報

発信を行う等、世

界的な合意形成を

図る。  

平成 30年度は、関

連する分野を含む

国内外の先進的な

取組みとの連携を

進めるため、これ

まで国内で行われ

てきた個人データ

の匿名化と再識別

に関するコンテス

トの国際化を進め

るとともに、個人

データの利活用に

関する会議等を通

じて、当該個人が

管理するモデルの

構築と普及を図

る。  

 

④ 人材育成  

平成 30 年度は、大

学等との連携及び

企業からの研究者・

技術者受入れ、海外

の大学・研究機関と

の連携による人材

交流等を通じ 、情

報科学技術分野に

おける人材育成に

引き続き努める。 

を 実 証 し た 。 (ACS 

Central Science) 

 

●「物体検知技術」を活

用し、胎児の心臓構造

の異常を自動検知する

技術を開発し、さらに、

各部位の「確信度」を一

覧表示することで検査

を迅速化し、結果の把

握・説明を簡便化し、胎

児の心臓異常をリアル

タイムに自動検知する

システムを開発した。 

 

●光を吸収する機能を

有するロドプシンの吸

収波長を、アミノ酸配

列に基づいて予測する

コンピュータアルゴリ

ズムを開発し、さらに、

予測をもとに一部を改

変して、従来よりも長

い吸収波長を持つ変異

型ロドプシンを作製す

ることに成功した。

(Scientific Reports) 

 

●共想法に基づく AIと

の質問応答システムに

ついて、実証実験を実

施するための複数の対

話システムを扱うため

のシステム設計を行

い、検証用プロトタイ

プの開発を行った。 

●将来想定される大地

震による地震動の予測

のため、K-NET（防災科

研）の観測記録と機械

学習技術により、シミ

ュレーションにより生

 

 

 

●企業、大学、研究機関と連

携して開発した本技術は、

胎児の診断を支援するとと

もに、早急に治療が必要な

重症かつ複雑な先天性心疾

患の見落としを防ぎ、早期

診断や綿密な治療計画の立

案につながると期待でき、

高く評価する。 
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成した長周期地震動に

短周期の地震動を加え

た広帯域地震動を推定

する技術を開発した。

(EGU2019) 

 

③社会における人工知

能研究 

●個人データの匿名化

と再識別に関するコン

テスト（PWSCUP）を開催

し、海外からのチーム

も参加して、上位入賞

するなど、国際化を進

めている。 

 

●2020 年度以降の大学

入試で活用が予定され

ている e ポートフォリ

オ（電子学習記録シス

テム）運用のための最

良と考えられる仕組み

（PDS：Personal Data 

Store)を考案し,埼玉

県の県立高校で実証実

験を行った。 

 

●人間中心の AI社会原

則検討会議(内閣府)に

AIP メンバーが委員と

して参画し、我が国が

G20 で提案する個人デ

ータの利活用その他の

AI の開発利用等原則案

の作成に貢献した。 

 

● IEEE の

EAD(Ethically Aligned 

Design) ver.3 策定の

議論に、AIP のメンバー

が直接参画して個人デ

ータ利活用等について

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●この仕組みにより、e ポー

トフォリオ運用をデータポー

タビリティとセキュリティを

満たしつつ安価に実現しうる

ものであり、2019 年度には実

運用が計画されているなど実

用に結びついており、高く評

価する。 

 

 

 

●国際社会において、AI分野

における開発利用等の指針策

定に貢献し、巨大 IT企業に対

応する個人データの利活用方

策の提案など、我が国のプレ

ゼンスを支える活動として、

高く評価する。 

 

 

●同上 
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記述するなど、策定に

大きく貢献した。 

 

●以上３点のほか、My 

Data Japan 2018の開催

などにより、パーソナ

ルデータを、個人が管

理するモデルの構築と

普及に努めた。 

 

④人材育成 

●非常勤 PIを通じた国

内各地の大学、研究機

関との連携体制等を通

じて、学生を研究パー

トタイマー等として

215名(H31.3.1現在)登

用し、育成に努めた。 

 

●AI 分野における研究

教育を戦略的に推進

し、高度 AI 人材を育成

するため、東京農工大

学大学院工学府との間

で、革新知能基盤連携

講座を設置した。 

 

●海外研究機関等との

MOU（これまで 40件）に

基づき、各国大使館の

協力等を得て、平成 30

年度に海外インターン

学生を、19 の国と地域

から 54 名(前年度 15

名)受け入れた。 

 

●上記 MOU等に基づき、

海外の協力研究機関と

の合同ワークショップ

を６回開催した。 

 

●企業との共同研究の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国内の大学等と連携した人

材育成に積極的に取り組んで

おり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●これまで締結した MOU 等に

基づき、多くの国・地域から

多数の人材を受け入れて、人

材育成と研究活動を活性化し

ており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本分野の人材養成のため、
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枠組みの中で、企業の

抱える課題やデータと

ともに、企業からの客

員研究員を、40 社から

147名(H31.3.1現在)受

け入れ、OJT を通じて人

材育成に努めた。 

 

●内閣府の官民研究開

発投資拡大プログラム

（PRISM）における先端

IT 人材育成事業の一つ

として、人工知能技術

に係る様々な用途に対

応し、かつ高速に解析

を行うことを目的に、

構成要素のそれぞれに

最新の機器を備える計

算 機 シ ス テ ム

（miniRAIDEN）を整備

した。 

 

⑤マネジメント・その

他 

●機械学習のトップカ

ンファレンスである

NeurIPS2018 で、AIP

センターから 12件の論

文が採択された。（日本

勢の採択 23件） 

 

●人工知能の主要カン

フ ァ レ ン ス で あ る

AAAI-19に、AIPセンタ

ーから 13 件の論文が

採択された。 

 

●AISTATS2018 におい

て Best Paper Award を

受賞するなど、内外の

国際会議、学会等にお

いて、多数の賞を受賞

企業の既就職者の育成に積極

的に取り組んでおり、高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●前年度に引き続き、国内ト

ップレベルのプレゼンスを示

していることを高く評価す

る。 
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した。 

 

●非常勤 PIを通じた連

携体制等を通じて、平

成 30年度は、大学・研

究機関等 31の機関と 40

件の共同研究契約を締

結（前年度からの継続

を含む。）して、共同研

究を実施した。 

 

●従来の三社（NEC、東

芝、富士通）に加え、富

士フィルムとの連携セ

ンターを設置した。 

 

●このほかにも、企業

との連携を積極的に進

め、平成 30 年度は、27

社と 41件の共同研究契

約を締結（前年度から

の継続を含む。）して、

共同研究を実施した。 

 

●AI 研究を支える計算

リ ソ ー ス と し て 、

RAIDENを平成30年４月

に、54PFLOPS に増強し

た。平成 30 年６月の

GREEN500にて、世界 10

位 の 電 力 効 率

11.3GFLOPS/W を達成し

た。 

 

●広報担当職員の増強

等により、研究成果の

プレスリリースを 10件

以上実施したほか、こ

れらを含め、受賞、イベ

ント案内その他のセン

ターの活動に関する情

報 90件以上をホームペ
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ージを通じて発信し

た。 

 

●平成 31年３月に成果

報告会を開催し、理研

内外から 300 名以上の

参加を得た。 

 

●日本におけるメディ

カル AI研究の活性化を

目指して、AIP センター

の研究者が中心的メン

バーとして参画する日

本メディカル AI学会を

平成 30 年 5 月に発足

し、平成 31 年 1月に第

1 回学術集会を開催し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医療分野における AI 研究

の活性化から研究成果の活用

につながる活動として、高く

評価する。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（２） 数理創造研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ① 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

0 

60 

      予算額（千円） 207,123 

 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

―  

11 

3 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

0 

0 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/

千円） 

― 14/ 

26,775 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 17       

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 自然科学や社会科

学における学際研

究の重要性が益々

高まりつつある中、

各分野で個別に進

化してきた科学的

方法の共有と結合、

大規模データから

の情報抽出や高度

今世紀の基礎科学

の重要課題の一つ

である“宇宙・物

質・生命の統合的

解明”のため、数

学・理論科学を軸

とした異分野融合

と新たな学問領域

創出を目指し、諸

今世紀の基礎科学

の重要課題の一つ

である“宇宙・物

質・生命の統合的

解明”のため、数

学・理論科学を軸

とした異分野融合

と新たな学問領域

創出を目指し、諸

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

①数学と自然科学の共

進化 

●数学者と理論物理学

者が、それぞれの最先

端の手法や知見を活か

して協働し、研究が進

展した。特に数学の作

用素環論における研究

対象のひとつである

● 数理創造プログラムの研

究活動は異分野融合を促進

し、諸科学の統合的解明、社

会における課題発掘及び解決

を図り、数理科学を活用した

破壊的イノベーションの創出

を目指す、理研ならでの革新

的な取組であり、総合的な研

究機関として高い基礎研究力

＜評価すべき実績＞ 

・研究室という単位の壁をなくし、理論科学、数学、計算科学の研究者が自由に行き

来できる環境をつくることで、分野横断研究や若手研究者の育成を促進する体制を

整備したことは評価できる。 

 

・複数分野の研究者間の協働により、宇宙・物質・生命の起源の解明や、社会におけ

る基本問題の解決に向けて大きな成果を挙げている。特に 60 年以上未解決であっ

た体内時計の温度に対する安定性の問題に取り組み、体内時計の安定性が実現する

条件を理論的に導いたことは、分野横断的な視点があってこそ生まれた成果として
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に複雑なシステム

の制御に必要な数

理科学的手法の開

発が求められてい

る。このため、数学・

数理科学を軸とし

て、物理学、化学、

生物学等における

理論科学や計算科

学等を融合し、数理

科学の視点から自

然科学における基

本問題（宇宙や生命

の起源等）や、国家

的・社会的ニーズに

応えるための諸課

題（自然現象や社会

現象の数理モデリ

ング技術の進展等）

の解決に向けた取

組を推進する。ま

た、それらの分野や

階層を横断的に見

ることで解明可能

な社会課題の発掘

と、これらの推進を

行う人材の育成を

行う。 

科学を統合的に推

進し、それを通し

て社会における課

題発掘及び解決に

取組む。具体的に

は、①新しい幾何

学の創成をはじめ

とする数学と自然

科学の共進化、 

②複雑化する生命

機能の数理的手法

による解明、 

③数理的手法によ

る時空と物質の起

源の解明、 

④数理科学的手法

による機械学習技

術の探求を行う。 

さらに、国内・国際

連携のネットワー

クを構築し、⑤既

存学問分野の枠を

越えて活躍できる

人材育成を行い、

頭脳還流の活性化

を図るとともに数

学・理論科学を活

用し、科学界のみ

ならず産業界に対

するイノベーショ

ンの創出への貢献

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科学を統合的に推

進し、それを通し

て社会における課

題発掘及び解決に

取組む。具体的に

は、 

①新しい幾何学の

創成をはじめとす

る数学と自然科学

の共進化、 

②複雑化する生命

機能の数理的手法

による解明、 

③数理的手法によ

る時空と物質の起

源の解明、 

④数理科学的手法

による機械学習技

術の探求を行う。 

さらに、国内・国際

連携のネットワー

クを構築し、⑤既

存学問分野の枠を

越えて活躍できる

人材育成を行い、

頭脳還流の活性化

を図るとともに数

学・理論科学を活

用し、科学界のみ

ならず産業界に対

するイノベーショ

ンの創出への貢献

を図る。  

 

① 数学と自然科

学の共進化  

数学と自然科学の

共進化を加速する

ため、自然科学と

数理科学の相互交

流を拡大する。現

代数学の自然科学

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Bost-Connes力学系（代

数的整数論に由来する

量子統計力学系）の、分

類問題を完全に解決す

ることに成功した。加

えて、幾何学における

境界付き多様体上の

Dirac 作用素の指数理

論について、近年発見

された相対高階指数と

いう位相不変量を微分

幾何学的に意味づける

研究などを行った。 

また、実験系研究者

と協力し物質のバンド

構造の幾何学的情報で

ある量子計量テンソル

を初めて測定すること

に成功した。また、トポ

ロジカル物性と光科学

の融合領域であるトポ

ロジカル・フォトニク

スのレビューや、内部

自由度を用いてトポロ

ジカル物質をシミュレ

ートする人工次元に関

するレビューも完成さ

せた。 

 

②数理科学と生命の起

源の解明 

●生体分子のネットワ

ーク構造に基づいて、

高次機能の振る舞いを

理解可能にするような

普遍的な数理科学的理

論の構築を進めた。６

０年以上未解決であっ

た体内時計の温度に対

する安定性の問題に取

り組み、遺伝子とタン

パク質からなるネット

を有する理研ならではの取組

として評価する。 

政府の政策的な要請として

新興・融合領域への取組の強

化が求められている中、時代

を先導する価値創出の源泉と

なる数理科学のポテンシャル

を最大限に発揮させるための

理研の体制を強化し、数理科

学を核とした我が国の新興・

融合領域の創出を加速するプ

ログラム運営として高く評価

する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高く評価できる。 

 

・ブレークスルーをもたらす研究土壌の開発や若手人材の育成に向け、海外拠点の形

成や分野横断型国際研究集会、国際スクールを実施し研究成果を生んでいること

は、国際頭脳還流ネットワークの構築が着実に進んでいるとして評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・研究室体制をとらなかったことについて、理研としての適性や効率的な業務運営が

行われ研究開発成果の最大化に向かっているかという観点で、より細かな情報に基

づき注視することが望ましい。 

 

・研究推進だけではなく、引き続き研究者への教育にも役割を果たすことを期待す

る。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・「人工知能システムの研究と応用」に向け、革新知能統合研究センターや計算科学

研究センターと戦略的に研究協力体制を強化した。数理創造プログラムを活用し、

深い研究交流のもとで、具体的なアウトプットが得られる学際共同研究に発展させ

ていくことが望まれる。 
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への適用にとどま

らず、自然現象か

ら数学に新たな動

機を与えることに

より、新しい幾何

学の創成とミレニ

アム問題等、数学

における重要問題

の解決へ向けての

取組を促進する。

平成 30年度は、数

学者と理論物理学

者が、それぞれの

最先端の手法や知

見を活かして協働

することで研究の

進展が見込まれる

テーマとして、京

都大学及び東北大

学に設置した数理

創造プログラムサ

テライトを活用

し、流体力学にお

ける数学と計算科

学の統合的アプロ

ーチ、非可換幾何

学の数理研究とそ

れに基づく物質設

計に関する共同研

究を推進する。さ

らに、数理創造プ

ログラムの若手研

究者が共同で、量

子論における非摂

動解析の数理解析

を行う。  

② 数理科学と生

命の起源の解明  

現代生物学の重要

課題である、「生命

機能が進化してき

たプロセス」の解

 

 

 

 

 

 

 

 

ワークにおいて体内時

計の安定性が実現する

条件を理論的に導い

た。また、体内時計の理

論研究から見出した波

形と周期の関係につい

ての数理構造が、電気

回路の振動モデルにも

共通して表れることを

発見した。 

また、カリフォルニ

ア大学バークレー校と

の共同研究で、従来の

集団遺伝学の数理モデ

ルを一般化すること

で、揺らぎの非常に大

きい進化プロセスにも

適用できるモデルを構

成した。これにより、バ

クテリア・ウイルスな

ど、より広範な生物の

進化の解明が進むと期

待できる。 

その他、ゲノム科学・

情報科学の手法を用い

てウマや東南アジアの

樹木 Shorea leprosula

の進化過程を明らかに

した。 

 

③数理的手法による時

空と物質の起源の解明 

●米国ローレンス・バ

ークレー国立研究所に

設置した連携拠点を活

用し、素粒子の相互作

用と原子核の構造に関

する大規模数値シミュ

レーションに関する共

同研究を推進。量子多

体系の時間発展を記述

する新しい経路積分表
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明を目指す。細胞

が持つ自律性や恒

常性、発生の過程

で作り出される機

能、環境変動に対

する適応性等、遺

伝子やタンパク質

等の生体分子の仕

掛けから生まれる

原理について、数

理的手法を用いて

解析し、生体分子

が様々な環境の中

で進化する中でシ

ステムとして生命

機能を獲得し、複

雑化してきた過程

の解明を目指す。

平成 30年度は、生

体分子のネットワ

ーク構造に基づい

て、高次機能の振

る舞いを理解可能

にするような普遍

的な数理科学的理

論の構築を目指

す。また、真核生物

のゲノムの大半を

占める非コード領

域の機能を解明す

るために、その進

化過程を数理生物

学者と数学者が協

働して、バイオイ

ンフォマティクス

手法と数値シミュ

レーションを駆使

して研究する。  

③ 数理的手法に

よる時空と物質の

起源の解明  

物理学・計算科学・

示を開発した。具体的

には熱力学的状態空間

における経路積分であ

り、そこにはエントロ

ピーとそれに正準共役

な運動量の有効作用が

現れる。外場の時間変

化が遅い場合、その経

路積分にその運動量の

並進対称性が現れ、量

子論レベルでエントロ

ピー保存則が得られ

る。ブラックホールも

究極的には一種の量子

多体系だと考えた場

合、この定式化が将来

的には活用できると期

待される。 

また、理論予測に基

づき、アルマ望遠鏡な

どによる 2 つの活動銀

河の電波観測に取り組

み、銀河中心にある超

大質量ブラックホール

周辺のコロナの磁場強

度を初めて測定した。

磁場強度は従来の理論

予測よりもはるかに小

さく、ブラックホール

コロナの加熱プロセス

に再考を迫る結果とな

っている。さらに、本研

究のために、望遠鏡の

ビームサイズも考慮し

た新たな解析手法も開

発しており、他の電波

観測への適応も期待さ

れる。 

  

④数理科学と人工知能 

●革新知能統合研究セ

ンターや計算科学研究
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数学の協働によ

り、時空の起源と

物質の起源を解明

する。特に素粒子

原子核の大規模シ

ミュレーションを

推進するととも

に、国内外の宇宙

観測データを基に

したビッグデータ

解析手法の開発を

行い、宇宙と物質

の起源の解明につ

なげる。平成 30年

度は、米国ローレ

ンス・バークレー

国立研究所に設置

した連携拠点を活

用し、素粒子の相

互作用と原子核の

構造に関する大規

模数値シミュレー

ションに関する共

同研究を進める。

また、超新星爆発・

中性子星合体・ガ

ンマ線バーストの

観測データと大規

模シミュレーショ

ンの比較から、爆

発的天体現象の解

明と元素の起源を

仁科加速器科学研

究センターの研究

チームと連携して

進める。さらに、宇

宙物理学者とデー

タ科学者の協働に

よる銀河中心の大

質量ブラックホー

ルの観測データに

基づく研究、理論

センターと密接な協業

により、機械学習技術

の数理的基礎の基盤を

構築するとともに、機

械学習技術が基礎科学

や応用科学へ適用でき

るよう研究・強化を図

った。物性理論研究者

と共に量子モンテカル

ロ法を機械学習で高速

化するアルゴリズムを

提案し、その実用性を

数値実験で確かめた。

また、量子色力学(QCD)

などの強結合場の理論

を解くための機械学習

の方法に基づいた方法

を、QCDの数値実験の専

門家や弦理論の専門家

と共同で提案し、数値

実験しそれが素粒子の

振る舞いを定性的に説

明することを確かめ

た。 

 

⑤分野及び階層等を越

えた人材育成等 

●数理創造プログラム

では「数理」を軸とする

分野横断的手法によ

り、宇宙・物質・生命の

解明や、社会における

基本問題の解決を図

り、国際頭脳還流ネッ

トワーク、分野横断型

スクール・ワークショ

ップ、日常的な分野交

流などを通して、ブレ

ークスルーをもたらす

研究土壌の開発や若手

人材の育成を進めてい

る。また 1 人 1 人の研
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物理学者と数学者

の連携によるブラ

ックホールの内部

構造に関する数理

研究を進める。  

④ 数理科学と人

工知能  

機械学習技術が適

切に機能するため

の条件や結果の不

定性等に関する数

理的基礎について

解明する。機械学

習技術を物理学、

化学、生物学等の

基礎研究に適応

し、これまでにな

い新しい発見を生

む可能性を探索す

ると同時に、機械

学習技術の基礎を

数理科学の観点か

ら深く掘り下げ

る。平成 30年度は、

革新知能統合研究

センターや計算科

学研究センターと

密接な協業によ

り、機械学習技術

の数理的基礎の基

盤を構築するとと

もに、機械学習技

術が基礎科学や応

用科学へ適用でき

るよう、トップダ

ウン及びボトムア

ップ型によるテー

マ課題設定によっ

て研究・強化を図

る。特に、医療診断

における深層学習

技術の応用、天体

究の活動度の向上を図

り、研究推進するため、

チームやグループ等の

組織体制を形成せず

「研究セル」という緩

やかな仕組みを用い、

セル間を研究者が自由

由自在に行き来する柔

軟な研究体制を取って

いる。 

多くの数学者や自然科

学者、企業の人たちが

集 ま る 拠 点 と な る

“SUURI-COOL”と名付

けた数理創造プログラ

ムサテライト（仙台・京

都・神戸・米国バークレ

ー）における活動度を、

サテライトに配置した

若手研究者等を中心に

高め、数理創造プログ

ラムの研究者が各サテ

ライトを自由に行き来

できる研究環境の整備

を実施した。各サテラ

イトでは、理論科学・数

学・計算科学の研究者

が分野の枠を越えて基

礎研究を推進する、新

しい分野横断型国際研

究集会や国際スクール

の開催を実施。また、京

都大学 MACS教育プログ

ラ ム （ MAthematics-

based Creation of 

Science Program）との

連携による学部・大学

院生の分野横断的教育

活動に参画した。さら

に、東京大学教養学部

と連携し、学部初年級

への数理科学の分野横
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観測のビッグデー

タの機械学習技術

を用いた解析、基

礎物理学における

モデルパラメータ

抽出に対する深層

学習の適用等を進

める。  

⑤ 分野及び階層

等を越えた人材育

成  

国内外の数学者・

理論物理学者・理

論生物学者・情報

科学者・計算科学

者が緊密に連携し

課題に取り組むた

めの国際頭脳還流

ネットワークを構

築し、数理科学を

軸として既存分野

の枠を越えた新た

なアイデアの醸成

とブレークスルー

をもたらす優秀な

若手人材の育成を

行う。平成 30年度

は前年度に構築し

た、多くの数学者

や自然科学者、企

業の人たちが集ま

る拠点となる数理

創造プログラムサ

テライト（仙台、京

都、神戸、バークレ

ー）における活動

度を、サテライト

に配置した若手研

究者を中心に高

め、数理創造プロ

グラムの研究者が

各サテライトを自

断講義、インターン受

け入れを行い、将来の

数理科学者の育成の一

翼を担うセメスター講

義を数理創造プログラ

ムの研究者が行った。 

 民間企業との共同研

究も順調に進捗し、数

理的手法を用いた金融

経済現象の解析を実

施。数学・物理学・情報

学等における最先端数

理手法の金融経済ビッ

グデータへの適用を進

めている。 
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由に行き来できる

環境を整備する。

神戸サテライトで

は、分野横断型国

際研究集会や国際

スクールの開催を

行う。また、京都大

学 MACS教育プログ

ラムとの連携によ

る学部・大学院生

の分野横断的教育

活動に参画する。

さらに、東京大学

教養学部と連携

し、学部初年級へ

の数理科学の分野

横断講義、インタ

ーン受け入れを行

い、将来の数理科

学者の育成の一翼

を担う。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（３） 生命医科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への

対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ② 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

37 

221 

      予算額（千円） 3,327,266 

 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

―  

248 

16 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

34 

24 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件/

千円） 

― 229/ 

2,099,192 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 320       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 がんや生活習慣病

の克服のために革

新的な免疫療法を

はじめとした治療

法が開発されてい

るが、薬効の個人差

や副作用がその普

及に向けた課題で

あり、遺伝子レベル

での層別化や発症

メカニズムの包括

的解明による個人

に最適な治療選択

が必要である。この

ため、ヒト免疫系基

本原理の解明やヒ

ト化マウス等の基

盤技術開発、疾患関

連遺伝子の網羅的

同定、一細胞技術を

活用した機能性ゲ

ノム解析研究等の

成果を発展・融合さ

せ、がん免疫治療等

における個別化医

療・予防医療の実現

に向けた研究を推

進する。 

ゲノムや環境によ

る個人毎の違いを

踏まえた正確で効

率的な予防や治療

を可能とするた

め、生命の高次機

能の理解や機能の

破綻による人間の

疾患発症機構の解

明を目指した生命

医科学研究を推進

する。 

具体的には、 

①ゲノムを解析し

て機能・疾患を理

解するゲノム機能

医科学研究、 

②ヒト免疫系によ

る恒常性維持・破

綻のプロセスを解

明するヒト免疫医

科学研究、 

③ヒトの環境応答

についてデータ収

集・計測・モデリン

グを行う疾患シス

テムズ医科学研

究、 

さらに④これらを

融合したヒト免疫

システムの解明か

ら個別化がん治療

等への応用を行う

がん免疫基盤研究

を実施し、画期的な

治療法の社会実装

への橋渡しに向け

た研究を推進する。

ゲノムや環境によ

る個人毎の違いを

踏まえた正確で効

率的な予防や治療

を可能とするた

め、生命の高次機

能の理解や機能の

破綻による人間の

疾患発症機構の解

明を目指した生命

医科学研究を推進

する。  

具体的には、 

①ゲノムを解析し

て機能・疾患を理

解するゲノム機能

医科学研究、②ヒ

ト免疫系による恒

常性維持・破綻の

プロセスを解明す

るヒト免疫医科学

研究、③ヒトの環

境応答についてデ

ータ収集・計測・モ

デリングを行う疾

患システムズ医科

学研究、さらに④

これらを融合した

ヒト免疫システム

の解明から個別化

がん治療等への応

用を行うがん免疫

基盤研究を実施

し、画期的な治療

法の社会実装への

橋渡しに向けた研

究を推進する。ま

た、生命医科学研

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

平成 30年度、新たに生

命医科学研究センター

として発足した。以下 4

つの研究分野と若手人

材育成プログラムを設

置し、センター長の指

揮のもと、研究を実施

するとともに、融合的

な新しいマネジメント

体制を確立した。 

 

①ゲノム機能医科学研

究 

●平成 30年度は制御性

RNA の網羅的機能解析

および大規模統計解析

によるヒト疾患発症メ

カニズム解明へ向けた

研究開発を着実に進

め、順調に進捗してい

る。また、国際共同研究

を通じて取得したオミ

ックスデータを元に、

ゲノム解析と遺伝子発

現量の変化を組み合わ

せた独自の統合解析手

法を開発し、炎症性腸

疾患発症に関わる複雑

な遺伝子発現制御機構

を明らかにした。 

さらに、計画を上回る

業績として、 

1) 乳がんの原因とされ

る 11 遺伝子につい

て、日本人の乳がん

患者を含む 1万 8 千

人以上の世界最大規

模となるゲノム解析

から、半数以上が新

規である 244 個の病

的バリアントを同定

するとともに、日本

人に特徴的な病的バ

リアント・遺伝子ご

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●日本でも患者数が年々増加

傾向であり、世界的にも新薬

開発が強く望まれている炎症

性腸疾患について、約 100 の

新たな原因遺伝子候補を同定

するなど、新たな診断法・治

療法につながる成果として高

く評価する。 

 

●社会的関心度も高く、日本

人女性で最も患者数の多いが

んである乳がんについては、

病的バリアントは人種差が大

きいため、これまで日本人独

自のデータベース構築が強く

求められていた。今回構築し

たデータベースは、患者一人

ひとりの遺伝的背景に配慮し

た適切なゲノム医療体制の構

築に資する成果として非常に

高く評価する。 

 

●開発した「C1 CAGE 法」は、

既存の１細胞解析法では見逃

されていた、細胞内全ての転

写された RNA の検出・定量を

可能にする独自技術であり、

各細胞が持つ不均一な遺伝子

発現を正確に理解し、新たな

遺伝子発現制御機構の一端を

＜評価すべき実績＞ 

・ゲノム機能医科学研究において、独自の解析手法を開発し、世界的にも新薬開発が

強く望まれている炎症性腸疾患について、複雑な遺伝子制御機構を明らかにしたこ

とは、今後の新たな診断法・治療法につながる知見であり、高く評価できる。 

 

・日本人の乳がん患者を含む１万８千人以上の世界最大規模のゲノム解析から、半数

以上が新規である 244 個の病的バリアントを同定するとともに、日本人に特徴的な

病的バリアント・遺伝子ごとのがんのリスク、病的バリアントを持つヒトの臨床的

特徴を明らかにしたことは、今後、患者一人一人の遺伝的背景に考慮した適切なゲ

ノム医療体制の構築につながる知見として、非常に高く評価できる。 

 

・ヒト免疫医科学研究において、胚中心に存在する B 細胞の詳細な解析により、形質

細胞へ分化する前駆細胞を世界に先駆けて同定したことは、細菌やウイルス感染時

の生体防御に必要不可欠な抗体生産のメカニズム解明へとつながる重要な知見で

あり、今後のワクチン開発への応用にもつながる可能性が期待され、非常に高く評

価できる。 

 

・CD4 分子に関連する新たな遺伝子発現制御機構の発見は、ヘルパーT細胞の分化及

び機能発揮に関する理解を深め、iPS 細胞を用いた人為的な T 細胞の作製による疾

患治療等、新たな治療法の開発に貢献することが期待されるため、高く評価できる。 

 

・疾患システムズ医学研究において、健常者の便中から新たな腸内細菌株が同定・単

離され、さらにマウスにおいて当該菌株が宿主の T細胞を誘導するという知見は、

世界的にも貴重な発見であり、今後、感染症やがんに対する新たな医療シーズとな

り得ることから、非常に高く評価できる。 

 

・がん免疫基盤研究において、B 型肝炎ウイルス（HBV）の網羅的ゲノム解析より、

HBV のヒトゲノムへの組み込み機序とウイルスによる発がん機構の一端を解明した

ことは、今後肝臓がんの新しい治療薬・予防法と新規ウイルス治療薬の開発へとつ

ながることが期待され、非常に高く評価できる。 

 

・iPS由来 NKT細胞によるがん治療の臨床研究の開始に向けた研究が着実に進捗して

おり、非常に高く評価できる。 

 

・生命医科学研究センターで開発した、WT1がん抗原を発現した人工アジュバントベ

クター細胞について、東京大学医科学研究所附属病院と共同して、再発及び治療抵

抗性の急性骨髄性白血病患者に対して、第 I相試験を着実に進行させており、非常

に高く評価できる。 
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また、生命医科学研

究における新たな

研究領域を開拓で

きるリーダーの育

成を行う。 

究における新たな

研究領域を開拓で

きるリーダーの育

成を行う。  

① ゲノム機能医

科学研究  

個人差や副作用に

配慮したゲノム創

薬手法の開発やゲ

ノム医療の実現の

ために、制御性 RNA

による細胞制御の

体系的な把握のた

めの技術の開発や

ヒトゲノムを起点

とした疾患発症メ

カニズム解明のた

めの大規模統計学

的解析を行う。  

平成 30年度は、制

御性 RNA の機能推

定を行うために必

要とされる数千規

模の遺伝子ノック

アウトサンプルの

作製を行う。また、

国際共同研究を通

じて得られた世界

最大規模の遺伝統

計学的解析データ

の取得及び整備を

進める。さらに、疾

患発症に関わる生

物学的経路を推測

するため、独自の

あるいは公開され

ているオミックス

データと統合的に

解析するためのア

ルゴリズムの開発

に着手する。  

② ヒト免疫医科

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

との乳がんのリス

ク、病的バリアント

を持つヒトの臨床的

特徴を明らかにし、

データベースを構築

した。 

2) 理研が有する独自の

遺伝子解析手法を応

用し、RNA の 5’末端

を選択的かつ偏りな

く１細胞レベルで補

足する技術「C1 CAGE

法」を開発し、細胞

状態を特徴付ける遺

伝子ネットワークの

変化を捉えることに

成功した。さらに、

遺伝子発現活性を制

御するエンハンサー

RNA が正負どちらか

片方向にのみ転写さ

れている新知見を得

た。 

 

②ヒト免疫医科学研究 

●平成 30年度は、ゲノ

ム多型による遺伝子発

現・タンパク発現に関

するデータベースの構

築を開始するととも

に、エピゲノム解析研

究やマウスを用いたパ

スウェイ検証を着実に

進め、順調に進捗して

いる。さらに、計画を上

回る業績として、 

1) 胚中心に存在する B

細胞を詳細に解析

し、病原体と高い親

和性を持ち攻撃力

の高い「良質な抗

体」を産生するプラ

ズマ細胞へ分化す

る前駆細胞を世界

に先駆けて同定す

るとともに、B細胞

とヘルパーT細胞と

の持続的な相互作

明らかにするための重要な手

がかりとなる成果として高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●細菌やウイルス感染時の生

体防御に必要不可欠な抗体産

生のメカニズムを明らかにし

た。ヘルパーT 細胞と B 細胞

の接着強度により、細胞の分

化ルートが変化するという新

たな発見は、目的に沿った戦

略的かつ効果的なワクチン開

発を可能とする予想外の発見

であり非常に高く評価する。 

 

●本成果は、iPS細胞を用いた

人為的な T 細胞の作製による

疾患治療など、新たな治療法

の開発に貢献すると期待さ

れ、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・次世代シーケンサー等装置のプラットフォーム化をはじめとし、引き続き研究環境

の整備を推し進め、センター内の連携が加速することを期待できる。 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・センター内の融合を促進するための横断プロジェクトが、センター長主導で開始さ

れていることにより、研究プラットフォーム（次世代シークエンサー、先端技術等）

を構築し、研究効率、予算効率の向上を図っている。 

・国際共同プロジェクト「Human Cell Atlas」のアジアでの中核機関としての活動、

米国シンシナティ小児病院との連携等々、国際的な取組を活発に行っている。 

・融合研究や国際連携、若手育成等についても積極的である。 
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学研究  

関節リウマチ等の

疾患発症機構の解

明に向けて、ヒト

免疫機能研究手法

による疾患の原因

となる変異タンパ

クや発現異常の同

定や、ヒトと実験

動物の間にみられ

る免疫システムの

異同を検証するた

めの新たな研究手

法の開発を行う。  

平成 30年度は、ゲ

ノム多型による遺

伝子発現、タンパ

ク発現に関して、

免疫担当細胞サブ

セット別のデータ

ベースの構築を開

始し、その遺伝子

発現のメカニズム

に重要なエピゲノ

ムの解析を並行し

て行う。また、恒常

性システムの中心

となる分子群とパ

スウェイがヒトの

細胞の中でどの程

度解明されている

かマウスを用いた

検証を行う。  

③ 疾患システム

ズ医科学研究  

皮膚炎や糖尿病を

はじめとした慢性

炎症を多階層に理

解するため、免疫

系・神経系・内分泌

系各臓器間の相互

作用を介した、高

用による一連の分

化機構を解明した。 

2) ヘルパーT細胞の分

化および機能発揮

に重要な CD4 分子

を対象とし、新たな

遺伝子発現制御機

構を発見。 

 

③疾患システムズ医科

学研究 

●平成 30年度は、皮膚

炎や糖尿病をはじめと

した慢性炎症の多階層

計測を行い、モデル構

築のための技術開発を

着実に進め、順調に進

捗している。さらに、計

画を上回る業績とし

て、 

1) 健常者の便中から

感染抵抗性や抗腫

瘍効果を高める腸

内細菌株を同定・単

離することに成功

した。さらに、マウ

スを用いて、この菌

株を摂取すること

により、感染抵抗性

や抗がん免疫応答

が強まり、がんや感

染症に対する予防

となることを発見

した。 

 

2) 記憶キラーT細胞の

多様性には、抗原刺

激の強度が重要な

役割を果たしてい

ること、特に中程度

の抗原刺激を受け

ると高い細胞障害

活性と増殖能を持

つさまざまな記憶

キラーT細胞へと分

化することを明ら

かにした。 

 

④がん免疫基盤研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

●発見した 11 種類の腸内細

菌株は、腸内細菌の中でも極

めて稀少な細菌株であり、感

染防御や抗腫瘍作用に重要な

インターフェロンガンマを産

生する T 細胞を誘導すること

から、世界的に非常に貴重な

発見である。今後、感染症や

がんに対する新たなシーズと

なる成果として非常に高く評

価する。 

 

●多様な記憶キラー細胞が形

成される仕組みを解明し、イ

ンフルエンザ感染症や皮膚が

んの生体防御に重要な免疫細

胞集団を発見した本成果は、

今後、感染症やがんに対する

新たなバイオマーカーに繋が

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●肝細胞ゲノムへの HBV の組

み込みは肝臓がん発生の原因

のひとつとされており、今回
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次の環境応答メカ

ニズムを細胞・分

子レベルで層別的

に理解する事を対

象とした研究を行

う。  

平成 30年度は、慢

性炎症の病態を遺

伝子発現、代謝制

御、細胞間相互作

用等の階層で時系

列計測を行い、数

理モデルの構築に

係る技術開発を行

う。  

④ がん免疫基盤

研究  

「がん」を免疫機

構の恒常性破綻と

いう観点から捉え

直し、新たな治療

法として注目され

ているがん免疫療

法を対象とした研

究を行う。一細胞

オミックス解析技

術等により、免疫

原性・細胞の発生

機序等を解明し、

発症メカニズムの

包括的な解明や遺

伝子レベルでのが

んの層別化を行

う。  

平成 30 年度は、よ

り効果的な標的細

胞や分子を抽出す

るための基盤研究

として、がん特異的

に発現するネオ抗

原を免疫学的手法

や一細胞オミック

●平成 30年度は、マウ

ス腫瘍細胞を用いて、

ネオ抗原の免疫学的同

定を行なった。今後、生

物学的意義解明に向け

進める予定であり、順

調に中長期計画が進捗

している。一細胞オミ

ックス技術で抽出する

関連標的細胞や分子の

同定のため、自然発症

乳がんモデルマウスか

ら進行期における T 細

胞解析を行い、関連細

胞として T 細胞サブセ

ットの偏りを認めた。

今後、発症早期と比較

して免疫系の動向を探

る予定である。 

さらに、計画を上回る

業績として、 

1) 慢性肝炎や肝臓が

ん、さらにはマウス

モデルにて、肝臓に

感染した B 型肝炎ウ

イルス（HBV）の網羅

的ゲノム解析を行

い、HBV のゲノムが

特定のがん関連遺伝

子やその周辺に組み

込まれていることな

ど、HBV のヒトゲノ

ムへの組み込み機序

とウイルスによる発

がん機構の一端を解

明した。 

2) 肝がん細胞を選択的

に死滅させ、肝がん

再発予防薬として現

在治験が進められて

いる「非環式レチノ

イド（一般名：ペレ

チノイン）」が、がん

遺伝子の一種である

MYCN を発現する肝

がん幹細胞を選択的

に排除することを突

き止め、MYCNが肝が

ん再発に対する創薬

その現象を詳細かつ経時的に

明らかにした。現在、B型肝炎

から発生する肝臓がんに対し

ては限られた治療法しかな

く、本成果は新しい治療薬・

予防法と新規ウイルス治療薬

の開発への貢献が期待される

ものとして非常に高く評価す

る。 

 

●肝がんは再発率が高く予後

が悪いがんの一つであり、そ

の原因として外科的切除後も

肝臓組織に残存するがん幹細

胞の存在が挙げられる。今後、

肝がん患者の MYCN の発現量

を検査することで、肝がんの

再発リスク予測や、非環式レ

チノイドが効くと予想される

患者を予め選び出すコンパニ

オン診断に繋がる成果として

高く評価する。 
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ス技術で抽出する

技術の開発やがん

関連遺伝子のスク

リーニングを行う。 

対象であることを明

らかにした。 

 

【社会還元】 

1) iPS由来 NKT細胞に

よるがん治療の医

師主導治験を実施

するために、千葉大

学において治験プ

ロトコール、理研で

治験製品概要書を

作成し、これらを用

いて PMDA 相談によ

り治験における用

量および用法の適

切性について事前

合意された。 

2) 当センターで開発

した WT1 がん抗原

を発現した人工ア

ジュバントベクタ

ー細胞について、東

大医科研病院と共

同で、医師主導型治

験・第 I 相試験

(First-in man 試

験)を進め、再発、及

び治療抵抗性の急

性骨髄性白血病患

者に対して、三段階

の用量漸増試験を

施行中である。現在

二段階目で特に有

害事象は認めない

ことを確認してい

る。また、次世代人

工アジュバントベ

クター細胞の対象

疾患として、ヒトパ

ピローマウイルス

（HPV）関連固形が

んを標的として、本

年度は治療薬とし

て、HPV 関連抗原

(E6、E7)を別々に発

現させた二種類の

人工アジュバント

ベクター細胞の細

胞作製を進め、その

 

 

●iPS 由来 NKT 細胞によるが

ん治療の臨床研究の開始に向

けた研究が着実に進捗してお

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●当センターで開発した人工

アジュバントベクター細胞、

WT1 がん抗原を発現した人工

アジュバントベクター細胞の

第 I 相治験を開始し着実に進

行させており、非常に高く評

価する。さらに、固形腫瘍に

対する新たな細胞作成を進め

ており評価する。 
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細胞の品質評価試

験を行った。 

 

【マネジメント・人材

育成】 

1) 若手融合領域リーダ

ー育成プログラムを

実施し、５名の若手

研究者(YCI)の独立

型研究について、そ

れぞれにホストラボ

とセンター内外のア

ドバイザーがついて

支援を行った。平成

30 年度は YCI２名が

研究責任著者とし

て、それぞれ論文を

ま と め 発 表 し た

（Cell 2019, Comm 

Biol 2019）。本プロ

グラムを終了した 5

名中、これまでに大

学教授２名、准教授

１名、理研チームリ

ーダー１名を輩出し

ている。 

2) 各部門に設置されて

いた次世代シーケン

サーをシーケンスプ

ラットフォームへ集

約させた。今後、サ

ーバーのクラウド化

や質量分析装置やセ

ルソータなど他の装

置・施設に展開し、

センター内の集約を

図る。 

 

3) センター内の融合に

向けた取り組みとし

て、センター内分野

横断的プロジェクト

「がん微小環境のシ

ングルセル解析によ

る免疫学的特性の解

明」を実施し、免疫、

ヒトゲノム、シング

ルセルトランスクリ

プトミクスの融合研

 

●融合領域という挑戦的な研

究分野で活躍する若手研究者

育成に、センターとして積極

的に取り組み、着実に成果を

上げていることを高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●各チームに分散する研究基

盤インフラをセンターで一元

的に集約することが効率的な

運営のために強く求められて

いる。プラットフォームの構

築により、コスト改善やスケ

ールメリットを生かした研究

推進の点から、効率的な運用

につながる取組みとして高く

評価する。また、プラットフ

ォームの構築により、センタ

ー内の研究連携が進むことも

今後大きく期待される。 

 

●科学の細分化が進展し、専

門分野間の交流や連携がこれ

まで以上に難しくなっている

昨今において、センター内の

融合連携を目指す試みとして

評価する。こうした試みの中

から各部門の融合連携を図る

プロジェクトが新たに立ち上

がることを期待する。 
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究を促進した。また、

2018年 12月 14日に

センター内リトリー

トを実施した。セン

ター内の各部門間の

連携を促進するた

め、例年行われてき

たプログラムを大幅

に変更し、「チームビ

ルディング」をテー

マとしたグループワ

ークと活発な意見交

換を行った。 

 

【国際連携】 

1) 国際コンソーシア

ム、「 Human Cell 

Atlas」や「FANTOM」

プロジェクトの中

核機関として、世界

をリードしている。 

2) IMSインターンシッ

ププログラムを新

しく開始し、海外か

ら５名を受け入れ

た。 

3) カロリンスカ研究

所と大学院生対象

のインフォマティ

クス集中講義を開

催した。(2019 年 3

月 20日〜27日) 

4) IMSハーバードサマ

ースクールを実施

し、ハーバード大学

生４名が単位認定

を受けた。（2018 年

6 月 4 日〜8 月 13

日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国際コンソーシアムの中核

としての活動、学生や若手研

究者を対象とした多様な研修

プログラムなど、国際化のた

めの活動が非常に活発に行わ

れており、非常に高く評価す

る。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（４） 生命機能科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への

対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ③ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

38 

327 

      予算額（千円） 4,368,008 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

314 

13 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

116 

43 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

―  

463/ 

3,233,359 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 417       

  



99 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 超高齢社会である

我が国においては

健康寿命の延伸が

求められており、ヒ

トの健康状態の維

持と老化メカニズ

ムの解明が急務と

なっている。この課

題の解決に向け、細

胞状態の診断と評

価手法の確立を目

指した非侵襲によ

る可視化技術と予

測・操作手法の開

発、次世代の再生医

療を目指した臓器

の立体形成機構と

その制御原理の解

明、および健康・正

常状態を測定する

ための非・低侵襲の

計測技術の開発を

行う。またこれらの

技術等を用いて、発

生から成長・発達・

老化までの分子レ

ベルから個体レベ

ルに至る生命機能

維持の仕組みを解

明し、加齢に伴う機

能不全の克服に向

けた研究を推進す

る。 

健康長寿社会の実

現に貢献するため

に、本研究では、ヒ

トの発生から成

長、老化、生命の終

わりまでの時間軸

を貫く生命機能維

持の原理解明を目

指して、分子、細胞

から個体までの多

階層にわたる以下

の研究を推進す

る。そのため、 

①分子・細胞状態

の可視化及び非侵

襲での臓器機能計

測技術から得られ

る情報を元に、細

胞状態の予測と細

胞操作を可能とす

る技術を開発し、

健康状態の予測と

医療等への応用を

図る。 

②周辺環境との相

互作用による影響

を考慮した発生・

再生原理や臓器形

成機構の解明とと

もに、移植等の医

療応用を見据えた

次世代再生医療の

基盤を構築する。

また、非・低侵襲で

の計測技術を用い

た健康診断技術の

開発を行う。 

③上記の研究を基

健康長寿社会の実

現に貢献するた

め、ヒトの発生か

ら成長、老化、生命

の終わりまでの時

間軸を貫く生命機

能維持の原理解明

を目指して、分子、

細胞から個体まで

の多階層にわたる

以下の研究を推進

する。また、生命機

能科学研究分野の

発展に貢献する、

社会課題解決を見

据えた広範な視野

を持った人材を育

成する。  

① 分子・細胞状態

の可視化と予測・

操作研究  

分子・細胞状態の

可視化及び非侵襲

での臓器機能計測

技術から得られる

情報を元に、細胞

状態の予測と細胞

操作を可能とする

技術を開発し、健

康状態の予測と医

療等への応用を図

る。  

平成 30年度は、こ

れまで開発してき

た高速超解像顕微

鏡の原理を発展さ

せ、高い画像取得

速度で等方的な空

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

 

●RNA ポリメラーゼ II

がヒストンに巻きつい

た DNA から遺伝子の読

み取りを行う一連のス

テップにおける立体構

造を、クライオ電子顕

微鏡を用いて解析する

ことで明らかにした。 

 

●スピニングディスク

超解像顕微鏡の原理を

発展させてライトシー

ト顕微鏡の光学系を用

いる新規光学系を作成

して原理実証実験を行

い、従来の顕微鏡より

高分解能で等方的 3 次

元高分解能を達成し

た。 

また、自発的ブリンキ

ング型蛍光色素を用い

た蛍光分子局在化法を

発展させ、ベッセルビ

ーム型ライトシート顕

微鏡と組み合わせるこ

とで、ライトシート

STORMを実現した。(台

湾 Academia Sinica と

の国際共同研究。) 

 

●バイオリソースセン

ターが保有する疾患特

異的ヒト人工多能性幹

細胞(iPS 細胞)のうち

計画(10 細胞株)を上

回る 17 細胞株のラマ

ン散乱スペクトル及び

 

●Science誌にも掲載された

(2019)、巨大複合体の近原子

レベルの構造解析を行うこ

とで生命科学上の長年の謎

を解明した非常に顕著な成

果であり、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

●等方的空間分解能 300nm で

従来のライトシート顕微鏡や

共焦点顕微鏡を上回る 3 次元

高速高分解能を達成でき、初

期の目標を達成していると評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●当該研究課題は、セコム科

学技術振興財団特定研究助成

に採択され、また、担当する

研究員は生物物理若手奨励賞

を受賞しており、高く評価す

る。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・RNA ポリメラーゼ II がヒストンに巻きついた DNA から遺伝子の読み取りを行う一

連のステップにおける立体構造を、クライオ電子顕微鏡を用いて解析することによ

り、世界で初めて明らかにした。細胞核内の DNAから大量の遺伝情報を読み取るメ

カニズムを世界で初めて電子顕微鏡で捉えてその仕組みを明らかにしたものであ

る。また、染色体における DNAの折りたたみの破綻が関連する疾患等の原因解明や

治療法確立等に貢献する可能性が期待されること、さらに疾患や病理解明だけでな

く分子記憶デバイス技術としても興味深いことから、顕著な成果であり、非常に高

く評価できる。 

 

・人工知能（AI）を組み込んだ細胞内一分子イメージング完全自動化顕微鏡システム

「AiSIS」を開発し、大規模かつ網羅的な一分子イメージングが可能となり、細胞内

における分子動態の計測・解析効率が飛躍的に向上した。AiSIS を用いて一分子動

態の変化を見ることで、新しい原理の薬剤スクリーニング手法等への応用の可能性

があり、他にも、様々な生命科学研究を加速させる波及効果が今後期待できる卓越

した成果であり、非常に高く評価できる。 

 

・約 1,600種類の水溶性化合物に対して、組織透明化に関する各パラメータ（脱脂・

脱色・屈折率調整・脱灰）のプロファイリングを実施することで、組織透明化の化

学的原理の基礎を確立した。水溶性化合物を用いた組織透明化の化学原理を体系化

したことは、将来的な組織透明化によるヒト臓器の全細胞解析につながることが期

待され、高く評価できる。 

 

・マウスの気管発生過程における形態形成を詳細に検討し、大型の管腔臓器が構築さ

れる仕組みを解明し、管腔組織の長さと太さを個別に制御することに成功した。管

腔組織の形態制御機構を解明したことは、臓器形成の基本原理を説明する新たな視

点を提供し、再生臓器の成形技術や管腔臓器の閉塞をきたす病態の理解にもつなが

るものであり、非常に高く評価できる。 

 

・卵母細胞における染色体分配の誤りの原因の一つとして、紡錘体が不安定になりや

すい過程を見出すとともに、染色体接着を制御する新たな分子経路を発見した。本

研究による、これまで不明だった減数第一分裂後期開始後のセントロメア接着の維

持に関わる分子経路の発見は、卵子の老化と染色体数異常の分子的な関係を理解す

る手がかりとなることが期待され、非常に高く評価できる。 

 

・マネジメントに関して、生命機能科学研究センター内の各部門の強みを活かした横

断プロジェクトを推進したことにより、センターのミッション達成を強力に後押し

することが期待され、評価できる。 



100 

 

盤として、生物の

ライフサイクル進

行を制御する機構

を解明することに

より、ヒトの健全

な成長・発達・成

熟・老化を維持す

る仕組みの解明を

目指す。 

さらに、生命機能科

学研究における総

合力を活かし、当分

野の発展に貢献す

る、社会課題解決を

見据えた広範な視

野を持った人材を

育成する。 

間分解能を実現し

た新規 3 次元高速

高分解能顕微鏡の

開発等を行う。さ

らに、細胞が発す

るラマン散乱スペ

クトルから遺伝子

発現パターンを推

測/予測する技術

を確立し、細胞分

析を可能とするシ

ステムを構築する

ために、バイオリ

ソースセンターが

保有する疾患特異

的ヒト人工多能性

幹細胞(iPS 細胞)

を観察材料とし

て、ラマン散乱ス

ペクトル及び RNA

シーケンスデータ

を 10細胞株以上収

集する。  

② 臓器の形成及

び多臓器連携の機

構の解明研究  

臓器の立体形成技

術の確立を目指

し、移植を見据え

た次世代の再生医

療の基盤を構築す

るとともに、臓器

の機能維持及び低

下・破綻の要因特

定を目指す。また、

医療応用・診断の

ための非侵襲イメ

ージング技術を開

発・整備すること

で、ヒトの健康状

態を理解するため

の基盤を構築す

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

RNA シーケンスデータ

を収集した。 

 

●人工知能（AI）を組

み込んだ細胞内一分子

イメージング完全自動

化 顕 微 鏡 シ ス テ ム

「AiSIS」を開発して、

細胞の分子動態の計

測・解析効率に飛躍的

向上をもたらした。 

 

 

●約 1,600 種類の水溶

性化合物に対して、透

明化パラメータ（脱脂・

脱色・屈折率調整・脱

灰）を包括的にプロフ

ァイリングすること

で、水溶性化合物を用

いた組織透明化の化学

的原理の基礎を確立し

た。 

 

●腎臓オルガノイドを

構成する細胞に対し一

細胞トランスクリプト

ーム解析を実施し、オ

ルガノイド内部の細胞

の成熟性に関する不均

一性を見出した。 

 

 

●マウス気管の形態形

成をモデルに大型の管

腔臓器が構築される機

構を研究し、管腔組織

の長さと太さを個別に

制御することに成功し

た。 

 

●胎児気管の前駆細胞

 

 

 

●さまざまな生命科学研究を

加速させるほか、一分子動態

の変化を指標とする薬剤スク

リーニングへの応用も可能で

あり、大きな波及効果が期待

できる顕著な成果として、非

常に高く評価する。 

 

 

 

●本研究成果により、ヒト臓

器全細胞解析に向けて、従来

の偶発的発見に依存した透明

化試薬の開発戦略から、化学

的原理に基づく合理的な開発

戦略へのパラダイムシフトが

期待でき、高く評価する。 

 

 

 

 

●不均一性を生じさせている

因子を探索することが、オル

ガノイドを人為的に成熟化す

る技術開発に繋がることを示

した顕著な成果であり、所期

の目標を達成していると評価

する。 

 

 

●臓器形成の基本原理を説明

するとともに、再生臓器の成

形技術や病態の理解にもつな

がる成果であり、非常に高く

評価する。 

 

 

 

●気管の発生・成熟の重要な

・関連して、センター内横断プロジェクトであるオルガノイドプロジェクトの戦略的

パートナーとして、米国シンシナティ小児病院/幹細胞オルガノイドセンターとの

連携を開始したことにより、生命機能科学研究センターで実施するオルガノイド研

究を加速することが期待され、高く評価できる。 

 

・センター内の融合を促進するための横断プロジェクトがセンター長主導で開始さ

れていることにより、研究プラットフォーム（クラウドサーバー、先端技術等）を

構築し、研究効率、予算効率の向上を図っている。 

 

・人材育成に関しては、若手 PIや次世代の研究リーダー、次世代の研究者に対して

アドバイスや意見交換、研修会の実施をセンターで取り組んでおり、評価できる。 

 

・継続した多くのプレスリリースの発信、イベントにおけるブース出展・講演、「BDR

シンポジウム 2019」開催等、積極的なアウトリーチ活動を実施したことは、高く評

価できる。 

 

・生命機能科学研究センターの成果は脳科学や人工知能に結び付く高い学際性を有

しておりその波及効果を明らかにするためにも他分野の研究者との交流が効果的

である。センター内や他機関や産業界との連携が積極的であり高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・第 4 期中長期計画から新たな組織体制となり、複数のセンターが生命機能科学研

究センターとして一つに統合されたが、センター内の横断プロジェクトを引き続き

推進し、さらにセンター内の各部門の技術を融合し、連携をより強化していくこと

で、新しい研究開発が展開されることを期待する。 

 

・最先端のイメージング技術やオルガノイド技術等は競争の激しい研究分野である

が、引き続き、生命機能科学研究センターの国際的なプレゼンスを高めるべく、継

続した成果創出が望まれる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・人材育成として、PI 着任後の３年目、５年目、８年目にラボ評価を実施し、研究

の方向性やラボ運営、転出などについてアドバイスするなど若手 PI の育成に努力

していることは評価できる。 
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る。  

平成 30年度は、組

織 透 明 化 技 術

（CUBIC 法）に基づ

き、一細胞レベル

での高速撮影が可

能な全細胞蛍光顕

微鏡や免疫染色イ

メージング手法等

を用いることによ

り、臓器全細胞の

状態を 3 次元で測

定することを可能

にする観察装置・

手法の開発を行

う。また、将来的に

移植可能なレベル

の 3 次元腎臓組織

（ヒト腎臓オルガ

ノイド）の作製を

目指し、オルガノ

イドやヒト多能性

幹細胞の一細胞ト

ランスクリプトー

ム解析を行って臓

器の発生・成熟を

制御している因子

を探索し、その因

子が担う臓器の発

生・成熟過程にお

ける役割を解析す

る。 

 

③ 生物のライフ

サイクル進行の制

御機構の解明研究  

ヒトとモデル動物

の双方に共通した

多細胞システムの

制御プログラムや

環境適応の仕組み

を解明し、加齢に

が、成体組織幹細胞に

変化していく時系列変

化を、一細胞トランス

クリプトーム解析で記

述することに成功し

た。 

 

●卵母細胞における染

色体分配の誤りの原因

として紡錘体が不安定

になりやすい過程を見

出すとともに、染色体

接着を制御する新たな

分子経路を発見した。 

 

 

●開発技術の集大成と

して霊長類の生体内部

構造・機能を高解像度

で正確に観察する基盤

技術（MRI・PET データ

収集・前処置解析技術）

を確立した。この技術

で画像データを集積、

行動・遺伝子情報の収

集も進めた。 

さらに膨大な画像デー

タを自動的かつ高速で

前処置解析ができる技

術システムも構築し

た。 

一部成果は論文として

発表(Fukutomi et al 

Neuroimage 2018)、大型

競争的外部資金（戦略

的国際脳科学研究推進

プログラム；日本医療

研究開発機構(AMED)）

にも採択された。 

 

 

【人材育成・マネジメ

制御因子の発見につながる成

果であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●これまで不明だった減数第

一分裂後期開始後のセントロ

メア接着の維持に関わる分子

経路の発見は、卵子の老化と

染色体数異常の関係を分子的

に理解する手がかりとなると

期待でき、非常に高く評価す

る。 

 

●神経変性疾患、多発性硬化

症等の神経疾患や、うつや自

閉症等の精神疾患の病態理解

に繋がる成果であり、所期の

目標を達成していると評価す

る。 
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伴って発生する機

能不全の要因を特

定する。  

平成 30 年度は、ヒ

ト等において胎生

期に働く多細胞シ

ステムの制御原理

の解明に向け、卵母

細胞において染色

体分配の誤りが起

こる仕組みを解明

するため、染色体分

配を行う細胞内装

置である紡錘体が

形成される過程を

ライブイメージン

グ等により詳細に

記述することで、受

精卵の染色体数の

決定に関わる細胞

内動態の時空間的

制御を理解する。ま

た、霊長類の各成長

段階において生じ

る生体内部の機能

の理解を目指して、

ミクロレベルの観

察とマクロスケー

ルの機能構築との

関連性を解明する

ため、MRI/PET 解析

の標準化、大規模解

析システム等の開

発と構築を進め、一

個体レベルの脳コ

ネクトームを定量

化し、個体行動デー

タ（社会性等）、遺伝

子情報、病態モデル

との関連性を調査

しデータベースの

構築に取組む。 

ント等】 

●分野横断で取り組む

センター内プロジェク

トを企画し、センター

内の連携強化を図っ

た。 

 

 

●分野横断で進める

BDR のオルガノイドプ

ロジェクトの戦略的パ

ートナーとして、米国

シンシナティ小児病院

/幹細胞オルガノイド

センターとの連携を開

始した。 

 

●政府関係機関移転基

本方針を契機として発

足した理化学研究所広

島大学共同研究拠点に

おいて、科学技術ハブ

の活動として、広島大

学との共同研究、相互

クロスアポイントメン

トなどを実施、地域の

活動にも積極的に参加

した。また、神戸医療産

業都市にある兵庫県立

こども病院と合同セミ

ナーの開催、病院の症

例検討会への参加など

臨床現場との連携も促

進した。 

 

●若手 PIに対し、定期

的なラボ評価において

研究の方向性、転出等

に関するアドバイスを

行った。若手研究者に

対し、研究発表や著名

な研究者との意見交換

 

●幅広い分野を有するセンタ

ーの強みを最大限活用する体

制構築を進め、生命機能科学

研究センター（BDR）のミッシ

ョン達成を強力に後押しする

ことが期待でき、評価する。 

 

●世界初のオルガノイドに特

化した研究所と連携すること

で、BDRのオルガノイド研究を

世界的なレベルに強化するこ

とが期待でき、高く評価する。 

 

 

 

 

●より学際的な研究を実現す

るとともに、地域振興にも貢

献していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●若手 PI、次世代の研究リー

ダー、次世代の研究者それぞ

れに対して人材育成を積極的

に行うことで人材育成に大き

く貢献していると評価する。 
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の機会を積極的に作り

研究能力向上を図っ

た。次世代の研究者を

育成する為、連携大学

院制度等を通じた学生

の受入、大学生に対す

るインターンシップの

実施、高校生に対する

実習体験や生物教職員

を対象とした研修会を

開催した。 

 

●30 報のプレスリリー

スを発信、23 件のイベ

ントでブース出展・講

演等を実施した。また、

年１回の大規模な国際

シンポジウム「BDRシン

ポジウム 2019」を開催

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●積極的なアウトリーチによ

って、研究成果を社会に還元

できていると認める。国際シ

ンポジウムは、海外からの参

加 41名を含む、174名の参加

者を得て、活発な議論が交わ

すことができたことを評価す

る。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（５） 脳神経科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への

対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ④ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

19 

233 

      予算額（千円） 3,527,274 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

110 

19 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

22 

9 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 240/ 

3,646,117 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 232       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 超高齢社会である

我が国においては、

精神・神経疾患の発

症メカニズム解析

及び診断・治療法の

開発や、人工知能の

高度化等に向け、ヒ

ト脳の高次機能の

解明が求められて

いる。このため、こ

れまでの知見をも

とに、脳高次認知機

能のイメージング

研究、脳の遺伝子レ

ベルから表現型レ

ベルまでの全階層

を対象にした横断

的研究、高次認知機

能などに関わる脳

の計算原理の研究、

データ駆動型脳研

究、精神・神経疾患

の診断・治療法開発

研究等の、ヒト脳の

構造と機能の理解

に向けた研究を推

進する。 

本研究では、 

①脳イメージング

解析やオミックス

解析を駆使し、ヒ

トをヒトたらしめ

る推論や内省、互

恵性等のヒト脳高

次認知機能解明を

目指した研究、 

②分子、遺伝子、細

胞、回路、システ

ム、個体、社会性と

いう脳の多階層を

またぐ、動物モデ

ルに基づいた階層

横断的な研究、 

③脳計測技術、ビ

ッグデータ解析技

術の開発やそれを

活用したデータの

蓄積を通した脳の

計算原理の解明、

脳型 AI アルゴリ

ズムの開発等、理

論・技術が先導す

るデータ駆動型脳

研究、 

④精神・神経疾患

の診断・治療法開

発及び脳機能支

援・拡張を目指し

た研究を実施する

ことにより、ヒト

脳に特徴的な高次

認知機能を司る領

域や構造を網羅的

に解析・同定し、そ

こで働く新しい分

本研究では、 

①脳イメージング

解析やオミックス

解析を駆使し、ヒ

トをヒトたらしめ

る推論や内省、互

恵性等のヒト脳高

次認知機能解明を

目指した研究、 

②分子、遺伝子、細

胞、回路、システ

ム、個体、社会性と

いう脳の多階層を

またぐ、動物モデ

ルに基づいた階層

横断的な研究、 

③脳計測技術、ビ

ッグデータ解析技

術の開発やそれを

活用したデータの

蓄積を通した脳の

計算原理の解明、

脳型 AIアルゴリズ

ムの開発等、理論・

技術が先導するデ

ータ駆動型脳研

究、 

④精神・神経疾患

の診断・治療法開

発及び脳機能支

援・拡張を目指し

た研究を実施する

ことにより、ヒト

脳に特徴的な高次

認知機能を司る領

域や構造を網羅的

に解析・同定し、そ

こで働く新しい分

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

 

①ヒト脳高次認知機能

解明を目指した研究 

●脳イメージング解析

を用いて、自閉症当事

者には特定の脳領域に

おける情報処理の仕方

に特性があることを発

見し、またその特性が

コミュニケーションの

困難さやこだわりとい

った自閉症の症状と関

連していることを見出

した。 

 

●ヒト脳機能高次機能

解明を目指すユニット

設置などヒト脳高次機

能解明研究分野の強化

を進めており、順調に

中長期計画が進捗して

いる。 

 

②動物モデルに基づい

た階層横断的な研究 

●海馬で記憶痕跡に関

わる神経細胞として知

られていた場所細胞に

加え、エピソード記憶

を担う細胞を見出し、

これらの細胞が脳内各

部位の記憶痕跡へのイ

ンデックスとして働く

ことがわかった。 

 

●知的障害モデルマウ

スの記憶障害が海馬に

おけるリプレイという

 

 

 

●自閉症の新しい診断法の開

発にもつながる画期的な成果

であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●海馬の記憶に関わる細胞と

して、2014 年にノーベル賞受

賞の対象となった場所細胞に

加え、エピソードを記憶する

細胞を初めて特定した研究で

あり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●知的障害等の疾患発症メカ

ニズムの解明につながる成果

で、高く評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・ヒト脳高次認知機能解明を目指した研究において、新しい診断方法につながりうる

自閉症当事者の脳の情報処理に特性の発見等の成果を挙げており、高く評価でき

る。 

 

・動物モデルに基づいた階層横断的研究において、海馬のエピソード記憶を担う細

胞、記憶障害が海馬のリプレイという現象が引き起こしていること及び恐怖記憶

の消去におけるドーパミンの脳内経路を明らかにするなど、記憶の脳機能の解明

及び心的外傷後ストレス障害等の新たな治療法につながる成果を挙げており、非

常に高く評価できる。 

 

・理論・技術が先導するデータ駆動型研究において、観察視野の広さと計測可能な神

経細胞の数の両方において世界最高水準の広視野顕微鏡の開発や国内外の研究機

関が霊長類の脳のコネクトミクス研究を進める上で必要なマーモセットの脳アト

ラスデータベースの公開等の成果を挙げており、非常に高く評価できる。 

 

・精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機能支援・拡張を目指した研究において

双極性障害の病態仮説を理解する上でのセロトニン神経活動の発見、分子レベル

での前頭側頭葉変性症の精神障害の発症機構の解明、アルツハイマー病の原因タ

ンパク質の蓄積を抑制する遺伝子編集法の発見等、疾患に関する新たな診断法・治

療法の開発につがる成果を挙げており、非常に高く評価できる。 

 

・マネジメントについては、戦略的な Principal investigator のリクルートの実施、

若手研究者の育成強化を目的とした人材育成プログラムの体系化、シニア研究員を

対象とした新たなキャリア形成推進プログラムの検討を行うなど人材確保・育成等

の取組が実施されており、非常に高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・産業界との連携に加え、これまで連携が難しかった脳外科との連携を通じて従来の

基礎研究がさらに発展することを期待する。また、ヒト脳高次認知機能解明を目指

した研究において継続した成果創出が望まれる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・脳機能の研究は AI研究とのシナジーが期待される分野である。現状では生命機能

のグルーピングで成果を挙げているが、ポスト AIの新しい成果を目指すためにも

革新知能統合研究との組織的な情報交換や連携研究の可能性も検討することが望

まれる。 
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子機構や作動原理

等を解明するとと

もに、多種脳計測

データ解析法の開

発や脳の理論モデ

ル構築、精神・神経

疾患診断のための

バイオマーカー等

の開発を行う。こ

れにより、精神・神

経疾患の克服によ

る健康寿命の延伸

等、超高齢社会等

に対応する持続可

能な社会の実現に

貢献する。 

また、我が国の脳神

経科学の中核拠点

として、国内外の研

究機関、大学、産業

界等とも協力し、世

界トップレベルの

研究を展開すると

ともに、次世代の脳

神経科学を担う人

材の育成や研究成

果の社会展開・還元

のための取組を推

進する。 

子機構や作動原理

等を解明するとと

もに、多種脳計測

データ解析法の開

発や脳の理論モデ

ル構築、精神・神経

疾患診断のための

バイオマーカー等

の開発を行う。こ

れにより、精神・神

経疾患の克服によ

る健康寿命の延伸

等、超高齢社会等

に対応する持続可

能な社会の実現に

貢献する。  

また、我が国の脳

神経科学の中核拠

点として、国内外

の研究機関、大学、

産業界等とも協力

し、世界トップレ

ベルの研究を展開

するとともに、次

世代の脳神経科学

を担う人材の育成

や研究成果の社会

展開・還元のため

の取組を推進す

る。  

 

① ヒト脳高次認

知機能解明を目指

した研究  

ヒトで高度に発達

した高次認知機能

のメカニズム解明

に向け、認知課題

遂行中の高時空間

解像度脳イメージ

ングや生理学的計

測、経頭蓋磁気脳

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

現象の異常によって起

こることを明らかにし

た。 

 

●恐怖体験の記憶が消

去される過程にドーパ

ミンが関与し、報酬系

と前頭葉に向かう２つ

のドーパミン経路が正

反対の役割を果たすこ

とを発見した。 

 

●記憶を保持する細胞

は記憶の想起の際に活

性化しやすくなってい

ることを発見し、記憶

想起のメカニズムの一

端を解明した。順調に

中長期計画が進捗して

いる。 

 

●ハエにおける動物間

コミュニケーションの

神経基盤の一端を発光

バイオセンサーを用い

て解明した。順調に中

長期計画が進捗してい

る。 

 

③理論・技術が先導す

るデータ駆動型脳研究 

●広視野顕微鏡を用い

て一万個以上というこ

れまでにない規模の神

経細胞から活動を記録

する手法を確立、大規

模データの取得に成功

した。 

 

●マーモセットのデジ

タル 3D脳アトラス（脳

地図）データベースを

 

 

 

 

●恐怖記憶の消去メカニズム

を解明すると共に、行動療法

と薬物療法を組み合わせた

PTSDの新たな治療法につなが

る優れた成果であり、非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●観察視野の広さと計測可能

な神経細胞の数の両方におい

て世界最高の水準を達成して

おり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●公開されたマーモセットの

デジタル３D 脳アトラスデー

タは、霊長類では世界初とな
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刺激等を組み合わ

せた解析及びオミ

ックス解析等を用

いて、ヒト高次認

知機能のうち推論

や内省、互恵性等

を司る脳領域をマ

ッピングし、その

後、各脳領域の機

能が行動に与える

因果的影響を同定

する。平成 30年度

は、ヒト高次認知

機能のメカニズム

解明研究を実施す

る。ヒト及び非ヒ

ト霊長類において

高次認知課題施行

中の脳活動を計測

する機能的核磁気

共鳴画像法（fMRI）

を行いつつ、経頭

蓋 磁 気 刺 激 法

（TMS）による介入

の効果を調べる実

験系を構築し、推

論や内省、互恵性

等の高次認知機能

を担う脳領域のマ

ッピング・同定を

進める。さらに、非

ヒト霊長類でも実

施可能なメタ認知

の実験心理学課題

を開発し、侵襲的

な電気生理学的、

光遺伝学的手法を

導入することで、

メタ認知等の脳内

メカニズムの解明

を進める。また、ヒ

ト認知特有の行動

作成し、公開した。 

 

 

●ラットの脳内の神経

活動の測定・解析と神

経回路の数理モデルを

コンピュータ上で構築

することで 動物の行

動選択の個体差は脳内

の神経回路の感受性の

違いによって決まるこ

とを発見し、認知機能

特性に個人差が生じる

メカニズムの一端を解

明した。順調に中長期

計画が進捗している。 

 

④精神・神経疾患の診

断・治療法開発及び脳

機能支援・拡張を目指

した研究  

●ミトコンドリア関連

遺伝子の変異マウスで

セロトニン神経活動が

亢進することを発見

し、双極性障害で無関

係に研究されてきた 2

つの病態仮説を統一的

に理解する道を初めて

示した。 

 

●神経変性疾患の一

つ、前頭側頭葉変性症

（FTLD）の精神障害の

発症機構を分子レベル

で解明した。 

 

●ゲノム編集技術によ

るモデルマウス作成過

程で得られた予想外の

結果から、アルツハイ

マー病の原因タンパク

る成果であり、国内外の研究

機関が霊長類の脳のコネクト

ミクス研究を進める上で、必

要不可欠なデータベースであ

ることから、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●双極性障害の新たな診断

法・治療法の開発に貢献する

画期的な成果であり、非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●他の神経変性疾患や精神疾

患の発症機構の解明や、これ

らの疾患に関する新たなバイ

オマーカーや治療法の開発に

もつながる画期的な成果で、

高く評価する。 

●研究過程における予期せぬ

結果を追求することにより、

核酸医薬によるアルツハイマ

ー病の新たな予防的治療法の

開発につながる画期的な成果
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メカニズムの統合

的理解を目指し、

上記研究でマッピ

ングされる脳領域

に特異的に発現す

る遺伝子群を網羅

的に探索するため

のオミックス解析

の技術基盤を構築

する。  

 

② 動物モデルに

基づいた階層横断

的な研究  

分子から個体、社

会性に至る多階層

が相互作用する脳

神経系を理解する

ため、全階層を包

括する研究を進め

る。脳の階層のう

ち、①で解析対象

とするヒト脳高次

認知機能に関わる

局所神経回路階層

の動態メカニズム

及び各局所回路間

の連関ネットワー

クを含む大域神経

回路階層の作動メ

カニズムを横断的

に研究する。  

平成 30年度は、課

題①のヒト脳高次

認知機能に関わる

局所神経回路階層

の動態メカニズム

を解明するため、

動物モデルを用い

て記憶・学習、情動

や意思決定等、ヒ

ト脳高次認知機能

質蓄積を抑制する遺伝

子編集法を発見した。 

 

●新しい塩基編集技術

の開発によりアルツハ

イマー病などの疾患モ

デルマウス作製の効率

化に成功しており、順

調に中長期計画が進捗

している。 

 

●マウス脳の前部帯状

回において、CRF受容体

１を発現する神経細胞

の働きが社会的な文脈

に応じた輸送反応を制

御していることを発見

し、順調に中長期計画

が進捗している。 

 

●翻訳中の tRNAの網羅

的解析法を開発し、タ

ンパク質合成の過程を

より詳しく調べること

に成功しており、順調

に中長期計画が進捗し

ている。 

 

【マネジメント】 

●国際的に突出した研

究成果輩出のため研究

体制を見直し、新セン

ターを発足させた。計

画は順調に進行してい

る。 

 

●①〜④の各研究目標

を達成するため、特定

の分野の強化を目的と

した新規 PIリクルー

トを戦略的に行った。

来年度以降、中長期計

であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新しいセンターの大きな方

向性として、ヒト脳高次機能

の理解を掲げているが、この

方向に向かった戦略的な PI

リクルートを行った結果、初

年度から非常に優秀な若手人
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の基盤となる脳機

能の解明を進め

る。具体的には、記

憶や学習の基盤と

なる神経ネットワ

ークのつながり

（シナプス）強化

の分子機構、記憶

形成に重要な時系

列情報を蓄積する

海馬の神経回路、

匂い等の環境要因

に対する好き嫌い

に基づく行動を制

御する神経回路、

他者の体験を共有

し自己の意思決定

につなげる社会性

を司る神経回路を

同定する。  

 

③ 理論・技術が先

導するデータ駆動

型脳研究  

脳全体の働きが包

括的かつリアルタ

イムに解析された

大規模データの蓄

積を実現すべく、

高分解能かつ低侵

襲な脳イメージン

グ技術及び神経活

動計測技術、また

脳の各階層をまた

いで神経機能を追

跡できる顕微鏡技

術等を開発する。

さらに AI・数理科

学研究との連携に

より、大規模デー

タから脳作動理論

モデルの構築を目

画が順調に進捗するた

めに必要な布石である

が、優秀な人材のリク

ルートに成功しつつあ

り、当初の計画を上回

る特筆すべき成果であ

る。 

 

●ダイバーシティの強

化のためジェンダーや

国際性を配慮したバラ

ンスの良い運営を行っ

た。また優秀なシニア

研究員の転出問題に対

応すべく、新たにキャ

リア形成推進プログラ

ム（教育の機会の提

供、自律的な研究推

進、メンタリングなど

を通じて経験を積んだ

優秀な研究員による外

部の独立ポジション獲

得の支援）の設置につ

いて、検討を行った。 

 

●人材育成プログラム

の体系化を図り、若手

研究者の育成を強化し

た。計画は順調に進行

している。 

 

●脳神経医科学連携部

門と統合計算脳科学連

携部門を立ち上げ、国

内外の臨床系・情報系

との画期的な連携体制

が強化された。当初の

計画を上回る成果であ

る。 

 

●産業界との連携セン

ターを通して、社会課

材の採用に成功しつつあり、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●現在科学コミュニティの大

きな課題となっているダイバ

ーシティの強化に成功し、ま

た若手〜中堅研究者コミュニ

ティの課題となっている優秀

なシニア研究員の転出問題に

対応する全く新しいプログラ

ムを立ち上げたことを非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●これまで理研では難しかっ

た脳外科との連携により、脳

組織の基礎研究へ応用が可能

となる。従来の基礎研究がさ

らに発展することが期待で

き、非常に画期的な成果であ

ると認める。 
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指す。  

平成 30年度は、脳

の各階層をまたい

だ神経機能の追跡

及び大規模データ

からの脳作動理論

モデルの構築に必

要な要素技術を開

発する。具体的に

は、任意に神経細

胞を活性化する技

術、脳内機能分子

を操作する技術、

新たな蛍光タンパ

ク質や透明化技術

を用いた神経細胞

の構造や働きの可

視化技術の開発を

行う。また、ヒト脳

波のゆらぎ、振動、

同期等の非線形ダ

イナミクスについ

て、AI 解析を導入

したデータ駆動型

アプローチにより

解析し、精神疾患

の早期診断・予防

等に活用可能な認

知機能特性の個人

差の解明を進め

る。また、既存の

fMRI より高い空間

解像度を持つ新し

い技術の開発に着

手する。 

 

④ 精神・神経疾患

の診断・治療法開

発及び脳機能支

援・拡張を目指し

た研究  

情動、社会性、学

題や研究者コミュニテ

ィの課題に貢献した。

計画は順調に進行して

いる。 
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習、感性等の脳内

機構の解明を進め

つつ、うつ病、認知

症、発達障害等の

精神・神経疾患の

病態の共通性と多

様性の一端を解明

して、脳科学に基

づく疾患分類と個

別化治療等の実現

に必要なシーズを

提供する。  

平成 30 年度は、新

たな分子標的治療・

神経回路操作療法

の開発を目指し、ア

ルツハイマー病、双

極性障害、発達障

害、統合失調症等の

精神・神経疾患の発

症機構の解明研究

を推進する。アルツ

ハイマー病では、ア

ミロイドβと同様

に関与が示唆され

ているタウに着目

したヒトにおける

タウ蓄積病理をよ

り忠実に反映する

新規タウモデルマ

ウスの作成に着手

する。双極性障害、

統合失調症等の精

神疾患では、ES細胞

や iPS細胞から疾患

モデル細胞を作成

し、発症に関わる新

たな病態経路を同

定する。また、タン

パク凝集が関与す

る精神・神経疾患に

ついてはタンパク
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凝集による神経細

胞の興奮抑制バラ

ンスの異常を介し

た疾患発症メカニ

ズムを明らかにす

る。さらに、情動、

社会性等の脳内機

構の解明を目指し

て、子育て行動と子

の愛着行動、子の認

知機能や言語機能

の発達とそれを促

進する親の行動を

司る神経回路とそ

の働きを同定する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（６） 環境資源科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑤ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

36 

79 

      予算額（千円） 888,298 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

103 

13 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

42 

6 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 142/ 

1,262,886 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 76       

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 資源枯渇・気候変

動・食料不足等の地

球規模の課題を解

決するためには、食

料、バイオマス、医

薬品・化学工業原料

等を少ない環境負

荷で効率的に生産

本研究では、植物

科学、微生物学、化

学、データ科学等

を融合し、環境負

荷の少ないバイオ

資源や化学資源等

の創生と利活用を

目指した異分野融

本研究では、植物

科学、微生物学、化

学、データ科学等

を融合し、環境負

荷の少ないバイオ

資源や化学資源等

の創生と利活用を

目指した異分野融

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

【マネジメント上の改

善】 

●センターのアドバイ

ザリー・カウンシルに

おいて研究体制につい

て化学系を強化するよ

うに提言があり、これ

を受けて平成 30 年度

 

 

●研究者のキャリアパスをバ

ックアップする仕組みを通じ

た PIを含めた新規採用、転出

により、人材育成と頭脳循環

に寄与しており、高く評価す

る。 

＜評価すべき実績＞ 

・植物の乾燥ストレス応答に関わるペプチドを発見したことは、持続可能な食料、バ

イオマス生産のための植物の機能向上につながると期待され、高く評価できる。 

 

・触媒機能エンジニアリングに関して着実に成果を挙げており、特に非希少金属であ

るマンガンに関する研究に関しては、11か月以上もの長期間にわたり安定した水電

解反応を達成しており、高く評価できる。 
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する革新的な技術

の開発が求められ

ている。このため、

植物科学、微生物

学、化学等を融合

し、ゲノム情報や、

環境データ等を活

用したデータ科学

を取り入れ、植物の

形質改良、植物や微

生物からの有用物

質の合成、地球資源

を利用する高機能

資源化触媒の開発、

有用機能を持つ高

分子素材の開発等

を推進する。 

合研究を推進する

ことにより、資源

枯渇・気候変動・食

料不足等の地球規

模の課題解決に貢

献する。 

具体的には、 

①持続的な食料、

バイオマス生産の

ための植物の機能

向上を目指す革新

的植物バイオ研

究、 

②植物や微生物を

用いた有用物質の

生産を目指す代謝

ゲノムエンジニア

リング研究、 

③地球資源を利用

する高機能資源化

触媒に関する先進

触媒機能エンジニ

アリング研究、 

④有用機能を持つ

高分子素材の合成

等に関する新機能

性ポリマー研究を

推進するととも

に、 

⑤それらの研究開

発を支える先端技

術プラットフォー

ムの開発を行う。さ

らに、環境資源分野

における優れた研

究人材を育成し、科

学技術力の底上げ

に努める。 

合研究を推進する

ことにより、資源

枯渇・気候変動・食

料不足等の地球規

模の課題解決に貢

献する。  

具体的には、 

①持続的な食料、

バイオマス生産の

ための植物の機能

向上を目指す革新

的植物バイオ研

究、 

②植物や微生物を

用いた有用物質の

生産を目指す代謝

ゲノムエンジニア

リング研究、 

③地球資源を利用

する高機能資源化

触媒に関する先進

触媒機能エンジニ

アリング研究、 

④有用機能を持つ

高分子素材の合成

等に関する新機能

性ポリマー研究を

推進するととも

に、 

⑤それらの研究開

発を支える先端技

術プラットフォー

ムの開発を行う。

さらに、環境資源

分野における優れ

た研究人材を育成

し、科学技術力の

底上げに努める。  

 

① 革新的植物バ

イオ  

遺伝子及び機能性

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

は、次世代を担う若手

PI による 3 つの化学系

研究チームを新規に設

置した。同時に、研究員

が国立大学や私立大学

の教授職に転出するな

ど、優秀な若手研究者

の育成・輩出を行い、人

材を養成すると同時

に、流動性を確保する

取り組みを行った。 

 

●クラリベイト・アナ

リティクス社による発

表「高被引用論文著者

（ Highly Cited 

Researchers）」におい

て、環境資源科学研究

センター（CSRS）から毎

年多くの研究者が選出

されている。平成 30年

度は日本から 90名が選

出され、このうち CSRS

からは９名選出された

（理研在籍者は 20名）。 

 

①革新的植物バイオ 

●機能性小分子 

・ 乾燥ストレスに関

わる低分子ペプチ

ドである「CLE25」

が根から葉へ移動

することで、乾燥

ストレス耐性を高

めていることを発

見した。 

・ 塩ストレス応答に

関して低分子ペプ

チドの AtPEP3の同

定を行った。 

●病害耐性 

・ 植物病原菌の巧妙

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高い影響力を持つ研究開発

成果が継続的に創出されてい

ることを非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●乾燥ストレス応答に関わる

ペプチドの発見は世界初であ

り、また根から葉まで長距離

を移動するペプチドの存在の

発見も世界初であり、中長期

計画における「植物の機能向

上」に資する基本メカニズム

の理解に大きく貢献するた

め、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

・機能性ポリマーの創成に関して、水や酸、アルカリ水溶液中でも自己修復性能や形

状記憶性能を示すポリマーを開発し、中長期計画における「新規高機能ポリマー素

材の創出」を大きく前倒しで達成しており、さらに国内外企業から多くの問い合わ

せを受ける実用性の高い材料であるため、高く評価できる。 

 

・研究者が「高被引用論文著者（Highly Cited Researchers）」へ多数選出されるな

ど、世界の科学界で影響力を放つ卓越した研究者が CSRS を牽引し、特に顕著な成果

が多数出ていることが示された。また、CSRSがハブ機能の役割を果たし、関係機関

と包括協定を締結する等、理研内外の連携が大幅に進展しており、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、我が国や社会からの要請に対応するための研究開発を実施し、国内外の

研究機関や企業等と連携し、研究成果の最大化を積極的に推進することが必要であ

る。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・植物の耐乾燥化メカニズムの研究はこのグループが継続して成果を挙げている取

組であるが、今年度は乾燥ストレスでペプチドが放出されることを見出しメカニズ

ムの解明を進めた成果を得ており、次年度以降の研究を加速すると期待される。さ

らに、世界初の超自己修復性を示す新しい機能性ポリマーの成果は特筆すべきもの

であり、今後の有機材料科学で高い波及効果が期待される。 
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小分子の探索とそ

の機能同定、生物

と環境の相互作用

データを解析し、

遺伝系統選抜や環

境条件、栽培方法

等の最適化を行う

ことで、地球規模

の気候変動に対応

した食料・バイオ

マスの安定的確保

への貢献を目指

す。  

平成 30年度は、新

規遺伝子及び機能

性小分子の探索と

その機能同定につ

いては、環境スト

レス適応、バイオ

マス生産、成長、ホ

ルモン情報伝達、

共生、再生、病害抵

抗性等に関わる変

異体とその原因遺

伝子同定、転写因

子、機能性小分子

の探索、エピジェ

ネティック制御因

子等の解析を進

め、生物と環境の

相互作用データを

収集する。植物の

環境ストレス適

応、バイオマス生

産、成長等を制御

する遺伝子や機能

性小分子等の新規

因子の探索を進め

ることで、環境ス

トレス適応力強

化、バイオマス増

産等に資する研究

な認識回避機構を

べと病菌を用いて

明らかにした。 

●ホルモン 

・ 乾燥ストレス応答

に関わる植物ホル

モン合成制御に関

わる転写因子 NGA1

を同定した。 

●シグナル制御 

・ 光環境応答におけ

る植物の遺伝子発

現制御として新規

の分子メカニズム

の発見を報告し

た。 

●新規技術 

・ 植物の遺伝子型と

形質の関係を調べ

る植物の成長観察

を全自動で行う表

現型解析システム

で あ る RIPPS

（ RIKEN 

Integrated 

Phenotyping 

System）を独自に

開発した。 

・ ゲノム編集技術に

よって、長期保存

できて毒のないジ

ャガイモを作出す

ることに成功し、

その社会実装を目

指し、「ジャガイモ

新技術連絡協議

会」を設立した。 

・ 日本たばこ産業ら

との共同研究によ

って、植物受精卵

を対象としたゲノ

ム編集方法の確立

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●年度計画における「フェノ

タイピング技術の開発」を前

倒しで進捗しており、高く評

価する。 

 

 

 

●理研の研究開発成果を社会

還元するための活動であり、

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●本研究成果によって、日本

たばこ産業との共同研究チー

ムが令和元年度より新たに立

ち上がることにつながり、高

く評価する。 
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を推進する。さら

に、最先端の研究・

技術基盤として、

植物の環境ストレ

ス適応、バイオマ

ス生産、成長等を

定量的データとし

て解析するため

の、遺伝子型と表

現された形質の相

関を見るフェノタ

イピング技術の開

発を進める。 

  

② 代謝ゲノムエ

ンジニアリング  

植物や微生物が持

つ生体触媒能力を

最大限に引き出

し、化石資源によ

らず環境負荷の少

ない新たな化学工

業や医薬品原料等

となる有用物質の

生産システムの開

発を目指す。  

平成 30年度は、AI

等の情報技術によ

る遺伝子・代謝関

連情報収集につい

ては、まず各デー

タベースで異なっ

ているデータの記

述方法を一様に記

述するための、基

準及び相関データ

様式を設計する。

具体的なデータ収

集に関しては、大

腸菌や出芽酵母を

想定したモデル微

生物を例にして、

に成功した。 

●ストレス耐性 

・ イネ科草本の異質

倍数体種が示す高

温ストレス耐性に

関連する初期スト

レス応答を明らか

にした。 

●再生 

・ 植物の再生過程に

おけるメタボロー

ム変化の総合的解

析を行った。 

●ストレス応答 

・ モリブデン酵素の

ストレス応答にお

ける機能に関する

研究を行った。 

・ ダイズの転写因子

GmNAC085 がシロイ

ヌナズナで乾燥ス

トレス耐性を付与

することを示し

た。 

●病害抵抗性 

・ 植物免疫シグナル

伝達経路におい

て、病原菌認識の

際にリン酸化され

るタンパク質群を

同定した。 

●エピジェネティック

制御 

・ ヒストン脱アセチ

ル化酵素の一つで

ある HDA19 の変異

体が塩・乾燥・高温

ストレスに対して

耐性を示すことを

見出した。 

 

②代謝ゲノムエンジニ
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PubMed 等の公開文

献データベース、

特許情報等から、

遺伝子改変による

細胞表現系パター

ンの変化に関する

記述を収集する。

また、ゲノム科学

等を駆使した遺伝

子・代謝関連情報

の収集について

は、放線菌等の微

生物や有用物質を

生産する植物から

ゲノム塩基配列、

トランスクリプト

ーム、メタボロー

ム等のゲノム関連

情報を収集する。

これらの AI等の情

報科学やゲノム関

連情報、合成生物

学やゲノム編集技

術を用いて、微生

物や植物を宿主と

して化学合成では

効率化が困難な複

雑な化合物や化石

資源に頼らない工

業原料等のバイオ

生産の設計を行

う。また、環境代謝

ゲノムについは、

複雑系である環境

微生物組成や物質

組成から、重要因

子を抽出する AI関

連の情報技術高度

化に着手する。  

 

③ 先進触媒機能

エンジニアリング  

アリング 

●横浜ゴム、日本ゼオ

ンの共同研究により、

バイオマスから効率的

にイソプレンを生成で

きる世界初の新技術を

開発し、世界初となる

新しい人工経路の構築

と高活性酵素の作成に

より、優れたイソプレ

ン生成能を持つ細胞の

創製に成功した。 

 

●「バトンゾーン研究

推進プログラム」を利

用して、ユーグレナ社

と連携し、微細藻類生

産制御技術研究チーム

を新たに立ち上げ、よ

り革新的な微細藻類の

生産技術の開発を実施

している。 

 

●高温耐性植物にむけ

た代謝ゲノムエンジニ

アリングの基礎とな

る、高温耐性に寄与す

る葉緑体局在性のリパ

ーゼをコードする遺伝

子を発見した。 

 

●有用な天然ステロイ

ド生産の代謝ゲノムエ

ンジニアリングの基礎

となる、アーユルベー

ダ生薬であるアシュワ

ガンダに含まれる薬用

成分であるウィザノリ

ドの生合成遺伝子を発

見した。 

 

●AI（深層学習）から重

 

●企業との共同研究を通じ

て、理研の研究開発成果であ

る「コンピューターで人工代

謝反応を新規に設計する技

術」を用いて、社会還元へと

繋がっており、非常に高く評

価する。 
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環境資源の安定的

確保と循環的な利

活用に貢献するた

め、大気資源や水

資源、地殻資源を

利用する高機能資

源化触媒の開発を

目指す。  

平成 30年度は、二

酸化炭素や酸素、

窒素等の大気資源

を有効活用できる

触媒の開発につい

ては、銅触媒を用

いて二酸化炭素と

イミン類やホウ素

化合物等との多成

分カップリング反

応を開発する。ま

た、分子状酸素を

利用した、ラジカ

ル反応の開発を行

う。さらに、モリブ

デンクラスターの

調製条件や構造等

の最適化によるア

ンモニア合成の高

効率化を検討す

る。  

水資源を有効活用

できる触媒の開発

については、新規

な触媒材料の開発

と並行して、既に

開発を終えている

20 種以上の酸化マ

ンガン触媒におい

て水分解の活性並

びに反応中間体を

評価する。また、弱

酸性から中性 pHに

おいて脱窒反応を

要因子を抽出する手法

を開発し、産地や成長

を特徴付ける重要代謝

物の探索手法を開発し

た。 

 

●人工反応設計にもと

づいたブタジエン合成

酵素の高活性体を取得

した。 

 

●芳香族化合物誘導体

を生産する大腸菌プラ

ットフォームの開発に

成功した。 

 

●糸状菌よりオカラミ

ン生合成遺伝子を同定

した。また、糸状菌より

equisetin と鏡像異性

の関係にある類縁化合

物 phomasetinの生合成

遺伝子クラスターを同

定した。さらに、Fsa2 ホ

モログである Phm7は、

立体選択的 trans-デカ

リン形成に関与してい

ることを明らかにし

た。 

 

③先進触媒機能エンジ

ニアリング 

●大気資源 

・ 銅触媒を用いて二

酸化炭素、アルジ

ミン、ホウ素化合

物、リチウム化合

物の四成分連結反

応を開発した。生

成物はリチウムイ

オン二次電池の電

解質として期待で
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触媒する生体酵素

模倣モリブテン触

媒の活性中心を同

定する。  

地殻資源を利用す

る触媒の開発につ

いては、選択的 C-

H 結合官能基化に

適用できる希土類

触媒の開発ととも

に、遷移金属触媒

を用いるアルケン

の二官能基型フル

オロアルキル化反

応により、多様な

骨格を有するフル

オロアルキル化合

物の合成法を開発

する。さらに、これ

まで推進してきた

ニッケル触媒、銅

触媒それぞれにつ

いて、触媒的不斉

環化付加型反応の

機構解析を進め

る。  

 

④ 新機能性ポリ

マー  

分子性触媒技術を

駆使した合成技術

等の開発を行うこ

とで、高機能ポリ

マー素材を創出

し、資源利用効率

の向上、新産業創

出へつなげること

を目指す。  

平成 30年度は、新

規機能性オレフィ

ンポリマーの合成

については、極性

きる優れた電気化

学的特性を示し

た。 

・ 分子状酸素を利用

したラジカル反応

の開発では、新た

に見出した酸化的

クロスカップリン

グ反応の最適化を

行い、基質適用範

囲を拡張した。 

・ アンモニア合成に

ついては、担体と

して多孔質性のシ

リカ等を用いるこ

とにより、極微サ

イズのモリブデン

クラスターの担体

への高分散担持を

実現し、アンモニ

ア合成効率を向上

させた。 

 

●水資源 

・ 水分解触媒として

20種類の酸化マン

ガン材料のスクリ

ーニングを終え

た。その結果、天然

の鉱物であるガン

マ型酸化物マンガ

ンが、非金属系触

媒において最高活

性を示すことを見

出した。また、反応

中間体の評価を踏

まえて反応条件を

最適化すること

で、11 カ月以上に

渡り安定して水を

電気分解できるこ

とを実証した。脱

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●非希少金属であるマンガン

を用いて、長期間で安定した

水電解反応を達成し、中長期

計画における「水素生産につ

ながる水分解反応に有効な金

属触媒の創製」を前倒しで進

捗しており、高く評価する。 
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及び非極性オレフ

ィンモノマーの共

重合に適用可能な

希土類錯体触媒を

開発する。一方、強

酸を触媒とした多

置換型オレフィン

モノマーの重合反

応においては、生

成物の分子鎖末端

構造及び立体構造

の詳細解析より反

応機構を特定し、

その知見を基にピ

ネンをはじめとす

るバイオマス由来

オレフィンモノマ

ーからの新規ポリ

マー合成に適用す

る。  

生物有機化合物群

からのスーパーエ

ンジニアリングポ

リマー素材の創出

については、バニ

リン類等の芳香族

化合物から調製で

きる芳香族ポリエ

ステルを中心に、

再現性よく高重合

度と高収率を達成

する合成条件の最

適化を行い、スケ

ールアップ合成に

より一連の材料物

性評価を行う。  

高機能ペプチドポ

リマー素材の創製

については、化学

酵素重合法による

非天然アミノ酸も

しくは人工アミノ

窒反応を触媒する

酵素模倣型のモリ

ブテン触媒におい

ては、その場分光

法を用いることで

活性中心を特定し

た。その結果、酵素

と類似したモリブ

テンオキソ構造を

有することを明ら

かにした。 

 

●地殻資源 

・ 独自の希土類錯体

触媒を用い、従来

では実現困難であ

った、スルフィド

類のαメチル基の

選択的 C-H 結合の

アルキル化やシリ

ル化反応、アニソ

ール類のオルト C-

H 結合の選択的ホ

ウ素化反応、シク

ロプロペン類の不

斉ヒドロアルキニ

ル化反応、さらに

はアルケン類の分

子間ヒドロシリル

化による不斉ケイ

素中心の構築など

を初めて実現し

た。 

・ 含 CF2 化合物の汎

用的な合成を指向

した銅触媒クロロ

ジフルオロメチル

化反応の開発に成

功した。 

・ ニッケル触媒を用

い、新規触媒的不

斉環化付加型反応
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酸を導入したポリ

ペプチドポリマー

の合成とその材料

評価を進めるとと

もに、MD 計算を活

用した反応機構の

解明を行う。また、

光合成細菌を利用

したペプチドポリ

マー合成技術の構

築に向け、窒素条

件並びに光照射条

件を検討すること

によって、ポリマ

ー誘導技術を確立

し、光合成細菌の

大規模培養に最適

な条件を検討す

る。  

 

⑤ 先端技術プラ

ットフォーム  

データ科学を取り

入れた計測・解析

基盤技術の開発及

びその解析技術を

支える横断的な情

報基盤の構築に向

け、平成 30年度は、

質量分析計を用い

たメタボローム解

析については、ケ

モインフォマティ

クスによる植物メ

タボロームアノテ

ーション基盤を開

発すると同時に植

物代謝に特化した

微量高速分析系を

確立し、革新的植

物バイオ、代謝エ

ンジニアリング等

を開発した。 

 

④新機能性ポリマー 

●希土類金属触媒を用

いることにより、アニ

シルプロピレン類とエ

チレンとの精密共重合

を達成し、世界で初め

て乾燥空気中のみなら

ず、水や酸、アルカリ性

水溶液中でも自己修復

性能や形状記憶性能を

示す新しい機能性ポリ

マーの創製に成功し

た。 

 

●強酸を触媒とした

α,β置換オレフィン

モノマーの重合におけ

る速度論解析と分子鎖

末端構造解析より、反

応停止が反応性分子鎖

末端の環化反応である

ことを特定し、嵩高い

分子構造をもつ開始剤

を設計することによ

り、高分子量生成物を

効率的に再現性良く合

成するプロセスを確立

した。 

 

●植物由来芳香族化合

物である没食子酸を出

発原料とした新規ポリ

エステルの高効率合成

手法を確立するととも

に、得られたポリマー

の物性評価を行い、ス

ーパーエンジニアリン

グポリマーに分類され

る素材の創出が達成で

きたことを示した。 

 

 

 

●水や酸、アルカリ性水溶液

中でも自己修復性能や形状記

憶性能を示す新しい「機能性

ポリマー」の創製に成功し、

中長期計画における「新規高

機能ポリマー素材の創出」を

大きく前倒しで進捗した。ま

た、様々な用途展開について

国内外の企業から多くの問合

せを受け、その一部について

は有償 MTA を締結し、サンプ

ルを送付するなど実用性の高

い材料であるため、非常に高

く評価する。 
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に資する大規模な

データ取得を開始

する。  

顕微鏡解析、イメ

ージング技術開発

については、倍率

領域・観察項目が

異なる超解像光学

顕微鏡と電子顕微

鏡を組み合わせた

光電子相関顕微鏡

法の開発を開始す

る。  

表現型解析技術に

ついては、自動タ

イムラプスイメー

ジング、セルモー

ションイメージン

グ、一括測定が可

能なイメージング

型プレートリーダ

ー等を導入し、そ

れらを組み合わせ

て新たな解析基盤

技術を整備する。  

天然化合物バンク

については、所内

外の有機合成化学

者から化合物の寄

託を受けて、NMR、

MS の高度解析技術

を利用した品質管

理のもと NPDepoラ

イブラリーを拡張

するとともに、こ

れらの化合物の有

用性を評価する。 

データ科学の導入

と情報基盤整備に

関しては、プール培

養した微生物・動物

細胞のバーコード

 

●アミノ酸から成る高

分子を複合材として利

用する際に、レジンな

どとの界面接着性を向

上させる手法およびア

ミノ酸から成る高分子

を開発した。 

 

●光合成細菌をホスト

として、人工的なシル

クタンパク質を合成す

ることに成功した。ま

た、二酸化炭素と窒素

を原料として、シルク

タンパク質を生合成で

きることを示した。 

 

⑤先端技術プラットフ

ォーム 

●先進的なケモインフ

ォマティクスと安定同

位体標識を組み合わせ

た植物メタボロームア

ノテーション基盤を確

立した。また、実用植物

に特徴的な代謝産物を

含む植物メタボローム

の微量高速分析系を確

立して、モデル植物お

よび実用植物の大規模

メタボロームデータ取

得を開始した。 

 

●顕微鏡、イメージン

グ技術開発について

は、3次元広域電顕画像

取得法、光電子相関顕

微鏡法および質量顕微

鏡の開発を進めた。ま

た、大型顕微鏡を用い

て、約 50件の共同研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●様々な生物に応用可能な生

体内の多様なメタボロームを

包括的に解析できる基盤技術

である。世界最高水準の研究

開発成果であり、また国際科

学雑誌の表紙を飾るなど大き

な注目を集めた。さらに当初

計画を前倒しで進捗してお

り、非常に高く評価する。 
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シーケンスから得

られる大量データ

を活用し、化合物に

よる表現型と遺伝

子機能を統合した

ケミカルゲノミク

スネットワークの

構築を開始する。 

を遂行した。 

 

●表現型解析技術につ

いては、自動タイムラ

プスイメージング、セ

ルモーションイメージ

ング、一括測定が可能

なイメージング型プレ

ートリーダーを導入

し、各装置について取

り扱い説明会を行っ

た。またパイロットテ

ストを行い良好な結果

を得ることができ、各

機器の運用準備が整っ

た。 

 

●天然化合物バンクに

ついては、名古屋大学

トランスフォーマティ

ブ生命分子研究所およ

び理研ケミカルプロー

ブプロジェクトの有機

合 成 化 学 者 か ら 約

1,400 化合物の寄託を

受けた。質量分析装置

（UPLC/MS）を利用した

品質管理を行うととも

に、化合物の生物活性

を評価しヒット化合物

を見出した。 

 

●データ科学の導入と

情報基盤整備に関して

は、プール培養したバ

ーコード化された微生

物・動物細胞ライブラ

リーを様々な化合物で

処理することにより得

られた大量の化合物プ

ロファイルデータを活

用し、化合物による表
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現型と遺伝子機能を統

合したケミカルゲノミ

クスネットワークの基

盤の構築に成功した。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（７） 創発物性科学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑥ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

19 

305 

      予算額（千円） 2,319,610 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

52 

3 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

47 

21 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

―  

118/ 

990,393 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 141       

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 環境調和型の持続

可能な社会の実現

に向けて、超低消費

電力デバイス等の

環境・省エネルギー

関連技術の研究開

発が求められてい

本研究では、創発

物性科学の概念に

基づき、これまで

展開してきた強相

関物理･超分子機

能化学･量子情報

エレクトロニクス

本研究では、創発

物性科学の概念に

基づき、これまで

展開してきた強相

関物理･超分子機

能化学･量子情報

エレクトロニクス

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

① エネルギー機能創

発物性 

●高温超伝導体の開発

については、第一原理

計算の結果、転移温度

にはスピン軌道相互作

用による電子格子相互

 

 

●第一原理電子状態計算と予

測に基づく実験によって、超

伝導転移温度が決まる微視的

機構が明らかになったこと

は、高温超伝導体設計への道

＜評価すべき実績＞ 

・超薄型有機太陽電池において、大幅な光電変換効率向上と耐熱性、耐久性の向上を

達成し、それらを用いて自立型センサーデバイスという新たな応用研究へと展開し

たことは、高く評価できる。 

・多孔性結晶材料において耐熱性と自己修復性とを両立するための材料指針が開拓

されたことや、過去最高の強度かつ軽量性・断熱性・耐熱性にも優れたエアロゲル

を新規開発したことにより、それぞれの成果が産業技術分野で利用されることが期
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る。このため、これ

までの研究開発を

融合・加速させ、エ

ネルギー機能創発

物性、創発機能性ソ

フトマテリアル、量

子情報電子技術、ト

ポロジカルスピン

トロニクスの４つ

の研究テーマに取

り組み、環境中の熱

や光を高効率で収

集しエネルギーに

変換する新物質の

開発や超高速・超効

率的な情報処理技

術、超低消費エネル

ギー技術などの、革

新的なハードウェ

アの創製を可能に

する新しい学理の

構築と概念実証デ

バイスの開発を推

進する。 

の 3 部門の融合を

加速させ、 

①革新的なエネル

ギーの創成・輸送

機能の実現を目指

すエネルギー機能

創発物性研究、 

②人との親和性に

優れたソフトロボ

ティクス等への貢

献を目指す創発機

能性ソフトマテリ

アル研究、 

③低消費電力で超

高速・高効率情報

処理を行う量子計

算技術や物性予測

の実現に貢献する

量子情報電子技

術、 

④省エネルギーエ

レクトロニクスの

実現に貢献するト

ポロジカルスピン

トロニクス研究 

に取組み、革新的な

ハードウェアの創

製を可能にする新

しい学理の構築と

概念実証デバイス

の開発を行うこと

で、環境調和型の持

続可能な社会の実

現に貢献するとと

もに若手人材の育

成を推進する。 

の 3 部門の融合を

加速させ、 

①革新的なエネル

ギーの創成・輸送

機能の実現を目指

すエネルギー機能

創発物性研究、 

②人との親和性に

優れたソフトロボ

ティクス等への貢

献を目指す創発機

能性ソフトマテリ

アル研究、 

③低消費電力で超

高速・高効率情報

処理を行う量子計

算技術や物性予測

の実現に貢献する

量子情報電子技

術、 

④省エネルギーエ

レクトロニクスの

実現に貢献するト

ポロジカルスピン

トロニクス研究に

取組み、革新的な

ハードウェアの創

製を可能にする新

しい学理の構築と

概念実証デバイス

の開発を行うこと

で、環境調和型の

持続可能な社会の

実現に貢献すると

ともに若手人材の

育成を推進する。 

  

① エネルギー機

能創発物性  

革新的なエネルギ

ーの創成・輸送機

能の実現を目指

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

作用の増強効果が重要

であることを明らかに

し、転移温度向上の手

掛かりを得た。 

 

●高い熱電変換性能を

持つ材料の開発につい

ては、ホイスラー化合

物の巨大な横熱電係数

が、バンド交差点近傍

の電子状態により変化

することを理論的に明

らかにした。また、新規

PbS コロイド量子ドッ

ト薄膜を作製し、熱電

性能指数の一つである

電力因子が室温で巨大

な値（100μW/K・cm2）を

とることを見出した。 

 

●光電変換の新機構の

研究では、反転対称性

を持たない結晶におい

てシフトカレントの高

速ダイナミクスと励起

スペクトルを取得する

ことにより、サブピコ

秒の時間分解能でのシ

フトカレント発生の観

測に成功し、設計に向

けた理論との定量的な

比較を可能とした。 

 

●有機太陽電池の材料

開発では、側鎖だけが

異なる２種の有機半導

体ポリマーを精密に設

計・合成し、半導体分子

の混合状態における界

面構造を分子レベルで

制御できることを見出

すとともに、天然物（ク

を切り拓く成果であり、高く

評価する。 

 

 

 

●バンド交差点近傍の電子状

態により熱電応答特性が増大

するという新機構が理論的に

示され、また、コロイド量子

ドット薄膜に電界効果ドーピ

ングによって巨大な電力因子

が見出されたことは、熱電材

料開発を推進する上で重要な

成果であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●シフトカレントの微視的理

論と時間分解スペクトルの実

験を比較することによって、

その量子力学的本質を明らか

にしたことは、新機構の光電

変換素子の性能向上の基礎学

理に大きく寄与する成果であ

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●有機半導体の側鎖が太陽電

池の構造と素子性能に大きな

影響を及ぼすことを解明し、

優れた新規材料を開発したこ

とは、有機太陽電池の効率化・

フレキシブル化に向けた材料

開発の指針となり、非常に高

く評価する。 

 

待でき、高く評価できる。 

・量子情報電子技術の実現に向けて、量子ビットの開発や量子非破壊測定において、

世界をリードする成果が得られている。また量子シミュレータの開発では、超伝導

回路上でトポロジカル転移相に伴う信号を観測し、量子シミュレータの基礎を築く

重要な成果が得られており、非常に高く評価できる。 

・マルチフェロイック材料の特性解明、スキルミオンの 3 次元構造の観測及びその

ダイナミクスの理論・実験等を世界に先駆けて開発し、革新的な省エネルギー技術

の確立が期待されるトポロジカルスピントロニクス材料に関する研究が大きく進

展しており、高く評価できる。 

・人材育成面に関しては、独自プログラムの設置、若手人材の発掘、強力なメンター

シップにより次世代研究リーダーの育成を行い、優れた研究者の育成・輩出に貢献

していることは高く評価できる。また清華大学等、中国のトップ研究機関と緊密な

連携を確立するなど、日中の研究交流、頭脳循環に貢献しており、高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・得られた革新的な成果を最大限実用化につなげるために、引き続き、国内外の研究

機関や企業等との連携を積極的に推進することが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・スピン注入磁化反転は、その物理だけでなくメモリや電子デバイスなどの応用に向

けて国際的に精力的な研究が続いている研究課題であるが、ここでは強誘電性のマ

ルチフェロイクス材料において実際に磁化反転を観測する優れた成果を挙げてい

る。 
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し、理論・実験双方

からのアプローチ

を用いて、高効率

エネルギー変換機

能材料の開発を行

う。また並行して、

理論的予測や機械

学習を用いた広範

囲の物質探索と高

温超伝導体の設計

を行う。それらの

成果に基づいた物

質合成やデバイス

への応用研究等を

行う。  

平成 30年度は、高

温超伝導体の開発

では超伝導転移温

度の向上に向け第

一原理計算による

予測・物質設計を

行う。高い熱電変

換性能を持つ材料

の開発に向け、バ

ンド交差等を用い

た熱電変換の新機

構解明を理論的に

行い、高い伝導度

を示すコロイド量

子ドット薄膜等の

物質及び機能開発

を推進する。太陽

電池では新機構で

ある反転対称性を

持たない結晶によ

るシフトカレント

の設計や有機半導

体の側鎖部分の精

密設計による固体

構造制御、近赤外

領域に光電変換機

能を持つ新規材料

ロロフィル）由来の化

合物を用いて新規材料

の開発に成功した。 

 

●耐熱性（120℃）と高

いエネルギー変換効率

（10.5%）を兼ね備えた

「超薄型有機太陽電

池」の開発に成功する

とともに、この電池で

駆動し、心電波形を計

測する「皮膚貼付け型

心電計測デバイス」の

開発にも成功した。 

 

 

② 創発機能性ソフト

マテリアル 

●超分子材料の開発に

ついては、可逆的に修

復可能な無数の結合を

用い、対称性の高い分

子を異方的に自己組織

化させることにより、

優れた耐熱性と自己修

復性を両立した多孔性

結晶材料の開発に成功

した。 

 

●光エネルギーを熱エ

ネルギーに変換可能な

金ナノ粒子を、静電反

発力を内包したアクア

マテリアルに添加する

ことにより、光による

遠隔操作で高速に大変

形（0.5秒で 1.8倍に伸

縮）するソフトアクチ

ュエーターの開発に成

功し、生体組織内部で

もその非侵襲的操作が

可能であることを実証

 

 

 

 

●超薄型有機太陽電池におい

て大幅な効率向上と耐熱性、

耐久性の向上を達成し、それ

らを用いて自立型センサーデ

バイスという新たな応用研究

へと展開したことは、太陽電

池の機能高度化と効率化への

大きな貢献であり、非常に高

く評価する。 

 

 

 

 

 

●多孔性結晶材料において、

耐熱性と自己修復性とを両立

するための前例なき材料設計

指針が開拓されたことで、産

業技術分野での活用が期待さ

れ、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●ソフトアクチュエーターの

開発において、前年度までに

構築してきた基本学理をもと

に、光による遠隔操作が可能

で変化特性に優れた材料を開

発するとともに、生体組織内

部での非侵襲的操作の可能性

も実証しており、非常に高く

評価する。 
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の開発を通じての

効率化やフレキシ

ブル化等の高度化

を行う。  

 

② 創発機能性ソ

フトマテリアル  

革新的なソフトロ

ボティクス等によ

る超スマート社会

の実現を目指し、

従来のアクチュエ

ーターとは異なる

新しい力の発生機

構によるソフトア

クチュエーター材

料を開発する。ま

た、人との親和性

に優れた化学・環

境センサーの創出

及びセンシングの

ための新原理の探

求と材料開発を行

い、それらを統合

しフレキシブルデ

バイスのプロトタ

イプ作製等を行

う。  

平成 30年度は、フ

レキシブルエレク

トロニクス材料、

センサーやアクチ

ュエーターの構成

要素である高分子

材料の寿命や信頼

性を高めるべく、

高強度性と高速自

己修復性を両立し

た高分子材料の開

発を行う。静電反

発を内包したアク

アマテリアルを用

した。 

 

●エアロゲルの中でも

最高の機械的強度（圧

縮時における最大ひず

み 80%、最大応力 55 

MPa、繰り返し変形耐性

100回以上）を示し、軽

量性・断熱性・耐熱性に

も優れたエアロゲルを

開発した。 

 

③ 量子情報電子技術 

●天然 Si/SiGe による

独立 2 量子ビットと 2

量子ビットゲートを実

現し、各々世界最高値

の操作精度（99.5%、

95%）が得られることを

確認した。また、量子ビ

ットのゲートパルス操

作に直角位相制御法を

適用することにより、

操作精度が大きく改善

できることを実証し

た。 

 

●量子ビットの読み出

し忠実度の改善に最適

とされる量子非破壊測

定法を、GaAs 量子ドッ

トを用いて実現し、忠

実度 89%を得ることに

成功した。また、GaAs を

Si に置き換え、スピン

に適した雑音環境制御

法を開発することによ

り、99.9%以上の忠実度

が得られることを確認

した。 

 

●超伝導量子ビットの

 

 

●新規開発されたエアロゲル

において、従来の常識を覆す

過去最高の強度を実現すると

ともに、実用化に重要な機能

を持たせることにも成功して

おり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●Si 量子回路構成要素とし

て、操作精度の高い、独立 2量

子ビットと 2 量子ビット論理

ゲートの実装及び多重ドット

作製技術の開発が進行してお

り、また、世界最高の操作精

度が得られたことから、高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

●量子情報電子技術の実現に

向けて重要な要素技術である

量子非破壊測定に成功し、Si

を用いた 99.9%以上の最高の

忠実度が得られることを確認

し、世界をリードする成果が

得られたことから、非常に高

く評価する。 
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いたソフトアクチ

ュエーターの温度

応答能の向上を目

指す。また、乾燥条

件で利用するセン

サーやアクチュエ

ーターのための新

たな構成要素とし

て、エアロゲル（空

気を主成分とする

プラスチック代替

マテリアル）に対

し、高い弾性・繰返

変形耐性を持たせ

るための材料開発

を行う。  

 

③ 量子情報電子

技術 

量子情報電子技術

の実現に向けて、

低消費電力で超高

速・高効率情報処

理が可能とされる

量子計算の優位性

を実証することを

目指し、拡張性の

ある集積化技術及

び、量子制御技術

の開発を行う。ま

た、量子シミュレ

ーション技術の機

能実装と高精度化

を行う。それらの

成果を基にデジタ

ル量子計算機のプ

ロトタイプ作製

と、量子シミュレ

ータの動作原理を

実証、物性予測の

原理を確認する。  

平成 30年度は、Si

集積化に向けて、拡張

性のある 2 次元集積化

実装技術及び量子ビッ

ト制御・観測多重化技

術を開発しており、中

長期計画が進捗してい

る。 

 

●量子シミュレータの

開発では、2 次元ジョセ

フソン接合列における

転移を超伝導空洞共振

器のマイクロ波応答と

して観測することに成

功した。また、超伝導 LC

共振器を介して全結合

を可能にする超伝導量

子アニーリング回路が

有用であることをシミ

ュレーションで確認し

た。さらに、二つのマイ

クロ波単光子源間の量

子相関の実験を行っ

た。 

 

④ トポロジカルスピ

ントロニクス 

●マルチフェロイック

物質の六方晶鉄酸化物

単結晶試料で 250 K に

おいて、電場によって

磁化を反転することに

成功し、さらに室温で

電場による磁気ドメイ

ン変化を磁気力顕微鏡

観察によって可視化し

た。また、マルチフェロ

イック半導体薄膜にお

ける電流誘起磁化反転

にも成功した。 

 

●磁気スキルミオンの

 

 

 

 

 

 

 

 

●量子シミュレータの開発で

は、超伝導回路上の人工量

子多体系の相転移に、回路

量子電磁力学の手法でアプ

ローチする方法を初めて示

し、トポロジカル相転移に

伴う信号を観測したこと

は、量子シミュレータの基

礎を与える重要な成果であ

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●マルチフェロイック鉄酸化

物における室温近傍での電

場による磁化反転の実現

や、マルチフェロイック半

導体薄膜における電流誘起

磁化反転の実現は、省消費

電力スピントロニクスへの

道を拓くものであり、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●スキルミオンの 3 次元構造
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量子ドットのスピ

ンによる 2 量子ビ

ットの操作を実現

し、操作精度を評

価する。また、複数

ビット化に適した

多重ドット構造と

スピン操作の方

法、高精度なスピ

ン操作に適した雑

音環境制御法を開

発する。超伝導量

子ビットの集積化

に向けて、拡張性

のある 2 次元集積

化実装技術及び量

子ビット制御・観

測多重化技術を開

発する。量子シミ

ュレータの開発で

は、量子アニーリ

ングに向けた超伝

導 LC共振器を介し

た量子ビット間結

合、二つのマイク

ロ波単光子源間の

量子相関の実験を

行う。  

 

④ トポロジカル

スピントロニクス  

革新的な省エネル

ギーエレクトロニ

クス技術を確立す

ることを目指し、

磁性におけるトポ

ロジー概念を活用

したトポロジカル

エレクトロニクス

の開発に取組み、

それらを用いてエ

ネルギーロスを極

3次元的構造が、スキル

ミオンストリングが不

純物によって変形する

際に現れる実効的な電

場に起因することを解

明した。また、室温にお

いて、理論で予測され

ていたメロン、アンチ

メロンと呼ばれるトポ

ロジカルなスピン構造

を世界で初めて観測す

ることに成功した。 

 

●トポロジカル絶縁体

を用いた界面ヘテロ超

構造を作製し、近接効

果によって 2 次元超伝

導を発現させ、超伝導

ダイオード効果の実現

に成功した。 

 

 

 

⑤ 人材育成 

●東京大学、中国清華

大学に若手研究者主宰

の連携研究室を設置

し、若手研究リーダー

の人材育成を行った。

また、中国のトップ研

究機関である中国科学

院と清華大学との 3 者

で緊密な連携を確立

し、合同ワークショッ

プを開催して研究交

流、頭脳循環を進めた。 

 

●センターの特色を活

かした活発な異分野間

交流と、より広い知識

や視野を育む環境の整

備により、上級研究員

の観測及びそのダイナミクス

の理論・実験、新しいトポロ

ジカルスピン構造であるメロ

ンの実空間観測など世界をリ

ードする新発見が続いてお

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●トポロジカル絶縁体と超伝

導体との界面超伝導に基づく

超伝導ダイオードの実現に初

めて成功しており、マヨラナ

粒子を用いた量子デバイス設

計の基礎を与えるものである

ため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●2 機関との連携研究室を運

営し人材を育成するととも

に、清華大学、中国科学院と

いう中国のトップ研究機関

との緊密な連携を確立した

ことは、日中の研究交流、頭

脳循環を推進する上で極め

て有効な施策であり、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

●若手研究者のキャリアパス

をバックアップする仕組みが

機能し、昇任や転出、新規採

用が数多く行われ、人材育成

と頭脳循環に大きく寄与して
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小にするスピン・

電子輸送の実現に

向けた概念実証デ

バイスを作製す

る。  

平成 30年度は、マ

ルチフェロイック

物質（強磁性と強

誘電性の両方の性

質を持つ電気磁気

結合物質等）の単

結晶試料におい

て、200K 以上の温

度で、電場によっ

て磁化の制御を実

現する。渦状トポ

ロジカルスピン構

造である磁気スキ

ルミオンに関して

は、その 3 次元的

な構造を理論的に

解明し、同時に電

子顕微鏡により観

測する。トポロジ

カル絶縁体（内部

は絶縁体だが表面

は高い電子移動度

を持つ金属状態が

現れる物質）に関

しては、超構造を

作製して超伝導近

接効果を実現し、

そのスピン制御を

行う。  

 

⑤ 人材育成 

日本の科学力向上

を目指し、国内外

の大学と連携し、

研究リーダー人材

の育成を行う。セ

ンターの特色を活

が文部科学大臣表彰若

手科学者賞を受賞し

た。また、研究員が国立

大学の教授や准教授職

に転出するなど、優秀

な若手研究者の育成・

輩出を行った。 

 

●引き続き、産業技術

総合研究所との合同ワ

ークショップを開催す

るとともに、ワークシ

ョップをきっかけとし

た共同研究を支援する

マッチンググラント

「理研-産総研連携研

究支援制度」を立ち上

げ、2課題を採択した。

また、第２回目となる

物質・材料研究機構と

の合同ワークショップ

を開催し、新たな共同

研究を推進した。 

 

 

おり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●特定国立研究開発法人であ

る産業技術総合研究所と物

質・材料研究機構との連携を

強化し、国内の基礎から応用

までの一気通貫の研究体制を

整えたことは我が国の研究力

強化に大きく寄与しており、

非常に高く評価する。 
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かし異分野間交流

を活発に行い、よ

り広い知識と視野

を育む環境を整備

する。また、産業界

から積極的に若手

人材を受入れ、世

界最先端の研究を

協力して行う。  

平成 30年度は、東

京大学、中国清華

大学において若手

研究者主宰の連携

研究室を設置し、

シニア研究者によ

るメンターシップ

の下、研究リーダ

ー人材育成を行

う。センターの特

色を活かし物理、

化学、量子技術等、

異分野間でシンポ

ジウム・討論会を

開催し、若手研究

者を中心に発表・

討論する機会を設

け、より広い知識

と視野を育む環境

を整備する。産業

界から積極的に若

手人材を受入れ、

世界最先端の研究

を共同で実施し、

研究開発リーダー

人材育成にも貢献

する。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（８） 光量子工学研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑦ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

36 

79 

      予算額（千円） 888,298       

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

103 

13 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

42 

6 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 142/ 

1,262,886 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 76       

  



134 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 光・量子技術は、「超

スマート社会」の実

現に資する我が国

が強みを有する基

盤技術であり、革新

的な計測技術、情

報・エネルギー伝達

技術、加工技術の強

化等が求められて

いる。このため、超

高速の物理現象の

解明や生体の超解

像イメージング等

の最先端の学術研

究に加え、革新的な

材料開発、インフラ

構造物の保全等、社

会的にも重要な課

題の解決に向けて、

これまで得られた

知見を活用しつつ、

極短パルスレーザ

ーの発生・計測技

術、超高精度レーザ

ーの制御技術、非破

壊検査技術といっ

た最先端の光・量子

の発生、制御、計測

による新たな光量

子技術の研究開発

を推進する。 

本研究では、最先

端の光・量子技術

の研究として、 

①超高精度レーザ

ーや極短パルスレ

ーザーの発生、制

御、計測技術を追

究し、物質・材料科

学や測地学への応

用展開を目指すエ

クストリームフォ

トニクス研究、 

②顕微計測技術と

レーザー加工技術

を融合し、精密加

工・極微光計測技

術の工学・生物医

科学応用を目指す

サブ波長フォトニ

クス研究、 

③独自のテラヘル

ツ光発振技術、計

測技術を発展さ

せ、テラヘルツ光

による機能制御・

物質創成等を目指

すテラヘルツ光研

究、 

④非破壊インフラ

計測技術、レーザー

計測技術、特殊光学

素子の開発等、最先

端の光・量子技術の

社会への活用を目

指す光量子技術基

盤開発を推進する

ことで、社会的に重

要な課題の解決に

本研究では、最先

端の光・量子技術

の研究として、 

①超高精度レーザ

ーや極短パルスレ

ーザーの発生、制

御、計測技術を追

究し、物質・材料科

学や測地学への応

用展開を目指すエ

クストリームフォ

トニクス研究、 

②顕微計測技術と

レーザー加工技術

を融合し、精密加

工・極微光計測技

術の工学・生物医

科学応用を目指す

サブ波長フォトニ

クス研究、③独自

のテラヘルツ光発

振技術、計測技術

を発展させ、テラ

ヘルツ光による機

能制御・物質創成

等を目指すテラヘ

ルツ光研究、 

④非破壊インフラ

計測技術、レーザ

ー計測技術、特殊

光学素子の開発

等、最先端の光・量

子技術の社会への

活用を目指す光量

子技術基盤開発を

推進することで、

社会的に重要な課

題の解決に貢献す

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

①エクストリームフォ

トニクス研究 

●高出力中赤外フェム

ト秒光源の波長域を現

状の 1.5 µmから 3.0 µm

まで拡大する計画だっ

たが、3.6 µm まで拡大

させ、さらに波長 1～2 

µm 領域でテラワット級

のピークパワーを達成

し、中長期計画が大幅

に進展した。 

 

●独自に考案したダブ

ルチャープ光パラメト

リック増幅法を用い

て、テラワット級赤外

フェムト秒レーザーか

ら軟 X 線領域の高次高

調波を発生させ、その

特性を評価した。順調

に中長期計画が進捗し

ている。 

 

●メンテナンスフリー

化を行った無人運転可

能な可搬型光格子時計

のプロトタイプを用い

て、東京スカイツリー

の展望回廊と地表の標

高差を高精度に計測

し、光格子時計の重力

ポテンシャル計として

の有用性を示した。 

 

●極短可視光パルスを

用いた新しい多次元振

動分光法の開発を行

① エクストリームフォトニ

クス研究 

●波長域、出力ともに当初の

年度計画を大きく上回り、高

強度中赤外フェムト秒レーザ

ーの開発に革新的進展をもた

らす研究成果であるため、非

常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●相対論的効果を利用した光

格子時計の実証実験を行った

だけでなく、実験の様子がメ

ディアに大きく取り上げられ

たことにより、基礎研究の重

要性とその社会的価値を広く

一般に知らしめた成果である

ため、高く評価する。 

 

 

 

●化学反応座標の解明に新し

い道を拓くもので、複雑分子

の化学反応や機能発現のメカ

＜評価すべき実績＞ 

・高出力中赤外フェムト秒光源の波長域を拡大し、波長 1～2 µm 領域でテラワット

級のピークパワーを達成したことは、高強度中赤外フェムト秒レーザーの開発に進

展をもたらす成果であり、評価できる。 

・光格子時計の実証実験において、東京スカイツリーの展望回廊と地表の標高差を高

精度に計測し、光格子時計の重力ポテンシャル計としての有用性を示したことは評

価できる。 

・極短可視光パルスを用いた多次元振動分光法を開発し、反応途中の光受容タンパク

質中における二つ以上の異なる分子振動間結合の観測に成功したことは評価でき

る。 

・高速超解像共焦点ライブイメージング顕微鏡を高度化し、その技術を用いてゴルジ

体内のタンパク質輸送の仕組みを明らかにする等の成果を創出しており、評価でき

る。 

・画像情報処理技術と機械学習を用いた早期胃がん領域の高精度抽出手法の開発や、

多次元画像情報処理技術と 3D プリンター技術を用いた患者個体別の人工骨の創製

法を開発したことは、疾患の早期発見・早期治療等に貢献する成果として評価でき

る。 

・3 次元メタマテリアル光吸収流路デバイスの加工法を開発し、極微量分子の超高感

度検出・同定に成功したことは、農薬や疾病に由来する物質等の超高感度検出に貢

献する成果である。また、独自のフェムト秒レーザーマニピュレーション技術を用

いたサブ波長解像度での技術開発が進展していることは評価できる。 

・出力範囲 0.3～1.2 THzの広帯域バックワードテラヘルツ波長可変光源を製作する

とともに、連続波とパルス波のテラヘルツ光源について感度較正法を確立してお

り、順調に計画を遂行していると評価できる。 

・高強度テラヘルツ光の照射によって、生体に関連するタンパク質の一つであるアク

チン繊維の形成率が 3.5倍に増加することを発見しており、テラヘルツ波のライフ

サイエンス分野における新たな計測法・制御法の提供につながる成果として評価で

きる。また、高強度テラヘルツ光を照射しながら、タンパク質や細胞の顕微鏡観察

が可能な可搬型プラットフォームの構築や、テラヘルツ量子カスケードレーザーの

高出力化・高温動作性能の向上を実現するなど、テラヘルツ光研究が進展している

ことは評価できる。 

・トンネル壁面のコンクリートの状態を計測する車両走行型高精細レーザー表面計

測技術を開発・実証するなど、最先端レーザー基盤技術の開発が進展していること

は評価できる。 

・理研小型中性子源システム(RANS)を用いて、非破壊で深さ方向のコンクリート内部

の塩分濃度分析を計測する技術を開発したことは、インフラの診断や健全性維持に

大きく貢献する成果として評価できる。 

・民間企業の若手研究者の受入れ指導や、理化学研究所の若手研究者が主体的立場と
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貢献する。さらに、

次世代の光量子科

学研究を担う人材

を育成し、科学技術

力の底上げに努め

る。 

る。さらに、次世代

の光量子科学研究

を担う人材を育成

し、科学技術力の

底上げに努める。  

 

① エクストリー

ムフォトニクス研

究  

アト秒パルス発

生・計測技術の高

度化により、サブ

キロ電子ボルトの

アト秒パルス発

生・計測、スピン計

測技術を開発し、

磁性体イメージン

グを実現する。ま

た、光格子時計の

高度化、重力差精

密計測技術の開発

により、光格子時

計を利用した屋外

無人運転での重力

差測定及びリモー

ト診断技術を開発

し、測地計測を実

現する。  

平成 30年度は、サ

ブキロ電子ボルト

のアト秒パルス発

生の実現に向け、

これまで独自に開

発した高出力中赤

外フェムト秒光源

の波長域を現状の

1.5 µmから 3.0 µm

まで拡大するとと

もに、軟 X 線領域

の高次高調波を発

生させ、その特性

を評価する。光格

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

い、反応途中の光受容

タンパク質中における

二つ以上の異なる分子

振動間結合の観測に成

功した。 

 

②サブ波長フォトニク

ス研究 

●高速超解像共焦点ラ

イブイメージング顕微

鏡を高度化し、イメー

ジインテンシファイア

による 106 倍のシグナ

ル増倍と高速高精細

CMOS カメラの利用によ

って、各 1 msecフレー

ムでの単一光子計測に

成功した。 

 

●多色・超解像・高速で

の蛍光イメージングが

可能な高速超解像ライ

ブイメージング技術を

用いて、細胞小器官の

一つであるゴルジ体の

内部において、積荷タ

ンパク質が輸送される

仕組みを明らかにし

た。 

 

●ホタルが産生する化

合物とタンパク質をベ

ースに新規の人工生物

発光システム AkaBLIを

開発し、生体深部にお

ける蛍光や発光のシグ

ナルを検出する技術を

開発した。順調に中長

期計画が進捗してい

る。 

 

●高度な画像情報処理

ニズムの本質的理解に大きく

貢献するものであり、非常に

高く評価する。 

 

 

 

② サブ波長フォトニクス研

究 

●2Dにおいて 71 nm 解像、3D

において 20 立体/秒という時

空間分解能は世界最高性能で

あり、細胞生物学分野の基礎

研究を革新的に発展させる成

果であるため、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

●2006年に理研が提唱したゴ

ルジ体内のタンパク質輸送の

仕組みを、独自に開発した高

速超解像共焦点ライブイメー

ジング技術を用いて、12年か

けて裏付けた成果であるた

め、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●内視鏡専門医の判断に迫る

なって活動する場の設定等、将来のイノベーションの担い手となる人材育成の取組

を積極的に実施していることは評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・引き続き、幅広い応用展開が期待される光量子工学研究が精力的に推進され、社会

的に重要な課題の解決に貢献する光量子技術基盤開発が進展することを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・AI による早期胃がんの高精度内視鏡検出や世界最高性能の高速超解像ライブイメ

ージングによる細胞内微小器官のダイナミクス観察等、卓越した成果が創出されて

いる。いずれも波及効果の高い成果であり今後医療現場での実用化に発展すること

を期待する。他にも、目標を上回る成果を計画の前倒しで達成したテーマも多い。 

・ImPACT や SIP といったプログラムの外部資金を獲得する等、マネジメントにおい

ても優れた成果を挙げている。国の施策とも連携して更に研究を加速し、より大き

な成果が創出されることを期待する。 
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子時計の開発にお

いては、メンテナ

ンスフリー化を行

った無人運転可能

な可搬型光格子時

計のプロトタイプ

を用いて、光格子

時計の重力ポテン

シャル計としての

有用性を示す実証

実験を行う。  

 

② サブ波長フォ

トニクス研究  

超解像実時間イメ

ージング技術の開

発により、高速化・

多次元化の実現及

び超解像 5 次元顕

微イメージングに

より生体機能を詳

細に解明する。ま

た、超微細立体加

工技術の高度化に

より、ナノスケー

ル立体加工技術の

構築、超解像構造

の機能素子を開発

し、ナノスケール

機能素子の製作と

応用を推進する。  

平成 30年度は、超

解像イメージング

の高速化・多次元

化に向け、可視光

サブ波長の解像度

を備えたライブ顕

微鏡による光子計

測、生体深部にお

ける蛍光や発光の

シグナルを効率的

に検出する技術の

技術と機械学習を用い

て、各 100枚の正常画像

と対象画像のセットか

ら、早期胃がん領域の

高精度抽出手法を開発

した。 

 

 

●多次元画像情報処理

技術と 3Dプリンター技

術を組み合わせ、患者

個体別に高強度かつ内

部構造を有する人工骨

の創製法を開発した。 

 

●間隔 20 nm のナノ流

路の上下に金属サブ波

長構造を配置した 3 次

元メタマテリアル光吸

収流路デバイスの加工

法を開発し、10-19 モル

の極微量分子の超高感

度検出・同定に成功し

た。 

 

 

 

●独自のフェムト秒レ

ーザーマニピュレーシ

ョン技術を用いた 2 光

子造形法により、サブ

波長解像度でガラス流

体内部に、3 次元ポリマ

ーマイクロ構造体を集

積化する技術を開発し

た。 

 

 

③テラヘルツ光研究 

●ニオブ酸リチウム結

晶を用いて出力範囲を

拡充し、0.3～1.2 THz

90％近い確率で早期胃がん領

域の高精度抽出手法を開発し

たことは、日本で罹患率が高

いと言われる胃がんの早期発

見・早期治療に大きく貢献す

る成果であり、非常に高く評

価する。 

 

●高齢化社会が進む中、骨粗

しょう症など骨に関わる疾患

の早期治療や患者の生活の質

(QOL)向上への貢献が期待さ

れる成果であり、非常に高く

評価する。 

 

●当初の年度計画を上回り、

開発した 3 次元メタマテリア

ル光吸収流路デバイスを用い

て、極めて高い感度で、極微

量分子(10-19モル:分子10,000

個に相当)の検出・同定に成功

したことは、農薬や疾病に由

来する物質などの超高感度検

出に貢献する成果であり、高

く評価する。 

 

 

●ガラス流体構造内部に、幅

700 nmのポリマーからなるナ

ノチャネルアレイの構築に成

功し、がん細胞のマイグレー

ション観察に応用できること

を示したことは、がん細胞の

転移メカニズム解明への寄与

が期待され、高く評価する。 

 

 

 

 

●バックワードテラヘルツ波

長可変光源の周波数範囲をイ

メージングに適したサブテラ
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開発、多次元画像

解析と機械学習に

よる生体組織の領

域抽出を行う。ナ

ノスケール立体加

工技術の構築に向

け、3 次元サブ波

長構造で構成され

るメタマテリアル

光吸収体の加工技

術の開発や独自の

フェムト秒レーザ

ーマニピュレーシ

ョン技術を用いた

サブ波長解像度で

の加工技術を開発

する。 

③ テラヘルツ光

研究 

新型波長可変光源

の開発により、広

帯域バックワード

テラヘルツ発振器

の製作、超広帯域

制御・超高感度検

出技術を開発し、

超広帯域アップコ

ンバージョン検出

システムを製作す

る。また、生細胞高

強度テラヘルツ光

照射観察装置の開

発により、生体組

織や高分子の構

造・機能変化の観

察、テラヘルツ光

による構造・機能

制御技術の高度化

により生体分子・

高分子の構造・機

能制御を実現す

る。 

の広帯域バックワード

テラヘルツ波長可変光

源を製作した。 

●連続波とパルス波の

両方のタイプのテラヘ

ルツ光源について、熱

型検出器を用いてテラ

ヘルツ帯の比較感度較

正法を確立した。 

 

●外部機関と連携し

て、高強度テラヘルツ

光を照射しながら、タ

ンパク質や細胞の顕微

鏡観察が可能な可搬型

プラットフォームを構

築した。 

 

●高強度テラヘルツ光

の照射によって、生体

に関連するタンパク質

の一つであるアクチン

繊維の形成率が 3.5 倍

に増加することを発見

した。 

 

 

 

 

●テラヘルツ量子カス

ケードレーザー(QCL)

の開発において、第一

原理計算に基づく量子

構造最適化により、新

たな構造の QCL デバイ

スを設計・作製し、80 

K(-193˚C)で従来比５

倍の出力を実現した。 

 

④光量子技術基盤開発 

●新規レーザー結晶

ヘルツ領域まで拡張し、他に

類をみない光源を製作したこ

とを高く評価する。 

 

●これまで比較検討が困難で

あった連続波とパルス波の両

方のテラヘルツ光源の相互比

較、特にパルス波の較正を可

能とする感度較正法を確立し

たことを高く評価する。 

 

●リアルタイムでテラヘルツ

光を照射しながら、タンパク

質や細胞の顕微鏡の変化を逐

次観察できる環境を構築し、

さらにそれをどこででも実現

できる可搬型としたことを高

く評価する。 

 

●高強度テラヘルツ光がタン

パク質の構造変化を誘起する

ことを世界で初めて実証し、

生体内高分子操作の可能性を

切り拓いたことは、テラヘル

ツ波のライフサイエンス分野

での新たな計測法・制御法の

提供に繋がる成果であり、非

常に高く評価する。 

 

 

●上位発光準位から高エネル

ギーサブバンド準位へのリー

ク電流を低減する設計手法を

世界で初めて発見し、高温動

作性能を向上させたことは、

QCLの高温・高出力に繋がる非

常に重要な成果であり、非常

に高く評価する。 
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平成 30年度は、広

帯域バックワード

テラヘルツ発振器

の製作に向け、ニ

オブ酸リチウム結

晶を用いて、出力

範囲 0.3THz から

1.0THz までの波長

可変光源を作製す

るとともに、テラ

ヘルツ光検出器の

感度較正法を確立

する。高強度テラ

ヘルツ光を用いた

生体組織、高分子

構造・機能変化の

観察の実現に向

け、生体に関連す

るタンパク質へ高

強度のテラヘルツ

光照射を実現し、

照射・無照射の場

合における相違を

明らかにする。 

 

④ 光量子技術基

盤開発 

レーザー計測の社

会実装を目指し、

最先端レーザー基

盤技術の開発によ

り波長可変型・用

途別レーザー装置

を製作し、レーザ

ーを用いたオンデ

マンドデバイスを

開発する。また、小

型中性子源システ

ムの可搬化や計測

診断技術の高度化

により、可搬型小

型中性子源システ

(Cr:CdSe)の開拓を行

い、中赤外における波

長可変領域を従来の

2.00 µm～2.70 µm から

2.00 µm～3.08 µm まで

拡大することに成功し

た。 

●用途別レーザー装置

としてトンネル壁面の

コンクリートの状態を

計測する車両走行型高

精細レーザー表面計測

技術を開発し、時速 50 

km/hで 0.2 mmの亀裂を

計測することに成功し

た。 

 

●特殊光学素子の開発

の一環として、制御分

解能 0.1 nm、温度制御

0.01˚C の空調を備えた

超精密加工システムを

開発し、回折効率が

80％を超える回折格子

の加工を実現した。順

調に中長期計画が進捗

している。 

 

●理研小型中性子源シ

ステム (RANS)を用い

て、非破壊で深さ方向

のコンクリート内部の

塩分濃度分析を計測す

る技術を開発した。 

 

⑤人材育成・マネジメ

ント等 

●センター独自の協定

に基づき、企業から若

手研究者４人を受け入

れ、研究指導と連携研

究を実施し、若手研究

 

 

 

 

 

 

 

●理研ベンチャーと協働し、

最先端のレーザー計測技術を

駆使して、社会問題となって

いる老朽化したトンネルなど

のインフラの保守・保全作業

を自動化する手法を開発し、

実証したことを非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●RANS の計測技術を高度化

し、コンクリート内部の空隙

や水の滞水状態だけでなく、

鉄の劣化に繋がる塩分濃度の

3 次元計測技術を開発したこ

とは、インフラの診断や健全

性維持に大きく貢献する成果

であり、高く評価する。 

 

●受け入れた企業人材のほと

んどが大学院の博士課程に進

学し、Ph.D.の取得に向けた研

究に精力的に取り組んでお

り、将来のイノベーションの
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ムを完成させ、屋

外インフラ構造物

計測技術の高度化

により、屋外イン

フラ計測システム

を実用化する。 

平成 30年度は、波

長可変型・用途別

レーザー装置の製

作に向け、新規レ

ーザー結晶の開拓

を行い、中赤外に

おける波長可変領

域を現状の 2.7 µm

から 3.0 µm まで拡

大する。また、装置

の基盤となる特殊

光学素子の開発の

一環として、超精

密微細機械加工技

術による回折効率

80%以上の回折分

光素子の研究開発

を行う。可搬型小

型中性子源システ

ムの完成に向け、

小型中性子源シス

テムによる非破壊

計測技術、定量評

価分析技術の高度

化を行う。 

 

者の研究開発技術の向

上やプレゼンテーショ

ン能力の養成を図っ

た。 

 

●光科学技術を様々な

問題を解決する基盤技

術として用いるために

若手研究者を主体とす

るセミナーを毎月開催

するとともに、センタ

ー所属者全員が参加す

るシンポジウムを開催

し、活発な議論を行っ

た。 

 

●東京大学のフォトン

サイエンス・リーディ

ング大学院に協力し、

半年間にわたり各チー

ムリーダーが講師とな

って、大学院生に対し

て最先端光科学に関す

る講義を行った。 

 

●女性研究者や若手研

究者の育成に積極的に

取り組んだ結果、女性

チームリーダー１名が

理研栄峰賞、若手研究

員２名が科学技術分野

の文部科学大臣表彰・

若手科学者賞、専任研

究員１名が第１回晝馬

輝夫賞を受賞した。 

担い手となる人材を育成した

ことを非常に高く評価する。 

●若手研究者が主体的に幹事

を務めることで将来、国際会

議などを運営する主導的立場

となるための素養を高め、全

研究室が発表するシンポジウ

ムで年齢に関係なく議論でき

る機会を設けたことを高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●光・量子分野において人材

不足となっている女性研究者

や若手研究者が優れた研究成

果を上げるための環境を整

え、当該分野の研究を牽引す

る人材を育成したことを非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（９） 加速器科学研究 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑧ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

9 

286 

      予算額（千円） 3,817,773 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

51 

60 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

15 

3 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 100/ 

490,659 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 121       

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 物質の根源的理解

や物質創成の謎の

解明を進めるとと

もに、その成果を応

用することにより、

食料・健康・環境・

エネルギー・資源問

題の解決に資する

ことが求められて

加速器研究基盤で

ある RI ビームフ

ァ ク ト リ ー

（RIBF）、並びに国

際協力に基づく米

国ブルックヘブン

国立研究所（BNL）

及び英国ラザフォ

ード・アップルト

加速器研究基盤で

ある RIビームファ

クトリー（RIBF）、

並びに国際協力に

基づく米国ブルッ

クヘブン国立研究

所（BNL）及び英国

ラザフォード・ア

ップルトン研究所

（評価軸） 

・科学技術基本計

画等に挙げられ

た、我が国や社会

からの要請に対応

するための研究開

発を、中長期目標・

中長期計画等に基

づき戦略的に推進

①原子核基礎研究 

●平成 30年度は二重魔

法数核 Ca-60 を含む８

種の中性子過剰な新同

位体元素を発見し、原

子核質量を予想する理

論モデルに強い制限を

与えた。 

 

 

●RIBF施設の継続的な高度化

により、新同位元素を発見し、

核図表の拡大に寄与している

ことを高く評価する。 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・BNL や RALとの共同研究を通じた新たな研究成果の創出、国際公募による課題選定

委員会の開催等、当該研究分野における国際的なリーダーシップの発揮、さらには

理化学研究所の国際的な頭脳循環のハブ機能の促進に貢献していることは評価で

きる。 

・ウランビームの加速器システムの高度化、ウランビーム強度の世界記録の連続的な

更新は、世界最高性能のビーム性能を可能とする RIBF の特長である効果的・効率的

な加速器システムの維持・向上につながり、加えてビームの更なる安定化による国

内外の研究者の研究基盤や共同研究の質の向上をもたらしていることは評価でき
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いる。このため、研

究基盤である RI ビ

ームファクトリー

の加速器施設の高

度化を進め、元素合

成過程の解明等の

原子核基礎研究を

幅広く展開すると

ともに、重イオンビ

ームによる農業・工

業・RI医薬等の産業

応用を推進する。さ

らに、原子番号 119 

番以上の新元素合

成に挑み、原子核の

寿命が極めて長く

なると予想されて

いる「安定原子核の

島」への到達に向け

た核合成技術の確

立を目指す。 

ン研究所（RAL）に

おいて、原子核や

素粒子を支配する

物理法則の学理を

究める。そのため

に、 

①原子核基礎研究

では、究極の原子

核像の構築、核合

成技術の確立、宇

宙における元素合

成過程の解明等を

目指す、並びに 

②BNL 及び RAL と

の国際協力に基づ

く素粒子物性研究

に取組む。また、 

③重イオン・RI ビ

ームを用いた学際

応用研究を進め

る。さらに 

④RIBF の加速器施

設の高度化・共用、

国内外の研究機関

とその研究者との

連携を推進し、これ

らにより原子核・素

粒子物理分野を進

展させ、学際応用研

究を含めた優れた

研究人材の育成に

資する。なお、RAL 

施設の運営は中長

期目標期間中に終

了する。 

（RAL）において、

原子核や素粒子を

支配する物理法則

の学理を究めると

もに重イオン・RI

ビームを用いた学

際応用研究を進め

る。 

 

① 原子核基礎研

究 

究極の原子核像の

構築に向け、元素

合成研究、元素変

換反応研究での魔

法数研究、状態方

程式研究を行う。

さらに原子核理論

研究と天体観測、

南極氷床コア解析

による研究等も組

み合わせ、宇宙に

おける元素合成過

程の解明を目指

す。 

平成 30年度は、金

属イオンビームと

重標的を利用し

て、119番元素の超

重元素合成研究、

中性子超過剰核内

部の有効相互作用

やクラスター効果

に着目した魔法数

異常性の研究及び

未知 RI核の特性の

解明、中性子星表

面の爆発現象の観

測や氷床コア自動

レーザー融解装置

の開発を通じた元

素合成過程研究を

できているか。 

 

・世界最高水準の

研究開発成果が創

出されているか。

また、それらの成

果の社会還元を実

施できているか。 

 

・研究開発成果を

最大化するための

研究開発マネジメ

ントは適切に図ら

れているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、各領域にお

ける主要な研究開

発課題等を中心と

した、戦略的な研

究開発の進捗状況 

 

・世界最高水準の

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

 

・研究開発の進捗

に係るマネジメン

トの取組 等 

●Ca 同位体の高効率・

高分解能質量測定に成

功し、理研で見出した

新魔法数 34の発現を確

証した。 

 

●中性子過剰な二重魔

法数核 Sn-132の巨大共

鳴状態の観測に成功

し、中性子星内部構造

などに関する理解が進

んだ。 

 

●理研で開発した超高

速スピン制御技術を利

用して、Cu-75の励起状

態の磁気モーメントの

測定に成功し、Cu-75の

内部構造に関する情報

を得た。 

 

●Mg-40 の励起状態の

観測に成功し、Mg-40で

魔法数 28が喪失してい

ること、他の Mg同位体

と比べて大きく変形し

た未知の構造をもつこ

とが明らかとなり、理

論研究に大きなインパ

クトを与えた。 

 

●平成 30年度は昨年度

の準備を経て、RRCから

得られるビームと仁科

記念棟 E6実験室に移設

した GARIS-IIを利用し

て、V-51と Cm-248反応

による 119 番新元素の

探索を実施した。 

 

●平成 30年度は、稀少

RI リングを利用した中

●魔法数研究、状態方程式研

究において、RIBF で達成可能

な新しい科学的知見を見いだ

し、インパクトファクターの

高い雑誌に成果が発表されて

いることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「熱い融合反応」を利用し

た 119 番元素生成の準備を着

実に進め、119番元素探索に挑

戦していることを高く評価す

る。 

 

 

 

 

●RIBFでのみ達成可能な実験

研究プログラムが国際共同研

る。 

・二重魔法数の中性子過剰核「カルシウム-60」の発見等は、原子核基礎研究の進展

に資することから、今後、中性子過剰な核物質の状態方程式に関する研究の進展に

繋がり、RIBF の研究拠点としてのプレゼンスを一層高めていることは評価できる。 

・リングサイクロトロンを利用したアスタチン-211 の大量製造の実現は、がんの放

射線治療の応用に加えて、核医薬品の開発への貢献等、RIBFの機能の特長である RI

の効果的な活用において、RI の意義の理解増進、RI 活用の可能性をさらに広げる

取組として、評価できる。 

・21 世紀発明賞を受賞した革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）による支援を

受けて権利化した特許「放射性廃棄物の処理方法」は、長寿命放射性元素を安定元

素や短寿命放射性核種に変換する活路を見出すものであり、放射性廃棄物の低減化

へ向けた研究への発展が期待される。これは、社会問題を解決し、国民生活へ貢献

するという原子核基礎研究の新たな価値を見いだす開発であり、評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・現在進めている大強度計画である「線形加速器の超伝導化」は、RIBF における研

究者の利用や共同研究をさらに推進するものであり、119 番と 120 番元素の探索の

着実な進展に向けて、研究環境を維持し、今後とも着実に整備・運営されることが

期待される。 

 

・RIBF として進める原子核基礎研究の意義について、国民生活への貢献につながる

わかりやすい研究成果の提示などを通じて、国民へのより一層の理解増進に努め

ることが期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・夢のあるサイエンスの探索を進めながら、可能な限り、非専門家の一般市民がその

意義を理解できるような形での成果の提示をお願いしたい。次の成果創出には長期

的な取組になると思うが、近視眼的な動向に左右されることなく着実な研究環境を

維持してニホニウムに続く次の大きな成果を期待する。 
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進める。 

さらに、RIBF を擁

する優位性を活か

して国内外の機関

との実験及び理論

両面での連携体制

を拡充するととも

に、当該分野の人

材育成を推進す

る。特にアジアの

研究機関との連携

を進め、原子核物

理学の学生を育成

するため「仁科ス

クール」を開催す

る。 

 

② BNL及び RALと

の国際協力に基づ

く素粒子物性研究 

陽子のスピン構造

や高温高密度核物

質の性質解明のた

め BNL の重イオン

衝 突 型 加 速 器

（RHIC）でジェッ

ト状の粒子生成の

完全測定を行うべ

く検出器の改造を

進める。 

理研 RAL ミュオン

実験施設は、建物

等を無償譲渡した

上で、今後 5 年間

共同運営し、完了

時に運営を RAL に

移行する。 

平成 30 年度は、

RHIC と大型計算機

を駆使し、実験研

究と格子量子色力

学数値シミュレー

性子過剰核の精密質量

測定、国際共同プロジ

ェクト BRIKENによるベ

ータ遅発中性子放出確

率など、元素合成過程

に関する大量のデータ

取得に成功した。 

 

●平成 30年度は、軽い

中性子超過剰核に発現

するアルファ凝縮現象

や 6 中性子状態などに

関するデータを取得す

ることに成功した。  

 

●センターの同位体・

微量分析の強みを生か

し、南極氷床コアから

特に約 320年前に起き

たとされるカシオペア

A超新星爆発の痕跡を

検証した。 

 

●革新的研究開発推進

プログラム（ImPACT）

での特許「放射性廃棄

物の処理方法」が 21

世紀発明賞を受賞し

た。次世代加速器の概

念設計を行い、大強度

ビーム用液体リチウム

標的の特許出願を行っ

た。核変換用加速器シ

ステムを提案した。 

 

●氷床コア自動レーザ

ー融解装置のプロトタ

イプ機を開発し、-

20℃下でダミー氷に対

し、レーザー溶融し融

解水を自動採取する世

究のもと強力に推進されてお

り、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●次世代加速器設計や特許出

願などを通して、ImPACT を

牽引し、社会問題に挑戦して

いることを高く評価する。仁

科センターが主要な役割を担

った特許が 21世紀発明賞を

受賞したことを非常に高く評

価する。 
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ションにより、陽

子のスピン構造や

高温高密度核物質

の性質を解明する

とともに、ハイペ

ロンを含むバリオ

ン多体系を広い密

度領域にわたって

記述する理論の開

発を行う。 

ミュオン科学に関

する新たな協定に

移行し、超低速エ

ネルギーミュオン

ビーム発生研究で

は低速ミュオンビ

ームの高度化を達

成する。物質内部

磁場構造の測定・

解析では、2台のμ

SR 分光器を同時活

用して、微小試料

の極低温や超高圧

等の極限環境下で

の測定やアルミニ

ウム中の水素、圧

電材料、磁性材料

等、大強度パルス

ミュオンの特性を

最大限に活かした

研究を行う。 

 

③ 重イオン・RIビ

ームを用いた学際

応用研究 

イオンビーム育

種・RI 製造・工業

製品の耐性評価等

の技術を高度化

し、食料・環境・エ

ネルギー問題の解

決につながる新し

界初の基礎実験に成功

した。 

 

●次世代の国際的研究

者の育成と確保をねら

いとして、実習と連続

講義を行う「仁科スク

ール」を北京大学、ソウ

ル大学、香港大学と合

同開催し、19 名（含引

率教官４）が参加した。 

 

②BNL及び RALとの国際

協力に基づく素粒子物

性研究 

●平成 30年度は PHENIX

測定器の大幅アップグ

レード（sPHENIX 測定

器）で、多粒子ジェット

現象等の高精度測定を

可能にするための測定

器開発を進めた。特に

衝突点近傍の飛跡を検

出するためのシリコン

測定器用の高密度フレ

キシブルケーブルの開

発に成功し、R&Dは最終

ステージに入った。 

 

●これまで取得したデ

ータ解析を進め、重陽

子やヘリウムなどのビ

ームでも QGP と酷似し

た現象が起こることを

発見した。また熱的光

子生成量から、QGPへの

遷移点とみられる貴重

な情報を得た。偏極陽

子と原子核の散乱で現

れる非対称度のもつ原

子核依存性の原因につ

いて、定量的な理解に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●PHENIX測定器のアップグレ

ードが順調に進捗し、過去の

データの解析も順調に進んで

いることを高く評価する。特

に少数核子系での QGP 的現象

の発見は、これまでの予想を

覆したという意味で学術的な

重要性が高い。 

 

 

 

 

 

 

●第一原理計算を活用した全

く新たな研究手法により、有

機超伝導物質における非対称

かつ幅の狭い超伝導ギャップ

が存在することを明らかにで

きたことを高く評価する。 
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い品種やがん診

断・治療のための

新たな核種、宇宙

利用半導体の放射

能耐性評価技術を

開発する。 

産業応用では、強

い農業に貢献する

ため重イオンビー

ム育種技術を用い

た作物等の品種改

良を展開する。平

成 30 年度は、重イ

オンビーム育種技

術の高度化を進め

るとともに、照射

実績を収集したデ

ータベースを作成

する。有用 RIの製

造応用研究、RI 頒

布事業を進め、RI

内用療法に期待さ

れるアスタチン 

211 やアクチニウ

ム 225 の製造技術

開発を行う。工業

利用では、宇宙航

空用電子部品の宇

宙線耐性試験を進

め、利用者拡大及

び RIトレーサーに

よる摩耗イメージ

ング法の開発を進

める。 

 

④ RIBF の加速器

施設の高度化・共

用の推進 

RIBF の運転時間を

最大限確保し、ウ

ランビームを 100 

pnA（毎秒 6×1011

成功した。 

 

●京コンピュータを用

いた物理点での格子

QCD計算により、ストレ

ンジクォーク６つから

なる未知のダイバリオ

ンである“ダイオメガ”

の存在を予言した。ま

た、ストレンジクォー

ク２個を含むダイバリ

オンチャンネルの系統

的研究により、Hダイバ

リオンがΛΛ閾値近傍

ではなく、NΞ閾値近傍

に現れる可能性を明ら

かにした。 

 

●RAL-超低速ミュオン

ビーム開発：シリカエ

アロゲル表面レーザー

加工による、真空放出

ミュオニウム数の最大

化するための研究を継

続した。また、µSR法を

利用したミュオニウム

放出量の評価方法を新

たに確立した。 

 

●RAL-μSR 物性：有機

超伝導体における内部

磁場分布測定と、密度

汎関数法を用いた電子

状態の第一原理計算を

比較する新たな研究手

法により、超伝導ギャ

ップの解析に成功し

た。また、圧力による有

機物の構造変化に伴う

物性変化をμSR で測定

するための新型圧力セ

ルを製作し、電子状態

 

●京コンピュータを活用し、

格子量子色力学計算により、

実験に先立つ理論的予言を可

能にしたことを高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●超低速ミュオンビーム開発

において、ビーム発生に向け

た着実な進展と新たな手法開

発を評価する。 
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個）程度に増強し

未踏領域の実験に

供する。また、加速

器の抜本的高度化

によるビーム強度

の飛躍的増強計画

を策定するととも

に、施設利用を通

じ国内外の研究機

関との連携強化を

図る。 

平成 30 年度は、ウ

ランや金属イオン

のビームを大強度

で長期安定供給す

るための開発を行

う。さらにリングサ

イクロトロンの加

速電圧を向上させ、

実験に供するビー

ム強度を増強する。

増強されたビーム

を用い、効率的な加

速器運転計画を策

定して運転を行う。

加速器高度化計画

については、実現可

能なオプションの

検討を開始する。利

用研究については

実験課題を国際公

募し、外部有識者を

含めた課題選定委

員会にて課題の選

定を行う。また、産

業利用については

別途国内公募を実

施し課題選定を行

う。さらに、次の超

重元素探索に向け

た長期データ蓄積

に着手する等、施設

の圧力依存性に関する

精密研究を可能にし

た。 

 

③重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研究 

●SIPでは、全ゲノム

配列情報を用いてイネ

変異体の変異箇所や原

因遺伝子を抽出する変

異検出パイプラインを

開発し、多収性などに

関与する 13の新規遺

伝子を単離・同定し

た。 

 

●照射実績を入力する

変異統合データベース

を構築した。 

 

●生産農家や公設農業

試験場と２つの新品種

を育成した。 

 

●RIの製造・応用に関

しては、AVFサイクロ

トロンで製造した Zn-

65、Sr-85、Y-88、Cd-

109を国内の大学・研

究機関に有償で頒布す

るとともに、新核種

Cu-67を開発し、頒布

を開始した。 

 

●文科省科研費新学術

領域研究「短寿命 RI 

供給プラットフォー

ム」事業において、新

規利用者を開拓し、昨

年度の３倍以上にあた

る 30件の RI頒布を行

った。 

 

 

 

 

 

●SIP では重イオンビーム変

異体を用いてゲノム編集のタ

ーゲット遺伝子探索に傾注

し、短時間にイネ多収性など

に関与する 13 の新規遺伝子

同定に成功したことを高く評

価する。 
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の戦略的利用を図

り、RIBF を用いた研

究成果の最大化を

目指した運営を進

める。 

 

●α線核医学治療用 RI

として期待される At-

211の製造技術開発を

進め、30 μAの大強度

αビーム照射による

At-211の製造に成功し

た。 

 

●At-211を大学・研究

機関に頒布し、新しい

核医薬品開発に向けた

抗体標識・動物実験を

進めた。 

 

●理研リングサイクロ

トロンを利用し，α線

核医学治療用 RIとして

期待される Ac-225の製

造技術を開発した。 

 

●産業応用では、宇宙

利用半導体試験企業に

よる有償利用が順調に

推移しており、利用企

業が５社に増えた。今

年度は、産業課題審査

委員会(IN-PAC)を２回

実施し、２件の新規有

償課題を採択した。 

 

●照射室(E5A)の利用

環境を整備し、数社が

同時利用可能とした。

大気中照射ビームに混

入する核反応不純物の

量を測定し、半導体業

界の国際学会で報告し

た。 

 

●RI トレーサーによる

摩 耗 イ メ ー ジ ン グ

●At-211の大量製造技術を開

発し、約 10 機関の大学・研究

機関に At-211 を頒布し、我が

国のアルファ線核医学治療研

究を支えていることを高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●宇宙利用半導体業界から、

国内有数の重イオンビームに

よる大気中照射施設として認

知され、利用企業数も増加傾

向にあることを高く評価す

る。 
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(GIRO 法)では、装置の

小型可搬化を進めてい

る。 

 

④RIBF の加速器施設の

高度化・共用の推進 

●大強度バナジウム及

びウランビームのため

のマイクロオーブンの

開発を進めた。119番元

素合成実験に、大強度

バナジウムビームを１

ヶ月以上安定に供給し

た。 

 

●昨年度末に実施した

リングサイクロトロン

RRC の加速空洞の改造

により、加速電圧が従

来の 1.5倍に向上した。

これによって RRC での

ビーム損失が約７割減

少し、ウランビーム強

度の最高記録を更新し

た。 

 

●平成 30年度は年初計

画どおり RIBF新施設４

カ月の運転を実現し

た。国際公募による利

用課題選定委員会を５

回（原子核研究課題 1

回、物質・生命科学研究

課題２回、産業利用課

題 2回）開催した。施設

利用者数は延べ 1,035

名、うち海外機関から

は 250名であった。 

 

●RIBF 新施設のユーザ

利用時間は 1407 時間

で、インパクトの高い

 

 

 

 

 

●基盤系部・室の連携に基づ

いて加速器システムの高度化

を図り、RIBF の持つウランビ

ーム強度の世界記録を更新し

た。119番元素の合成実験に対

して、大強度バナジウムビー

ムを長時間安定に供給した。

これらを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●RIBFの装置群の高いディマ

ンド、優秀な人材を反映し、

世界の原子核研究を先導する

数多くの研究が RIBF で実施

されている。当該研究分野の

国際的リーダーシップを確立

しつつあることを非常に高く

評価する。 

 

 

 

 

 

●RRC の加速空洞改造後の立

ち上げ期であったにもかかわ

らず、平成 29年度に引き続き

堅調なビーム供給が実現でき
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実験を多数実施するこ

とができた。GARIS-II

を用いた新超重元素探

索実験を約 3．5カ月実

施した。 

 

⑤人材育成・マネジメ

ント等 

●平成 30年度は年初計

画どおり、ImPACT 用デ

ータ取得とあわせて

RIBF 新施設 4 カ月の運

転を実現した。施設利

用者数は延べ 1,035名、

うち海外機関からは

250名であった。RIBF新

施設のユーザー利用時

間は 1407時間で、イン

パクトの高い実験を多

数実施することができ

た。GARIS-II を用いた

新超重元素探索実験を

約 3．5カ月実施した。 

 

●外部資金について、

平成 30年度は、平成 26

年度から行ってきた大

型外部資金の ImPACT

「核変換による高レベ

ル放射性廃棄物の大幅

な低減・資源化」及び

SIP「「次世代農林水産

業創造技術、戦略的オ

ミクス育種技術体系の

構築」の最終年度を実

施した。次なる外部資

金の獲得を目指しなが

ら、研究課題を継続し

ている。 

 

●大学院生を対象とし

た人材育成を図ってい

ている。 
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る。平成 30 年度は、

JRA16名（理研全体 147

名）、IPA13 名（理研全

体 85名）を受け入れた。

国際特別研究員は２名

（理研全体３名）、基礎

科学特別研究員は 17名

（理研全体 153名）を受

け入れている。 

 

●稀少 RIビームのリサ

イクル利用を目指した

京大化研との共同プロ

ジェクトを開始した。

プロジェクトの統括で

ある若杉昌徳実験装置

開発室室長が令和元年

度より京大化研の教授

に転出することにな

り、理研の招聘 PIを兼

務し、若手人材を育成

しながら共同プロジェ

クトを牽引していく。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

関連する政策・施策 政策目標８科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対

応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項及び第二項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑨ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

40 

288 

      予算額（千円） 3,332,908       

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

164 

52 

      特定先端大型研

究施設運営費等

補助金（千円） 

47,187,299       

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

22 

8 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 206/ 

1,599,824 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 314       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 世界トップレベル

の研究機関として、

以下の通り、超高速

電子計算機、バイオ

リソース基盤、大型

放射光施設等の最

先端の研究基盤を

着実に整備し、共用

に供するとともに、

高度化・利活用研究

を進めることで、研

究所内外での優れ

た研究開発成果の

創出及びその最大

化を目指す。 

各研究基盤の領域

において定める目

標を達成するため

に、研究所は、研究

所内外における研

究開発成果の創出

を見据えつつ、研究

基盤の運用・高度

化・利活用研究に関

して取り組むべき

具体的に課題を領

域毎に設定し、その

進め方及び進捗に

応じて見込まれる

成果等について、中

長期計画及び年度

計画において定め

ることとする。ま

た、これらをもと

に、各研究開発基盤

の領域において、

３．１に示した研究

所全体の運営シス

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成 

6 年法律第 78 号）

第 5 条に規定する

業務（登録施設利用

促進機関が行う利

用 促 進 業 務 を 除

く。）の下、研究所全

体の運営システム

のなかで、世界最高

水準の大型研究施

設をはじめとする

研究基盤の整備並

びに研究基盤を支

える基盤技術の開

発を着実に進める

とともに、国内外の

研究者等に共用・提

供を行うことで、外

部機関等との相補

的な連携の促進を

図る。またライフサ

イエンス分野に共

通して必要となる

生物遺伝資源（バイ

オリソース）の収

集・保存・提供にか

かる基盤の整備を

行うととともに、バ

イオリソースの利

活用に資する研究

を行う。 

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

6年法律第 78号）第

5 条に規定する業務

（登録施設利用促

進機関が行う利用

促進業務を除く。）

の下、研究所全体の

運営システムのな

かで、世界最高水準

の大型研究施設を

はじめとする研究

基盤の整備並びに

研究基盤を支える

基盤技術の開発を

着実に進めるとと

もに、国内外の研究

者等に共用・提供を

行うことで、外部機

関等との相補的な

連携の促進を図る。

またライフサイエ

ンス分野に共通し

て必要となる生物

遺伝資源（バイオリ

ソース）の収集・保

存・提供に係る基盤

の整備を行うとと

ともに、バイオリソ

ースの利活用に資

する研究を行う。 

（評価軸） 

・中長期目標・中長

期計画等で設定し

た、主要課題を中

心とした、研究開

発基盤の運用・共

用・高度化・利活用

研究の取組の進捗

状況 

・高度化、利活用の

ための卓越した研

究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

・外部への共用等

を通じた成果創出 

・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

（業務実績総括） 

【共用・利活用の促進】 

●世界最先端の研究基

盤群の共用や利活用促

進について、以下の優

れた実績を挙げ、内外

の関連する研究等の推

進に大きく貢献した。 

・計算科学研究：「京」

の適切なオペレーショ

ンと運転技術の改善の

結果、稼働率 98.5％を

達成し、計算資源を類

似の施設と比べてはる

かに安定的に研究者に

提供した。 

・放射光科学研究：

SPring-8 について、高

度なメンテナンスによ

り総運転時間 5,439 時

間のうちダウンタイム

が 43 時間（稼働率

99.2%）と極めて安定し

た運転を達成し、利用

者にビームタイムを提

供した。 

SACLA についても総

運転時間 6,281 時間に

対してダウンタイムが

221 時 間 （ 稼 働 率

96.5％）となり、利用可

能時間の大幅な増加を

実現した。 

・バイオリソース研究：

世界でも類のない多種

多様なバイオリソース

群を扱う機関として、

リソースの高いニーズ

＜評定と根拠＞ 

 評定：Ｓ 

 

●以下のような研究基盤の共

用・利活用促進や更なる高度

化の取組を通じ、研究所内外

の優れた研究開発成果の創出

等に向けた特に顕著な貢献を

認め、S評定とする。 

 

・「京」や SPring-8 等の研究

基盤の共用については、運用

技術の一層の改善等の結果、

それぞれ他に類のない極めて

高い稼働率を実現し、高度な

計算資源や世界最高品質の放

射光を、内外の利用者に対し

極めて安定的に提供した。バ

イオリソースについては、世

界でも類のない多種多様なリ

ソース群を扱う総合研究機関

として、技術向上や徹底的な

品質確保の取組の結果、“３年

連続リコールゼロ”を達成し、

真正なバイオリソースを極め

て安定的・恒常的に提供する

とともに、目標を大きく上回

る提供実績を実現した。 

・高度化に関しては、「富岳」

（ポスト「京」）に係るシステ

ム開発目標の達成が可能とな

る設計を実現するとともに、

SiC パワー半導体技術を用い

た高出力・高安定化電源を開

発して XFEL 施設における利

用時間の拡大・効率化に貢献

する成果を挙げたほか、バイ

オリソース研究でマウスの

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事

情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果

の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・いずれの施設においても世界最先端の機能を維持し、また、高い稼働率や資源の安

定的な提供を行っていることは評価できる。 

・計算科学研究：「京」では、目標の 8,000 時間を超える 8,348 時間の運転と稼働率

98.5%の安定的な運用等、適切な運転・維持管理がなされ、必要十分な計算資源を

研究者等への共用に供していること及び「富岳」に係るシステム設計の実現等を通

じて計算科学技術の発展に貢献していることは非常に高く評価できる。 

・放射光科学研究：SPring-8 における年間総運転の約 85%を放射光利用時間として

いることや SACLA における複数ビームラインの同時運転による利用時間の増加等

を通じて利用ユーザーに安定した資源の提供を行っていること、SPring-8 では約

20%が産業利用されていること及び量子科学技術研究開発機構による「次世代放射

光施設」の整備への協力を通じた貢献は非常に高く評価できる。 

・バイオリソース研究：高品質なリソースを恒常的に提供し、リソースの提供数が目

標の 136%となる 14,987 件に達していること及び平成 28 年度以来３年連続でリコ

ール発生率が 0%を維持していることが非常に高く評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・大型投資の設備である以上、広く社会に還元される成果を生むことが望ましく、時

宜に応じたニーズも見ながら産業界等のユーザー層を広げていく一層の組織的な

取組が期待される。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・導入から時間が経つものが見受けられ、施設・設備の老朽化対策が求められる。 
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テムのもとで、年度

毎にそれぞれの取

組の進捗管理・評価

とそれらを踏まえ

た改善・見直しの実

施、研究所内の組織

横断的な連携の活

用等の取組を行う

とともに、各領域に

応じた個別の研究

開発マネジメント

を実施し、研究開発

成果の最大化を目

指す。 

に対応し、技術向上や

徹底的な品質確保に取

り組んだ結果、提供数

は目標を大きく上回る

実績を挙げた（中長期

計画における目標提供

数の 130％相当）。また、

提供先の 25％が海外向

けとなっており、国際

的にも高く認知されて

いる。さらに、提供件数

のうち 12％は産業界へ

の提供となっている。 

さらに、継続的・恒常

的に極めて高品質のリ

ソース提供を行い、“３

年連続でリコールゼ

ロ”を達成したことは、

特筆に値する実績であ

る。 

 

【研究基盤の高度化】 

●世界最先端の研究基

盤群の一層の高度化の

ため、以下の優れた成

果等を創出した。 

・計算科学研究：「京」

や「富岳」などのスパコ

ン上で 3.2 倍の速度向

上が見込まれる新たな

並列実行モデルを開発

した。 

「富岳」については、

システム開発目標の達

成が可能となるシステ

ム設計を実現し、総合

科学技術・イノベーシ

ョン会議より「製造・設

置を遅延なく推進して

いくことが適当」との

結論を得て、必要な予

算を確保し製造に着手

胚・精子の国内での非凍結輸

送を可能にする技術改善を実

現するなど、広範な研究の発

展等に繋がる画期的な成果を

挙げた。 
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した。 

・放射光科学研究：利用

効率の拡大を可能とす

る次世代のパワー半導

体デバイス用いた出力

電流の方向や大きさを

広い範囲で変えられる

コンパクトな電源を開

発した。 

・バイオリソース研究：

技術の高度化等を進

め、マウスの胚・精子の

国内向け非凍結輸送を

可能にする技術を実現

したほか、理研の他地

区（播磨事業所）へのバ

ックアップを順調に進

めた。 

 

●以下の人材育成、外

部連携等の優れた取組

を行った。 

・計算科学研究：産業界

の研究成果の迅速な実

用化、情報交換、課題共

有及び解決に向けた産

学官の連携を図る次世

代ものづくりのフレー

ムワーク構築のため、

重工メーカー等 11社や

大学・研究機関 7 機関

による理研燃焼次世代

CAE コンソーシアムを

設立した。 

・放射光科学研究：量子

科学技術研究開発機構

（QST）による「次世代

放射光施設」に関し、放

射光科学研究センター

で開発を進めてきた加

速器の開発技術を、次

世代放射光施設加速器
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設計にも提供するな

ど、人的・技術的協力を

行い、その整備に貢献

した。 

・バイオリソース研究：

ES 細胞や iPS 細胞の培

養技術等の技術研修を

実施し、国際的にも当

該分野の人材育成拠点

として重要な役割を担

った。 

 

 

（研究論文成果につい

て） 

●理研全体の平成３０

年（暦年）の査読つき論

文数は、2,646 件となっ

た。このうち上記の３

つの研究基盤における

総論文数は 371 件であ

った。 

 

●理研全体の前年の論

文の被引用回数 Top 

10% 論 文 の 比 率 は

24.9％、 Top1%論文は

3.8％であった。なお、

上記の研究基盤群につ

い て は 、 そ れ ぞ れ

18.1％、2.2％であっ

た。 

 

●なお、分野補正を行

った場合の理研全体の

Top10％、1％論文の比

率は、それぞれ 14.3％、

2.1％であり、上記の３

基盤センターについて

はそれぞれ 8.6％、

1.1％であった。 

（上記はいずれも令和
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元年５月時点において

Clarivate Analytics

の InCites により算出

した数値である） 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－（１） 計算科学研究 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項及び第二項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176、0212、0213 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑩ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

22 

89 

      予算額（千円） 106,734 

 

      

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

42 

15 

      特定先端大型研

究施設運営費等

補助金（千円） 

 

33,018,044 

      

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

7 

0 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 76/ 

707,670 
      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 122       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 スーパーコンピュ

ータ「京」について、

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

６年法律第 78 号）

（以下「共用法」と

いう。）に基づき、こ

れまでの極めて安

定した運用実績等

を踏まえ、研究者等

への共用を着実に

推進する。また、そ

の後継となるポス

ト「京」について、

早期に運用開始す

ることを目指し、そ

の開発を実施する

とともに、「京」から

ポスト「京」への移

行を円滑に実施し、

必要な計算資源を

研究者等への共用

に供する。さらに、

「京」及びポスト

「京」で得られた計

算科学及び計算機

科学の知見を発展

させ、社会的・科学

的課題の解決に資

するよう、成果創出

や普及を促進する。 

我が国の計算科学

及び計算機科学の

先導的研究開発機

関として、スーパ

ーコンピュータ

「京」を効果的に

運用するととも

に、ポスト「京」の

開発を実施する。

「京」からポスト

「京」への移行を

円滑に実施し、研

究者等への共用に

供する 

（①「京」・ポスト

「京」の共用と利

用者拡大）。 

また、国際的な計

算科学分野の中核

拠点として、これ

までに培ってきた

テクノロジー及び

ソフトウェアを

「サイエンスを駆

動する計算科学コ

ア・コンピタンス」

と位置付け、それ

らの発展、国内外

での普及、成果の

創出を推進する 

（②計算科学コア・

コンピタンスによ

る計算科学分野の

中核拠点としての

活動）。さらに、研究

所内の計算科学研

究を推進する体制

を構築するととも

我が国の計算科学

及び計算機科学の

先導的研究開発機

関として、スーパ

ーコンピュータ

「京」を効果的に

運用するととも

に、ポスト「京」の

開発を実施する。

「京」からポスト

「京」への移行を

円滑に実施し、研

究者等への共用に

供する 

（①「京」・ポスト

「京」の共用と利

用者拡大）。 

また、国際的な計

算科学分野の中核

拠点として、これ

までに培ってきた

テクノロジー及び

ソフトウェアを

「サイエンスを駆

動する計算科学コ

ア・コンピタンス」

と位置付け、それ

らの発展、国内外

での普及、成果の

創出を推進する 

（②計算科学コ

ア・コンピタンス

による計算科学分

野の中核拠点とし

ての活動）。さら

に、研究所内の計

算科学研究を推進

する体制を構築す

（評価軸） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、主要課題を

中心とした、研究

開発基盤の運用・

共用・高度化・利

活用研究の取組の

進捗状況 

・高度化、利活用

のための卓越した

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

・外部への共用等

を通じた成果創出 

・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

①「京」・「富岳」（ポス

ト「京」）の共用と利用

者拡大 

【「京」の運転・共用】 

●特定高速電子計算機

施設を適切に運転・維

持管理し、特に｢京｣に

ついては、年間 8,000時

間以上の運転を目標と

していたところ、8,348

時間と非常に高い割合

で安定的に運転し、

692,416,512 ノード時

間（ 82,944 ノード×

8,348時間）の計算資源

を研究者等への共用に

供した。 

 

【「富岳」（ポスト「京」）

の開発】 

●システム開発目標の

達成を可能とするシス

テム設計を実現し、平

成 30年 11 月の総合科

学技術・イノベーショ

ン会議による中間評価

において、「概ね妥当」

であり、「製造・設置を

遅延なく推進していく

ことが適当」との結果

を得るとともに、着実

なシステム製造を実現

するための製造契約を

締結し製造に着手し

た。 

 

【共通基盤技術の整

備、利用の高度化研究、

 

 

 

 

●米 ・Blue Waters が 2015 年

のアンニュアルレポートで公

表している運用可能時間あた

りの稼働率91%と比較し、｢京｣

は平成 30 年度の運用可能時

間あたりの稼働率98.5%と、非

常に高い割合で安定的に運転

しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●システム開発目標の達成が

可能となるシステム設計を実

現し、平成 30年 11月 22日決

定の総合科学技術・イノベー

ション会議による中間評価に

おいて、「概ね妥当」であり、

「製造・設置を遅延なく推進

していくことが適当」との結

果を得るとともに、着実なシ

ステム製造を実現するための

製造契約を締結し製造に着手

しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・「京」について、運転時間が目標である 8,000 時間を超え、8,348 時間運転を行い、

運用可能時間当たりの稼働率が 98.5％と安定的に運用する等、特定高速電子計算機

施設を適切に運転・維持管理し必要十分な計算資源を研究者等への共用に供してい

ると認められ、我が国の科学技術の基盤として、最先端の研究開発に貢献している。 

・Graph500 において８期連続となる世界１位の獲得、HPCGにおいて 3期連続となる

世界１位の獲得、「京」の利用研究において優れた成果の創出等、計算科学技術の発

展に対し継続的に貢献している。 

・「富岳」の開発について、システム開発目標の達成を可能とするシステム設計を実

現し、総合科学技術・イノベーション会議による中間評価を受けて、製造契約を締

結し製造に着手するなど順調に進めている。 

・各種シンポジウム等による認知度を高めるための積極的な活動等、利用者層の拡大

等の取組や、成果等を実感できる形で分かりやすく広報し社会的理解を得る努力を

積極的に行っている。 

・研究成果の迅速な産業界での実用化、研究情報等の交換、産業界の課題の共有及び

解決に向けた取組を進めるとともに、企業やコンソーシアムでの利用を推進するな

ど、産業界との連携を積極的に行っている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・社会的・科学的課題の解決に資する世界最高水準の汎用性のあるスーパーコンピュ

ータである「富岳」を用いた早期成果創出に向けて、昨年度の中間評価結果等を踏

まえ、引き続き製造・設置を着実に進めるとともに、「富岳」運用主体として、利用

者ニーズに応じた高度化研究・利用支援等について推進していくことが望まれる。 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・「富岳」の開発において、単に Linpack ベンチマーク性能を目標とする国際競争で

はなく、より多様な分野のハイエンドユーザーが実際に成果を出せる大規模計算環

境を広く提供しようとする取組を評価する。今後、「富岳」を中心とした HPCI（革

新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）が構築される中におい

て、「富岳」運用主体の理研にはコア機関としてのマネジメントを実施していくこと

が望まれる。 
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に、研究所内の計算

資源を効果的に活

用する方策につい

て検討を進める。 

るとともに、研究

所内の計算資源を

効果的に活用する

方策について検討

を進める。 

 

① 「京」・ポスト

「京」の共用と利

用者拡大 

革新的ハイパフォ

ーマンス・コンピ

ューティング・イ

ンフラ（HPCI）の中

核である超高速電

子計算機（スーパ

ーコンピュータ

「京」）を含む特定

高速電子計算機施

設を適切に運転・

維持管理し、特に、

スーパーコンピュ

ータ「京」について

は、平成 30年度は

8,000 時間以上運

転し、663,552,000

ノ ー ド 時 間

（82,944 ノード×

8,000 時間）以上の

計算資源を研究者

等への共用に供す

る。 

また、我が国をと

りまく様々な社会

的・科学的課題の

解決を見据え、ス

ーパーコンピュー

タ「京」の後継機で

あるポスト「京」に

ついては、2021 年

頃の共用開始を目

指し、その開発を

実施する。 

運用技術の開発】 

●動的グラフのパター

ンマッチングアルゴリ

ズムは、ソーシャルネ

ットワーク解析や不正

金融取引検知などで幅

広く使われており、こ

のアルゴリズムの高速

化が重要となる。この

ため、強化学習を用い

た最適化手法を提案

し、100万頂点規模の動

的グラフ解析に適用し

た。その結果、既存手法

に比べて 10.1倍の高速

化を達成した。 

 

●並列分散計算のため

の高性能システムおよ

びソフトウェアの設

計、実装、応用における

先駆的な研究を行うと

ともに、高性能計算、特

にシステムソフトウェ

アやシステム設計、性

能モデリングと計測、

低電力コンピューティ

ング、HPCとビッグデー

タ/AI との融合などに

おいて成果を残した。 

 

 

 

●ACMの並列・分散計算

分野における最高峰の

国際会議である HPDCに

おいて、メニーコア CPU

を効率良く並列実行す

るための新たな実行モ

デルの研究開発に関す

る論文が最優秀論文賞

を受賞した。 

 

●HPC とデータ分析に関する

国際会議である第 25 回 HiPC

において、最優秀論文賞を獲

得しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ACMの並列・分散計算分野に

おける最高峰の国際会議であ

る HPDC において ACM HPDC 

2018 Achievement Award（日

本人初の受賞）、スーパーコン

ピュータの国際会議である

Supercomputing Asia 2019 

に お い て Asia HPC 

Leadership Award を受賞する

など、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●採択率 20%以下という厳粛

な査読の上採択された論文の

中から最優秀論文賞 を受賞

した。本提案による並列実行

モデルにより、「京」や「富岳」

などスパコン上での並列プロ

グラム開発の簡略化や高性能

化が期待できる。また、CPU の

メニーコア化が進むにつれ、
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平成 30年度は、前

年度に引き続き、

社会的・科学的課

題の解決に資する

アプリケーション

の開発実施機関と

の協調設計により

ポスト「京」の詳細

設計を実施し、シ

ステムソフトウェ

アの開発等を進め

る。また、平成 30

年秋頃に予定され

ている政府による

中間評価を踏ま

え、施設設備工事

の着手及びシステ

ム製造に向けた準

備を進める。 

さらに、スーパー

コンピュータ「京」

及び将来的なポス

ト「京」の利用者の

拡大、利便性の向

上及び人材育成の

推進のため、文部

科学省研究振興局

特定高速電子計算

機施設（スーパー

コ ン ピ ュ ー タ

「京」）に係る評価

委員会の中間検証

報告書（平成 28年

12 月決定）を踏ま

えつつ、共通基盤

技術の整備、利用

の高度化研究、運

用技術の開発を実

施する。平成 30年

度は、特に、計算実

行中のデータ転送

やジョブスケジュ

 

 

 

●国際コンペティショ

ン Graph Golf 2018 に

おいて、汎用的最適化

アルゴリズムをベース

に解探索性能と速度を

向上させた新しいアル

ゴリズムを開発した結

果、最良のグラフを最

も多く設計したものに

与えられる「 Widest 

Improvement Award」と

理論的な下界に最も近

いグラフを設計したも

の に 与 え ら れ る

「Deepest Improvement 

Award」の 2 つの賞を受

賞した。 

 

●大規模シミュレーシ

ョンと人工知能を組み

合わせるとともに最新

の計算機構を活用した

次世代超高分解能都市

地震シミュレーション

を行うことで、従来よ

りも格段に高い分解能

での都市の地震シミュ

レーションが可能とな

った。これにより、地震

被害予測の高度化が期

待できる。 

 

 

 

 

●モット絶縁体にパル

ス光を照射することに

より、「ηペアリング状

態」と呼ばれる珍しい

高性能計算以外の分野でも本

提案の必要性が増すものと期

待される。 

●国内外からの多数の応募の

中から最も優れたアルゴリズ

ムとして選ばれた。当該アル

ゴリズムは、大規模ネットワ

ークにおける通信時間の短縮

などの様々な実用的な問題へ

の応用が期待でき、高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●HPC に関する世界最高峰の

国際会議である SC16、17で最

優秀ポスター賞を受賞すると

ともに、ORNL（米・エネルギー

省オークリッジ国立研究所）

が所有するスパコン「Summit」

のアーリーサイエンスプログ

ラムに米国外から採択された

プログラムとして唯一、その

成果がスーパーコンピュータ

の世界で最も権威ある賞とさ

れるゴードン・ベル賞 2018 年

ファイナリストにノミネート

されるなど、国際的にも最高

位の評価を受けており、高く

評価する。 

 

●非平衡状態のダイナミクス

で現れる光誘起現象の新たな

側面を明らかにしたのみでな

く、現在さまざまな場面で利
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ールの最適化のた

めの機能強化、最

新アプリケーショ

ンプログラムの円

滑な実行を目指し

た処理機能の強

化、複雑で大きな

分子を精度良くシ

ミュレーションす

るソフトウェアの

開発、流体・化学反

応・音といった

様々な現象を統一

的に解析する計算

手法等の開発、外

部評価を取り入れ

た施設運用の改善

や運用データの分

析に基づく効率化

を実施する。 

また、登録施設利

用促進機関その他

の関係機関との適

切な役割分担と連

携により、計算科

学に関する研究者

等の育成に努め

る。さらに、利用者

のニーズ等も踏ま

えて特定高速電子

計算機施設の円滑

かつ有効な運営等

を行い、多くの研

究者等により積極

的に活用されるよ

うにする。 

 

② 計算科学コア・

コンピタンスによ

る計算科学分野の

中核拠点としての

活動 

超伝導（ηペアリング

超伝導）が生じ得るこ

とを、「京」等を利用し

たシミュレーションを

もとに理論的に予言し

た。 

 

 

 

●グラフェンを等方的

に引っ張ったとき、そ

の原子構造と電子状態

がどのように変わるか

を「京」を利用したシミ

ュレーションにより解

析し、従来の予想とは

異なる新しいシナリオ

を発見した。 

 

 

 

●産学官連携による、

研究成果の迅速な産業

界での実用化、研究情

報等の交換、産業界の

課題の共有及び解決に

向けた連携を図る次世

代の燃焼システムもの

づくりのフレームワー

ク構築を目指し、重工

メーカー11 社、大学・

研究機関 7 機関による

HPC を活用した理研燃

焼システム用次世代

CAE コンソーシアムを

設立した。 

 

●計算実行中のジョブ

スケールの最適化のた

めの機能強化、最新の

アプリケーションプロ

グラムの円滑な実行を

用されている超伝導の応用の

可能性をさらに広げるものと

して期待できる。また、物理

学分野の査読付きオープンア

クセスジャーナルである

「Physical Review Letters」

（２月 22 日付け）に掲載され

ており、高く評価する。 

 

●グラフェンの基礎物性の新

たな発見であるだけでなく、

グラフェンの絶縁体化への道

筋を示したことで、デバイス

などの応用への貢献が期待で

きる。また、物理学分野の査

読付きオープンアクセスジャ

ー ナ ル で あ る 「 Physical 

Review Letters」（８月８日付

け）に掲載されており、高く

評価する。 

 

●理研燃焼システム用次世代

CAE コンソーシアムを通じて

学術界と産業界の緊密な議論

及び情報交換等を促すこと

で、次世代の燃焼システムの

ものづくりフレームワークに

おける産学官での連携に繋が

るだけでなく、産業界や学術

界における計算科学研究セン

ター（R-CCS）ソフトウェアや

「京」及び将来的な「富岳」の

利用者の拡大にも繋がり、高

く評価する。 

 

 

 

●順調に計画を遂行してい

る。 
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国際的な計算科学

分野の中核拠点と

して、研究所が強

みを有するテクノ

ロジー（R-CCS テク

ノロジー）と、研究

所で開発した科学

技術・産業・社会に

貢献するソフトウ

ェア（R-CCS ソフト

ウェア）とを「サイ

エンスを駆動する

計算科学コア・コ

ンピタンス」と位

置付け、それらの

発展、国内外での

普及、成果の創出

を推進する。さら

に、研究所内の計

算科学研究を推進

する体制を構築す

るとともに、重要

性を増しつつある

データサイエンス

や将来の高性能計

算技術に関する研

究開発を実施す

る。 

平成 30年度は、計

算科学コア・コン

ピタンスに資する

テクノロジーやソ

フトウェア等の計

算科学研究をさら

に推進する。また、

R-CCS テクノロジ

ーについては、特

に、データ同化を

ハブとする数理科

学、実験・観測科

学、シミュレーシ

ョン科学の融合研

目指した処理機能の強

化、複雑で大きな分子

を精度良くシミュレー

ションするソフトウェ

アの開発、流体・化学反

応・音といった様々な

現象を統一的に解析す

る計算手法等の開発、

外部評価を取り入れた

施設運用の改善や運用

データの分析に基づく

効率化について計画通

りに実施した。 

 

 

② 計算科学コア・コン

ピタンスによる計算科

学分野の中核拠点とし

ての活動 

【R-CCSテクノロジー】 

●気象学、統計数理、生

態学など様々な分野・

研究機関との研究会を

開催した。また、国際シ

ンポジウムや大学院

生・若手研究者を対象

としたデータ同化技術

に関する合宿型スクー

ルを開催し、データ同

化をハブとしたイノベ

ーションを生み出す広

範なデータ同化研究コ

ミュニティの拡大を推

進した。 

 

 

●データ同化技術をベ

ースとして 1 分子 FRET

計測と分子動力学シミ

ュレーションから得ら

れたデータを統合する

手法を開発し、小タン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●データ同化をハブとする各

分野の融合研究を目指した取

組を発展させるとともに、そ

れらの取組と連携した研究を

推進した。また、主催した計

６回の研究会やスクールに延

べ 340 人の参加者を集めて理

研内外の研究機関との連携や

若手研究者の育成に取り組

み、データ同化分野における

研究所内外でのコミュニティ

を拡大するとともに、データ

同化分野における研究所のプ

レゼンスをさらに高めてお

り、高く評価する。 

 

●当手法を種々のタイプの計

測データへ展開することで、

複数の計測データを統合して

生体分子の機能を理解するこ

とへの貢献が期待できる。ま

た、生物医学および生命科学
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究を目指し、研究

所内の取組みを継

続、発展させると

ともに、それらの

取組と連携した研

究を外部資金も活

用しつつ推進する

ほか、シンポジウ

ムやスクール等を

開催することによ

って、研究所内外

でのコミュニティ

拡大に取組む。さ

らに、R-CCS ソフト

ウェアについて、

R-CCS ソフトウェ

アの発展、普及、成

果創出を具体的に

推進する R-CCS ソ

フトウェアセンタ

ーを中心として、

サポートデスクや

ポータルサイトの

整備等によるソフ

トウェア利用環境

の充実や、ワーク

ショップ等による

利用促進の取組等

を進める。 

これらの取組によ

り、国際的な計算

科学分野の中核拠

点として優れた研

究開発の成果を世

界に向けて発信し

ていくと同時に、

国内外の研究機関

と交流し、新たな

研究開発につなげ

ることで、さらな

る成果の創出に結

びつける。 

パク質がどのように折

り畳まれるのかを解明

した。 

 

 

 

 

【R-CCSソフトウェア】 

●順調に計画が進捗し

ている。 

 

【人材育成】 

●ソフトウェアや計算

手法等のワークショッ

プ、スクールを登録施

設利用促進機関やその

他の関係機関との連携

により開催するととも

に、国内外の学生を各

研究チーム等へ受け入

れ、計算科学に関する

研究者等の人材育成に

努めた。また、平成 30

年４月から仏・原子力・

代 替 エ ネ ル ギ ー 庁

（CEA）の研究者を研究

チームへ受け入れ、平

成 30 年７月に、RIKEN 

International HPC 

Summer School と連動

させ、R-CCS において日

仏の学生を対象とした

CEA-RIKEN HPC School

を開催した。 

 

【国際連携】 

●開拓研究本部、数理

創造プログラムと連携

し て 仏 ・ IMT-

Atlantique と MOU を新

たに締結した。また、

仏・原子力・代替エネル

分野の査読付きオープンアク

セ ス ジ ャ ー ナ ル で あ る

「eLife」（５月３日付け）に

掲載されており、高く評価す

る。 

 

 

 

●順調に計画を遂行してい

る。 

 

 

●講習会、スクール等への参

加者が 289 人、国内外の学

生の受入数が 95人となって

おり、研究成果の普及や、将

来の HPC 及び計算科学を担

う国内外の若手研究者の育

成に大いに貢献する取組と

して、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「富岳」と同じ ARM 社の命

令セットアーキテクチャを使

用する CEA との連携につい

て、「富岳」（ポスト「京」）の

特色の一つである「ユーザー

の利便・使い勝手の良さ」を

検討し、そのエコシステム構
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なお、①及び②の取

組に当たっては、施

設公開、講演会等を

通じて、広く国民に

対して情報提供を

行い、国民の理解が

得られるように努

める。 

ギー庁（CEA）とは、両

国でワークショップを

開催し、米・エネルギー

省（DOE）とは、共同研

究打ち合わせを行っ

た。さらに、スパコンに

関する国際組織 JLESC

に参画し、平成 30年４

月には西・バルセロナ

で開催されたワークシ

ョップに参加して、「富

岳」の開発を見据えて

各国の関連機関と相互

連携・協力を図った。 

 

【広報活動】 

●「京」や「富岳」（ポ

スト「京」）に関するリ

リースを行い、300以上

の媒体に掲載された。

また、一般公開では計

算機室での見学イベン

トを開催した。加えて、

「京×ポスト「京」シン

ポジウム」を開催する

とともに、HPC に関する

国内外のシンポジウム

等に出展し、計算科学・

計算機科学の振興を図

った。 

 

●若年層向け広報強化

のため、大学生広報イ

ンターンを受け入れ、

その提案に基づいて広

報アニメーションを制

作した。また、若年層の

利用者が多い Twitter

を通じた広報も開始し

た。加えて、高校生の研

究者インタビュー記事

の広報誌掲載や、高校

築に向けた戦略的協力として

高く評価する。また、国際的

な計算科学分野の中核拠点と

して、海外機関との協力関係

の構築拡大のみならず、「京」

の利用者の拡大を推進する活

動として高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●リリースを通じて、「京」を

利用した研究内容や成果、「富

岳」への期待等の理解度を高

めた。特に「京」の共用終了や

「富岳」（ポスト「京」）の名称

募集について、多くのマスメ

ディアで掲載され、広く国民

の関心を集めた。また、１万

人以上の「京」の見学者を受

け入れるとともに、一般公開

の参加者は昨年比 25%増とな

っており、研究成果の普及に

関する取組として高く評価す

る。 

 

●若年層の計算科学への興

味・関心を増進させるとと

もに、様々な年齢層への積

極的な広報活動を推進し

た。その結果、R-CCSの HPへ

の訪問者数は昨年比 45%増

の 30万人となっており、高

く評価する。 
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生向けの計算科学教育

プログラムの開発、見

学対応、出前授業や教

育委員会、スーパーサ

イエンスハイスクール

等とのタイアップによ

る講演会等を実施し

た。 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－（２） 放射光科学研究 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項及び第二項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176、0209 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑪ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

6 

135 

      予算額（千円） 1,285,781       

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

34 

33 

      特定先端大型研

究施設運営費等

補助金（千円） 

14,169,255       

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

11 

8 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 55/ 

582,020 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実

施コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 74       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 学術利用から産業

応用まで幅広く利

用される大型放射

光施設（SPring-8）

及び X線自由電子レ

ーザー施設（SACLA）

について、共用法に

基づき、安定的な運

転により利用者へ

の着実な共用を進

めるとともに、デー

タ処理技術の高速・

大容量化等の利用

技術の高度化、利用

者支援体制の拡充、

施設性能の強化等

を図り、学術利用の

みならず産業利用

についても、その促

進を図る。また、こ

れまでに得られた

知 見 を 活 か し 、

SPring-8及びSACLA

と相補的な構造解

析に資する基盤技

術開発を進める。 

大型放射光施設

（SPring-8）及び X 

線自由電子レーザ

ー施設（SACLA）の

安定した共用運転

を行う 

（①大型放射光施

設の研究者等への

安定した共用）。加

えて、高度化を着

実に進め、それぞ

れ単体の施設とし

て世界トップクラ

スの性能を維持す

るとともに、両施

設の相乗効果を生

かした研究開発を

推進する。そのた

めに、 

②計測機器、解析

装置等の開発によ

る放射光利用環境

の向上、 

③高性能 NMR 等の

要素技術開発、 

④X 線エネルギー

分析技術の深化に

よる実用材料ナノ

評価の推進、 

⑤放射光施設の高

度化に向けた要素

技術開発に取組

む。このことによ

り、広範な分野の

研究開発の進展に

貢献し、その整備

や利用を通じて産

学官の幅広い共用

大型放射光施設

（SPring-8）及び X

線自由電子レーザ

ー施設（SACLA）の

安定した共用運転

を行う 

（①大型放射光施

設の研究者等への

安定した共用）。加

えて、高度化を着

実に進め、それぞ

れ単体の施設とし

て世界トップクラ

スの性能を維持す

るとともに、両施

設の相乗効果を生

かした研究開発を

推進する。そのた

めに、 

②計測機器、解析

装置等の開発によ

る放射光利用環境

の向上、 

③高性能 NMR 等の

要素技術開発、 

④X 線エネルギー

分析技術の深化に

よる実用材料ナノ

評価の推進、 

⑤放射光施設の高

度化に向けた要素

技術開発に取組

む。このことによ

り、広範な分野の

研究開発の進展に

貢献し、その整備

や利用を通じて産

学官の幅広い共用

（評価軸） 

・中長期目標・中

長期計画等で設定

した、主要課題を

中心とした、研究

開発基盤の運用・

共用・高度化・利

活用研究の取組の

進捗状況 

・高度化、利活用

のための卓越した

研究開発成果の創

出、成果の社会還

元 

・外部への共用等

を通じた成果創出 

・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

① 大型放射光施設の

研究者等への安定した

共用 

● 大 型 放 射 光 施 設

SPring-8 では、平成９

年の供用開始以来 20年

が経過しており、施設

の各所に老朽化が目立

っているが、適切な対

策を打つことにより現

在でも世界最高水準の

放射光施設の地位を保

ち続けている。高度な

メンテナンスにより、

平成 30年度は総運転時

間 5,439 時間のうち、

4,608時間（総運転時間

の約 85%）をユーザーの

放射光利用時間に充当

し、ダウンタイムはわ

ずかに 43時間（運転時

間の 99.2%が平常運転）

という世界でも類を見

ない安定した運転を実

現した。SPring-8では、

世界最高品質の放射光

X 線を国内外の多数の

利用者に供給するた

め、光源及び光学輸送

系に関して不断の研究

開発を進めている。そ

の結果、産業利用割合

は約 20%という世界で

類をみないレベルに達

している。 

 

●X 線自由電子レーザ

ー施設 SACLAでは、平成

 

 

 

●SPring-8では、ダウンタイ

ムはわずかに 43 時間という

世界でも類を見ない安定し

た運転を実現しており、ま

た、SACLA においても、平成

29 年度に３本の FEL ビーム

ラインで同時に利用実験を

行うことが可能となり､平成

30 年度には、利用時間が

6,270時間を記録し、ユーザ

ーの利用時間が大幅に増大

している。世界最高品質の放

射光 X 線を国内外の多数の

利用者に供給しており、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・SPring-8 では、施設の老朽化が進む中、適切な対策を講じることによりダウンタ

イム率を低い水準に抑え、年間総運転時間の約 85%を放射光利用時間としてユーザ

ーに提供しており、SACLAでは、３本の FEL ビームラインの同時運転等によりユー

ザーの利用時間の大幅な増加を実現している。両施設において安定した共用を達

成したことは高く評価できる。 

・日本・スウェーデン間で交わされた科学技術協力の強化に向けた共同文書に基づ

き、スウェーデンの放射光施設 MAX-IVとの連携を強化したことは、SPring-8を含

む国内放射光施設の発展や国際共同研究の促進等に資するものであり、評価でき

る。 

・SPring-8では約 20%という高い割合で産業利用が行われており、SACLAにおいては

平成 26年度に開始した産業利用推進プログラムを継続して実施するなど、産業利

用・産学連携の推進が順調に進展していると評価できる。 

・タンパク質結晶から構造解析に必要なデータを自動で収集するシステムを開発す

るなど、放射光利用環境の向上に資する成果を挙げており、評価できる。 

・NMR 施設では、高温超電導材料による NMRコイルを開発し、永久電流運転を初めて

実証するなど、NMRの高性能化に向けた技術開発が計画を前倒して進捗しており、

評価できる。 

・X 線非弾性散乱によるイメージング手法の実用材料評価への応用が開始されるな

ど、新規材料開発をはじめとする産業利用への貢献が進展しており、評価できる。 

・次世代のパワー半導体デバイスを用いて、高出力と優れた安定性を両立しつつ、出

力電流の方向や大きさを広い範囲で変えられるコンパクトなパルス電源を開発す

るなど、放射光施設の高度化につながる技術開発が進展しており、評価できる。 

・量子科学技術研究開発機構が国の主体として整備を進める軟 X 線向け高輝度 3GeV

級放射光源（次世代放射光施設）について、加速器設計への協力等技術提供を行っ

ており、日本全体の放射光科学の発展に貢献する取組として評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

○引き続き、SPring-8 及び SACLA の安定した共用運転及び利用環境の向上に取り組

むとともに、更なる成果創出に向け、実験手法・計測技術の高度化等を推進してい

くことが期待される。また、NMRの高性能化やクライオ電子顕微鏡の利用技術の開

発等が進展することを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・SPring-8、SACLAともに低いダウンタイム率で安定した利用時間を提供しているこ

とは、ユーザーの研究成果に直結する大型研究施設の重要な実績である。また、設

備面での研究においても優れた成果が得られており、次世代パルス電源開発にお

ける最先端パワーFET (SiC MOSFET）の活用や、レアアース系高温超電導線材によ
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や利用体制構築を

実現、また多種多

様な人材の交流に 

より人材育成に資

することで、科学技

術イノベーション

の持続的創出や加

速に寄与する。 

や利用体制構築を

実現、また多種多

様な人材の交流に

より人材育成に資

することで、科学

技術イノベーショ

ンの持続的創出や

加速に寄与する。 

 

① 大型放射光施

設の研究者等への

安定した共用 

産学官の研究開発

に不可欠な研究開

発基盤である大型

放 射 光 施 設

（SPring-8）及び X

線自由電子レーザ

ー施設（SACLA）を

幅広い研究者等へ

の共用に供するた

め、安定した共用

運転及び維持管理

を行い、運転時間

の 8 割程度の利用

時間を研究者等へ

提供する。平成 30

年度は、これまで

に蓄積された知見

を活かした合理

的・効率的な機器

調整・運用・維持管

理等を進めること

によって、低いダ

ウンタイムを維持

しつつ、システム

調整／スタディ時

間の低減やインタ

ーロックの運用を

見直すことにより

一層のダウンタイ

ム低減を図り、年

29 年度に、２本の硬 X

線 FEL ビームラインの

パルス毎の振り分け運

転において、両ビーム

ラインを同時に高い出

力で運転することに成

功した｡ 既に稼働中の

軟 X 線ビームラインは

専用の加速器を有する

ため、3本の FELビーム

ラインで同時に利用実

験を行うことが可能と

なり､平成 30 年度は総

運転時間 6,281 時間に

対し X 線レーザー利用

時間は 6,270時間、ダウ

ンタイムは 221時間（運

転時間の 96.5%が平常

運転）となり､ 利用運

転時間の大幅な増加を

実現した。 

 

●日本・スウェーデン

外交関係樹立 150 周年

を契機として、両国の

科学技術協力の強化に

向けた共同文書の締結

が行われ、その共同文

書にて大型研究施設を

通じ 

た協力についても明記

され、日本・スウェーデ

ンの両国間で、SPring-

8 と MAX-IV とで更なる

交流・協力の促進への

期待が確認された。 

 

●さらにインターロッ

クの設計の再検討等、

より安全で合理的なシ

ステムの検討を開始

し、また、ビームの安定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●スウェーデンの次世代放射

光施設との連携を強化した

ことは、大型放射光施設の

更なる高度化や、国内のみ

ならず国外の研究者等への

共用も見据えたマネジメン

トを推進しており、高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る NMR の安定した高磁場発生の実現は、次世代の大型設備における最先端技術の

有効性を実証したものであり、評価できる。 

・SPring-8は供用開始から 20 年を経て老朽化が進んでおり、設備の更新が必要と考

えられるが、多額の費用を要することが予想されるので、早い時期から対策を立案

するなど計画的な設備更新を無理なく進めることが望まれる。 
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間総運転時間の 8

割程度の利用時間

を研究者等へ提供

する。さらにイン

ターロックの設計

の再検討等、より

安全で合理的なシ

ステムの検討を開

始する。また、より

安定した放射光を

研究者等に提供す

るため、ビームの

安定化により顕著

になってきた微小

変動要因を特定

し、その抑制方法

の検討を行う。 

 

② 計測機器、解析

装置等の開発によ

る放射光利用環境

の向上 

次世代の X 線画像

検出器及び次世代

の XFEL用画像検出

器の要素技術開発

を進め、プロトタ

イプ機を完成させ

ることで、計測デ

ータの高速・高精

細・多量化による

広範な X 線計測手

法の高度化を実現

する。また、X線及

び XFEL用画像検出

器の要素技術開発

と並行して高速・

大容量データの高

速オンタイム処理

技術の開発を進

め、リアルタイム

高速データ補正、

化により顕著になって

きた微小変動要因を特

定し、順調に中長期計

画が進捗した。 

 

●SACLAにおいても、産

業利用を進めるための

研究基盤及び利用環境

の整備を推進し、平成

26 年度にスタートした

産学連携プログラムか

ら早くも論文成果が生

まれる等産学連携利用

が拡大している。 

 

② 計測機器、解析装置

等の開発による放射光

利用環境の向上 

●タンパク質結晶から

自動でデータ収集する

システムを開発したこ

とは、放射光利用環境

の向上につながる重要

な成果であり、中長期

計画が進展した。 

 

●平成 30 年度は、X 線

画像検出器における計

測データの高速・高精

細・多量化の実現に向

けて、次世代の X 線画

像検出器の開発に着手

しており、順調に中長

期計画が進捗してい

る。 

 

③ 高性能 NMR 等の要素

技術開発 

●レアアース系高温超

電導線材の実用レベル

の 超 電 導 接 合 技 術

（iGS®接合）を実装し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●タンパク質結晶から自動で

データ収集するシステムを開

発したことは、誰でも簡単に

放射光施設を利用したタンパ

ク質の高分解能データ収集を

可能とする成果であり、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒し

で進捗しており、非常に高く

評価する。 
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オンタイムデータ

解析技術によるデ

ータ品質の向上を

可能とすることで

3 次元 X 線 CT によ

る高分解能時間変

化計測を実現す

る。 

平成 30 年度は、X

線画像検出器にお

ける計測データの

高速・高精細・多量

化の実現に向け

て、次世代の X 線

画像検出器の開発

に着手する。具体

的には、単位時間

あたりに計測でき

る光子数が多い高

ダイナミックレン

ジ検出素子や光子

の検出効率が高い

効率的な吸収層構

造等の要素技術開

発に着手し、マイ

クロ秒から日単位

の階層的ダイナミ

クスの可視化を目

指す。 

 

③ 高性能 NMR等の

要素技術開発 

NMR の高性能化に

向けて、外部資金

を活用しながら、

企業との連携によ

り、高温超電導線

材を利用した電磁

石のさらなる高磁

場化に必要な磁場

の発生原理の解明

やヘリウムの蒸発

た NMR コイルを初開発

し、NMRの永久電流運転

を初めて実証したこと

は、NMRの高性能化につ

ながる重要な成果であ

り、所期の計画以上に

中長期計画が進展し

た。 

 

●NMR の高性能化に向

けた研究開発として、

高磁場化に必要な磁場

の発生原理の解明のた

め、磁場調整技術を用

いて高温超伝導内層コ

イルによって発生した

磁場の乱れを消すこと

で、磁場の時間的・空間

的精度が向上し、順調

に中長期計画が進捗し

ている。 

 

●磁場精度の評価のた

めに溶液試料の NMR 測

定を行うとともに、こ

の高精度磁場を利用し

た固体試料向けの NMR

測定システムの開発と

評価を開始しており、

順調に中長期計画が進

捗している。 

 

④X 線エネルギー分析

技術の深化による実用

材料ナノ評価の推進 

●X 線非弾性散乱によ

るイメージング手法が

産業利用に活用できる

ことを見出し、実用材

料評価への応用が始め

られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●X 線非弾性散乱によるイメ

ージング手法の実用材料評

価への応用が始められたこ

とは、新規材料開発をはじ

めとする産業への貢献につ

ながる成果であり、非常に

高く評価する。 
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抑制技術の研究開

発を行う。また、ク

ライオ電子顕微鏡

の利用技術の開発

及び高度化に向け

た要素技術を進め

る。 

平成 30年度は、NMR

の高性能化に向け

た研究開発とし

て、高磁場化に必

要な磁場の発生原

理の解明のため、

磁場調整技術を用

いて高温超伝導内

層コイルによって

発生した磁場の乱

れを消すことで、

磁場の時間的・空

間的精度の向上を

行う。さらに、磁場

精度の評価のため

に溶液試料の NMR

測定を行うととも

に、この高精度磁

場を利用した固体

試料向けの NMR 測

定システムの開発

と評価を開始す

る。また、クライオ

電子顕微鏡の要素

技術や、高品質試

料作法の開発に着

手する。 

 

④ X線エネルギー

分析技術の深化に

よる実用材料ナノ

評価の推進 

2 次元非球面反射

光学系開発等のビ

ームライン要素技

●X 線非弾性散乱計測

システムの検討のた

め、2次元非球面反射光

学素子の加工方法、表

面精度の計測方法の検

討を開始しており、順

調に中長期計画が進捗

した。 

 

⑤放射光施設の高度化

に向けた要素技術開発 

●次世代のパワー半導

体デバイスである

「SiC MOSFET」を用

いて、高出力と高い安

定性を両立しつつ、出

力電流の方向や大きさ

を広い範囲で変えられ

るコンパクトなパルス

電源を開発し、放射光

施設の高度化につなが

る成果であり、中長期

計画が進展した。 

 

● 次世代放射光施設

は、国立研究開発法人

量子科学技術研究開発

機構（QST）が 2019年

度～2023年度で整備を

行うと予定されている

が、放射光科学研究セ

ンターにおいて研究開

発を進めてきた加速器

の開発技術を、次世代

放射光施設加速器設計

にも提供するなど、必

要な技術提供を行っ

た。 

 

●高安定な X 線集光技

術や、極低振動光学素

子への応用に向けた冷

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●次世代のパワー半導体デバ

イスを用いたパルス電源を完

成させたことは、XFELのパル

ス振り分け運転におけるレー

ザー品質が大幅に向上し、全

て実験が振り分け運転により

可能となり、利用実験時間に

つながる成果であり、非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

●軟 X 線領域に強みを持つ

「次世代放射光施設」に対し

て、硬 X 線領域に強みを持つ

「SPring-8」が積極的に協力

することは、日本全体の放射

光科学の発展に貢献する取り

組みであり、非常に高く評価

する。 
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術開発を行い、さ

らにより多くの素

励起等に対応した

非弾性散乱計測基

盤を確立すること

により、ビームラ

インの利用を開始

し、高い分解能を

維持しながらリチ

ウムイオン 

2 次電池や超軽量

高強度構造材料等

の実用材料内部の

元素情報の動作時

及び非破壊での計

測を実現する。 

平成 30年度は、短

い距離で高い角度

分解能とエネルギ

ー分解能を達成で

きる光学素子を用

いた X 線非弾性散

乱計測システムの

検討を開始する。

具体的には、2次元

非球面反射光学素

子の加工方法、表

面精度の計測方法

を検討する。 

 

⑤ 放射光施設の

高度化に向けた要

素技術開発 

ビームラインの高

度化に資する要素

技術開発とシステ

ム化により次世代

ビームラインのプ

ロトタイプを完成

させるとともに、

放射光施設の高度

化に向けた光源等

却機構の開発を行って

おり、順調に中長期計

画が進捗している。 
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の基盤インフラの

要素技術開発によ

り放射光施設の実

現に必要な要素技

術を完成させる。 

 

平成 30年度は、次

世代ビームライン

のプロトタイプ完

成に向けて、理研

ビームラインの高

度化に資する要素

技術開発を行う。

具体的には、高安

定な X 線集光技術

や、極低振動光学

素子への応用に向

けた冷却機構の開

発を行う。また、現

状の高電圧スイッ

チを代替する、安

定で長寿命、高い

信頼性を有する、

パワー半導体を利

用した高電圧スイ

ッチの開発に着手

する。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－（３） バイオリソース研究 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への

対応 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

 

２．主要な経年データ 

 ⑫ 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度  H30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

 

論文 

・欧文 

・和文 

―  

12 

64 

      予算額（千円） 1,940,393       

連携数 

・共同研究

等 

・協定等 

―  

88 

4 

      決算額（千円）  ― ― ― ― ― ― 

特許件数 

・出願件数 

・登録件数 

―  

4 

0 

      経常費用（千円）  ― ― ― ― ― ― 

外部資金（件

/千円） 

― 75/ 

310,134 

      経常利益（千円）  ― ― ― ― ― ― 

論文 

・欧文 

・和文 

― ― ― ― ― ― ― ― 行政サービス実施

コスト（千円） 

 ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数 118       
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 基礎基盤研究から

社会的課題を解決

する開発研究まで

の幅広い研究に対

して、社会的ニー

ズ・研究ニーズを捉

えながら、利用価

値、付随情報、品質

等について世界最

高水準のバイオリ

ソースを戦略的に

整備し、提供する。

また、効果的・効率

的なバイオリソー

ス整備を実施する

ために、保存・利用

技術等の基盤技術

開発を実施する。さ

らに、研究動向を的

確に把握し、整備し

たバイオリソース

の利活用に資する

研究開発を推進す

る。加えて、バイオ

リソース事業に関

わる人材の育成、研

究コミュニティへ

の技術移転のため

の技術研修や普及

活動を行う。 

バイオリソース

は、幅広い分野の

ライフサイエンス

研究や産業活動に

必要不可欠な研究

材料であり、科学

技術イノベーショ

ンの推進における

重要な知的基盤と

して、戦略的・体系

的に整備する必要

がある。 

本研究では、我が

国の中核的拠点と

して、研究動向を

的確に把握し、社

会的ニーズ・研究

ニーズに応え、 

①世界最高水準の

バイオリソース整

備事業を実施す

る。また、バイオリ

ソース整備事業を

効果的・効率的に

実施するために、 

②保存・利用技術

等の開発を行う基

盤技術開発事業を

実施する。さらに、

研究動向及びニー

ズに的確に対応す

るため、 

③バイオリソース

関連研究開発プロ

グラムを実施す

る。加えて、バイオ

リソース事業に関

わる人材の育成、

バイオリソースは、

幅広い分野のライフ

サイエンス研究や産

業活動に必要不可欠

な研究材料であり、

科学技術イノベーシ

ョンの推進における

重要な知的基盤とし

て、戦略的・体系的

に整備する必要があ

る。 

本研究では、我が国

の中核的拠点とし

て、研究動向を的確

に把握し、社会的ニ

ーズ・研究ニーズに

応え、①世界最高水

準のバイオリソース

整備事業を実施す

る。また、バイオリ

ソース整備事業を効

果的・効率的に実施

するために、②保存・

利用技術等の開発を

行う基盤技術開発事

業を実施する。さら

に、研究動向及びニ

ーズに的確に対応す

るため、③バイオリ

ソース関連研究開発

プログラムを実施す

る。加えて、バイオ

リソース事業に関わ

る人材の育成、研究

コミュニティへの技

術移転のための技術

研修や普及活動を行

う。 

（評価軸） 

・中長期目標・中

長期計画等で設

定した、主要課題

を中心とした、研

究開発基盤の運

用・共用・高度化・

利活用研究の取

組の進捗状況 

・高度化、利活用

のための卓越し

た研究開発成果

の創出、成果の社

会還元 

・外部への共用等

を通じた成果創

出 

・研究開発基盤の

運用・共用・高度

化・利活用研究の

進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

①バイオリソース整備

事業 

●今期の実績は、全て

のリソースで保存数/

提供総件数の目標を上

回り、提供数は 14,987

件と、目標値 11,000件

を大きく超える 136%の

実績を達成した。利用

者 に よ る 論 文 数 は

1,665、特許公開数は

200であった。提供した

リソースの約 11％が論

文発表に、約 1.3%が特

許公開に繋がったこと

は、科学技術イノベー

ションの発展に大きく

貢献していることを示

している。また、海外へ

の提供件数は 3,695 件

で、提供の 25％を占め

ることは、我が国の科

学外交上においても誇

るべき大きな国際貢献

であり、理研ブランド

の国際浸透にも寄与し

ている証左である。BRC

の高い定評と信頼は、

例えば微生物リソース

の寄託の約 80％が海外

からであることにも表

れている。 

 

a.収集・保存・提供事業 

●実験動物では、高次

生命現象の遺伝子機能

解明やヒト疾患の研究

に必要なモデルマウス

 

 

●バイオリソース研究センタ

ー（BRC）は、主要な生物研究

材料である実験動物・マウス、

実験植物の個体から、ヒト・

動物・植物の細胞材料、遺伝

子材料、微生物まで、一機関

で整備・提供する世界でも類

のないバイオリソース機関で

ある。各リソースが世界３大

拠点の一つであり、我が国が

誇るべき世界最高水準の国際

的な研究基盤であることを非

常に高く評価する。 

また、左記の実績は、我が

国のみならず、国際的な研究

コミュニティの支持と理解を

得て、研究動向と研究ニーズ

に沿った最先端のバイオリソ

ースを積極的に収集・整備し

た結果であり、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

・取り扱っている５種類のバイオリソースは、いずれについても世界 3 大拠点に位

置付けられており、海外への提供件数は全体の 25%であること等、世界最高水準

の国際的な研究基盤が構築されていることは非常に高く評価できる。 

・リソースの提供件数について、目標値の 136％となる 14,987件に達していること

から、質・量ともに高い水準を維持していることが認められ、非常に高く評価で

きる。 

・リソースの品質管理に関して透明性を保ちながら事業を実施するとともに、品質

検査の高度化によりリソースの不備等を排除し、リコール発生率を昨年度に引き

続き 0%で維持しており、非常に高く評価できる。 

・提供したリソースが、1,665 報の論文発表、200件の特許公開に使用されており、

科学技術イノベーションの発展に大きく貢献していると評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・保存数・提供数について目標値を大きく超える 136%の実績を達成しており、リコ

ール発生率が平成 28 年度以来 0%という卓越した成果を挙げていることは評価で

きる。公的機関である理研としては、このような幅広いバイオ研究の基盤となる

サービスの提供を極めて順調に運用していることについてスタッフの高い専門

能力とその優れた成果、さらに、このような重要な業務の将来を見通して人材育

成にも力を入れている点も評価できる。 
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研究コミュニティ

への技術移転のた

めの技術研修や普

及活動を行う。 

 

 

① バイオリソース

整備事業 

平成 30年度は、以下

の事業を行う。 

(ア)高次生命現象の

遺伝子機能解明やヒ

ト疾患の研究に必要

なモデルマウス系

統、(イ)環境応答機

構の解明に貢献する

シロイヌナズナ及び

穀物研究に貢献する

ミナトカモジグサの

変異体・形質転換体、

(ウ)基礎研究、医学

研究、創薬研究に必

要なヒト及び動物由

来の培養細胞株、多

能性幹細胞、疾患特

異的 iPS 細胞、(エ)

ライフサイエンス研

究の広範な分野で必

要とするゲノム及び

cDNA クローン、可視

化用多色蛍光標識遺

伝子クローン、遺伝

子導入ベクター、

(オ)地球環境・ヒト

の健康増進の研究に

必要な多様な微生物

及び難培養微生物の

収集・保存・提供を

行う。加えて、バイ

オリソース関連情報

の充実と発信、大規

模データ解析及びデ

ータ可視化技術の開

発、メタデータ統合

及びデータの国際標

準化を行う。 

これらの取組によ

を収集、保存、提供し

た。今年度は、細胞内の

酸化還元をリアルタイ

ムで計測可能なマウ

ス、生体深部の近赤外

可視化マウス、また、血

友病、パーキンソン病、

ネフローゼ症候群等の

ヒト遺伝性疾患のマウ

ス等の社会ニーズ、研

究ニーズの高いモデル

を整備した。 

また、植物の環境応

答の解明に資するシロ

イヌナズナリソースと

して転写制御因子の発

現誘導系統及び発現抑

制系統を整備した。ま

たミナトカモジグサの

種子、遺伝子及び培養

細胞株を提供した。加

えて、新たに収集した

GFP 等マーカー遺伝子

の発現ベクターの検査

及び提供を行った。 

 

●細胞材料では、ヒト

がん細胞株、ヒト疾患

特異的 iPS 細胞株、動

物由来の細胞株等の基

礎研究、医学研究、創薬

研究等に有用な培養細

胞株を収集し、培養・品

質検査・保存・提供を実

施した。今年度、整備し

たヒト疾患特異的 iPS

細胞株には、これまで

に寄託がなかった「統

合失調症」等の疾患由

来の細胞株（９疾患、11

患者、31 株）も含まれ

ている。 
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り、以下の保存数、

提供総件数の目標を

目指す。 

 

 

保存数 

提供 

総件

数 

実験

動物 
8,500 

系統 

2,500 

件 

実験

植物 
836,551 

系統 

1,200 

件 

細胞

材料 

 

うち 

iPS 

細胞 

13,600 

系統 

3,300 

件 

3,360 

系統 

80 件 

遺伝

子材

料 

3,808,8

50 系統 

1,000 

件 

微生

物材

料 

27,450 

系統 

3,000 

件 

 

平成 30年度は、研究

結果の再現性が確保

されたバイオリソー

スを提供するため

に 、 最 新 の

ISO9001:2015 国 際

品質マネジメント認

証に従い、遺伝子検

査、微生物検査、質

量分析等に関する最

先端検査技術を導入

し、厳格な品質管理

を実施する。また、

バイオリソースの質

的向上を図るため、

ゲノム・遺伝子発現・

表現型・分化能等の

特性情報を文献情報

から抽出してデータ

ベースに追加し、発

信する。さらに、集

積されたバイオリソ

 

●遺伝子材料では、広

範な研究分野で必要と

するゲノム及び cDNAク

ローンを収集し、提供

した。新規に開発され

た、細胞内小器官や細

胞質膜を蛍光標識し、

可視化するための遺伝

子クローン及び発現ベ

クターを収集し、提供

した。 

 

●微生物材料では、

様々な環境から分離さ

れた微生物や、バイオ

マスから効率的にバイ

オエネルギーを生産す

る微生物、人・動物腸内

の細菌等、環境と健康

の研究に有用な微生物

を収集して、保存・提供

した。今年度は、油脂を

生産する新種の酵母、

新種の難培養性のヒト

腸内細菌等の整備を複

数行った。 

 

●バイオリソースの利

活用促進のため、改組

により統合情報開発室

を立ち上げた。バイオ

リソース関連情報の充

実と発信の取り組みと

して、マウスについて

は文献から抽出し 1670

系統の特性情報を、ま

た、微生物については

583 株の分離源をデー

タベースに追加した。

大規模データ解析及び

データ可視化技術の開

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●バイオリソース関連情報の

充実、大規模データ解析、デ

ータ統合と国際標準化につい

て、それぞれ順調に進んでい

ると評価する。 
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ースを災害から守り

安全に保管するた

め、播磨事業所に設

置したバックアップ

施設に逐次移管す

る。アジア研究リソ

ースセンターネット

ワークや国際マウス

表現型解析コンソー

シアム等のバイオリ

ソースの整備に係わ

る国際的取組に参画

し、主導する。加え

て、所内外の学生・

研究者・技術者を対

象とした、バイオリ

ソースを効果的に利

活用するための iPS

細胞の取扱い、マウ

ス体外受精法、マウ

ス表現型解析法、嫌

気性微生物の取扱い

等の研修事業を、筑

波大学、南京大学、

ソウル国立大学等の

国内外の大学等とも

連携し、実施するこ

とにより、人材を育

成するとともに、高

度な技術を普及・移

転する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発の取り組みとして、

国際マウス表現型解析

コンソーシアムのデー

タを統計学的に解析

し、疾患の多様な病態

の相互関係を数値とし

て示す技術を開発し

た。さらに、データ統合

及び国際標準化の取り

組みとして、マウス、細

胞及び微生物のリソー

スカタログをデータ共

有の国際標準形式に自

動的に変換するシステ

ムを開発した。 

 

●平成 19年度より播磨

事業所内においてバッ

クアップ施設を運営し

ており、移管可能な全

ての動物、植物、細胞、

微生物リソースのバッ

クアップが完了した。 

 

b.バイオリソースの質

的向上、品質管理 

●寄託されたリソース

に 10%程度存在する不

備、不具合、誤り等を是

正もしくは排除して、

真正なバイオリソース

のみを提供した。平成

30年度も、引き続き“リ

コールゼロ”を達成し

た。ゲノム編集マウス

の遺伝品質検査、マウ

ス系統微生物汚染検

査、細胞株の由来動物

種 を 特 定 す る DNA 

Barcoding 検査等の新

規の検査方法を開発、

導入して、質的向上、品

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国際的品質マネジメント規

格 ISO9001 認証を取得し、10

年に亘って維持していること

は、BRC が提供しているバイ

オリソースへの信頼性の確保

に貢献している。また、真正

なバイオリソースを恒常的に

提供することは、研究の再現

性を向上させ、研究の効率化

を高め、国民のライフサイエ

ンスに対する信頼を得ること

にも大きく貢献しており、非

常に高く評価する。 
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質管理を図った。品質

検査項目と検査結果等

の品質管理及び提供し

たバイオリソースの不

具合等の情報を日本語

並びに英語のホームペ

ージに掲載し、透明性

と公開性をもって事業

を実施している。また、

提供事業の精度の向上

及び効率化のため、送

付する遺伝子材料に同

梱する資料のバーコー

ドによる管理システム

を構築した。 

 

●提供件数が多い細胞

材料及び微生物材料に

ついては国際品質マネ

ジ メ ン ト 規 格

ISO9001:2015 を 維 持

し、規格に沿って品質

管理を厳格に行い、真

正なバイオリソースを

恒常的に提供する体制

を構築、運用した。ISO

の品質管理の理念と方

法を他のリソース部門

へも水平展開し、品質

向上に貢献した。これ

らの取組の結果前年度

に引き続きクレームゼ

ロを達成している。 

 

c. 人材育成 

●技術系職員のキャリ

アパスの構築を推進す

るため、リソース取扱

い技術等を OJT によっ

て実施した。また、事業

への貢献度という観点

に重きをおいた人材評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●バイオリソース等の研究基

盤整備に携わる研究者、技術

者の育成は、我が国において

政策的に重要であると認識さ

れているが、大学等では十分

に実施されていない。BRC は

バイオリソースに携わる人材
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価を導入した。若手人

材の育成の一環とし

て、若手職員が企画し

た WAKATE BRC 

Conference の第５回開

催を支援した。アジア

の学生・大学院生を対

象とした第８回マウス

サマーワークショップ

を南京大学、ソウル国

立大学と連携して、

2018 年７月、南京にて

開催した。 

つくばライフサイエ

ンス推進協議会と筑波

大学との連携により創

設した協働大学院ライ

フイノベーション学位

プログラムにおいて、

BRC の５名の PI が教授

として必修科目のバイ

オリソース概論の講義

を行った。 

 

d. 技術研修及び普及

活動 

●BRC が有するバイオ

リソースの利用促進と

高度な技術の普及を目

的として、ヒト ES細胞

培養技術、ヒト iPS 細

胞培養技術、マウス精

子・胚の凍結保存技術、

酵母類の生理学的性状

試験技術等の技術研修

を 14回開催し、合計 75

名が参加した。日本分

子生物学会、日本癌学

会、日本免疫学会、日本

農芸化学会、日本ゲノ

ム編集学会等の年会で

ブース展示を行った。 

育成のための研修事業を、単

独のみならず、国内外の関係

機関と連携して実施してい

る。左記の様々な活動に加え

て、国内外から研修生を短期

間から長期間（数日間から２

年間）に亘って受け入れ、教

育している。これらのことは、

センター内、国内にとどまら

ず、国際的にも人材の育成と

確保に大きく貢献するもので

あり、この取組を非常に高く

評価する。 
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② 基盤技術開発事

業 

バイオリソース整備

事業を安定的かつ効

率的に実施するた

め、平成 30年度は、

標 準 系 統 で あ る

C57BL/6(B6)マウス

の胚・精子の非凍結

輸送法の開発のため

の温度・生存率等の

最適条件を定める。

生体への復元技術の

 

e. 国際協力 

●International Mouse 

Phenotyping 

Consortium（IMPC）は、

ヒトの全遺伝子の機能

と疾患との関連に関す

る百科事典を作成する

ため、ヒトと同じ哺乳

類であるマウスの全遺

伝子の遺伝子破壊マウ

ス系統を作製し、表現

型を解析する国際プロ

ジェクトである。BRCは

発足当初よりメンバー

であり、他の 12の国と

地域の 17機関とともに

活動している。他の機

関とともに、分担して、

遺伝子破壊マウスを作

出し、表現型解析を行

っている。さらに、アジ

アの科学の底上げのた

め 、 Korea National 

Research Resource 

Center と中国科学院と

連 携 し て 設 置 し た

Asian Network of 

Research Resource 

Centers の第 10 回 国

際会議を 2018年９月韓

国・ソウルにて、また、

Asian Mouse 

Mutagenesis Resource 

Association & Asian 

Mouse Phenotyping 

Consortium の国際会

議を 2019年２月オース

トラリア・メルボルン

にて開催した。 

 

②基盤技術開発事業 

 

 

●IMPCへ BRCが参加すること

により、我が国の国際貢献を

示すことができ、学術的に、

また科学外交上も極めて重要

であり、高く評価する。 

 

●バイオリソースの整備を通

してアジア地域の科学、技術、

イノベーションの振興に大き

く貢献しており、高く評価す

る。 
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改良として、B6 と

DBA/2 の交配第 1 世

代マウスのクローン

の出生率を向上させ

る。さらに B6マウス

等の胎盤の幹細胞の

高品質化のために、

分化を誘導する細胞

内シグナル系の解析

を行う。 

 

 

 

 

③ バイオリソース

関連研究開発プログ

ラム 

高次生命現象、老化、

共生等の学術的に重

要な課題及び難病や

加齢性疾患の克服、

創薬、食料増産等の

社会的に喫緊の課題

の解決のために、バ

イオリソースの利活

用を促進する研究開

発を行う。平成 30年

度は、以下の事業を

行う。 

 

（ア）iPS 創薬基盤

開発として、アルツ

ハイマー病、ALS 等

を対象に既存の分化

誘導方法の難度を低

減させる等、分化誘

導方法の最適化、及

び創薬アッセイの簡

便化を実施するとと

もに、これら技術を

用いた企業等への支

援を行う。 

● C57BL/6(B6)マウス

の 2 細胞期胚の非凍結

輸送のために、至適温

度 6-8℃で輸送用パッ

ケージと培養液の改良

および抗酸化剤の併用

を行い、これまでの 2-

4 日から 7 日間の保存

が可能になった。精子

は至適温度 6-8℃で、こ

れまでの 2-3 日から 4

日間の保存が可能にな

った。B6 と DBA/2 の交

配第 1 世代マウスのク

ローンは、Xist 遺伝子

のノックアウトと抑制

性ヒストンの除去によ

り、出生率が従来の 5%

程度から 19% まで向上

し、クローン産子を得

るための労力の大幅な

削減に成功した。B6 マ

ウス等の胎盤の幹細胞

の未分化状態の維持

に、Id2が必須な因子で

あることを明らかにし

た。 

 

③バイオリソース関連

研究開発プログラム 

新たに iPS 細胞高次特

性解析開発チーム、次

世代ヒト疾患モデル研

究開発チーム、植物-微

生物共生研究開発チー

ムの 3 チームを立ち上

げ、研究を開始した。け

いはんな地区に設置し

た iPS 創薬基盤開発チ

ームは、人員、施設・設

備も整い本格稼働を開

始した。また、マウス表

●左記の技術により、国内の

胚･精子の非凍結輸送が可能

になり、マウスリソースの提

供および生産技術の大幅な技

術改善を達成したことを非常

に高く評価する。 
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(イ) iPS細胞高次特

性解析開発として、

4p 欠失症候群等の染

色体異常関連難病の

原因細胞・関与細胞

を同定する。さらに、

患者由来の iPS 細胞

の分化能の確認、疾

患特異的な遺伝子変

異を導入した iPS 細

胞及び比較対照細胞

の作製、及び患者由

来の全ゲノム解析等

による付随情報の整

備を行う。 

 

（ウ）次世代ヒト疾

患モデル研究開発と

して、日本人に特異

的な遺伝子変異を持

つ、ALS、脳血管疾患

モデルマウスを作製

する。 

 

(エ) マウス表現型

解析開発として、研

究コミュニティのニ

ーズに基づいて選択

した機能が未知の遺

伝子の機能解析、加

齢要因の同定のため

の国際標準若齢及び

加齢マウス表現型解

析の実施、及び胎仔

期軟組織のイメージ

ング解析技術の開発

のための最適の機器

及び造影剤等の試薬

を定める。さらに整

備した解析プラット

フォームを国内研究

現型解析開発チーム

は、新チームリーダー

が着任した。 

 

●iPS 創薬基盤開発チ

ームは、平成 30年度よ

り本格稼働し、ALS iPS

細胞を用いた共同研究

により医薬品シーズの

評価を実施し効果を確

認、論文発表した。自閉

症患者由来、小児代謝

疾患患者由来のそれぞ

れの iPS 細胞を作成し

品質のチェックを行い

論文を発表し、世界の

研究コミュニティでの

利活用を促進した。疾

患 iPS 細胞を用いた、

副作用検出アッセイ、

ALS スクリーニング方

法、グリア細胞作製方

法、それぞれについて、

企業に技術指導を行

い、導出した。 

 

●iPS 細胞高次特性解

析開発チームは、4p 欠

失症候群等の染色体異

常関連難病の原因細

胞・関与細胞の同定等

を行った。また、細胞材

料開発室、遺伝子材料

開発室と連携して、細

胞の分化や未分化状態

で特異的に発現するマ

ー カ ー 遺 伝 子 を

CRISPR/Cas9 ゲノム編

集技術により導入した

細胞株を作製した。 

 

●次世代ヒト疾患モデ

 

 

 

 

●左記の成果は医薬品開発に

つながる重要な成果であり、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●疾患特異的 iPS 細胞の特性

解析を行っており、順調に進

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●点変異をマウスに導入する
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者に提供する。 

 

(オ) 疾患ゲノム動

態解析技術開発とし

て、画像情報処理・機

械学習を用いたシン

グルセルの分化状態

の定量的評価技術の

開発のための実験及

び解析条件を定め

る。 

 

(カ) 植物-微生物共

生研究開発として、

根圏土壌の菌根菌の

単離・培養、及びハイ

スループットな単離

培養法の技術開発の

ための分離分注装置

及び培養条件を決定

する。さらに、植物-

微生物共生の実験系

を確立するために、

ミナトカモジグサ-

アーバスキュラー菌

根菌-根圏細菌・植物

内生菌を用いた共存

栽培を行う。 

ル研究開発チームで

は、標準系統マウスへ

のヒト疾患変異導入系

の開発を行った。 

 

●マウス表現型解析開

発チームは、IMPC 国際

標準表現型解析パイプ

ラインを用いて、BRCが

作出した 16遺伝子破壊

系統の若齢マウス及び

19 系統の加齢マウスの

表現型解析を実施し

た。これらの成果は

IMPC の 成 果 と し て

Nature Communication 

誌等 4 報に発表した。

また、国内の研究者向

けに、同表現型解析パ

イプラインによる 20系

統の遺伝子改変マウス

の解析の支援を実施し

た。さらに、新規造影剤

を用いた高シグナル/

ノイズ比 X線 CTイメー

ジング解析技術の開発

を行い、胎仔期軟組織

の解析結果を Nature 

Communication 誌等に

３報の論文を発表し

た。 

 

●疾患ゲノム動態解析

技術開発チームは、画

像処理・機械学習の手

法を用いて、異なる分

化状態にある細胞をシ

ングルセルレベルで検

出し、判別、定量する技

術を確立した。また、前

年度に確立した Wnt シ

グナル阻害剤を用いた

方法の開発が順調に進んでい

る。 

 

 

 

● 平 成 30 年 に Nature 

Communication 誌等に発表し

た４つの論文は、国際連携に

より初めて可能となった大き

なインパクトのある成果であ

る。国内研究者向けの表現型

解析支援は、国内バイオリソ

ースとしてのマウスの品質向

上に大きく貢献しており非常

に高く評価する。イメージン

グ解析技術については、

Nature Communication等に論

文を 3 報発表しており、新規

性があり高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●分化細胞を非常に高い精度

で分類できたことは、細胞リ

ソースを高い品質で維持する

技術開発に繋がり、非常に高

く評価する。また、マウス細

胞を用いて確立した多能性幹

細胞の培養技術が、高品質な

ヒト ES細胞の樹立・維持にも

応用できることを示したこと

を評価する。 
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マウスエピブラスト幹

細胞の培養法が、ヒト

多能性幹細胞の安定的

な維持にも有効である

ことを示し、論文に発

表した。 

●植物-微生物共生研

究開発チームは、根圏

土壌から菌根菌を分離

し菌種の同定を行っ

た。植物-微生物共生の

実験系として、ミナト

カモジグサ-アーバス

キュラー菌根菌・根圏

細菌・植物内生菌の共

存栽培におけるモデル

となる植物系統および

菌種を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

●植物-微生物共生の実態解

明と共存栽培に向けた研究開

発は、順調に進んでいる。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究所が行う業務

の運営について、以

下に示す取組を行

うとともに、法人独

自の創意工夫を加

えつつ、その改善に

取り組む。 

研究所は、必要な事

業の見直し、調達の

合理化、効率的な運

営体制の整備に取

組み、引き続き経費

の合理化・効率化を

図るとともに、独自

の創意工夫を加え

つつ業務運営の改

善に取組む。 

研究所は、必要な事

業の見直し、調達の

合理化、効率的な運

営体制の整備に取

組、引き続き経費の

合理化・効率化を図

るとともに、独自の

創意工夫を加えつ

つ業務運営の改善

に取組む。 

 【業務実績総括】 

● 効率的な運営体制の

ため不断の見直しを進め

た。具体的には以下の通

りの実績を挙げた。 

・ 経費等の合理化・効

率化については、削減目

標である 1.16%の合理化

を達成した他、適切なエ

ネルギー使用の合理化に

関する業務を実施するな

ど順調に計画を遂行し

た。 

・ 人件費の適正化につ

いては、高度人材の確保

しつつ人件費の適正化を

着実に進めた。 

・ 調達の合理化につい

ては、調達等合理化計画

に基づく取組を着実に進

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

左記の実績を踏まえ、着実

に中長期計画が進捗してい

ると判断できることから、B

評定とする。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

業務運営の改善及び効率化に関して、着実な努力がなされている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 
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めた。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 経費等の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

一般管理費（人件

費、特殊経費及び

公租公課を除く。）

及び、業務経費（人

件費、物件費のう

ち無期雇用に係る

人件費及び特殊経

費を除く。）の合計 

 
前 年 度 比
1.16％以 

上の効率化 

 

1.16%減 

        
前年度比 

新規に追加されるもの、拡充分

は除外 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 組織の見直し、調達

の合理化、効率的な

運営体制の確保等

に引き続き取り組

むことにより、経費

の合理化・効率化を

図る。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

費及び公租公課を

除く。）及び、業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

合計について、毎事

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

費及び公租公課を

除く。）及び、業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

合計について、毎事

・経費を合理的かつ効

率的に執行したか 

 

・一般管理費、業務経

費の削減率 

●業務の合理化・効率化

を図るため、研究室閉鎖

などで不要となった実験

機器のリサイクル活用、

特許の維持管理経費の見

直し等の取組を実施し、

削減目標である 1.16%、

518,523 千円の削減を達

成した。 

●予算執行の効率化・合理

化に努め、削減目標である

1.16%削減を達成したこと

は、順調に計画を遂行して

いると評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・特許の維持管理経費の見直し、研究所・センターにおける設備備品の共同利

用・共同購入の推進、研究室閉鎖等で不要となった実験機器のリサイクル活

用等、着実な取組を進めている。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 
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費及び公租公課を

除く。）及び業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

合計について、毎年

度平均で前年度比

1.16%以上の効率化

を図る。なお、新規

に追加されるもの

及び拡充される分

は、翌年度から同様

の効率化を図る。 

業年度に平均で前

年度比 1.16％以上

の効率化を図る。新

規に追加されるも

の及び拡充される

分については、翌年

度からの同様の効

率化を図る。また、

毎年の運営費交付

金額の算定に向け

ては、運営費交付金

債務残高の発生状

況にも留意する。 

業年度に平均で前

年度比 1.16％以上

の効率化を図る。新

規に追加されるも

の及び拡充される

分については、翌年

度からの同様の効

率化を図る。また、

毎年の運営費交付

金額の算定に向け

ては、運営費交付金

債務残高の発生状

況にも留意する。 

平成 30 年度は、運

営費交付金事業に

おいて中長期計画

に沿って経費等の

合理化・効率化を図

る。  

恒常的な省エネル

ギー化を進め、光熱

水使用量の節約及

び二酸化炭素の排

出抑制に取組み、節

電要請などの状況

下にあっても継続

可能な環境を整備

する。また、研究所

全体で研究スペー

スの配分等を調整

する体制により、限

られた研究スペー

スをより有効に活

用する等資源活用

の効率化を図る。 

恒常的な省エネル

ギー化に対応する

ための環境整備を

進め、光熱水使用量

の節約及び二酸化

炭素の排出抑制に

取組み、節電要請等

の状況下にあって

も継続可能な環境

を整備する。 

 

また、省エネルギー

推進に向けた取組

として、エネルギー

使用のモニタリン

グと見える化を推

進し、多様な啓発活

動による職員等へ

の周知徹底、エネル

ギー使用合理化推

進委員会の定期的

な開催、施設等の使

用量把握及び分析

・省エネルギー化等に

対応した環境整備を

進めることによる、節

電要請などの状況下

にあっても継続可能

な環境の整備状況 

（恒常的な省エネルギー

化のための環境整備） 

以下の取り組みにより、

全理研のエネルギー使用

量 は 、 原 油 換 算 で

148,444kl（対前年度比

99.3％）、省エネ法の判断

基準であるエネルギー消

費原単位は、過去５年間

の平均で目標の１％に対

して 1.8％減少した。 

 

●ファンコイルの更新、

チラーの動力盤への MDU

ブレーカーの採用、LED

照明の導入など、老朽化

機器の更新時にトップラ

ンナー基準のものとし、

ハードウェア面での基本

的な省エネルギー化およ

び二酸化炭素排出抑制に

取り組んだ。 

 

●適切にエネルギー使用の

合理化に関する業務を実施

し、順調に計画を遂行して

いると評価する。 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・エネルギー消費削減に対しては、消費電力モニタリングや老朽化施設の更新

に際しての高効率・省エネルギー機器の採用などの努力がされている。 

 

・施設委員会のもとで、全所的に施設活用方策を実施し、研究所全体としての

調整機能をもって、スペースを柔軟、機動的に配分している。 

 

・電力消費の大きい大型施設を擁する理研のエネルギー削減は困難な課題で

あろう。モニタリングや機器の選択などに注力し、必要な設備の運用が十分

にできる環境を維持していただきたい。 
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の強化、エネルギー

消費効率が最も優

れた製品の採用を

さらに促進する。さ

らに、研究所全体の

研究スペースの配

分等について、施設

委員会において各

事業所が取りまと

めた要望を調整し

て建物利用計画を

策定し、限られた研

究スペースをより

有効に活用する等、

資源活用の効率化

を図る。 

（エネルギー使用のモニ

タリングと見える化・啓

発） 

●デジタル温湿度計の新

規研究室への配賦による

室温・湿度管理の指導（筑

波）や、建物ごとの電力

量のリアルタイムでの蓄

積、電力使用量の正確な

把握のためのトランスデ

ューサーの交換などを推

進し、そのデータを使用

して職員の省エネ化の意

識向上を図った。 

 

●ピーク時の電力余裕率

が１％を切った場合に

は、事前に策定した節電

メニューを実行し、逼迫

した場合には放送で研究

者への節電の呼びかけを

計画するなど、エネルギ

ー使用のモニタリングと

職員の啓発活動との連携

を図った。 

 

（エネルギー使用合理化

推進委員会の開催） 

●エネルギー使用合理化

推進委員会の定期的（６

月 11日、11月 21日）な

開催により、夏季および

冬季の省エネルギー対策

案の共有、進捗状況の確

認などを行った。 

 

（研究スペースの配分等

をより有効に活用する等

資源活用の効率化） 

・研究スペースの配分に

ついては、施設委員会に

おいて全ての建物利用計
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画を審議し、必要な留保

スペースを確保するな

ど、研究所全体としての

調整機能をもって、スペ

ースを公平、柔軟かつ機

動的に配分した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―２ 人件費の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 適切な人件費の確

保に努めることに

より優れた研究者

及び研究支援者を

育成・確保するべ

く、政府の方針に従

い、必要な措置を講

じる。給与水準につ

いては、国家公務員

の給与水準を考慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方に

ついて厳しく検証

した上で、研究所の

業務の特殊性を踏

まえた適正な水準

を維持するととも

に、その検証結果や

取組状況を公表す

る。 

「特定国立研究開

発法人による研究

開発等を促進する

ための基本的な方

針」(平成 28 年 6 月

28 日閣議決定)等

の政府の方針を踏

まえ、特定国立研究

開発法人として世

界最高水準の専門

的な知識及び経験

を活用して遂行す

ることが特に必要

とされる業務に従

事する者について、

国際的に卓越した

能力を有する人材

を確保する。 

給与水準(事務・技

術職員 )について

特定国立研究開発

法人による研究開

発等を促進するた

めの基本的な方針

(平成 28 年 6 月 28

日閣議決定)等の政

府の方針を踏まえ、

特定国立研究開発

法人として世界最

高水準の専門的な

知識及び経験を活

用して遂行するこ

とが特に必要とさ

れる業務に従事す

る者について、国際

的に卓越した能力

を有する人材を確

保する。 

給与水準(事務・技

術職員 )について

・人件費を合理的かつ

効率的に執行したか 

 

【給与水準】 

・ 給与水準の高い理

由及び講ずる措置（法

人の設定する目標水

準を含む）が、国民に

対して納得の得られ

るものとなっている

か。 

・ 法人の給与水準自

体が社会的な理解の

得られる水準となっ

ているか。 

・ 国の財政支出割合

の大きい法人及び累

積欠損金のある法人

について、国の財政支

出規模や累積欠損の

【ラスパイレス指数（平

成 30年度実績）】 

●適正な給与水準に向

け、給与改定等を行った

結果、ラスパイレス指数

は、111.6 であった。 

 

●理研は戦略重点科学技

術の推進等社会からの期

待の高まりに応えるため

の高度人材の確保と、人

件費削減への対応のた

め、少数精鋭化を進めて

おり、その結果、学歴構

成は殆どが大卒以上であ

り、大学院以上の学歴を

有する者も多く在籍して

いる。また、給与水準の

比較対象者に占める管理

職の割合がやや高い水準

 

●順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・全体予算に占める人件費の割合は重要なパラメータであるので、今後も人件

費の適正化に意識をもつことが重要である。 
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なお、国際的に卓越

した能力を有する

人材の確保のため

に、必要に応じて弾

力的な給与を設定

できるものとし、そ

の際には、国民に対

して納得が得られ

る説明に努める。 

は、研究所の業務を

遂行する上で必要

となる事務・技術職

員の資質、人員配

置、年齢構成等を十

分に考慮し、国家公

務員における組織

区分、人員構成、役

職区分、在職地域、

学歴等の比較及び

類似の業務を行っ

ている民間企業と

の比較を行う等厳

しく検証する。自ら

の給与水準が国民

の理解を得られる

か検討を行った上

で、これを維持する

合理的な理由がな

い場合には必要な

措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

ついて公表してい

く。 

なお、適切な人材の

確保のために必要

に応じて弾力的な

給与を設定できる

ものとし、その際に 

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

は、研究所の業務を

遂行する上で必要

となる事務・技術職

員の資質、人員配

置、年齢構成等を十

分に考慮し、国家公

務員における組織

区分、人員構成、役

職区分、在職地域、

学歴等の比較及び

類似の業務を行っ

ている民間企業と

の比較を行う等、厳

しく検証する。自ら

の給与水準が国民

の理解を得られる

か検討を行った上

で、これを維持する

合理的な理由がな

い場合には必要な

措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

ついて公表してい

く。 

なお、適切な人材の

確保のために必要

に応じて弾力的な

給与を設定できる

ものとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に努めるものとす

る。 

状況を踏まえた給与

水準の適切性に関し

て検証されているか。 

 

【諸手当・法定外福利

費】 

・ 法人の福利厚生費

について、法人の事

務・事業の公共性、業

務運営の効率性及び

国民の信頼確保の観

点から、必要な見直し

が行われているか。 

となっているが、これは

一部の無期雇用職員、任

期制職員や派遣職員等を

給与水準比較対象外とし

ていることによる比較対

象の偏りであり、これら

を含めれば実際上、国家

公務員と遜色ない。なお、

累積欠損金は無い。また、

少数精鋭主義による特殊

な運営体制によって給与

水準比較対象が偏った結

果がラスパイレス指数に

大きな影響を与えてい

る。 

 

●平成 30 年度は、退職手

当調整率を見直し手当金

額の適正化を実施（平成

31年３月）し、一般職員

の 退職手 当調整 率を

87％から 83.7％へ引き

下げを実施した。 

 

●今後も優れた研究成果

をあげていくためには、

優秀な研究者を確保する

ことが不可欠である。ま

た、研究開発の国際競争

力の強化等を定めた研究

開発力強化法においても

国際社会で活躍する卓越

した研究者を確保するた

め、給与上の優遇措置を

講ずることが求められて

いることから、給与水準

は社会的な理解を得られ

る範囲にある。 

 

【福利厚生費の見直し状

況】 

●レクリエーション経



193 

 

費・食堂業務委託につい

ては国に準じて公費支出

は行っていない。 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

 

  



194 

 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―３ 調達の合理化及び契約業務の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27年

5 月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組

を着実に実施し、契

約の公正性、透明性

の確保等を推進し、

業務運営の効率化

を図る。 

研究開発が国際的

な競争の中で行わ

れることを踏まえ、

契約を迅速かつ効

果的に行うととも

に、適切に実施する

ために必要な体制

を整備する。契約に

ついては、一般競争

入札等競争性のあ

る契約方式を原則

としつつ、「独立行

政法人における調

達等の合理化の取

組の推進について」

（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決

定）に基づく取組を

着実に実施し、公正

性、透明性を十分に

契約については、原

則として一般競争

入札等の競争性の

ある契約方式によ

るものとし、「調達

等合理化計画」 に

基づく取組の着実

な実施により、公正

性、透明性を十分に

確保する。随意契約

については、研究所

の研究開発業務の

特性を考慮し、独立

行政法人の随意契

約に係る事務につ

いて（平成 26年 10

月総務省行政管理

局）を踏まえつつ、

その適否を十分に

検証するとともに、

・研究開発成果の最大

化を推進するため、事

業及び事務の特性を

踏まえ、調達等の合理

化及び契約業務の適

正化に取り組んだか 

 

・調達等の合理化及び

契約業務の適正化を

推進したか 

 

・調達等の合理化及び

契約業務の適正化の

観点からの、外部から

の指摘等を踏まえた

対応状況 

 

 

 

 

（調達に関する件数・金

額等のデータについては

別紙のとおり） 

●調達等合理化検討委員

会が策定する調達等合理

化計画に基づく取組を着

実に実施にするために、

公正性・透明性を確保し

つつ、研究開発の特性に

合わせた効率的・効果的

な調達に取組むことによ

り、調達の合理化を促進

し、契約業務の適正化を

推進した。 

 

●「独立行政法人におけ

る調達等合理化の取組の

推進について」(平成 27

年 5 月 25 日総務大臣決

定)に基づき設置した調

 

 

 

●順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・Web調達利用の全所展開により、合理化、時間短縮化が図られている。契約

の透明化により不正防止にも有効である。 

・研究業務の特殊性や研究環境整備に係る固有の事情等については十分に配

慮の上で、競争入札の割合について適切な水準を達成・維持できるよう継続

的な努力をお願いしたい。 
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確保するとともに、

随意契約によらざ

るを得ない場合は、

事前に審査した上

で実施し、その理由

等を公表する。ま

た、調達に当たって

は要求性能を確保

した上で、研究開発

の特性に合わせた

効率的・効果的な契

約方法により、質と

価格の適正なバラ

ンスに配慮した調

達を実施する。同時

に、上記の取組が適

正に行われるよう

周知徹底を図ると

ともに、取組状況の

検証を行い、必要な

措置をとる。 

一般競争入札等に

より契約を行う場

合であっても、真に

競争性、透明性が確

保されているか点

検・検証を行う。 

平成 30 年度は、調

達を迅速に行うこ

とが可能となる新

たな契約方式の導

入を検討する。ま

た、調達に当たって

は、仕様書作成にお

いて要求性能を確

保した上で研究開

発の特性に合わせ

た効率的・効果的な

調達に取組むため、

チェックリストに

より調達における

留意点の確認を行

うとともに、単価契

約による調達の合

理化促進を行う。さ

らにコストを意識

しつつ、研究所とし

ての質と価格の適

正なバランスに配

慮した調達を実施

する。同時に、上記

の取組が適正に行

われるよう、研修等

において周知徹底

を図るとともに、取

組状況の検証を行

い、改善につなげ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・入札基準額以上の契

約事案に占める競争

性のない随意契約と

なった案件が随意契

約として適切なもの

であったか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達等合理化検討委員会に

おいて平成 30 年度調達

等合理化計画を策定し、

PDCA サイクルにより透

明性・公正性を確保しつ

つ、自律的かつ継続的に

調達等の合理化に取り組

んだ。 

 

●入札基準額以上の契約

案件は平成 29 年度は

3,143件、559億円であっ

たのに対して、平成 30年

度は 3,084 件、1,494 億

円と、59 件減少した一

方、金額は 935 億円増加

となっている。これはポ

スト京コンピュータ関連

及び本部・事務棟整備等

事業（ＰＦＩ）に係る契

約金額の増加が要因とな

っている 

 

 

●入札基準額以上の競争

性のない随意契約は、研

究所の研究開発業務の特

性を考慮し、独立行政法

人の随意契約に係る事務

について（平成 26 年 10

月総務省行政管理局）を

踏まえつつ、全て契約審

査委員会による審査若し

くは契約監視委員会によ

る事後点検により、妥当

性・適正性の確認を受け

ている。平成 30 年度は

696件、930 億円で、前年

度に比べ件数が 16件、金

額が 709 億円増加した

が、随意契約の件数割合

は 22.6％と前年度と同
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・企画競争方式の実施

件数、効果に関する検

証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・随意契約事前確認の

公募を実施した件数、

効果に関する検証 

 

 

 

 

 

 

水準を維持した。件数に

は、競争性のない随意契

約とせざるを得ない外部

資金による委託研究契約

や企業等との共同研究契

約 167件、約 35億円（対

前年６件、25億円増）も

含まれている。金額につ

いては、ポスト京コンピ

ュータに係る調達金額の

増加によるところが主な

要因となっている。 

 

●企画競争方式の実施件

数は 17 件、うち 10 件が

複数者応募となり、競争

性が確保できた。さらに、

以下の事例のように提案

内容や業務遂行能力が最

も優れた者を契約相手先

として選定することがで

きた。 

一例として、アニメー

ション動画制作におい

て、７者から応募があり、

技術評価を経て最も優れ

た者と契約した結果、ク

オリティが高く、若年層

に親しみやすい作品が完

成し若年層から好評をは

くしており、企画競争の

実施効果が得られた。   

 

●随意契約事前確認公募

の件数は 43件、うち８件

については調達ホームペ

ージ上から資料をダウン

ロードした者が他にもお

り、そのうち 2 件は他者

から参加表明があり、入

札へ移行した。 
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・競争入札に占める一

者応札等の件数等の

低減に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調達情報公開の継続 

公告の掲示だけでな

く、ホームページにも

掲載を行ったか。入札

情報の自動配信サー

ビスを実施したこと

による、業者等からの

反応や関心はどうで

あったか 

 

・公正性、競争性の担

保 

仕様書の作成に関す

る注意、啓発等の回

数。会議等での発表回

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●競争入札に占める一者

応札等の状況は、件数が

1,835 件、金額は 364 億

円と、前年度に比して 77

件、163 億円といずれも

増加している。件数につ

いては、平成 30年度から

の中長期目標期間の開始

に当たり労働者派遣契約

の更改があったこと、金

額については、本部・事

務等整備等事業（PFI）に

よるところが増加要因と

考えられる。引き続き、

件数等の低減に努める。 

 

●調達情報について、所

内掲示板への公告等に加

えて、Web 公開を 100％実

施した。また、取引業者

に向けに入札情報の自動

配信サービスも活用し、

潜在的供給者が入札情報

を容易に得られ、業者が

応札可能性のある案件を

潜在的供給者が見落とさ

ずにすむようにしてい

る。これにより資料のダ

ウンロード回数や参加機

会も多くなり関心の高さ

が維持されている。 

 

 

●新入職員向けにオリエ

ンテーションや就業説明

会等において、仕様書作

成時の留意事項や、官製

談合等不正防止に関して

注意・啓発を行った。ま

た、事業所における研究

連絡会議においても啓発

を行った。さらに、ｅ-ラ
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・入札参加要件の緩和 

入札参加の緩和を行

った件数、その結果一

者応札等の改善効果

を検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公告期間の確保 

公告期間について、業

務日で 10 日間とした

もの、10 日間を超えた

もの、短縮したものの

各件数を比較、より長

く確保したか検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ーニングシステムによる

契約に関する研修や所内

向けホームページ上で仕

様書作成時の留意事項を

掲載して啓発等を行って

いるとともに、要求元が

作成した仕様書について

は事務部門においても、

限定的な記載内容となら

ないよう確認・指導を行

った。 

 

●物品・役務においては

従来より資格要件を緩和

しているが、入札参加資

格が C 等級以上であるも

のを、D 等級まで引き下

げた件数は 58件、うち 24

件は複数者応札となり、

18 件についてはＤ等級

の者が落札した。このよ

うに下位等級者の競争参

加機会を増やすことで、

競争性の改善効果があっ

た 

 

●理研の規程で公告期間

を定めており、暦日で 10

日の公告期間を設けなけ

ればならないこととなっ

ているが、公告期間を長

く確保するため、政府調

達案件を除く入札におい

て運用上これを、業務日

で 10 日 を設けることと

しており、その件数は

212 件となっている。さ

らに業務日で 10 日超の

日 数を設 けた件 数は

1,897件（計 2,109 件）で

あった。緊急性を理由に、

規程で認められる範囲内
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・単価契約及び一括契

約の締結促進の取組 

単価契約及び一括契

約による調達を業務

効率の向上に繋がる

よう検討の上実施し、

効果について検証 

 

 

 

 

 

 

 

・Web 調達の活用 

少額で購入頻度の高

い消耗品等の調達の

単価契約化及び研究

室による発注手続き

の効率化に資するも

のとして、近年発達し

てきた Web 調達が挙

げられる。和光事業所

における運用で、研究

室サイドの手間が軽

減される等の確認が

できたことから、全所

的な展開を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新たな随意契約方式

で公告期間を短縮した件

数は 22 件であり、多くの

案件で公告期間をより長

く確保した。 

 

●新規の単価契約や一括

契約については、業務効

率の向上につながるか検

討した上で拡充に取組ん

でおり、単価契約として

は、ＳＴＲ用試薬（筑波）

など 18 件を、一括契約と

しては、神戸第 1 地区お

よび大阪地区で使用する

電気受給契約を新たに実

施し、業務効率の向上に

繋げた 

 

 

●Web 調達の全所展開に

当たっては、企画競争を

実施し、６つの運営事業

者から応募があった。理

研の規程に沿った形で

Web サイトから商品を購

入できることや、Web サ

イトを通じて購入した商

品の購買データを理研の

会計システムに取り込む

ことができること等を条

件とし、全所で購入実績

がある商品を取り扱って

いる複数のサイトと契約

締結することができた。

これまで和光事業所にお

いて 180 の要求元で利用

してきたが、全所展開し

たことで、394 の要求元

が利用するようになり、

調達の簡素化・効率化に

寄与することができた 
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導入の検討 

特例随契の対象とな

る案件比率と契約事

務における業務負担

を検証し、特例随契導

入について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発注権限の遵守 

緊急を要する場合等

を除いて契約担当部

署からの発注とした

か 

理化学研究所におい

ては原則としてすべ

ての発注は契約担当

部署から行っている。

緊急を要する場合等

には予め定められた

「契約担当役の代行

者」が発注を行えるこ

ととしている。 

 

・随意契約に関する内

部統制の確立 

契約審査委員会によ

り、3000 万円を以上の

随意契約希望案件に

ついては全数を審査

したか 

3000 万円未満のもの

についても、少額随意

契約以上で競争性の

ない随意契約につい

てはメールでの審査

●入札基準額以上の件数

3,084 件のうち、特例随

契の対象件数は 991 件で

全体の 32.1％を占める。 

具体的に検討したとこ

ろ、現行制度を前提とす

る場合、理研では調達期

間に関して入札制度と特

例随契とで殆ど差がな

く、必ずしも研究開発成

果の早期発現等には繋が

らない一方、導入した場

合、事務的な負担等が増

える可能性が見込まれ。

これら課題解消の可能性

も含め、引き続き関係機

関と検討を行う。 

 

●会計規程等に沿った発

注続きを徹底し、調達の

適正化を図り、全ての契

約案件について契約担当

部署から発注を行った。 

 

●入札基準額以上の競争

性のない随意契約につい

ては、すべて契約審査委

員会による事前審査によ

り、会計規程等において

認めている事由との合規

性の観点からその適否に

ついて審査を受けた。 

 

 

●会計規程等に沿った納

品確認等の手続きを徹底

することにより、調達の

適正化を図り、現在は全

ての納品物について、契

約依頼者以外の契約担当

部署による納品確認を実

施している。 
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を実施したか 

 

・契約依頼者以外の契

約担当部署による納

品確認の徹底 

物品の納品にあたっ

て、確実に納品確認を

行ったか 

 

・不祥事の発生の未然

防止・再発防止のため

の取組 

事業所の契約担当部

署間の会議で共有す

ると伴に、研究室へ周

知したか 

 

 

【関連法人】 

・ 法人の特定の業務

を独占的に受託して

いる関連法人につい

て、当該法人と関連法

人との関係が具体的

に明らかにされてい

るか。 

・ 当該関連法人との

業務委託の妥当性に

ついての評価が行わ

れているか。 

・ 関連法人に対する

出資、出えん、負担金

等（以下「出資等」と

いう。）について、法人

の政策目的を踏まえ

た出資等の必要性の

評価が行われている

か。 

 

 

●研究費の不正使用防止

に関し、新入職員オリエ

ンテーションや事業所の

研究連絡会議等で研究費

の正しい執行について周

知 すると ともに 、 e-

Learning 研修を実施し

ている。他法人における

会計検査に関して情報収

集を行い、改善すべき点

については契約担当課の

連絡会議で情報共有を行

うと共に、必要に応じ規

程改正や要領を作成し、

研究者も含め周知してい

る。 

 

【関連法人の有無】 

●有（公益財団法人高輝

度光科学研究センター）

※以下、関連法人が有る

場合のみ記載。 

【当該法人との関係】 

●関連公益法人（独法会

計基準第 129 2（2）（事

業収入に占める割合が三

分の一以上の公益法人

等）に該当） 

【当該法人に対する業務

委託の必要性、契約金額

の妥当性】 

●経費削減や効率的な実

施を目的に事業の一部を

外部に委託しており、「播

磨地区大型放射光施設

（SPring-8）運営支援業

務」について、一般競争

入札を実施して公平性・

透明性を確保した上で契

約を締結したもの。契約
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金額については、積算資

料など刊行物等による積

算も参考としつつ予定価

格を設定し、金額の妥当

性・適正性を確保した。 

【委託先の収支に占める

再委託費の割合】 

●平成 30 年度契約金額

（1,874 百万円）に対し、

再委託費はなかった 

【当該法人への出資等の

必要性】 

●該当なし 

 また、監事及び会計

監査人による監査

において、入札・契

約の適正な実施に

ついて徹底的なチ

ェックを行う。 

また、監事及び会計

監査人による監査

において、入札・契

約の適正な実施に

ついて徹底的なチ

ェックを行う。 

加えて、適正な契約

の確保のために、外

部有識者を含む契

約監視委員会によ

る定期的な契約の

点検・見直しを受け

るとともに、契約に

係る情報について

ウェブサイトに公

表する。 

 ●外部有識者及び監事で

構成される契約監視委員

会を定期的に行い、平成

30 年度調達等合理化計

画の審議を含め契約案件

に係るリスト点検及び委

員が任意で選定した個別

案件について、担当契約

部署からの説明、質疑応

答を行い審議の後、契約

担当部署への講評を行っ

た。 

審議概要は、理研ホーム

ページで公表している。 

●契約監視委員会は、外部

からの目により調達等合理

化計画及び個別契約案件に

適切な意見等を行ってお

り、契約業務の適正化に関

して効果的に機能している

と評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究所は、予算の効

率的な執行による

経費の削減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、寄

付金、特許実施料等

の自己収入や競争

的資金等の外部資

金の確保や増加、活

用等に努める。 

   【業務実績総括】 

財源の多様化を図るとと

もに、予算を適切に執行

した。具体的には以下の

とおり。 

・ 予算については、業

務運営に支障のないよう

配慮しつつ適切な執行を

行った。 

・ 外部資金の確保につ

いては、公募情報の効果

的な周知など増加に向け

た取組を実施した。 

・ 重要な財産の処分と

して、慎重な検討の上で

海外に設置した研究施設

を計画どおり相手方に無

償譲渡した。 

・ 剰余金は平成３０年

度は発生しなかった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

重要財産の処分（海外に設

置した研究施設の無償譲

渡）をはじめ、適切な業務遂

行を通じて、着実に中長期

計画が進捗していると判断

できることから、B評定とす

る。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 
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・ 中長期目標期間を越

える債務負担については

国が推進している PFI 事

業の導入を実施し、費用

を抑制しつつ高い品質を

確保すべく対応した。 

・ 目的積立金は文部科

学大臣の承認を受けた上

で重点的に実施すべき研

究開発へ充当した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―１ 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究所は、予算の効

率的な執行による

経費の削減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、寄

付金、特許実施料等

の自己収入や競争

的資金等の外部資

金の確保や増加、活

用等に努める。 

（別紙での記載） （別紙での記載） ・予算を適切に執行

し、財務内容の改善が

図られたか 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当

期総損失）） 

・ 当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因

が明らかにされてい

るか。 

・ また、当期総利益

（又は当期総損失）の

発生要因は法人の業

務運営に問題等があ

ることによるものか。 

 

（利益剰余金（又は繰

越欠損金）） 

・ 利益剰余金が計上

されている場合、国民

生活及び社会経済の

安定等の公共上の見

 

 

 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

については、別紙参照。 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期

総損失）の発生要因）） 

財務諸表の作成にあたり

当期総利益の発生要因

（構成）について検証を

行った結果、当期総利益

の発生要因（構成）は、そ

の大部分が自己収入によ

り取得した固定資産の期

間利益（残存簿価）であ

った。 

 

 

●順調に計画を遂行してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・予算、収支計画、資金計画について適格に管理がなされている。 
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地から実施されるこ

とが必要な業務を遂

行するという法人の

性格に照らし過大な

利益となっていない

か。 

・ 繰越欠損金が計上

されている場合、その

解消計画は妥当か。 

※解消計画がない場

合 

・ 当該計画が策定さ

れていない場合、未策

定の理由の妥当性に

ついて検証が行われ

ているか。さらに、当

該計画に従い解消が

進んでいるか。 

 

（運営費交付金債務） 

・ 当該年度に交付さ

れた運営費交付金の

当該年度における未

執行率が高い場合、運

営費交付金が未執行

となっている理由が

明らかにされている

か。 

・ 運営費交付金債務

（運営費交付金の未

執行）と業務運営との

関係についての分析

が行われているか。 

 

 

 

 

 

（溜まり金） 

・ いわゆる溜まり金

の精査において、運営

費交付金債務と欠損

金等との相殺状況に

着目した洗い出しが

行われているか。 

（利益剰余金） 

利益剰余金の構成要素

は、当期総利益及び前中

長期目標期間繰越積立金

等の残額であり、当期総

利益の発生要因からも、

過大な利益となっていな

い。 

 

 

 

 

（繰越欠損金） 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運営費交付金債務の未

執行率（％）と未執行の

理由） 

●業務運営に与える影響

の分析 

平成 30 年度に交付され

た 運営費 交付金 は、

52,869 百万円(1)であ

る。このうち、平成 30 年

度執行額は、47,795 百万

円(2)であるため、平成

30 年度交付分の未執行

額 ((3)=(1)-(2)) は

5,074 百万円、未執行率

((3)/(1))は 9.6％であ

り、順調な執行であった。

また、業務運営への影響
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はなかった。 

 

（溜まり金の精査の状

況） 

●溜まり金の国庫納付の

状況 

運営費交付金債務と欠損

金等の相殺により発生し

た溜まり金はなかった

が、承継資産の売却等に

伴い発生した現金及び預

金 2,546,334 円の留保が

生じていたため、不要財

産として決定し、うち、

政府出資分 2,413,249 円

を国庫納付した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―２ 外部資金の確保 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究所は、予算の効

率的な執行による

経費の削減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、寄

付金、特許実施料等

の自己収入や競争

的資金等の外部資

金の確保や増加、活

用等に努める。 

外部資金の獲得は、

研究所の研究者に

新しいアイデアや

研究の目をもたら

すとともに、大学や

企業等と連携して

重要な社会・産業の

課題解決に向けた

研究開発を行うこ

とで、我が国のイノ

ベーション創出や

世界規模の課題の

解決に貢献するこ

とにつながる。外部

資金を積極的に獲

得するため、科学技

術イノベーション

政策や産業の動向

把握に努めるとと

もに、省庁や公的研

外部資金を積極的

に獲得するため、科

学技術イノベーシ

ョン政策や産業の

動向把握に努める

とともに、省庁や公

的研究機関、企業や

団体との意見交換

等を通じて、今後重

点化すべき取組や

新たな事業の提案

を行う等、一層の資

金確保に努める。 

・外部資金の一層の獲

得を推進したか 

●平成 30 年度は、2261

件・190 億円を新規に獲

得した。外部資金の一層

の獲得を推進した結果、

平成 29 年度に比して、非

競争的資金は減少したも

のの、競争的資金、若手

研究者のスタートアップ

資金として貴重な原資と

なっている民間助成金、

民間受託の獲得額が増加

した。 

 

外部資金の獲得にあたっ

ては、下記３点を重点的

に推進した。  

１） 外部資金獲得に関

する情報の周知及び研究

者の意識向上のため、引

き続き公募情報システム

●順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・科研費等の競争的資金の額は増加しており、着実な業務運営がなされてい

る。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 
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究機関、企業や団体

との意見交換等を

通じて、今後重点化

すべき取組や新た

な事業の提案を行

う等、一層の資金確

保に努める。 

を活用した所内ホームペ

ージ・電子メールでの効

果的な周知をした。 

２） 外部資金獲得に向

けた若手支援のため、平

成 30年度も、科研費の説

明会（日本語及び英語）

を実施した。説明会では、

制度変更に関する説明、

種目別採択率等応募・採

択に関するデータ紹介、

科研費の獲得経験を豊富

に有する研究者による獲

得のポイント等について

の講義及び Q&A セッショ

ンを設けている。また、

大型政府系受託資金の若

手の獲得者による講演会

を実施した。この他、主

な資金等について、戦略

的な獲得に向け、各制度

の公募時期や募集要項配

布時期に沿って列挙した

一覧を冊子にして配布し

た。 

３） 外部資金獲得の重

要な位置づけとなってい

る、寄附金の受入れ拡大

のため、WEB 等での募集

に、引き続き取り組んだ。 

 

以上の結果、平成 30年度

は 2,261 件・19,030 百万

円（平成 29年度は 1,758

件・18,998 百万円）の外

部資金を獲得した。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―３ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 運営費交付金の債

務残高についても

勘案しつつ予算を

計画的に執行する。 

短期借入金は 240 

億円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の受

入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

短期借入金は 240億

円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の受

入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

・ 短期借入金は有る

か。有る場合は、その

額及び必要性は適切

か。 

 

●該当なし ― 

 

― 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―４ 不要財産又は、不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 必要性がなくなっ

たと認められる保

有資産については

適切に処分すると

ともに、重要な財産

を譲渡する場合は

計画的に進める。 

不要財産又は不要

財産となることが

見込まれる財産に

関する計画はない。 

不要財産又は不要

財産となることが

見込まれる財産に

関する計画はない。 

 

 

●第３期目標期間におい

て発生した特殊法人から

独立行政法人に承継した

借上住宅敷金の解約金並

びに承継資産である機械

装置及び工具器具備品の

売却により留保となった

現金のうち、政府出資分

2,413,249 円を国庫納付

した。 

●溜まり金の精査等が適切

に行われていると認める。 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・不要財産となる計画はなく、装置や備品売却分は国庫納付しており適切に管

理されている。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―５ 重要な財産の処分・担保の計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 必要性がなくなっ

たと認められる保

有資産については

適切に処分すると

ともに、重要な財産

を譲渡する場合は

計画的に進める。 

1990 年に締結した

研究協力協定に基

づく RAL における

ミュオン研究は、中

長期目標期間中に

終了する予定であ

り、建物を RAL に無

償譲渡する。 

1990 年に締結した

研究協力協定に基

づく RALにおけるミ

ュオン研究は、中長

期目標期間中に終

了する予定であり、

平成 30 年度に、建

物を RALに無償譲渡

する。 

 

・ 重要な財産の処分

に関する計画は有る

か。ある場合は、計画

に沿って順調 

に処分に向けた手続

きが進められている

か。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見

直し） 

・実物資産について、

保有の必要性、資産規

模の適切性、有効活用

の可能性等の観点か

らの法人における見

直し状況及び結果は

適切か。 

・ 見直しの結果、処分

等又は有効活用を行

うものとなった場合

は、その法人の取組状

況や進捗状況等は適

切か。 

・ 「勧告の方向性」や

「独立行政法人の事

【重要な財産の処分に関

する計画の有無及びその

進捗状況】 

●1990 年に締結した研

究協力協定に基づく英国

ラザフォード・アップル

トン研究所（RAL）におけ

るミュオン研究は、中長

期目標期間中に終了する

予定であり、平成 30年度

に、建物を RAL に無償譲

渡した。 

 

【実物資産の保有状況】 

●リサイクルの推進によ

り資産の有効活用を促進

するとともに、減損会計

に係る調査及び現物確認

調査を定期的に実施して

資産の利用状況の把握等

●海外機関に設置した研究

施設を計画どおり先方に無

償譲渡し、適切に重要財産

の処分を実施したことを高

く評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・英国ラザフォードアップルトン研究所（RAL）におけるミュオン研究の終了

を見据え、建物の無償譲渡を円滑に行い、適切に重要な財産の処分を実施し

たことは評価できる。 

・研究終了に伴う不要な不動産や建物の処分を着実に行っており、保有の必要

性のないものは存在していない。 
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務・事業の見直しの基

本方針」等の政府方針

を踏まえて処分等す

ることとされた実物

資産について、法人の

見直しが適時適切に

実施されているか（取

組状況や進捗状況等

は適切か）。 

 

（資産の運用・管理） 

・ 実物資産について、

利用状況が把握され、

必要性等が検証され

ているか。 

・ 実物資産の管理の

効率化及び自己収入

の向上に係る法人の

取組は適切か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に努めた。 

 

① 実物資産の名称と内

容、規模 

●理研の実物資産には、

「建物及び附属設備、構

築物、土地」、及び「建物

及び附属設備、構築物、

土地以外の資産」がある。

「建物及び附属設備、構

築物、土地」は、各事業所

等の土地、建物、宿舎等

が計上されており、「建物

及び附属設備、構築物、

土地以外の資産」は「機

械及び装置並びにその他

の附属設備」及び「工具、

器具及び備品」が計上さ

れている。 

 

② 保有の必要性（法人の

任務・設置目的との整合

性、任務を遂行する手段

としての有用性・有効性

等） 

●実物資産の見直しにつ

いては、固定資産の減損

に係る会計基準に基づい

て処理を行っており、減

損またはその兆候の状況

等を調査し、その結果を

適切に財務諸表に反映さ

せている。このため、実

物資産についてその保有

の必要性が無くなってい

るものは存在しない。 

 

③ 有効活用の可能性等

の多寡 

●保有の必要性、資産規

模の適切性、有効活用の

可能性等の観点からの法
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【金融資産】 

（保有資産全般の見

直し） 

・ 金融資産について、

保有の必要性、事務・

事業の目的及び内容

に照らした資産規模

は適切か。 

・ 資産の売却や国庫

納付等を行うものと

なった場合は、その法

人の取組状況や進捗

状況等は適切か。 

 

（資産の運用・管理） 

人における見直しの結

果、既に各資産について

有効活用が行われてお

り、問題点はない。 

 

④基本方針において既に

個別に講ずべきとされた

施設等以外の建物、土地

等の資産の利用実態の把

握状況 

●不動産等管理事務取扱

細則の規定に基づき、毎

年度、財産管理部暑（本

部においては総務部、各

事業所においては研究支

援部）が不動産等管理簿

を作成し、資産の現況及

び増減の状況を明らかに

している。利用実態の把

握等については、各研究

支援部にて利用実態、入

居要望等を適宜確認し、

建物利用委員会等で必要

に応じたスペースの利用

計画案の策定を行ってお

り、この計画の承認並び

に全所における重要な土

地・建物利用に係る案件

については、施設委員会

が、利用計画の把握・調

整に加えて老朽化対策等

も勘案し、総合的な視点

から審議している。 

 

⑤利用実態を踏まえた保

有の必要性等の検証状況 

●減損会計に係る調査及

び現物確認調査を実施

し、資産の利用状況の把

握等に努めた。 

 

⑥ 実物資産の管理の効
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・ 資金の運用状況は

適切か。 

・ 資金の運用体制の

整備状況は適切か。 

・ 資金の性格、運用方

針等の設定主体及び

規定内容を踏まえて、

法人の責任が十分に

分析されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（債権の管理等） 

・ 貸付金、未収金等の

債権について、回収計

画が策定されている

か。回収計画が策定さ

れていない場合、その

理由は妥当か。 

・ 回収計画の実施状

況は適切か。ⅰ）貸倒

懸念債権・破産更生債

権等の金額やその貸

付金等残高に占める

割合が増加している

場合、ⅱ）計画と実績

に差がある場合の要

因分析が行われてい

るか。 

・ 回収状況等を踏ま

え回収計画の見直し

の必要性等の検討が

率化及び自己収入の向上

に係る法人の取組 

※維持管理経費や施設利

用収入等の観点、アウト

ソーシング等による管理

業務の効率化及び利用拡

大等による自己収入の向

上の観点から記載。 

●資産については、会計

システムを用いて効率的

に管理を行っている。ま

た、理研は研究活動を目

的として実物資産を取

得。研究活動を通じて自

己収入を得ているところ

であり、自己収入を主目

的とした実物資産を有し

ていない。 

 

【金融資産の保有状況】 

① 金融資産の名称と内

容、規模 

●金融資産の主なもの

は、現金及び預金であり、

平成 30 年度末において

33,248 百万円となって

いる。 

 

② 保有の必要性（事業目

的を遂行する手段として

の有用性・有効性） 

●未払い金等のために保

有しているものである。 

 

③ 資産の売却や国庫納

付等を行うものとなった

金融資産の有無 

●該当なし 

 

④ 金融資産の売却や国

庫納付等の取組状況／進

捗状況 
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行われているか。 ●該当なし 

 

【資金運用の実績】 

●金利政策の影響により

定期預金を組むことがで

きなかった。 

 

【資金運用の基本的方針

（具体的な投資行動の意

志決定主体、運用に係る

主務大臣・法人・運用委

託先間の責任分担の考え

方等）の有無とその内容】 

●特に定めていない 

 

【資産構成及び運用実績

を評価するための基準の

有無とその内容】 

●特に定めていない 

 

【資金の運用体制の整備

状況】 

●該当なし 

 

【資金の運用に関する法

人の責任の分析状況】 

●該当なし 

 

【貸付金・未収金等の債

券と回収の実績】 

●該当なし 

 

【回収計画の有無とその

内容（無い場合は、その

理由）】 

●該当なし 

 

【回収計画の実施状況】 

●該当なし 

 

【貸付の審査及び回収率

の向上に向けた取組】 
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●該当なし 

 

【貸倒懸念債権・破産更

生債権等の金額／貸付金

等残高に占める割合】 

●該当なし 

 

【回収計画の見直しの必

要性等の検討の有無とそ

の内容】 

●該当なし 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―６ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通り

とする。 

・重点的に実施すべ

き研究開発に係る

経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転に係る経費 

・職員の資質の向上

に係る経費 

・研究環境の整備に

係る経費 

・広報に係る経費 

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通り

とする。 

・重点的に実施すべ

き研究開発に係る

経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転に係る経費 

・職員の資質の向上

に係る経費 

・研究環境の整備に

係る経費 

・広報に係る経費 

・ 利益剰余金は有る

か。有る場合はその要

因は適切か。 

 

該当なし 

 

（第３期中長期に生じた

剰余金については、【Ⅲ－

8】積立金の使途 を参

照） 

 

― ― 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―７ 中長期目標期間を越える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基盤

の整備等が中長期

目標期間を越える

場合で、当該債務負

担行為の必要性及

び資金計画への影

響を勘案し合理的

と判断されるもの

について行う。 

ＰＦＩ事業として

下記を実施する。 

（ＰＦＩ事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基盤

の整備等が中長期

目標期間を越える

場合で、当該債務負

担行為の必要性及

び資金計画への影

響を勘案し合理的

と判断されるもの

について行う。 

PFI 事業として下記

を実施する。 

（PFI 事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

・ 中長期目標期間を

超える債務負担は有

るか。有る場合は、そ

の理由は適切か。 

【中長期目標期間を超え

る債務負担】 

 あり。 

【理由は適切か】 

 適切と考える。 

 

（本部・事務棟整備等事

業の進捗状況） 

●本事業の範囲は、①本

部・事務棟の建設、及び、

②本部・事務棟、既存施

設等の維持管理であり、

民間企業の持つノウハウ

を最大限に活用できるＰ

ＦＩ事業では、約 15年間

に亘る長期契約により費

用を抑制し、高い品質を

確保する。 

 

●民間資金等の活用によ

 

 

 

 

 

 

●ＰＦＩ事業の特性である

民間企業のノウハウを最大

限に活用するため、既存施

設等の維持管理を事業に含

め、長期契約により費用を

抑制し、高い品質を確保で

きることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

●国が推進している PFI 手

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・本部・事務棟整備等事業を PFI事業により実施することになっており中長期

目標期間を越える債務負担の理由は適切である。 
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る公共施設等の整備等の

促進に関する法律（PFI

法）の規定に基づく事業

契約手続を当初予定どお

り完了した。 

 

●今年度、総合評価落札

方式による一般競争入札

を行い、学識経験者等か

ら構成する「理化学研究

所本部・事務棟整備等事

業に係る審査委員会」に

おいて最優秀提案者を選

定し、11 月 16 日に基本

協定の締結、12 月 13 日

に事業契約を締結した。 

 

●事業契約締結後、本部・

事務棟の設計業務に着手

し、３月までに基本設計

図書を完成した。  

法の導入を実施し、民間資

金等の活用による公共施設

等の整備等の促進に関する

法律（PFI法）に則った適正

な契約手続きと必要な情報

の公表を行い、予定とおり

に事業を開始していること

から、順調に計画を遂行し

ていると評価する。 

 

●国立研究開発法人におけ

る PFI 事業の実績が数少な

いことから、今回の事業が

国立研究開発法人における

PFI 事業のモデルケースに

なることが想定されること

を高く評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―８ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 前期中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法人

通則法第 44 条の処

理を行ってなお積

立金があるときは、

その額に相当する

金額のうち主務大

臣の承認を受けた

金額について、以下

のものに充てる。

（国立研究開発法

人理化学研究所法

に定める業務の財

源に充てる。） 

・中長期計画の剰余

金の使途に規定さ

れている重点的に

実施すべき研究開

発に係る経費、エネ

ルギー対策に係る

経費、知的財産管

理・技術移転に係る

経費、職員の資質の

向上に係る経費、研

究環境の整備に係

前中長期目標期間

の最終年度におい

て、独立行政法人通

則法第 44 条の処理

を行ってなお積立

金があるときは、そ

の額に相当する金

額のうち主務大臣

の承認を受けた金

額について、以下の

ものに充てる。（国

立研究開発法人理

化学研究所法に定

める業務の財源に

充てる。） 

・中長期計画の剰余

金の使途に規定さ

れている重点的に

実施すべき研究開

発に係る経費、エネ

ルギー対策に係る

経費、知的財産管

理・技術移転に係る

経費、職員の資質の

向上に係る経費、研

究環境の整備に係

 

・積立金を適正に充当

したか 

 

・積立金の支出は有る

か。有る場合は、その

使途は中長期計画と

整合しているか。 

●目的積立金について

は、第４期中長期目標期

間への繰越金として主務

大臣より承認を受けた

468 百万円に関して検討

を行い、中長期計画の剰

余金の使途に規定されて

いる重点的に実施すべき

研究開発に係る経費とし

て、以下に充当すること

を決定した。 

・人工アジュバントベク

ター研究加速(125 百万

円) 

・超高磁場 NMR 開発に向

けた基盤技術開発(300

百万円） 

 

●積立金の充当は適正であ

ると認める。 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・主務大臣の承認のもと積立金を適正に充当して研究加速に有効利用してい

る。 
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る経費、広報に係る

経費 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前期中長期目標期

間に還付を受けた

消費税のうち、中長

期目標期間中に発

生する消費税の支

払 

る経費、広報に係る

経費 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前中長期目標期間

に還付を受けた消

費税のうち、中長期

目標期間中に発生

する消費税の支払 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 － － － － 【業務実績総括】 

●研究開発法人の運営に

おいて重要な業務を着実

に進めた。具体的には、

以下のとおり。 

・ 内部統制に関し、リ

ス ク対応 計画に より

PDCA サイクルを踏まえ

た業務改善を策定・実施

し、研究記録の管理につ

いて対処するなど具体的

な改善をつなげた。内部

監査、監事監査について

も着実に業務を行った。 

・ 研究不正・研究費不

正の防止に向けた取組、

利益相反に関する対応等

を着実に実施した。 

・ 業務の安全の確保に

ついては、教育訓練を行

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

●以下のような顕著な取組

事例等も含め、全体として

業務運営の改善・効率化に

向けて着実な業務遂行がな

された。これらを総合的に

勘案し、B評定とする。 

 

・リスク対応計画を通じた

PDCAサイクルの具体化 

・情報セキュリティ強化を

含む総合的な ICT 戦略の策

定 

・本部・事務棟整備に係る

PFI事業 

・各研究機関で深刻な課題

となりつつある老朽施設に

係る長期修繕計画の策定に

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされているため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・ガバナンスや研究倫理について組織的な対策が緻密に実施されている。特に

情報セキュリティについてはセキュリティ対策規定に基づいて委員会を立

ち上げ、ICT 戦略に基づいた戦略的で緻密な施策を具体化したことや、セキ

ュリティ教育を着実に実施し重要なボトムアップ対策である職員の意識改

革が図られていることは評価できる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・情報セキュリティ強化を進め、ＩＣＴ戦略に基づいたセキュリティ対策、シ

ステム・仕組みの導入をタイムリーに実施するとともに、常にアップデート

する体制の維持を望む。 
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うなど安全確保を着実に

実施した。 

・ 情報セキュリティ基

本方針などルール整備等

の対策を着実に実施し

た。また、情報セキュリ

ティのみならず研究デー

タ管理やオープンサイエ

ンスまで含めた総合的な

ICT戦略を策定した。 

・ 老朽施設に係る長期

修繕計の検討に着手した

ほか、本部・事務棟に係

る PFI 事業を着実に進

め、当該施設の利用・環

境等について検討を進め

た。 

・ 優秀な人材の確保、

研修による育成、クロス

アポイントメントによる

流動性向上等の措置を着

実に実施した。 

向けた検討着手 等 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－1 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 内部統制について

は、「独立行政法人

の業務の適正を確

保するための体制

等の整備」（平成 26

年 11月 28日付け総

務省行政管理局長

通知）等を踏まえ、

理事長のリーダー

シップのもと、コン

プライアンス体制

の実効性を高める

とともに、中長期的

な視点での監査計

画に基づき、監事と

の緊密な連携を図

り、組織的かつ効率

的な内部監査の着

実な実施、監査結果

の効果的な活用等

により、内部統制を

充実・強化する。 

特に、研究活動等に

おける不正行為及

び研究費の不正使

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリス

クに対する対応計

画を策定してこれ

を実施し、その結果

を分析・評価してリ

スク管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点で

の監査計画に基づ

き、毎年の契約・経

理等会計部門に加

えて、センター毎あ

るいはテーマ毎等

の内部監査を効率

的・効果的に実施す

る。その他、監事の

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリス

クに対する対応計

画を策定してこれ

を実施し、その結果

を分析・評価してリ

スク管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点で

の監査計画に基づ

き、毎年の契約・経

理等会計部門に加

えて、センター毎あ

るいはテーマ毎等

の内部監査を効率

的・効果的に実施す

る。その他、監事の

 

（内部統制） 

・組織全体で取り組む

べき重要な課題（リス

ク）の把握状況 

 

・未達成項目（業務）

についての未達成要

因の把握・分析・対応

状況 

 

・内部統制のリスクの

把握状況 

 

・内部統制のリスクが

有る場合、その対応計

画の作成・実行状況 

 

（監事監査） 

・監事監査において、

法人の長のマネジメ

ントについて留意し

ているか。 

 

・監事監査において把

握した改善点等につ

●平成 30 年度リスク対

応計画は、前年度の対応

状況及び内部統制推進状

況に関する報告や研究コ

ンプライアンス本部によ

る各部署への聴取り等を

もとに、全所的に取り組

むべきリスクを抽出する

ととともに、各部署で別

途自主点検を行い、その

個別リスクを抽出するこ

とにより、策定した。具

体例として、研究データ

が速やかに確認できず、

研究者が適切に説明責任

を果たせないリスクが見

出されたため、リスク対

応計画への反映等の過程

を経て、研究記録の確認

体制の改善につなげるこ

●研究所のミッション達成

を阻害する課題（リスク）の

うち、組織全体として取組

むべき重要なリスクと各部

署における個別のリスクを

抽出した上で、リスク対応

計画を策定して、リスクの

防止等に向けた対応を行っ

たことは、着実にリスク管

理を踏まえた業務運営がな

されたと高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究不正防止策として、無作為抽出による研究記録のチェックは有効であ

る。 

・もっとも重要な成果である発表論文おける剽窃を含めて研究コンプライア

スを徹底することが必要である。ランダムサンプリングでも良いが、剽窃と

バックデータ管理をチェックする論文数をもう少し増やしても良いであろ

う。また、論文発表時の内部査読の制度化などを検討してはどうか。 
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用の防止を含めた、

研究所のミッショ

ン遂行の阻害要因

となるリスクの評

価や分析、適切な対

応等を着実に進め

る。 

実効性を確保する

ための事務体制を

維持するとともに、

機動的かつ専門性

の高い監事監査を

実施できるよう補

助することにより、

監事機能の強化を

図る。 

実効性を確保する

ための事務体制を

維持するとともに、

機動的かつ専門性

の高い監事監査を

実施できるよう補

助することにより、

監事機能の強化を

図る。 

いて、必要に応じ、法

人の長、関係役員に対

し報告しているか。そ

の改善事項に対する

その後の対応状況は

適切か。 

とができた。 

 

●各対応部署においてリ

スク対応計画を実施し、

年度末には、当該部署か

らリスク対応計画の実施

状況の報告を求めた。こ

の結果、研究記録の管理

について対処するなど具

体的な是正を図った。ま

た、併せて内部統制推進

責任者から内部統制推進

状況の報告を求めた。こ

れらの報告状況等を踏ま

え、次年度のリスク対応

計画に反映させていく予

定。 

 

●内部監査について 

中長期計画期間中におけ

る内部監査計画を策定

し、これに基づき平成 30

年度内部監査計画を作成

し、監査を実施した。 

毎年の契約・経理等会計

部門に加えて、センター

毎あるいはテーマ毎等の

内部監査を書面監査、実

地監査などにより効率

的・効果的に実施すると

ともに前年度改善措置要

請した事項のフォローア

ップを行い、対応状況の

確認を行った。 

また、改善措置要請の該

当部署だけでなく関連部

署やその統括部署の本部

組織に横展開を図るな

ど、PDCA サイクルを踏ま

えた継続的な業務改善に

資するように着実に実施

した。 

 

 

●内部監査は、年度計画ど

おりに行われ、改善措置要

請により業務の適正かつ能

率的な運営の確保に寄与し

ていると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●監事監査の補助業務は、

機動的かつ専門性の高い監

事監査の実現を支援し、監

事機能の強化に資するもの

であると評価する。 
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●監事監査の補助につい

て 

監事は、理事会議を初め

とした重要会議への出席

を通じて理事長の運営方

針を十分に把握しつつ、

リスクアプローチに従っ

て年間の監事監査計画を

策定し、期中監査及び期

末監査を実施した。期中

監査で認識した課題につ

いては期末監査で改善に

向けた進捗状況を確実に

フォローアップするとと

もに、担当理事と面談し

て課題や進捗状況につい

て問題意識の共有を図っ

た。 

期中監査及び期末監査の

結果については、理事長

に報告して意見交換を行

うとともに、当該年度の

監査報告書にまとめて理

事会議でも説明を行っ

た。 

以上のとおり機動的かつ

専門性の高い監事監査に

対する補助業務を実施

し、効率的・効果的な監

事監査の実施を確保し

た。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－2 法令遵守、倫理の保持 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発成果の社

会還元というミッ

ションの実現にあ

たり、法令遵守や倫

理に対する意識を

高め、社会の中での

信頼の確保に努め

る。 

特に、研究活動等に

おける不正行為及

び研究費の不正使

用の防止について、

国が示した「研究活

動における不正行

為への対応等に関

するガイドライン」

（平成 26 年８月 26

日文部科学大臣決

定）等の遵守を徹底

するとともに、再発

防止のために研究

所が策定し実施し

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止については、国

のガイドライン等

の遵守を図るべく、

再発防止のための

アクションプラン

等を踏まえつつ、健

全な研究活動の確

保に向けた適切な

教育を実施し、研究

不正等に係る研究

者等の意識の向上

を図る。また、論文

の信頼性を確保す

る仕組みを適切に

運用する等の取組

の着実な実施を進

める。さらに、研究

不正等の防止に向

けた取組等の社会

への発信等を行う。 

また、健全な職場環

境を確保するため、

ハラスメント等を

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止については、国

のガイドライン等

を踏まえて策定し

た規程等に基づき、

防止に関わる取組

を確実に実行する。

研究不正の防止に

ついては、研究倫理

に関する意識の確

認状況や研究記録

管理及び研究成果

発表に関する手続

きの履行状況等の

研究倫理教育責任

者による確認や、研

究倫理教育の受講

の義務化等を実行

する。また、研究不

正の防止に関わる

取組及び研究費不

正使用の防止に関

わる取組について

は、ホームページに

 

 

・研究不正、研究費不

正、倫理の保持、法令

遵守等についての対

応状況 

 

●研究室主宰者等の各研

究室における研究上の不

正防止に向けた取組状況

等の点検を行い、その結

果を踏まえ、研究倫理教

育責任者が点検し、研究

倫理教育統括責任者へ報

告した。 

 

●平成 30 年９月に研究

倫理教育責任者連絡会議

を開催し、他センター等

での参考となるよう、セ

ンター等における具体的

な取組事例等を共有し

た。 

 

●平成 30 年 10 月から平

成 31年１月にかけて、研

究倫理教育統括責任者と

●研究不正防止のためのア

クションプラン等を踏まえ

つつ、継続的に、不正防止の

ための取組を遂行するとと

もに、今年度は新たな取組

として、研究倫理教育責任

者による研究記録管理に係

る点検を行うなど、取組の

実効性を確認していると認

める。また、健全な職場環境

の確保に向けた相談対応や

研修も着実に実施してお

り、順調に所期の計画を遂

行していると評価する。 

＜評価すべき実績＞ 

・研究倫理責任者による研究記録管理に係る点検をはじめ、研究倫理 eラーニ

ングやセミナーの実施、「研究リーダーのためのコンプライアンスブック」の

作成により、研究不正等に係る研究者等の意識の向上に取り組んでいること

は評価できる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究記録の確認の実施はリスク管理のみならず、研究推進の上からも重要で

あり、リスク対応計画に沿って研究データファイルの確認が行われているこ

とは具体的な活動の推進として評価できる。 
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たアクションプラ

ン等を踏まえつつ、

引き続き適切な対

応を行う。さらに、

研究不正等に係る

研究者等の意識の

向上や、研究不正等

の防止に向けた取

組の社会への発信

等を通じて、他の研

究機関の模範とな

る取組を進める。 

起こさないための

教育を実施する。 

さらに通報、相談を

受ける窓口を研究

所内外に設置して

職員等からの通報、

相談に対して迅速

かつ適正に対応す

る。 

て発信する。 

また、健全な職場環

境の確保に向け、ハ

ラスメント等を起

こさないための e-

ラーニング、冊子等

による啓発活動を

行う。 

 

研究倫理教育責任者との

面談を実施し、各センタ

ー等における研究倫理教

育の実施状況等を把握し

た。 

 

●各センター等に配置さ

れた研究倫理教育責任者

において、センター等（設

置３年未満のセンター等

は除外）毎に無作為に抽

出した計 29 研究室から

発表された計 58編（研究

室あたり２編）の論文に

対し、研究記録が適切に

保管されているかの確認

を実施した。その結果、

対象論文に関する実験デ

ータ等が適切に保管管理

されていること等が認め

られた。 

 

●研究倫理ｅラーニング

を受講対象者が確実に受

講完了するよう働きかけ

を継続した。当該研修の

受講年度（入所時と、そ

の後５年毎）に該当しな

い者に対しても、研究倫

理に関する冊子等を参照

しながら受講できる簡易

な研究倫理確認テストを

実施した。 

 

●平成 31 年２月に研究

倫理セミナー「研究活動

に必要な画像処理技術」

を開催し、配布資料を所

内ホームページに掲載し

た。 

 

●新たに着任した者に対
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して、研究倫理教育等の

研修リスト（URL 情報を

含む）をメール送信して

いる。 

 

●無断引用防止に向けた

対策として論文類似度検

索ツールを導入し、理研

から発表する論文等につ

いて、引用表記の誤りや

見落としの防止の徹底を

図っている。 

 

●公的研究費の不正使用

防止のために定めた「不

正防止計画」に掲げる発

生要因と対応する計画の

モニタリングを各事業所

長が年度末に行い、研究

コンプライアンス本部長

に報告した。その結果、

全事業所で計画(対応)が

できているほか、一部の

事業所ではセンターとの

更なる意思疎通に努める

旨の報告がなされた。 

 

●職員等の意識醸成を図

るため、「研究リーダーの

ためのコンプライアンス

ブック」の配付や「理研

で働く人のためのコンプ

ライアンスブック」を所

内ホームページに掲載し

た。 

 

●通報・告発・相談窓口

及び理研の「行動規範」

の更なる周知のため、名

刺サイズのカード（日・

英併記、両面に印刷）を、

新規に入所した者へ配付
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している。 

 

●平成 30 年 11 月に、役

員・センター長・事業所

長等向けハラスメント防

止研修を実施した。また、

次のステップとして、各

センター等管理職向け

に、同様なハラスメント

防止研修を企画中。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－3 業務の安全の確保 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 業務の遂行にあた

っては、安全の確保

に十分留意して行

うこととし、業務の

遂行に伴う事故の

発生を事前に防止

し業務を安全かつ

円滑に推進できる

よう、法令等に基づ

き、労働安全衛生管

理を徹底する。 

 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に十

分に留意する。 

法令や指針の制定・

改正に適切に対応

するため、関係官庁

等からの速やかな

情報入手に努める

とともに、職員等の

安全に係る資質向

上を図る。入手した

情報については、そ

れらが研究遂行に

与える事項につい

て検討を行い、研究

者への的確な情報

提供や必要に応じ

た規程等の整備等

を行う。また、これ

らの情報を教育に

取り入れることに

より安全の確保を

図る。 

・業務の安全確保に務

めたか 

 

●研究安全及び生命倫理

に係る法令等に関する関

係省庁等の説明会等への

参加により改正内容を含

む最新情報を入手し、ま

た、安全管理業務遂行上

必要となる国家資格等を

取得するなど各業務担当

室員等の資質向上を図っ

た。また、その情報や適

正な対応のため、全所的

な情報共有や必要な検討

を実施した。 

 

●法令遵守や安全確保等

に関する情報について、

ホームページ、周知文書

等により適時に職員等に

周知を行うことで、研究

活動及び付随する業務に

●関連法令等に関する情報

収集・共有や、教育訓練など

の資質向上の取組を適切に

行いつつ、安全確保に関す

る業務を着実に行ったと認

める。 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・職員による職場安全点検や各種の安全セミナーにより職員等の安全に係る

資質向上が図られた。 
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おける安全確保を図っ

た。 

 

●法令・指針改正等に基

づき、所内規程等の改正

や、実験及びそれに付随

する管理対象物等に係る

各種申請システムの効率

化・適正化のための改良

を重ねるとともに、これ

らの情報の教育訓練への

反映等の取組を実施し

た。 

 

●当該教育訓練につい

て、安全管理部署全体で、

放射線（播磨地区を除

く）、化学安全等の研究安

全に関し延べ 481 回、及

び播磨地区放射線教育訓

練 4,148 回、動物実験、

生命倫理及びバイオセー

フティ等の生物安全に関

し延べ 629 回開催した。

また、研究活動拠点の多

拠点化等に対応するた

め、教育コンテンツの e-

ラーニングを進めた。 

 

４．その他参考情報 

特になし 

 

 

  



234 

 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－4 情報公開の推進 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 適正な業務運営及

び国民からの信頼

を確保するため、

「独立行政法人等

の保有する情報の

公開に関する法律」

（平成 13 年法律第

140 号）に基づき、

適切かつ積極的に

情報の公開を行う。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140 

号）に基づき、情報

の一層の公開を図

る。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140

号）に定める「独立

行政法人等の保有

する情報の一層の

公開を図り、もって

独立行政法人等の

有するその諸活動

を国民に説明する

責務が全うされる

ようにすること」を

常に意識し、積極的

な情報提供を行う。

特に、契約業務及び

関連法人について

は、透明性を確保し

た情報の公開を行

う。 

・積極的な情報提供に

向けた取組状況 

●「独立行政法人等の保

有する情報の公開に関す

る法律」に基づき、平成

30 年度は、20 件（（うち

１件は前年度からの継続

案件）の情報公開請求が

あり、うち全部開示２件、

部分開示７件、不開示 11

件の決定を行った。 

 

●所外向けホームページ

において、「随意契約によ

ることができる基準」、

「競争性のない随意契

約」に係る情報等契約に

係る情報を公開するとと

もに、関連法人との取引

状況、関連法人への再就

職の状況を公開した。 

●法律等に基づき適切に情

報公開を行っていると評価

する。 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・情報公開に着実に対応し透明性の確保に努めている。 
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４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－5 情報セキュリティの強化 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 サイバーセキュリ

ティ基本法（平成 26

年法律第 104 号）に

基づき策定された

「政府機関等の情

報セキュリティ対

策のための統一基

準群」（平成 28年８

月 31 日サイバーセ

キュリティ戦略本

部決定）を踏まえ、

適切な対策を講じ

るための体制を強

化するとともに、こ

れに基づき情報セ

キュリティ対策を

講じ、情報システム

に対するサイバー

攻撃への防御力を

高めるなど、外部か

情報セキュリティ

強化（特にサイバー

セキュリティ対策）

の要請に応えるた

め、研究部門と事務

部門の情報セキュ

リティの確保及び

情報倫理の教育や

遵守に向けた活動

を包括的に対応す

る組織を運営する。

さらに、サイバーセ

キュリティ対策等

について最新の技

術に対応しながら、

セキュアな情報シ

ステム基盤・情報環

境を継続的に運営

し、研究所の情報セ

キュリティを抜本

情報セキュリティ

強化（特にサイバー

セキュリティ対策）

の要請に応えるた

め、情報セキュリテ

ィ対策を実施する

体制強化に注力し、

情報倫理の教育や

遵守に向けた活動

を包括的に対応す

る。また、政府機関

等の情報セキュリ

ティ対策のための

統一基準群（平成 28

年 8 月 31 日サイバ

ーセキュリティ戦

略本部）への対応状

況を把握するとと

もに、内閣サイバー

セキュリティセン

 

・情報セキュリティ対

策を推進し、研究活動

を支えるＩＴ環境を

整備したか 

 

●政府機関の情報セキュ

リティ対策のための統一

規範（平成 28年 8月サイ

バーセキュリティ戦略本

部決定）を踏まえ、最高

情報セキュリティ責任者

（CISO）の下、情報セキ

ュリティ強化のため、

2018 年度情報セキュリ

ティ対策推進計画を策定

した。 

 

●CISOの総括の下に「情

報セキュリティ対策規

程」、「情報セキュリティ

基本方針」、「情報セキュ

リティインシデント対策

チーム細則」、「情報セキ

ュリティ対策基準」を新

たに策定し、研究所にお

●喫緊の課題である情報セ

キュリティ対策の土台とな

る会議体や体制および規程

類などのルール整備および

情報セキュリティ体制に対

する外部監査や自己点検を

通じて、情報セキュリティ

強化を積極的に進めた点を

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・責任体制を明確化し、人員、組織を適切に配置することで、研究所のサイバ

ーセキュリティ対応能力の強化を進めたことは評価できる。 
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らの攻撃や内部か

らの情報漏えいの

防止に対する組織

をあげた対応能力

の強化に取り組む。 

それらの対策の実

施状況を毎年度把

握するとともに、サ

イバーセキュリテ

ィ対策本部が実施

する監査において

指摘される課題に

も着実に対応し、

PDCA サイクルによ

り情報セキュリテ

ィ対策の不断の改

善を図る。 

的に強化する。 ターが実施する監

査において指摘さ

れる課題にも着実

に対応する。さら

に、サイバーセキュ

リティ対策等につ

いて最新の技術に

対応しながら、セキ

ュアな情報システ

ム基盤・情報環境を

継続的に運営し、研

究所のサイバーセ

キュリティ対応能

力の強化を進める。 

ける情報セキュリティ確

保に関する基本的事項を

定めた。 

 

●研究所の情報セキュリ

ティに関する重要事項を

審議する枠組みとして、

CISOを委員長、部門情報

セキュリティ責任者等

（全本部長、全センター

長、全事業所長他）を委

員とする情報セキュリテ

ィ委員会を設置・開催し、

情報セキュリティ対策規

程類等を決定した。また、

情報セキュリティ事案に

対して機動的な対応を行

うために、情報セキュリ

ティ部会を設置し、情報

セキュリティに関する詳

細検討や審議を行った。 

 

●情報セキュリティ対策

の実施状況や問題点の把

握、改善方法の助言及び

指導をセキュリティレベ

ル向上に資するため第三

者機関による情報セキュ

リティ外部監査を実施し

た。また前年度、内閣サ

イバーセキュリティセン

ターが行ったマネジメン

ト監査のフォローアップ

にも対応し改善状況を報

告した。 

 

● 情報化 統括責 任者

(CIO)の下、世界最高水

準の情報環境の構築を

目指し、情報セキュリテ

ィ対策も含めた、研究所

の中長期の「ICT戦略」
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を検討するため、情報化

統合戦略会議を開催し、

戦略を決定した。 

 

●情報化統合戦略会議の

下部組織として情報シス

テム基盤の整備・運営お

よびそれらを利用したサ

ービス連携に関する事項

を理研内の多くの意見を

踏まえて審議するために

ICT 基盤整備・サービス

連携委員会を開催し、実

務事案を審議した。なお、

ICT 戦略検討の材料とし

て全研究所員への ICT 利

用者アンケートを実施

し、約 600 人からの回答

を分析した。 

 

●ICT 基盤整備・サービ

ス連携委員会の下部組織

として研究環境部会、情

報基盤部会、研究データ

部会を設置し、各専門議

題の検討を行った。これ

らにより次期スーパーコ

ンピュータシステムと理

研ネットワークシステム

の調達手続が開始し、閣

議決定された統合イノベ

ーション戦略が求める、

研究データ管理、利用、

公開に関する当研究所の

基本方針の検討やオープ

ンサイエンスに係る組織

体制の議論を全理研の情

報系研究者で議論して進

めた。 

 

 

 

 

 

●「ICT 戦略」について、広

く所内から意見を募りつ

つ、研究所の将来の ICT 環

境のあるべき姿を見すえて

当該戦略を作成した点を高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●情報関連事案の検討にお

いては、各種専門部会を整

備し、具体的かつ実現に向

けた議論を行う、各種施策

を実施するために、着実な

活動を進めている点につい

て評価する。また、オープ

ンサイエンスを推進するた

めの研究データの管理や公

開の基本方針の策定作業や

大規模なデータを扱うため

の実施組織体制の検討・議

論を全理研を対象に行った

ことは顕著な実績を挙げて

いると評価する。 
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４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－6 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 将来の研究の発展

と需要の長期的展

望に基づき、良好な

研究環境を維持す

るため、研究所は、

既存の研究施設及

び中長期目標期間

中に整備される施

設の有効活用を進

めるとともに、高経

年化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を計画的に

実施する。 

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トッ

プレベルの研究開

発拠点としての発

展を図るため、常に

良好な研究環境を

整備、維持していく

ことが必要である。

そのため、既存の研

究施設及び中長期

目標期間中に整備

される施設・設備の

有効活用を進める

とともに、老朽化対

策を含め、施設・設

備の改修・更新・整

備を重点的・計画的

に実施する。なお、

中長期目標を達成

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トッ

プレベルの研究開

発拠点としての発

展を図るため、常に

良好な研究環境を

整備、維持していく

ことが必要である。

そのために、既存の

研究施設及び新た

に整備される施設・

設備の有効活用を

進めるとともに、老

朽化対策を含め、施

設・設備の改修・更

新・整備を計画的に

実施する。 

 

・施設・設備の有効活

用を図るとともに、適

切な改修・老朽化対策

を実施したか 

 

【施設及び設備に関

する計画】 

・ 施設及び設備に関

する計画は有るか。有

る場合は、当該計画の

進捗は順調か 

 

【施設・設備の有効活用】 

●使用しなくなった動物

施設を解体撤去するとと

もに、飼育動物の変更を

計画した施設では、必要

な対応工事を実施するな

ど、施設・設備の有効活

用を推進した。 

 

【施設及び設備に関する

適切な改修】 

●建築物、電気設備、空

調設備、衛生設備の改修・

老朽化対策工事として、

100 万円以上の代表的な

工事だけで和光 72件、筑

波 22 件、横浜 10 件、神

戸 20件、大阪４件、播磨

63件実施し、必要な機能

保全を行った。 

●適切に施設・設備の有効

活用を実施し、着実に計画

を遂行している。また、PFI

事業の推進とともに、研究

開発法人における老朽施設

の問題が顕在化しつつある

中、理研全体の、より長期的

な予防保全等の検討に着手

したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価すべき実績＞ 

― 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

― 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・PFI事業の導入により、財政支出の平準化、業務負担の軽減等の効果が期待

できる。 

・使用しなくなった設備の廃棄、老朽化設備や建屋の必要な補修や更新がリス

トに基づいて都度行われており効率的な設備運用とともに安全対策にもなっ

ている。 
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するために必要な

研究開発もしくは

老朽化により必要

になる安全対策等

に対応した整備・改

修・更新が追加され

ることがあり得る。 

 

●既存の施設・設備の改

修・更新・整備について

は、老朽化対策計画リス

トに基づき、施設委員会

での優先度付けに基づい

て実施した。 

 

【施設及び設備に関する

計画】 

●理研の全事業所を俯瞰

した中長期的な予防保全

等の計画を策定するた

め、文部科学省 文教施設

企画・防災施設部を訪問

して助言等を受けるとと

もに、施設マネジメント

に関する先進的な取組を

行っている大学（東京工

業大学、名古屋大学）に

赴き、意見交換・ヒアリ

ングを行った。 

 

【PFI事業】 

●ＰＦＩ事業で建設する

本部・事務棟の利用及び

働く環境を議論し、マス

タープランを策定するた

め、若手・中堅職員約 30

名による 3 つのワーキン

ググループを組織し、そ

れぞれ、部署配置、什器

整備、文書保管について

報告書をとりまとめた。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－7 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 

― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和元年度行政事業レビュー番号 0176 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目

標期間最終年

度値等） 

H30年度 R１年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発成果の最

大化及び効果的か

つ効率的な業務の

実施のため、任期付

職員の任期の見直

しや無期雇用職の

導入に係る人事制

度改革を、流動性と

安定性のバランス

に配慮しつつ、着実

に進める。また、ク

ロスアポイント等

も活用しつつ、多様

で優秀な人材を確

保するとともに、職

員の能力向上、適切

な評価・処遇による

職員の職務に対す

るインセンティブ

向上に努める。 

業務運営の効率的・

効果的推進を図る

ため、優秀な人材の

確保、専門的知識を

有する人材の確保、

適切な職員の配置、

職員の資質の向上

を図る。任期制職員

の活用やクロスア

ポイントの活用に

より研究者の流動

性の向上を図り、研

究の活性化と効率

的な推進に努める。 

業務運営の効率的・

効果的推進を図る

ため、優秀な人材の

確保、専門的知識を

有する人材の確保、

適切な職員の配置、

職員の資質の向上

を図る。任期制職員

の活用やクロスア

ポイントの活用に

より研究者の流動

性の向上を図り、研

究の活性化と効率

的な推進に努める。 

・優秀な人材の確保、

職員の能力向上、イン

センティブ向上、任期

付研究者等の積極的

活用が図れているか 

 

【人事に関する計画】 

・ 人事に関する計画

は有るか。有る場合

は、当該計画の進捗は

順調か。 

・ 人事管理は適切に

行われているか。 

 

・人事評価における目

標設定と達成状況 

 

●優秀な人材の確保等に

関し、以下の取組を実施

した。 

・常勤職員の採用は、公

募を原則とし、特に研究

者の公募に関しては、海

外の優秀な研究者の採用

を目指し、新聞、理研ホ

ームページ、Nature 等主

要な雑誌等に広く国内外

に向けて人材採用広告を

掲載して、国際的に優れ

た当該分野の研究者を募

集する等、研究開発環境

の活性化を図った。 

・第 3 期中長期目標期間

において整備した無期雇

用職の登用制度により公

募、選考を行い平成 30年

度は研究系管理職 21名、

●順調に計画を遂行してい

る。 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・職の安定と、研究の柔軟な運営の要望を満たすことの最適なバランスを研究

者個々人と理研のマネジメント層とで考えながら改善を続けていくことが

必要である。 

・施設、安全管理等の専門的分野の人材確保に向けて、定年制による長期雇用

形態による計画的な人材確保が検討されている。必要な方向性であると思う

が、年齢構成を考慮する必要がある。 
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研究系一般職 70名、研究

支援職員 120 名、事務系

職員 130 名を登用した。 

・働き方の多様性を広げ

るため、任期制職員のう

ち５年の雇用上限が設定

されている職員への雇用

上限の適用除外を導入す

るとともに、無期転換の

申込をした場合は従事す

る業務が存在する範囲に

おいて雇用を継続する

「限定無期雇用職」を導

入するための制度設計を

行った。 

・クロスアポイントメン

ト制度を活用し、平成 30

年度は 32 名のクロスア

ポイントを行った。 

・顕著な業績等を挙げた

若手研究者・技術者を表

彰する理研奨励賞の別称

を「桜舞賞」と命名し、前

年度に続き寄附金を財源

に１件５万円の副賞の支

給を実施した。平成 30年

度は合計 46 名に授与し

た。 

 

●職員の資質向上に関

し、以下の取組を実施し

た。 

・全ての管理職に共通し

て必要なマネジメントの

基本事項を網羅した管理

職 e ラーニング講座（倫

理、労務管理、財務、知

財、安全管理、個人情報

保護等）の受講徹底を図

り、年度末時点で 97.7％

が全科目を受講、確認テ

ストに合格した。 



244 

 

・研究不正防止に関する

理解を深めるため、研究

不正防止に係る研修を外

部講師から所内講師に変

え理研の研究現場の実情

を踏まえた内容に改善・

実施した。 

・語学研修は、常勤職員

に加え、非常勤職員にも

受講を促し、合計で前年

度に比べ１割以上多い

1,255 人（うち非常勤職

員約 410 人）が受講する

とともに、海外での短期

語学研修に７名を派遣し

た。海外大学の事務部門

での実務体験を通じ、語

学力に加え、異文化での

職務遂行能力向上を図る

ためオーストラリアの大

学における OJT 型語学研

修を新たに開始し、約１

か月、２名を派遣した。

また、所内リソースを活

用した語学研修として、

理研サマースクールでポ

スター発表を行う等の取

組を行った。 

・職員のニーズを踏ま

え、PowerPoint 基礎・応

用、契約、英語論文の書

き方等に関する e ラーニ

ング講座を開設した。 

・事務部門に対する研究

不正やハラスメントの防

止、服務等の法令順守に

関する研修、メンタルヘ

ルスに関する研修等を実

施した。また、事務職員

の夜間大学院での修学を

支援し、平成 30年度は４

名が修学した。 
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●流動性の向上（キャリ

ア支援等）に関しては、

以下の取組を行った。 

・自己理解の促進及びキ

ャリア支援の内容紹介を

目的として、その場で適

性・適職診断を受けられ

るイベントを、事業所の

健康診断会場で開催し、

結果のフィードバックを

個別に行った。 

・入所時から将来を意識

するよう、入所オリエン

テーションで啓蒙パンフ

レットや事例集を配布し

た。 

・キャリアのメールマガ

ジン（毎月２回配信）で

は、所に寄せられる求人

以外に、特に理研の人材

の専門性・特性に合う求

人やキャリア関連イベン

トの情報を検索収集して

提供した。 

・転出先の選択肢を広げ

るため、企業での研究開

発業務の紹介や、転身し

た理研出身者のいるメデ

ィカル・アフェアー求人

を持つ企業、アカデミア

とベンチャー企業双方の

経験者や、研究派遣会社

による説明会等を実施し

た。 

・外国人も参加可能な、

人材紹介会社と面談でき

るイベントを引き続き実

施した。 

・応募書類の添削や面接

リハーサル、模擬授業リ

ハーサル、想定問答の添
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削アドバイスなどを実施

して、実践的な転身活動

支援に努めた。 

・入所時期、転出時期等

それぞれに合わせたワー

クショップを各事業所で

実施した。 

 

●以上のほか、実労働時

間把握に際して客観性を

確保するため、所内ウェ

ブ上での本人による打

刻、入退出ログなどの客

観性を確保する方策につ

いて検討を実施した。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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